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I 牛の衛生 
 
Ⅰ－１ ウイルス性疾病 
 
1．地域で取り組んだ牛ウイルス性下痢防疫
対策：北海道上川家保 宮澤和貴 

牛ウイルス性下痢（本病）の検査陰性と
ワクチン接種を入牧条件とした A 市公共牧
場（A 牧野）で、平成 29 年度に本病の持続
感染牛（PI 牛）が入牧し、本病が地域にま
ん延。地域と連携して対策を実施。入牧牛
の産子検査で 11 戸 23 頭の陽性牛を確認。
陽性牛摘発農場 10 戸の同居牛検査で PI 牛
は未確認、10 カ月間の産子検査では、3 戸
のワクチン未接種牛の産子で PI牛 5頭を確
認。本病がまん延した要因を調査。分離株
の解析から、A 牧野に複数の PI 牛の入牧が
示唆。入牧牛の抗体検査で低抗体価の個体
を確認。定期的なワクチン接種を行う農場
は僅か。PI 牛の入牧阻止、入牧牛の抗体付
与向上、地域のワクチン接種体制が課題。
平成 30 年度以降、徹底した入牧条件の確認
により、A 牧野で PI 牛は未確認。市内全酪
農場でバルク乳検査による本病の監視を開
始。入牧牛への抗体付与向上に課題を残す
も、地域全体のワクチン接種による予防体
制を整備。地域における本病の防疫体制を
確立。 
 
2．A 町の乳用牛預託施設に関連した牛ウイ
ルス性下痢と防疫体制の再構築：北海道根
室家保 大和田真紀、小川祐子 

A 町家畜自衛防疫組合（自防）は、平成 1
8 年から牛ウイルス性下痢（本症）ワクチ
ン接種強化、平成 21 年からバルク乳検査に
よる農場単位での搾乳牛の本症持続感染牛
（PI 牛）摘発。平成 30 年、育成牛預託施
設関連の本症 2 事例発生。事例 1 は個人預
託農場 1 戸を介し、預託元農場 3 戸へ本症
感染拡大。事例 2 は自防バルク乳検査で摘
発した PI牛 3頭に A町公共牧野預託歴が有
り、同時期預託の他農場初妊牛 1 頭が下牧
後 PI 牛分娩。各事例の分離ウイルス株の遺
伝子相同性は、事例 1の 4株で 99.6～100%、
事例 2 の 2 株で 100%。両預託施設での本症
まん延を危惧し、家畜保健衛生所と自防は、
平成 30年 8月から育成牛の預託前検査体制
を整備、地域単位の防疫として再構築。結
果、令和 2 年 8月までに農場預託前検査 13,
972 頭中 2 戸 7 頭、A 町公共牧野入牧前検査
1,393 頭中 2 戸 3 頭の PI 牛確認。乳用育成
牛の預託施設利用が進む中、A 町の防疫体
制再構築は、本症まん延防止・清浄化を促
進。 
 
3．管内の一酪農場における牛伝染性リンパ
腫対策：北海道上川家保 宮澤国男、宮澤
和貴 

育種改良に積極的な管内酪農場で、血統
の良い牛を牛伝染性リンパ腫から守りたい
飼養者の意向を受け、平成 28 年から牛白血

病に関する衛生対策ガイドラインに基づく
対策を実施。陽転率は低い水準で推移、陽
性率は 4年間で 36.3%から 9.1%にまで減少。
対策中に生じた課題には、育種改良を妨げ
ず、かつ継続可能な対応を協議。高リスク
牛は、補助事業を活用した計画的なとう汰
と併せて、血統の良い高リスク牛から後継
牛を残すため、徹底した分離飼育と産子の
検査で対応。預託牛の再導入時検査による
侵入防止対策を実施。検査費用は補助事業
の活用で負担を軽減。飼養者が血統の維持
という高いモチベーションを持ち主体的に
対策を実行、血統の維持を考慮した対策の
提案、補助事業の活用によるサポートが良
好な結果を得た要因。本病対策は、長期的
な視野に立ち、感染のコントロールが重要。
更なる清浄化の推進には、個人で対応でき
ない課題に地域での取り組みが不可欠。 
 
4．牛伝染性リンパ腫清浄化に向けた取り組
み：北海道檜山家保 塩原結花、橋本健二
郎 

乳用牛約 50 頭を飼養する管内一酪農場
において牛伝染性リンパ腫清浄化対策を実
施。飼養者、地域関係機関と協力し、平成
27 年度より対策開始。初回検査の牛白血病
ウイルス（BLV）抗体陽性率 41%。BLV 抗体
陽性牛と陰性牛の分離飼育、畜舎内への送
風機の複数設置及び忌避剤の牛体噴霧等の
吸血昆虫対策、BLV 抗体陰性牛からの後継
牛確保、初乳の凍結処理及び乳検成績等を
考慮した BLV 抗体陽性牛の計画的な淘汰更
新を実施。年 2 回（越夏前後）の BLV 抗体
検査では、平成 28 年度に垂直感染等による
育成牛 2 頭の新規 BLV 抗体陽性を確認。以
降、育成牛の吸血昆虫対策を強化し、令和
2 年 4 月時点まで新規 BLV 抗体陽転牛及び
垂直感染事例の発生なし。乳検成績を向上
させながら、BLV 抗体陽性率 6%に減少。吸
血昆虫対策の効果の検証として、自家放牧
地への吸血昆虫飛来状況及び畜舎内への侵
入状況を調査。結果より、対策の効果を確
認。今後も感染拡大防止及び清浄化達成の
ため対策を継続。 
 
5．BLV 感染による経済的影響の評価及び清
浄化対策の検討について：北海道留萌家保
 坂本光弘、上村伸子 
 BLV が高度浸潤する約 400 頭規模の酪農
場で対策意欲向上のため、感染による経済
的影響を統計学的手法により評価するとと
もに、感染シミュレーションモデル（モデ
ル）を活用し対策内容を検討。経済的損失
の評価は、（国研）動物衛生研究部門によ
る経営体強化プロジェクト事業で実施した
末梢血のプロウイルス量検査の結果で飼養
牛を分類し、乳房炎及び繁殖障害の診療日
数、と畜及び死亡数、枝肉重量を一般化線
形モデルにより比較。感染牛は非感染牛と
比較して乳房炎の診療日数が約 2.7 倍有意
に増加し、経済的損失を示唆。対策内容の
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検討は、酪農学園大学作成のモデルを使用。
本農場が BLV 対策として不十分な吸血昆虫
対策及びハイリスク牛の優先的とう汰を追
加した場合、従前の対策のみを実施した場
合と比較して 5 年後の抗体陽性率は 4%低
く、感染牛の頭数は 23 頭少ない予測結果。
モデルの活用は対策効果の見える化に有用
と考察。 
 
6．釧路管内で頻繁に検出される牛疾病原因
ウイルスのゲノム分子疫学的解析：北海道
釧路家保 佃拓磨、宮根和弘 

管内で検出した牛コロナウイルス(BCo
V)、牛 RS ウイルス(BRSV)、牛パラインフル
エンザウイルス 3 型(BPIV3)、牛トロウイル
ス(BToV)の分子疫学的解析を実施。管内流
行株を把握し、他地域の株と比較。BCoV は
20 株がグループ 4(G4)、3 株がグループ 3(G
3)に分類。BRSV は全 5 株が遺伝子型Ⅲに分
類。BPIV3 は 3 株が A1 型、3 株が A4 型、9
株が C 型に分類。BToV は全 6 株が BToV-Br
eda 系統に分類。各ウイルス共に近隣株や
本州株と近縁。BCoV では、牛の導入がない
農場で G4 検出後に G3 の侵入事例を確認、
人や物等でウイルスが侵入した可能性が示
唆。BPIV3 では、牛の入れ替わりが多い農
場で地域特有の A4 株を 2 年間検出、農場内
での再流行か、地域の株が再侵入した可能
性。BCoV、BPIV3 では無症状牛で検出があ
り、農場内感染の拡大や持続感染の可能性
が示唆。これらより牛や人、物等の移動で
農場にウイルスが侵入している可能性が高
く、飼養衛生管理基準遵守の重要性を再認
識。 
 
7．牛ウイルス性下痢ウイルス遺伝子検査の
効率的な検査手法の検討：北海道網走家保
戸田有恒、早川潤 

業務負担軽減のため、より効率的な牛ウ
イルス性下痢ウイルス（BVDV）遺伝子検査
法を検討。電気泳動の省略を目的に、BVDV
野外分離株 20 検体、BVDV Nose 株、BVDV K
Z91-CP株の培養上清から抽出した RNAを用
い、コンベンショナル RT-PCR（cRT-PCR）
及びリアルタイム RT-PCR（rRT-PCR）の検
出限界の希釈率から、検出感度を比較。結
果、全検体で rRT-PCR は cRT-PCR と比較し
101～103 倍高感度。白血球単離の省略を目
的に、BVDV 遺伝子陽性の全血及び同検体由
来の白血球浮遊液各 3 検体から RNA を抽出
し、rRT-PCR により遺伝子量を比較。結果、
全検体で全血は白血球浮遊液と比較し、遺
伝子量が 100.7～101.6 倍高値。RNA 抽出の省
略を目的に、滅菌蒸留水で 10 倍希釈した B
VDV持続感染牛由来白血球浮遊液 31検体を
95℃10 分間感作したものをテンプレート
としたダイレクト rRT-PCR（DrRT-PCR）を
実施。結果、全検体から BVDV 遺伝子を検出。
今後も野外材料を用いた検証を重ね、さら
に効率的な検査手法を検討していく。 
 

8．酪農地域が一体となった牛ウイルス性下
痢防疫対策の取組：青森県十和田家保 齋
藤豪、方波見将人 

県外預託農場で牛ウイルス性下痢(BVD)
ウイルス持続感染(PI）牛が摘発。複数酪農
場が当該預託農場及び乳用牛周年預託育成
牧場(育成牧場)を利用。交差汚染の懸念か
ら、当地域において次の BVD 防疫対策を開
始。①預託牛の産子 15 戸 878 頭について巡
回調査。経営上重要なホルスタイン種の雌
を対象とし、7 戸 88 頭を検査。1 戸 1 頭を
PI 牛と診断。②農協に BVD 対策を提案し、
農協独自に組合員 86 戸のバルク乳検査を
実施。3 戸で陽性となり、225 頭の検査で各
戸 1 頭陽性。再検査前に 2 頭自主淘汰、1
頭死亡。③育成牧場 655 頭の検査で、3 頭
を PI 牛と診断。妊娠牛は事故を避けるため
対象外とし、退牧時に検査を予定。④関係
機関、農家に対し、本病の対策説明会を実
施。PI 牛摘発農場の経済的損失の低減、育
成牧場における BVD 防疫対策の強化及び交
差汚染防止対策が今後の課題。農家への指
導、関係機関の連携強化により地域が一体
となった BVD 防疫対策を推進する所存。 
 
9．BVD ウイルスの浸潤状況とスクリーニン
グを目的とした採材・保管方法の検討：青
森県青森家保 林敏展、佐藤宏樹 
 本県大規模農場の出荷牛が他県で BVD 持
続感染（PI）牛と診断。2015 年からの保存
血清（肉用牛 12,050 頭、乳用牛 10,674 頭）
を用い、リアルタイム PCR（rPCR）で浸潤
状況を調査。既知力価 105.0TCID50/ml のウ
イルスと野外ウイルスを含む血清の遺伝子
量を希釈して確認。96 検体血清プールでも
確実に遺伝子が検出可能。これを利用し調
査。肉用牛 3 頭（0.025％）と乳用牛 8 頭（0.
075％）が遺伝子陽性。定期的な調査が必要。
大規模農場でのスクリーニング検査を目的
に、簡単に採材・保管する方法を検討。PI
牛の鼻腔、口腔、膣粘膜スワブを用い、緩
衝液の有無、4℃と－20℃の保管、0、3、7、
14 及び 28 日間の保存の組合せで実施。そ
の結果、いずれの保管でも 14 日間まで十分
な遺伝子量を確認。スクリーニングには、
生産者が容易に採材できる鼻腔スワブが適
し、4℃で 14 日間保存できるため実用的。
今後、生産者が自ら採材・保管するスクリ
ーニングを普及させる所存。 
 
10．乳用牛育成預託施設における牛ウイル
ス性下痢対策の改善指導:岩手県県北家保
城志乃、今野一之 

2017～2019 年、管内乳用牛育成預託施設
（施設）1 戸の利用農場及び周辺農場で複
数頭の牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）
持続感染（PI）牛が発生。当該施設では 20
12 年に PI 牛が発生し、預託牛にワクチン
接種等の感染防止対策を実施。その後、ワ
クチンプログラムの変更が確認され、施設
を介した感染拡大防止のため、対策の見直
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しを提案。清浄性及びワクチン効果確認検
査の結果、預託牛全 240 頭及び利用農場飼
養牛全 653 頭で清浄性を確認。中和抗体検
査を実施した 48 頭中 11 頭のみが BVDV1 型
及び 2 型の感染防御に有効な抗体価を保
有。施設、利用者及び管理獣医師と検討会
を開催し衛生対策方針を作成。12 か月齢時
に生ワクチン及び 12 か月齢以上に不活化
ワクチン接種へ変更し、効果確認中。新規
預託牛の遺伝子検査を県北家畜衛生協議会
助成事業及び国事業を活用し、1 年間継続
予定。検討会を通じ施設関係者が本病対策
を深く理解。対策継続を支援し清浄性維持
と感染予防に努める。 
 
11．過去の検査成績から得られた牛伝染性
リンパ腫対策の課題：岩手県県南家保 鈴
鹿弘顕、佐藤裕夫 

牛伝染性リンパ腫発生農場のうち、清浄
化対策に取組む農場は 10％。対策に取組む
農場数を増やすため、管内の黒毛和種繁殖
農場(116 戸 2,226 頭)の取組状況と過去の
検査成績を分析し評価。感染に影響を与え
た高リスク項目は、①哺乳期の母牛以外の
成牛への接触(P=0.02)、②アブの多さ(P=0.
03)、③鼻環装着の有無(P=0.04)。1 歳齢ま
での感染率を母牛の感染の有無と出生時期
で比較したところアブの非発生時期に陽性
牛から出生した子は 82%。一方、陰性牛の
産子は出生時期に関わらず 3%以下で、陽性
牛産子の感染対策の重要性を再確認。対策
農場の抗体陽転率は、十分な分離をした場
合の 2％に比べ、牛の並び替えのみでは 14
％と高い。防虫ネット利用率も低く(4％)、
経費と作業時の負担軽減が対策を推進する
うえでの課題。以上を踏まえ、対策農場に
分析結果を還元し、また、対策に消極的な
農場に対して、労力・経費に見合う取組み
を生産者が判断し選択できるよう整理・リ
スト化し、提案していく。 
 
12．アブ防除ジャケットを活用した牛伝染
性リンパ腫対策の課題：岩手県県南家保 
川畑由夏、佐藤裕夫 
 牛伝染性リンパ腫（BL）の対策は、アブ
による伝播防止が不可欠で最も取組が困
難。分離飼養が困難な農場や公共施設の入
牧初期で検査結果が未判明の待機牛の管理
が課題。青森県が有用性を報告したアブ防
除ジャケット（JK）に着目し、作業性、コ
スト等普及上の課題を検証。JK は発育ステ
ージ毎に６サイズを用意、作業性・耐久性
を２種類の素材で比較。家畜市場での評価
アンケートではコストが普及上のポイント
だが四千円台でも 17％は利用したいとの
回答。自作品は廉価だが手間と耐久性に、
業者発注は素材選択とロット数の確保が課
題。素材は固めのメッシュが柔らかめより
有用。今年度農場 11 戸 29 頭及び公共施設
３か所 32 頭での検証結果、陽転率は 2.9％
で未利用農場に比べ低い傾向で、陽転個体

は装着時期の遅れが原因。JK による感染防
止効果は明らか。利用者は牛体も綺麗に保
て、継続使用すると好評価。成果を現場に
還元し JK の改良を重ね BL 対策取組農場を
増やす。 
 
13．新たな qPCR 法及びリンパ球数を指標と
した牛伝染性リンパ腫ウイルス伝播リスク
を評価する基準値の検討:岩手県中央家保
千葉由純、福成和博 

牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）感染牛
の伝播リスクを評価する検査基準値を検
討。BLV 感染及び非感染のホルスタイン（H）
種の 104 頭及び 70 頭、黒毛和種の 267 頭及
び 254 頭の血液を材料に、①新しい q-PCR
法（pol 法）の各リスク区分の基準値を既
報(tax 法)の値から単回帰分析により算
出。②同リスク区分毎の血液中リンパ球数
を年齢別に ROC 解析し、基準表（Iw-Key）
を作成。③pol 法及び Iw-Key を用い、4 か
月齢未満牛 50頭中 9頭が BLV感染した集団
の母牛をリスク評価し検証。結果、①pol
法の高リスク基準値は 3,014copies/105 細
胞以上と算出。②Iw-Key は両品種に共有で
き、5 歳齢以上の牛も区分し、H 種の閾値が
EC-Key よりも低い特徴。Iw-Key：陽性＋疑
陽性の pol 法高リスクに対する感度（78％）
は EC・JB-Key のそれ（63％）と比較し良好。
③pol法及び Iw-Keyの区分が高リスクとな
る牛の産子感染に対する感度は、それぞれ
89％及び 83％と妥当。対策への応用が期
待。 
 
14．中枢神経系の軟化及び全身性血管炎が
認められた起立不能牛の一症例：岩手県中
央家保 大竹良祐、福成和博 
 2020 年 9 月、管内酪農場において、1 歳
7 か月齢の育成牛 1 頭が起立不能を呈し、
病性鑑定に供された。剖検では、大脳及び
延髄の融解、腎門周囲の膠様浸潤を確認。
組織学的に、全身諸臓器にフィブリノイド
壊死を伴う小動脈炎、大脳及び脳幹にリン
パ球主体の囲管性細胞浸潤、大脳白質及び
延髄網様体に脂肪顆粒細胞の浸潤を伴う軟
化巣、小腸に陰窩膿瘍を確認。グラム染色
及び PAS 染色により、病変部に細菌及び真
菌は確認されず。延髄及び空腸のパラフィ
ン切片並びに脳幹から羊ヘルペスウイルス
2 型（OvHV-2）遺伝子、大脳、脳幹及び肺
から牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）1
型遺伝子を検出。BVDV1 型及び 2 型の抗体
を保有していたことから、急性感染が示唆。
全身諸臓器から有意菌は分離されず。本症
例は、起立不能の原因と考えられる中枢神
経系の軟化が特徴的。病変への OvHV-2 及び
BVDV の関与について、今後、パラフィン包
埋切片を用いた in situ hybridization を
実施予定。 
 
15．乳用種子牛における呼吸器病関連病原
体の保有状況調査：岩手県中央家保 五嶋
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祐介、福成和博 
子牛の呼吸器病症候群(BRDC）対策を目的

として、BRDC 関連病原体の保有状況をモニ
タリング。県内の酪農場及び育成牧場 10
戸で飼養される乳用種子牛 54 頭(初回検査
時 8 日～8 か月齢、2019 年：8 戸 24 頭、20
20 年：9 戸 30 頭、期間中 2 頭死亡)を選定。
鼻腔スワブ及び血清を 4 回(6、8、9、11 月)
経時採取し、それぞれ病原体 12 種(ウイル
ス 8 種、細菌 4 種)の遺伝子検査、ウイルス
7 種の中和試験に供試。結果、鼻腔スワブ 2
11 検体中 133 検体から 8 種 238 病原体遺伝
子を検出。検出率が高い 3 種は Pasteurell
a multocida (52.1%)、Mannheimia haemol
ytica (27%)、牛コロナウイルス(11.4%)。
多数種の同時検出例(最多 5 種)がある一
方、全期間未検出の個体及び農場あり。特
に育成牧場で検出率が高い傾向。多農場に
おいて複数種の感染抗体を確認。平常時か
ら BRDC 関連病原体の牛群への侵入及び感
染が示唆。これら潜在的病原体の把握は、
そのコントロールによる予防及び飼養改善
に繋がると期待。 
 
16．県内で確認された牛ウイルス性下痢ウ
イルス持続感染牛の疫学：岩手県中央家保
福成和博、五嶋祐介 

牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）のま
ん延防止対策を検討するため、2008 年から
2020 年までに県内で確認された持続感染
（PI）牛の疫学情報を解析。17 市町村 58
戸で確認された 10 日～5 歳齢の PI 牛 115
頭中 89 頭（77%）は無症状、残り 26 頭に症
状あり。PI 牛のうち 100 頭（87%）は酪農
場で生産。それらの母牛（PI 牛除く）95
頭中 40 頭（42%）は 1 歳齢時に感染、その
内 25 頭（63%）は複数農場が利用する預託
施設で感染。115 分離株の BVDV 遺伝子亜型
の割合（1a:6%、1b：55%、1c：5%、2a：32
%、不明:2%）は、2002 年以前と比較して 1
b 及び 2a が有意に増加。分子系統樹解析並
びに PI 牛及び母牛の移動状況から PI牛 11
5 頭中 67 頭（58%）に 13 預託施設との疫学
関連あり。PI 牛の預託施設への侵入が県内
の BVDV の主要な拡散要因と推察され、特に
2a において顕著。本県における対策とし
て、預託施設を利用する育成牛への 1b、2a
亜型を含むワクチン接種及び導入時検査が
重要。 
 
17．搾乳牛に発生した牛コロナウイルス病
とその対策：宮城県大河原家保 西條世志
子、加藤里子 
 令和 2 年 1 月、成牛 53 頭、育成 38 頭飼
養する酪農場で、搾乳牛舎の 1 頭が呼吸器
症状、発熱、泌乳量減少、下痢を呈した。
その後牛舎内の半数以上に拡大したため当
所に病性鑑定依頼､発症牛及び同居牛 13 頭
の鼻腔スワブ、糞便、血液を材料に検査を
実施。全頭から牛コロナウイルス（BCV）遺
伝子検出、BCV 中和抗体価の有意な上昇を

確認。以上から BCV 病と診断。飼養衛生管
理基準に基づくまん延防止対策の指導に加
え、農場内浸潤及び免疫状況の把握のため
約一年間抗体推移を追跡。当該牛舎以外へ
の感染拡大は認めず。搾乳牛全頭に牛下痢
5 種混合不活化ワクチンを接種。対策実施
後は発症無し。発症期間 29 日間の 6,725kg
出荷乳量減少により約 67 万円の減収と試
算。ワクチン費用約 13 万円に対し約 54 万
円損害抑制効果。農場に毎年の BCV 病流行
期前の接種を指導。地域酪農団体へ本病の
情報提供を行い､啓発。 
 
18．一酪農場で実施した地方病性牛伝染性
リンパ腫（EBL）対策と感染リスクの検証：
山形県中央家保 水戸部麻子※、野崎陸 ※

現山形県最上家保 
育成牛を全頭周年預託している成牛 50

頭規模繋ぎ形態自家育成酪農場で EBL 対策
を実施。平成 25 年以降の検査結果から、子
牛期、育成期及び成牛期別の対策と感染リ
スクを検証。子牛期は全頭加温処理済母乳
を給与し、陽性率は陰性母牛産子 0%、陽性
母牛産子 16.7%、特に牛伝染性リンパ腫ウ
イルス遺伝子量 400 コピー/10ngDNA（copy）
以上の高リスク母牛産子で 23.1%。育成期
の陽転率は、分離預託実施前 26.9%、以降 2.
5%。成牛期は吸血昆虫対策に牛舎周囲のネ
ット設置と昆虫成長阻害剤散布を実施し、
陽転率 3.1%。陽転牛は遺伝子量 1,000copy
以上の高リスク牛に隣接。分離預託前の平
成 28年までの農場全体陽性率は 50%前後で
推移し、分離預託後の平成 29 年以降は 44.
6%から 21.7%に減少。本農場の感染リスク
は預託、高リスク母牛産子、高リスク牛隣
接の順に高く、分離預託が最優先対策と推
察。EBL 対策は農場毎に検査結果に基づく
有効性の高い対策を優先することが重要。 
 
19．国内の牛伝染性鼻気管炎ウイルス３株
を識別可能なマルチプレックスＰＣＲ－Ｒ
ＦＬＰ法の構築：山形県中央家保 白鳥孝
佳 
 牛ヘルペスウイルス 1 型（BoHV-1）を原
因とする牛伝染性鼻気管炎（IBR）の発生予
防として、従来の注射型生ワクチン（注射
V）に加え、鼻腔内投与型生ワクチン（経鼻
V）が近年普及。BoHV-1 検出時の野外株/ワ
クチン株識別の重要性が増す中、昨年県内
で検出された BoHV-1の 2検体が現行の識別
PCR で感度の問題により判定不能。以上に
より今回、BoHV-1 野外株/注射 V 株/経鼻 V
株の 3 株を一度に識別可能なマルチプレッ
クス PCR-RFLP 法を構築。注射 V 株は遺伝子
欠損部位を標的とした PCR により、PCR 産
物長で識別。経鼻 V 株は 23136 番塩基の一
塩基多型(SNP)を標的とし、制限酵素 StyⅠ
を用いた PCR-RFLP で識別。上記方法を併用
したマルチプレックス PCR-RFLPにより BoH
V-1 の 3 株を識別可能。各ウイルス株識別
の感度はシングルおよびマルチプレックス
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PCR,PCR-RFLP 間でほぼ同等。本法の応用に
より、野外検体のウイルス株識別が可能。
本法は BoHV-1 検出時のウイルス株識別に
有用。 
 
20．管内の牛伝染性リンパ腫対策取組状況
（第 2 報）：福島県会津家保 門屋義勝、
白田聡美 
 当家保では管内の牛伝染性リンパ腫(EB
L)対策に平成 23 年度から取り組んでおり、
現在 23 戸を支援中。これまでの清浄化達成
は 2 農場。順調に陽性率が低下する農場と
低下しない農場が 2 極化する傾向にあり、
飼養形態上分離飼育が困難であることや、
導入時に陽性牛が含まれてしまうことが陽
性率が低下しない原因。対策として、吸血
昆虫対策、検査結果一覧表の配付、着地検
査の徹底を推進。また、これまでモデル農
場を育成し、地域内の講演会などによりそ
の成果を紹介して波及効果を狙ってきた
が、今年度当該農場が県の EBL 啓発事業に
採択され、事業を活用して隔離牛舎への改
築、陽性牛舎への防虫ネットの設置等対策
を強化でき、新規感染防止を実証した。今
後も啓発事業成果を紹介するなどにより農
家の意識向上を図ると共に、飼養形態に見
合った対策を確実に講じるよう具体的な対
応を提案し実施することにより EBL 清浄化
を目指す。 
 
21．ウシ主要組織適合性遺伝子をマーカー
にした牛伝染性リンパ腫に対する戦略:茨
城県県北家保 鹿島悠幹、栗田敬介 

牛側の遺伝的な部分に着目した BLV 対策
を模索。ウシ主要組織適合性遺伝子複合体
（BoLA）-DRB3 遺伝子（アリル）は免疫応
答と疾患感受性に関与。1201 と 1501 が感
受性、0902 と 14011 が抵抗性アリル。モデ
ル農場のホルスタイン種 80 頭について、ア
リルを PCR sequence-based typing で型
別。モデル農場では 1501 が有意に多く、1
201 が有意に少ない。抵抗性アリル保有牛
は他のアリル保有牛よりプロウイルス量が
少ない。20copies/10ngDNA を基準に、アリ
ルとの関連性を解析。0902 及び 14011 保有
牛は基準未満が有意に多く、1501 保有牛は
基準以上が多い傾向。0902 保有種雄牛 5 頭
についてアリルを調査し、3 頭が感受性ア
リルを保有、1 頭が 14011 を保有。アリル
をマーカーにした BLV 対策を実施するに
は、飼育牛及び種雄牛の遺伝子型に基づい
て交配。さらにその産子の遺伝子型を調査
するサイクルの反復により、牛群の抵抗性
アリルの保有率が増加し、発症牛や水平感
染が減少すると考察。 
 
22．つなぎ飼い酪農家の牛伝染性リンパ腫
ウイルス清浄化事例：栃木県県央家保 米
山州二、齊藤かおり 

搾乳牛約 30頭の 8割以上が感染牛の酪農
家で牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）の清

浄化対策を実施。平成 27 年以降、計 31 頭
の感染牛を優先的に更新。性選別精液（雌）
による人工授精を高リスク牛以外に実施
し、胎内感染の頻度を低減。非感染子牛は
BLV 抗体陰性が入牧条件の公共牧場に全て
預託。平成 29 年からパドック放牧を中止。
搾乳牛舎では非感染牛と感染牛を完全分離
し、境界に抵抗性アリル保有の抵抗性牛を
配置。搾乳牛の感染率は、感染牛の更新が
進み平成 27～28 年に 82.8％から 70.4％に
低下。放牧中止や感染牛の分離飼育後の平
成 29～令和 2 年の夏後検査では 57.1％、3
0.8％、4.5％と大幅に低下。感染母牛の分
娩子牛 11 頭中 5 頭が感染牛と判定。平成 3
0 年以降に感染子牛は出生せず。令和 2 年 5
月の検査で清浄化達成を確認。早期から胎
内感染に着目し、多くの非感染後継牛が確
保され、農場主の意欲が向上し自主的に各
種取組強化。高度汚染農場の短期間清浄化
も十分に可能。 
 
23．管内の過去 5 年間における牛伝染性リ
ンパ腫清浄化への取組：栃木県県北家保 
草嶋悠介、髙﨑久子 

平成 27 年度から令和元年度（5 年間）の
肉用繁殖牛ヨーネ病検査余剰血液を用いて
管内 392戸 7,991頭の BLV浸潤状況を調査。
陽性農場が 209 戸（53％）、陽性牛は 2,95
1 頭（37％）。飼養頭数 19 頭以下の農場（2
86 戸 2,382 頭）では、陽性農場が 42%、陽
性牛は 26%。一方、20 頭以上の農場（106
戸 5,609 頭）では、陽性農場が 84%、陽性
牛は 41%であり、飼養頭数の少ない農場で
陽性率が低い。飼養形態はつなぎ（農場陽
性率 45％、飼養頭数陽性率 24％）およびマ
ス単飼（同 43％、同 23％）で低く、フリー
バーン（同 74％、同 42％）で高い。農場内
飼養牛の陽性率は自家育成牛 32％に比べ、
導入牛 40％と高い。これらを元に清浄化指
導を実施。①遺伝子検査結果による伝播高
リスク牛の分類、②子牛の BLV 浸潤状況把
握、③早期母子分離・人工哺育、④分離飼
育・早期更新を進めたところ、期間内に 79
農場が対策を開始し、うち 3 戸は清浄化を
達成。今後、この事例を参考に更なる清浄
化対策に努める。 
 
24．牛ウイルス性下痢ウイルス浸潤農場に
おける持続感染牛の継続摘発と清浄化：群
馬県中部家保 若山映令彩 

平成 31 年 1 月、管内酪農場の子牛 2 頭が
県外出荷先で牛ウイルス性下痢ウイルス（B
VDV）持続感染（PI）牛として摘発。農場内
の BVDV 浸潤状況確認のため全頭検査を実
施、成牛 2 頭を PI 牛として摘発淘汰。疫学
調査により、このうち 1 頭は県外預託牧場
で BVDV 1b 型に胎内感染したと推察。平成
27 年以降、預託牧場及び当該農場で BVDV
感染源となった可能性。PI 牛摘発の遅れが
農場内汚染拡大の要因。平成 31 年 4 月、同
預託牧場で当該農場の牛 1頭が PI牛として
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摘発。令和元年 6 月までに出生子牛の検査
で BVDV 2 型の PI 牛 3 頭を摘発。預託牧場
での胎内感染が疑われたが、早期の摘発淘
汰により農場内浸潤は阻止。当該農場には、
BVDV 検査の徹底を指示。従業員に対する研
修会を開催し、出生子牛の管理強化を指導。
さらに、分離された BVDV 株に適合するよう
ワクチン接種プログラムを変更。当該農場
は令和 2 年 4 月に清浄化達成。今後、飼養
衛生管理基準の遵守及びワクチン接種によ
る発生予防、バルク乳検査及び導入牛・出
生子牛検査による早期摘発を実施し、農場
の清浄化を維持。 
 
25．フリーストール酪農場における牛伝染
性リンパ腫抵抗性牛選抜による清浄化の試
み：西部家保 阿部有希子、農林大 藤原
宏昇 
 搾乳牛 20 頭規模のフリーストール酪農
場で牛伝染性リンパ腫（EBL）清浄化に向け、
ウイルス量に基づく計画的とう汰を試みた
が、進展せず。全頭で BoLA-DRB3 遺伝子タ
イピング法を実施し、EBL 感受性、抵抗性、
その他に分類。分類毎にウイルス量、牛群
検定の遺伝的評価項目を比較。抵抗性牛は
産歴を経ても低ウイルス量、遺伝的評価は
他より有意に高い傾向。抵抗性牛に性判別
精液を用い、抵抗性以外の個体は子牛のう
ちに出荷することで、7 年以内に全頭抵抗
性となり、牛群のウイルス量が抑えられる
と推定。一方、その他に分類した牛群及び
抵抗性牛 1 頭でも、ウイルス量の多い牛を
確認。清浄化には、その他群のとう汰と抵
抗性牛のウイルス定量検査等が必要と判
明。抵抗性牛選抜による EBL 清浄化をフリ
ーストール牛舎で早期に成功させるには、
抵抗性遺伝子をホモで保有する遺伝的能力
の高い種雄牛の調査や作出が必要。 
 
26．県内で分離された牛ウイルス性下痢ウ
イルスの遺伝子解析：群馬県家衛研 茂木
麻奈美 

牛ウイルス性下痢(BVD)は全国的に発生。
本県でも継続的に持続感染(PI)牛を摘発。
当所で診断した PI 牛は、平成 29 年度 6 戸
9 頭、平成 30 年度 13 戸 27 頭、令和元年度
8 戸 13 頭。今回、これら 49 頭および PI 牛
と疑われた 14 頭からの分離ウイルス株 63
株について 5’UTR 領域の遺伝子解析を実
施。その結果、1b 亜型が 46 株(73%)、2a
亜型が 17 株(27%)であり、県内では 1b 亜型
が流行。分子系統解析の結果、複数農場か
らの分離株が同じクラスターに分類された
事例では、母牛預託先が同一であり、預託
先での母牛感染が示唆。導入牛が PI 牛であ
った事例では、導入元農場分離株と塩基配
列が一致。１農場から異なるクラスターの
ウイルスが複数分離された事例では、複数
経路からのウイルス侵入と推察。PI 牛の対
策には、流行株に合ったワクチンの選択お
よび接種による感染予防、導入牛および退

牧牛産子の検査徹底による、農場へのウイ
ルス侵入防止および PI 牛の早期摘発が重
要。 
 
27．BVD スクリーニング検査による県内清
浄性維持の取組：埼玉県熊谷家保 増田淳、
安井杏菜 
 本県では牛ウイルス性下痢(BVD)は、平成
29～30 年に持続感染牛(PI 牛)を 5 頭摘発。
県内浸潤状況が把握されず、PI 牛が出荷後
に判明するなど、清浄化が課題。乳用牛は
令和 2 年 3 月から半年毎に、バルク乳の BV
D ウイルス遺伝子検査(バルク乳検査)によ
るスクリーニングを実施。肉用繁殖牛は過
去 3年間の保存血清での抗原 ELISA検査(抗
原検査)を実施。令和 2 年 3 月、県内全農場
167 検体のバルク乳検査で管内 1 農場の陽
性を確認し、全頭検査で 1 頭を PI 牛と判定
・とう汰。バルク乳検査時の乾乳・育成牛
の抗原検査で、1 農場の 1 頭を PI 牛と判定
しとう汰。肉用繁殖牛の抗原検査は全頭陰
性。PI 牛を摘発した 2 農場は全頭抗原検査
及び新生子牛の遺伝子検査を行い、全頭陰
性を確認。本病が侵入した農場に対しワク
チン接種を指導。同年 10 月実施のバルク乳
検査では県内全農場で陰性確認。今後もバ
ルク乳検査と抗原検査を実施し、PI 牛の早
期摘発とう汰及びワクチン接種などの予防
対策を指導。 
 
28．牛伝染性リンパ腫ウイルスのリアルタ
イム PCR 法の検討：東京都家保 八町慶史 
 牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）の検査
で用いる現行のリアルタイム PCR キット
（①cycleave 法（①法））と、他のリアル
タイム PCR キット 2 種類（②multiplex 法
（②法）、③CoCoMo 法（③法））を比較検
討。材料は DNA 計 24 検体（高リスク 13 頭、
中リスク 2 頭、低リスク 9 頭）で、各キッ
トにて遺伝子量を定量し比較。結果は、①
法と②法、①法と③法の間に共に正の相関
性を確認（相関係数=0.867、0.824）。次に、
ROC 曲線を用いて、②法及び③法における B
LV 遺伝子量の基準値を設定し、24 検体を実
際にリスク分類し、①法との診断の一致度
を比較したところ、①法と②法、①法と③
法の間に共に診断の一致度を確認（重み付
きカッパ係数=0.85、0.93）。また、検査コ
ストは③法が②法より安価に、検査時間は
②法が③法より短かった。以上より、②法
及び③法は検査法として有用と判断。今後
は、検査時間が短い②法を中心に遺伝子検
査を行い効果的な指導につなげる。 
 
29．管内一酪農家の牛伝染性リンパ腫対策
～「できること」を 13 年間積み上げた成果
～：神奈川県湘南家保 湯本森矢、荒木尚
登 

当所管内の一酪農家で「できること」か
ら始めた牛伝染性リンパ腫対策を 13 年間
取組み、効果が得られたので報告。取組期
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間をⅠ期からⅢ期の 3 つに区分。Ⅰ期では、
初乳加温処理、年 2 回の全頭検査を実施し、
陽転頭数は平均 8.5 頭/年。Ⅱ期では、さら
に全頭検査後に配置図を作成、感染状況を
「見える化」し、分離飼育を徹底。また、6
カ月齢以下の牛の遺伝子検査で若齢陽性牛
の摘発を実施し、陽転頭数は平均 6.0 頭/
年。Ⅲ期は、加えて後継者の参入や育成舎
の増設など育成体制を整備し、自家育成を
実施。その結果、陽転頭数は平均 2.5 頭/
年と減少。以上の長期にわたる対策は農場
の強い意志に基づいており、家保は、農場
内の浸潤状況を把握するための検査を実施
し、その結果に基づき、次に「できること」
を考え、取組みに伴走。平成 28 年からは農
場 HACCP 認証取得を目指す中で、チーム一
体となって対策を実施。今後も「できるこ
と」を積み上げていき、清浄化を目指す。 
 
30．簡便に多検体処理が可能な牛伝染性リ
ンパ腫ウイルス比較定量方法の検討：新潟
県中央家保 羽入さち子 
 農場内全頭検査など多検体の牛伝染性リ
ンパ腫ウイルス（BLV）プロウイルス量を定
量する際には手技が煩雑で費用も高額とな
る。そこで、BLV 定量方法の簡便化を目標
とし、リアルタイム PCR（qPCR）方法及び
全血処理方法を検討。BLV 抗体陽性牛の全
血を材料とし、判定は CoCoMo-BLV 検出キッ
ト（CoCoMo）（理研）を用いた結果を指標
とした。まず、核酸 16 検体を材料に BLV p
ol 遺伝子及び牛βグロビン遺伝子プライ
マーを用いたインターカレーター法による
qPCR（PBI 法）を検討。決定係数 0.93 で強
い相関を示した。また、全血 15 検体を材料
に PBI法及び CoCoMoを用いて全血処理方法
を検討。アルカリ熱抽出法の決定係数が PB
I 法で 0.97、CoCoMo で 0.97 と強い相関を
示した。さらに、4 農場各 15 頭の全血を材
料に PBI 法及びアルカリ熱抽出法の併用を
検討。農場毎の決定係数は 0.92～0.97 とな
ったことから、両方法の併用で比較定量が
可能と判断。本法を活用して、BLV 対策に
貢献したい。 
 
31．Tcell rich Bcell lymphoma - B・Tce
ll 由来の判断に苦慮した地方病性牛伝染
性リンパ腫の一例：新潟県中央家保 桐生
直哉 

乳用牛 37 頭を飼養する酪農家で、8 歳の
乳用牛が発熱、呼吸促拍及び食欲不振を呈
し、治療による改善がみられないことから
鑑定殺を実施。牛伝染リンパ腫ウイルス (B
LV)抗体陽性。右心室弁の疣贅性心内膜炎の
他、浅頚リンパ節、乳房リンパ節及び腸間
膜リンパ節の病理組織学的検査で本来 Bce
ll が存在する皮質以外の傍皮質において
も、腫瘍化した Bcell が存在し、Tcell も
反応性に増多症となっている Tcell rich 
Bcell lymphoma の地方病性牛伝染性リン
パ腫(EBL)と診断。この他、リンパ節以外の

諸臓器においてリンパ腫を疑う所見は認め
られず。また EBL と診断した過去 21 症例に
ついても免疫組織化学染色を行い全症例で
Bcell 性のリンパ腫と判明。以上から EBL
の診断には BLV についてのウイルス学的検
査と共に Bcell 由来のリンパ腫であること
の確認が重要であり、本症例と同様に、そ
の増殖部位や CD79α陽性細胞の異型性の
確認が必要。 
 
32．肉用牛農家における牛伝染性リンパ腫
清浄化への取組み：富山県西部家保 渡辺
健太、池上良 

肉用牛約 80頭を飼養する A農場で平成 3
0 年に牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）検
査陽転牛が 1 頭確認されたことを受けて、
牛伝染性リンパ腫清浄化対策を開始。平成
27～30 年に導入した牛 31 頭中 2 頭が BLV
検査陽性となったことを受けて、導入元を
BLV 検査陰性牛のみが出品される市場に限
定。導入元の変更後現在までに導入した 18
頭全頭の BLV 検査陰性を確認。平成 30 年度
に BLV 浸潤状況を確認するため肥育牛を含
めた 59 頭の BLV 検査を実施したところ、新
たに肥育牛 1 頭の陽性を確認。陽性牛を全
頭出荷することとして、堆肥舎の一角に設
けた牛房で出荷するまで隔離。令和 2 年 4
月までに陽性牛全頭を淘汰。モニタリング
検査として繫殖雌牛全頭の BLV 検査を年一
回実施。令和元～2 年に合計 57 頭検査し、
新たな陽性牛が確認されないことから本病
の清浄化を達成。今後も導入牛検査を継続
し、A 農場の清浄化の維持に努める。 
 
33．公共育成牧場における EBL 清浄化の取
組：石川県南部家保 礒辺真由美 
 A 牧場の EBL 対策として、H30 年度は入牧
前及び退牧前抗体検査に預託中の全頭抗体
検査及び入牧日遺伝子検査を追加し、陽性
牛の摘発と分離飼養を実施。初期感染牛の
入牧防止、陽性預託牛からの感染リスク、
検査の効率化、預託農家の対策が課題とな
った。R1 年度以降は入牧前の抗体検査を遺
伝子検査に変更、検査後入牧までの期間を
1 ヵ月から 1 週間に短縮し、入牧日遺伝子
検査は廃止。H30 年度の陽性牛は預託継続
となったが R1 年度以後の陽性牛は退牧と
した。年 4 回の全頭抗体検査は夏季を挟ん
だ 2 回に集約、預託農家には EBL 対策を指
導・啓発。結果、入牧前の遺伝子検査では
13/265 頭が陽性、陽性のうち抗体陰性牛 2
頭の入牧を防止。全頭抗体検査では R1 年 1
1 月に 1 頭陽転したが、陽性牛退牧後の R2
年 3 月末以降は清浄化を維持。預託農家は
公共牧場の EBL 対策が必要と認識し、検査
費用等の負担増加に同意し清浄化が維持さ
れ、A 牧場の取組が預託農家の EBL 対策に
もつながっている。 
 
34．管内一酪農場における牛伝染性リンパ
腫ウイルス伝播リスクの検討：石川県南部
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家保 沖尚子 
牛伝染性リンパ腫（EBL）陽性牛が確認さ

れた農場の EBL ウイルス（BLV）伝播リスク
を調査。農場内で分離飼育されていた EBL
陽性牛 6 頭の血液、唾液、乳汁と鼻腔、膣、
直腸のスワブ及び 9月下旬から 12月上旬に
粘着シートで捕獲した農場内のサシバエを
用い、BLV－Cocomo－qPCR 法及び Nested-P
CR法／PCR-RFLP法により BLV遺伝子の検出
と遺伝子型別を実施。結果、血中 BLV 量 30
00copies／10⁵ cell 以上を示す個体では
鼻粘膜（13.65～43.37copies／10⁵ cell）、
膣粘膜（2.57～6.40copies／10⁵ cell）、
乳汁（1.18～4.00copies／10⁵ cell）より
プロウイルスの排出を確認。また、サシバ
エでは捕獲時期に関わらず農場内全域から
BLV 遺伝子を検出し、その遺伝子型は EBL
陽性牛と一致。以上より、農場内は広範囲
かつ恒常的に BLV 感染リスクに晒されてい
る事が示唆され、農場内分離飼育だけでは
対策が不十分である事を確認。EBL 清浄化
には EBL 陽性牛の早期淘汰及び吸血昆虫対
策の徹底が重要であることを農場主に再認
識させることができた。 
 
35．RS ウイルスの子牛ワクチン接種時期の
検討：石川県北部家保 玉鉾紗智 

令和 2 年 6 月、管内の黒毛和種繁殖農場
で 5～6 ヶ月齢の育成牛に呼吸器疾患が発
生。当該農場は、牛 RS ウイルス（RSV）を
含む混合ワクチンを接種、病性鑑定で RSV
抗体は移行抗体の可能性があり、ワクチン
接種時期を検討。現行の 3～4 ヶ月齢で接種
した牛 2 頭を接種群とし、接種前と接種 3
週間後に採血。8 月～9 月生まれの子牛 7
頭とその母牛を未接種群 A とし、子牛は出
生時から 3 ヶ月齢まで 2 週間毎、母牛は分
娩時に採血。子牛 4 頭を未接種群 B とし、3
～4 ヶ月齢で採血。各々RSV の中和抗体価を
測定。接種群は、接種前 2 頭の抗体価 4 倍、
接種後 1 頭が有意に上昇。未接種群 A は、
母牛の抗体価 128～4,096 倍以上、子牛の抗
体価は 3 ヶ月齢まで全頭が 4 倍以上。未接
種群 B は、4 ヶ月齢で 2～64 倍。以上より、
農場内に RSV が流行し、現行のワクチン接
種月齢では移行抗体の影響が示唆された。
当該農場でのワクチン接種時期は少なくと
も 5 ヶ月齢以降と推察。 
 
36．二酪農場で発生した G8P[14]遺伝子型
ロタウイルス A による成牛のロタウイルス
病：福井県家保 清水誠也 
 令和 2 年 10 月上旬、A 農場搾乳牛で集団
下痢発生。同時期、同地区 B 農場搾乳牛で
集団下痢発生。A 農場発症牛 1 頭の糞便、B
農場発症牛 5 頭、正常牛 2 頭の糞便、血清(p
re,post)を採材。細菌、寄生虫検査陰性。
糞便抽出 RNA で下痢起因ウイルス遺伝子検
査した結果、A 農場 1 検体、B 農場 6/7 検体
でロタウイルス(RV)A 遺伝子検出。RVA 分
離。ペア血清で抗体価を調べた結果、7/7

頭で RVA 抗体価上昇。VP7、VP4 遺伝子解析
の結果、遺伝子型は G8P[14]。農場間 VP7、
VP4 遺伝子類似性はそれぞれ 100％、83.9
％で、原因 RVA の由来が異なること示唆。R
VA は子牛下痢症で報告多く、成牛下痢症で
稀。分離した G8P[14]遺伝子型 RVA は、過
去に県内で発生した成牛下痢症で分離さ
れ、子牛より成牛に高い病原性を持つ可能
性があると推察。二農場で同時期に由来の
異なる RVA の成牛下痢症が発生したことか
ら、RVA の成牛下痢症は農家から検査依頼
がないだけで、県内で発生している可能性
があると考えられた。 
 
37．輸入した妊娠牛が BVD 持続感染牛（PI
牛）を産出した事例：長野県松本家保 根
本有紀子、唐澤哲哉   

管内の酪農家において、平成 31 年 2 月に
オーストラリアから輸入した妊娠 7 カ月齢
の牛が同年 5月に PI牛を産出した事例を確
認。この農場の PI 牛出生 
前に採材してあった血清 31 検体を用い、B
VDV 抗体検査を実施した結果、PI 牛出生前
は、当該農場に BVDV の浸潤は無く、またワ
クチン接種もしていなかったことから、新
たな PI 牛が産出される可能性が高いと推
測。PI 牛確認以降は、出生後に子牛全頭の
PCR 検査を実施。令和 2 年 1 月と 4 月に出
生した子で陽性を確認。新たな感染拡大を
防ぐため、この 2 事例は 3 週間後の再検査
を行わず淘汰。2、3 例目は 1 例目の PI 牛
が感染源と推察。1～3 例目の PCR 産物につ
いて解析したところ、平成 12 年にオースト
ラリア輸入牛から検出された株と近縁と判
明。現状のオーストラリアから日本向けに
輸出される繁殖牛の家畜衛生条件では、PI
牛が産出される可能性があるため、出生子
牛の検査が重要。 
 
38．バルク乳検査で摘発した牛ウイルス性
下痢持続感染牛（PI 牛）発生農場対策：長
野県伊那家保 平野皓己 

2020 年 6 月、PI 牛の摘発を目的としたバ
ルク乳全戸検査で A 農場の陽性を確認。ヨ
ーネ病検査余剰血清（4 月採血）等を用い
て、全頭 BVDV 抗原 ELISA 検査（以下、ELI
SA）を実施、1 頭陽性を確認。3 週間後の検
査により、PI 牛と確定し淘汰。本牛は 201
9 年 12 月に北海道より導入。対策の 1 つと
して、本牛と同居した妊娠牛産子について
ELISA を実施中。2020 年 12 月までに 5 頭 P
I 牛を摘発淘汰（46 頭中）。検体は耳片採
取器（Zee Tag：Z tag 社製）を用いて採材。
耳片採取器は農家でも簡便に取り扱え、検
体は冷蔵・冷凍保存が可能。本例では週に
1 度程度、A 農場に出向いて検体を回収。出
生毎の採血と比較し、保定等の農家負担や
家畜保健衛生所の人的負担が軽減。また、
摘発された PI牛の遺伝子型は全て 2型であ
ったが、中和試験により 1 型の抗体価上昇
も確認。A 農場では本例以外にも BVDV の侵
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入を示唆。導入牛の BVD 検査、定期的なワ
クチン接種、バルク乳検査等の重要性を認
識。 
 
39．牛伝染性リンパ腫リスク評価システム
の開発：長野県佐久家保 小林憲一郎  

牛伝染性リンパ腫（EBL）対策評価のため、
農場の BLV 感染を数理モデル化して感染リ
スクを検討。モデルでは、1 頭の感染牛が 1
年間で新規感染させる頭数をβ、1 頭の感
染牛が 1 年間で淘汰される確率をγとする
と、n 年目の感染牛(Cn）は Cn=C1(1+β-γ)
n-1。1 頭の感染牛が生涯に感染させる頭数
（実効再生産数：Re）は Re=β/γ。Re>1
の農場は、感染牛が等比級数的に増加。感
染牛の減少は、新規感染予防（β減少）と
感染牛の積極的淘汰（γ増加）による Re
の減少が必要。モデル検証のため、管内 44
酪農場の Re を計算して感染牛の増減と比
較。Re>1 の 20 農場は、感染牛が増加か変
化なし。Re はリスク指標として妥当と判
断。そこで、①検査結果に基づく Re 計算②
リスク評価③感染頭数増減シミュレーショ
ンを可能とする、「EBL リスク評価システ
ム(EBL-RES)」を開発。EBL-RES は EBL 対策
を客観的に評価でき、農家の主体的な改善
目標策定に有効。 
 
40．管内の牛伝染性リンパ腫清浄化に向け
た取り組み（第 2 報）：岐阜県飛騨家保 新
井慧、青木栄樹 

管内における牛伝染性リンパ腫感染拡大
防止の取り組みとして、第 1 報では、公共
牧場における分離放牧の効果検証及びウイ
ルス感受性・抵抗性遺伝子を利用した新し
い対策について報告。加えて、以前より当
所では、清浄化に積極的に取り組む農場を
対象に、抗体検査、EC の鍵判定、プロウイ
ルス量測定を実施し、分離飼育、更新の優
先順位提示等を指導。2016 年 4 月～2020
年 10 月間に指導した対象農場 34 戸につい
ては、本年 10 月現在、陽性牛フリー・清浄
化達成農場が 12 戸、陽性率低下傾向農場が
8 戸、顕著な変化のない農場が 14 戸となっ
た。清浄化達成農場は、分離飼育、陽性牛
の早期淘汰等の対策を確実に実施。一方で、
陽性率が高い農場は、分離飼育するスペー
スの不足等により、実施可能な対策が限ら
れ、短期間で陽性率を低下させるのは困難
な状況。今後は、牛舎構造、経営状況等を
考慮し、個々の農場に合わせた実行可能で
効果的な対策を推進していく。 
 
41．管内黒毛和種繁殖農場の牛ウイルス性
下痢持続感染牛摘発と清浄化への取り組み
：岐阜県飛騨家保 子安美紀、青木栄樹 

2016 年 6 月、県内子牛市場から導入した
黒毛和種繁殖雌牛に、2018 年 10 月、難治
性の慢性下痢を認め、牛ウイルス性下痢（以
下 BVD）の持続感染（以下 PI）を疑い、当
該牛とその産子から ELISA 法により BVD 抗

原を検出。この 2 頭は PI 牛の可能性が高い
と判断し、自主淘汰を実施。併せて、同居
牛 344 頭を検査し、1 頭の PI 子牛を摘発。
その後、新生子牛及び導入牛の検査を継続
し、新たに 2 頭の PI 子牛を摘発。これら 3
頭の PI 子牛の母牛は、いずれも市場導入牛
で初産。本農場では、ワクチン接種を子牛
導入時と分娩 1 か月前に実施していたが、
現状では BVDV の免疫付与が不十分と考え、
初回人工授精前の追加接種を実施。更に、2
019 年 5 月の PI 子牛最終摘発以後、新生子
牛における 10 か月間の検査及び導入時検
査を継続し、新たな PI 牛は摘発されず 202
0 年 3 月に清浄化を達成。本事例により、
適切な時期のワクチン接種及び導入時検査
継続が BVD 清浄化には重要と示唆。 
 
42．管内酪農家の牛ボツリヌス症発生事例
：岐阜県飛騨家保 去來川肇、青木栄樹  

2019 年 9 月から 10 月にかけて管内酪農
家 2 戸で弛緩性麻痺を呈する牛が続発。2
農場で計 32 頭が発症し内 31 頭が死廃。病
理解剖に供した 2 頭の消化管内容物よりボ
ツリヌス D 型毒素が検出され、毒素型別 PC
R により D/C モザイク毒素であることが判
明、うち 1 頭から Clostridium botulinum 
D 型菌が分離。以上の結果より本症例を D
型ボツリヌス症と診断。また、各農家施設
内より採取したカラスの糞便からボツリヌ
ス D 型毒素遺伝子が検出されたことから、
両農場とも飼槽または飼料がカラスの糞便
に汚染されたことが発生原因と考察。関係
機関・関係団体と情報を共有し、発生農場
に対し汚染の可能性のある飼料の利用停止
等の対策を指導、発生農場と周辺農場に緊
急ワクチン接種を実施。周辺農場での発症
は認められず。本案件において、関係機関
との連携と初動対応が被害の拡大防止の一
助になったと考察。 
 
43．管内における牛ウイルス性下痢の発生
状況及び提案：静岡県東部家保 髙田朋恵、
田﨑常義 
 静岡県（本県）では、平成 29 年３月から
牛ウイルス性下痢（BVD）対策として預託候
補牛検査及びバルク乳スクリーニング検査
（バルク乳検査）を開始。令和２年 10 月ま
でに抗原検出 ELISA または RT-PCR により、
血清 4,147 検体及びバルク乳 79 検体を検
査、７戸延べ９例で持続感染牛（PI 牛）24
頭を摘発。PI 牛は全て無症状、農場内で流
産等の BVD を疑う臨床症状が確認されたの
は１例のみ。６戸が外部導入実施農場、３
頭が導入牛。清浄化プログラム実施期間は、
臨床症状無し農場８例で 10～15 ヶ月、臨床
症状発現農場１例では 23 ヶ月。臨床症状発
現時点では既に農場内に BVD ウイルスが蔓
延しており、発症前の PI 牛摘発淘汰が重要
であると考察。今後、定期的な清浄性確認
のためバルク乳検査の継続及び拡充が必
要。また、本県では現在、導入牛の BVD 検



 

 

 - 10 - 

査は未実施だが、BVD 防疫体制強化のため、
導入牛検査の体制構築が必要。 
 
44．Allele 特異的 PCR 法による牛伝染性鼻
気管炎ウイルス鼻粘膜ワクチン株簡易識別
法の検討：静岡県中部家保 斉藤妙子 
 牛伝染性鼻気管炎ウイルス(IBRV)含有 3
種混合経鼻ワクチン(経鼻 V)が発売され、
出生直後の投与や粘膜免疫を誘導が可能で
人気。届出伝染病の IBRV は病性鑑定時、発
症牛からの分離株がワクチン(V)株か野外
株かの識別が防疫対応上重要の為、識別方
法を検討。昨年度報告の RFLP による識別は
正確だが時間を要する為、迅速簡便に識別
可能な方法として ASPCR を検討。IBRV は①
LA株②No.758株③注射 V株④経鼻 V株⑤経
鼻 V 接種牛からの分離株 3 株⑥野外株 2 株
の計 9 株を用い、シークエンスで 58793 番
目の塩基が④⑤は T で他株は A であること
を確認後、これを識別可能な各 allele 特異
的プライマーを作成、各々特異的に検出で
きる最適アニーリング温度を検討。作成し
たプライマーのうち T-allele 識別プライ
マーでは④⑤が、A-allele 識別プライマー
で④⑤以外の全てを検出。アニーリング 62
℃が最適。結果判明まで約 2 時間で、本法
は経鼻 V 株と野外株を迅速簡便に識別可能
な方法として有用。 
 
45．管内大規模酪農場における牛伝染性リ
ンパ腫清浄化に向けた取組み：愛知県東部
家保 辻遼子 

搾乳牛約 350 頭を飼養する大規模酪農場
において、牛伝染性リンパ腫（EBL）対策を
継続的に実施。①垂直感染対策：平成 23
年より、加温処理初乳の給与（5 日齢まで）、
②水平感染対策：妊娠確認後～乾乳前牛群
での陽性牛・陰性牛分離飼育、③陽性率低
減対策：陽性牛の優先淘汰、④吸血昆虫対
策：牛舎全面に防虫ネット設置、駆除剤・
粘着テープの使用、⑤感染牛の早期摘発：
毎月、6 ヶ月未満の預託前子牛検査（PCR）、
帰牧牛及び導入牛検査（ELISA）実施。隔年
で成牛全頭検査（ELISA）実施。これらの対
策の結果、平成 30、31 年には子牛検査実施
牛すべて陰性となった。成牛全頭検査では、
抗体陽性率が平成 25 年の 62.8%から、31
年には 20.6%（360 頭中 74 頭）に減少。定
期的に検査を実施し効果が実感されたこと
で、本疾病対策への農場主の意識は高く維
持された。今後、「EBL フリー化」を目標
として、水平感染対策中心に指導。陽性頭
数の減少に合わせ、カウフローの見直し、
飼養区の再区画等の分離飼育方法を農場主
と検討していく。 
 
46．管内の１酪農場における牛伝染性リン
パ腫清浄化対策による効果の検証：三重県
南勢家保 芦澤春香、林義規 

繋ぎ飼いとパドックで合わせて約 140 頭
を飼育している 1 酪農家に対して平成 27

年より牛伝染性リンパ腫清浄化指導を開
始。全頭抗体検査、陽性牛の BLV プロウイ
ルス量の測定、隔離飼育、吸血昆虫対策等
の対策を継続。平成 30 年より対策が難しい
パドックでサシバエ等外部寄生虫対策とし
て耳標型駆除剤の装着を実施。また、A4 サ
イズ枠内の吸血昆虫数を測定し、増加に対
する注意喚起を行い、農場の対策意欲を高
めた。農場全体では平成 27 年夏前検査で陽
性率 43％であったが、令和 2 年秋検査で陽
性率 33％まで減少。パドック①では耳標型
駆除剤を装着 1 年後の検査では平成 30 年、
平成 31 年、令和 2 年の装着牛の陽転率は 0
％。しかし、令和 2 年に急遽新設したパド
ック②では耳標型駆除剤を装着したが、1
年以内に陽転となった。対策が難しいパド
ックにおいても複合的な対策を実施するこ
とで陽性率が低下。今後はパドック②での
問題点などを改善し、農場全体の清浄化に
向けて更に対策を進める。 
 
47．黒毛和種肥育農場から検出された牛伝
染性リンパ腫ウイルスに関する考察：三重
県中央家保 川島豪、戸塚麻喜 
 令和 2 年 1 月から 4 月にかけ、黒毛和種
肥育農場で牛伝染性リンパ腫（BIL）発症が
疑われる 30ヶ月齢未満の牛が 4頭確認され
た。4 頭から採取した臓器及び血清につい
て、各種検査を実施。病理検査でリンパ腫、
リアルタイム PCR で牛伝染性リンパ腫ウイ
ルス（BLV）遺伝子の検出とプロウイルス量
の増加傾向、Inverse-PCR でリンパ球のモ
ノクローナル化を確認、BIL と診断。tax
遺伝子型別では L233 型株のみが検出。系統
樹解析、株化細胞接種試験で、高伝播性か
つ高病原性の BLV が 1 頭から検出。L233 型
株感染を BIL 発症の一因と推察。当該農場
は県外複数農場から素牛を導入しており、
今後も多様な BLV 株の侵入が予想され、強
毒株が侵入、定着することが懸念される。B
IL 発症にはストレス等の環境要因も関与
すると報告されており、今回の検査結果も
踏まえて当該農場に発症低減に係る対策を
継続して提言していきたい。 
 
48．一酪農家における牛伝染性リンパ腫対
策の効果検証：滋賀県滋賀県家保 田中政
嗣、杉江勇二 

フリーバーン牛舎で搾乳牛約 100 頭を飼
養する酪農家において、平成 28 年度より開
始した牛伝染性リンパ腫対策の効果を検
証。牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）抗体
陽性牛はリアルタイム PCR で BLV プロウイ
ルス量を測定しリスク評価。搾乳牛は陰性
牛を含む低リスク群と高リスク群の 2 群に
分け飼養。搾乳は低リスク群から実施。高
リスク牛を優先的に淘汰。育成牛は陰性牛
と陽性牛に群分け飼養。吸血昆虫対策とし
て薬剤を定期散布。出生子牛には加温処理
初乳を給与。対策後、出生子牛検査では毎
年 1～3 頭の陽性を確認したが、令和 2 年度
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は 0 頭。育成牛の陽性率は平成 28 年度 53.
7％から令和 2 年度 1.8％に大幅低下。搾乳
牛の陽性率は平成 28年度 83.0％から令和 2
年度 73.5％に低下。牛伝染性リンパ腫の届
出は令和元年度以降 0 頭と効果を認めた。
一方、乾乳舎で陰性牛と陽性牛が混在する
など、搾乳牛での水平感染が課題。今後更
なる陽性率低減に向け、課題を解決し清浄
化を目指す。 
 
49．牛伝染性リンパ腫対策における導入牛
検査の実施状況：滋賀県滋賀県家保 瀬川
敬世 

本県では牛伝染性リンパ腫ウイルス（BL
V）のまん延防止を目的として、肉用繁殖牛
の導入時検査を実施。導入牛からの農場内
感染拡大防止のため、速やかな検査依頼や
結果判明までの間の隔離飼育など指導。過
去 3年間(平成 30年度から令和 2年度(令和
3 年 2 月現在))で計 300 頭検査し、BLV 陽性
牛は 20 頭。依頼農家数は、平成 30 年度 13
戸、令和元年度 11 戸、令和 2 年度 18 戸、
検査頭数は平成 30 年度 102 頭、令和元年度
71 頭、令和 2 年度 127 頭。BLV 陽性割合は、
平成 30 年度 9.8%、令和元年度 7.0%、令和
2 年度 3.9%。導入から検査依頼までの平均
日数は、平成 30 年度 43 日、令和元年度 16
日、令和 2 年度 13 日。過去 3 年間で依頼農
家数は増加し、検査依頼までの日数は大幅
に短縮。導入時検査の農家周知や農家の BL
V 対策の意識向上による効果とみられた。
一方、導入牛の隔離飼育が不十分な事例が
見受けられ、飼養衛生管理基準の遵守と併
せ、BLV まん延防止対策指導の継続が必要。 
 
50．一農家の牛ウイルス性下痢（BVD）清浄
化対策と今後の対応：滋賀県滋賀県家保 
中山諒 
 胎齢 100 日未満の妊娠牛に BVD ウイルス
が感染すると持続感染牛（PI 牛）を産出。
PI 牛は BVD ウイルスを生涯排出し、問題。
今回、平成 29 年 10 月に PI 牛を摘発した一
農家で、清浄化対策を継続してきたので、
概要を報告。当農家は 1500 頭を飼養する県
内最大規模の農場。導入頻度が高く、隔離
場所の確保も困難であるため、導入時検査
や出生子牛検査は実施せず、バルク乳検査、
預託牛検査、家畜伝染病予防法第 5 条に基
づく検査の残余血清を用いた検査、異常産
等の病性鑑定、ワクチン接種により対策を
実施。ワクチン接種は、子牛で 60 日齢と 9
0 日齢、乳用牛と繁殖和牛は導入時および
分娩 30 日前に実施。検査の結果、平成 29
年 10 月から令和 3 年 2 月の期間で PI 牛の
発生なし。適切なワクチン接種とモニタリ
ング検査が、PI 牛の発生予防に貢献したと
考える。当農家の対策を参考に、他農家に
ついても対策指導を勧め、BVD 清浄性の維
持に努める。 
 
51．京都府における牛アデノウイルス 2 型

浸潤状況調査と分離ウイルスの解析：京都
府中丹家保 久保田直樹、万所幸喜 

2019 年に府内の一酪農場において牛ア
デノウイルス（BAdV）2 型の関与を疑う呼
吸器・消化器病が発生、BAdV2 型（KY-19
株）を分離。本ウイルスの府内浸潤状況調
査、詳細解析を実施。【材料と方法】①過
去 2年間に府内 36戸で採取した乳用牛の血
清 1325検体について KY-19株を用いた中和
抗体検査を実施。②KY-19 株について、透
過型電子顕微鏡で形態を観察。またフルゲ
ノムシーケンスを実施、既知の BAdV と比
較。【結果】①36 戸 1230 検体で KY-19 株
に対する抗体（抗体価 2～256 倍以上）を検
出、月齢とともに GM 値も上昇する傾向。②
電子顕微鏡にて、直径約 70nm のウイルス粒
子を確認。フルゲノムシーケンスにて、No.
19 株と 99.1%の相同性を示すも、一部領域
に長い挿入部位等を認めた。【考察】府内
全域に BAdV2 型が浸潤していることが判
明。KY-19 株が既報の株に比べ病原性が強
い可能性が示唆されており、今後も調査を
継続し、防疫対応に生かしていくことが重
要。 
 
52．肉牛肥育農場における牛伝染性リンパ
腫対策：大阪府家保 家久保可奈子 

一昨年、府内肉牛肥育農場で死亡した牛
を病性鑑定した結果、牛伝染性リンパ腫と
診断。肉牛農場での牛伝染性リンパ腫発生
は経済的損失が大きいが、肥育素牛は全て
府外市場から導入、かつ購買時の感染の有
無や生産農場の対策状況が不明のため対策
に苦慮。診断後、農場主・管理獣医師及び
家保で今後の対策について協議し、①現時
点での感染状況の確認と、②今後の導入牛
検査を実施することとした。①について、
飼育全頭の血液検査を実施した結果、抗体
陽性率は 31.6%、発症牛と同居牛 3 頭は全
て陽性。②について、導入毎に血液検査を
実施した結果、陽性牛は 1 頭のみ。翌年、
初回全頭検査実施時の陰性牛を中心に、2
回目の全頭検査を実施。検査前に出荷され
た牛を除き、初回検査時で陽性牛のいた全
牛房で同居牛の陽転を確認。今後、陽性牛
の分離飼育を徹底すべく、飼養管理方法の
改善を検討中。またできるだけ陰性牛を導
入し、陽性率の上昇防止により農場全体の
清浄化を推進。 
 
53．牛伝染性リンパ腫ウイルスリアルタイ
ム PCR 法を用いた感染リスク分類の検討：
兵庫県淡路家保 山田美帆、齊藤将希 
 繁殖和牛農家の牛伝染性リンパ腫(EBL)
のまん延防止と清浄化の対策指導はウイル
ス遺伝子量による EBL 感染リスク３分類
(高・中・低)を使用。１その有用性を実証
し、２リアルタイム PCR の tax 法(①)での
検出系が販売終了となるため pol 法（②）
で指標を検討。１EBL 感染リスク分類野外
実証は初回抗体陰性牛を ELISA 法で 2 回目
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検査の新規感染（水平感染）を調査。水平
感染率は低・中リスク間で有意差あり、中
・高リスク間で有意差なし。２新感染リス
ク分類は抗体陽性牛 103 検体の全血を①、
②により測定、検査値を比較。回帰式 ②=
2.40×①+19.1 (r=0.72)。感染リスク分類
の低→中境界値は 10→43（①→②copies/n
gDNA）、中→高は 40→115(同)。新指標の
低リスク牛の 13%は従来の中リスク牛であ
り、今後も検査値の蓄積・検討を要する。
新指標の指導方針は中・高リスク牛は同等
の早期淘汰対象、低リスク牛の淘汰優先順
位は低いが、徹底した感染防止対策が必要。 
 
54．牛伝染性リンパ腫の現状と新たなまん
延防止対策：鳥取県西部家保 増田恒幸 
 牛伝染性リンパ腫（EBL）は牛伝染性リン
パ腫ウイルス（BLV）による牛の感染症。そ
の届出頭数は全国及び県内共に増加傾向。
近年、乳用牛のみならず肉用牛での発生も
増加。2019 年の県内における EBL 届出総頭
数は過去最高（46 頭）で、肉用牛も同様（1
9 頭）。EBL 対策は地域における喫緊の課題
だが、県内では個別農場対策が中心。BLV
に対する抗体陽性率が低い農場では、従来
からの対策に加え、陽性牛の早期更新、陽
性牛と陰性牛の分離飼育等が効果的。しか
し 2010年から 2019年の農場調査において、
乳用牛では 79.1%（87/110 戸）、肉用牛で
は 26.5%（22/83 戸）が抗体陽性率 40%以上
で、高い陽性率を示す農場における EBL 対
策は極めて困難。EBL 清浄化には、これら
の農場のまん延防止対策が重要。新たな EB
L 対策として、EBL を発症し難く、BLV 伝播
低リスク牛となる発症抵抗性対立遺伝子を
保有する牛に注目。2020 年から宮崎大学と
発症抵抗性牛群の造成に係る共同研究を開
始したので、その概要を報告。 
 
55．重点対策農場を中心とした和牛繁殖農
場における牛伝染性リンパ腫感染拡大防止
対策：鳥取県西部家保 小林努 
 H30 年度から管内繁殖和牛農場の牛伝染
性リンパ腫ウイルス(BLV)感染状況調査と
啓発活動を実施し今年度管内網羅。管内和
牛農場の BLV陽性率は 35.5%(頭数)及び 44.
1%(戸数)と高いことが判明。H28 年度から
指導継続する重点対策 3 農場の今年度の取
組内容と感染状況の推移を検討。各農場の
対策内容及び農場内陽性率(昨年からの変
化;陽転頭数)は、A 農場は区分飼養と吸血
昆虫対策継続実施で 19.0% (2.7 低下;0
頭)、B 農場は陽性陰性牛可視化と区分飼養
積極実施により 31.4% (0.2 低下;3 頭うち
農場内陽転 1 頭)と対策功奏、C 農場は一部
対策実施し 66%(2.5 上昇;5 頭)。感染経路
と感染による繁殖成績への影響を調査した
結果、感染経路は水平感染が 85%、垂直感
染が 15%程度と推定。感染による繁殖成績
への影響は不明確も分娩間隔延長の傾向認
める。BLV 感染拡大防止には各農場に疾病

の特徴、自農場の感染状況と感染リスク等
の周知を継続し対策意識を高めることが必
要。 
 
56．クローナリティ検査を用いた牛伝染性
リンパ腫診断事例：鳥取県倉吉家保 田中
勝貴、朱夏希 
 牛伝染性リンパ腫（EBL）は牛伝染性リン
パ腫ウイルス（BLV）に起因する腫瘍性疾患。
典型所見として体表リンパ節の腫大や末梢
血リンパ球数の増加があるが、これら所見
を伴わない症例もあり。EBL 診断では、感
染細胞の単クローン性増殖の確認が確実。
今回３症例にて感染細胞のクローナリティ
判定検査（IPCR）を検討。３症例ともリア
ルタイム PCR で血液及び腫瘍部位で高コピ
ー数の BLV 遺伝子を検出。腫瘍細胞は病理
組織学検査及び免疫組織化学検査から B１
リンパ球由来。IPCR では全症例の腫瘍部位
で陽性を確認し、EBL と診断。しかし、血
液の IPCR 結果は２症例で陽性、１症例で陰
性。陰性症例は末梢血リンパ球数の増加を
伴わず。以上より EBL には末梢血中に腫瘍
化した感染細胞が見られないタイプもある
と推察。IPCR は短時間で終了し、感染細胞
のモノクローナル増殖を確認できることか
ら、IPCR 導入により診断精度向上と迅速化
が可能。一方、血液での診断が困難な症例
もあり、今後のさらなる検討が必要。 
 
57．新たな定性的 BLV 遺伝子検査手法の開
発：島根県家畜病鑑室 渡邉勉、安部哲朗 
 定性的 BLV遺伝子検査手法である Fechne
r らの nested-PCR 法（以下、F 法）を改良
し、定性判定用のリアルタイム PCR 法（以
下、新法）を開発。新法はプローブ法とし、
プライマーは F 法の 2nd 用 reverse プライ
マーと 1st用 reverseプライマーを改良し、
プローブを新規に設計。新法の有用性を検
証するため、県内 2 酪農場の 7 か月齢以上
の飼養牛 126 頭について、抗体検査結果と、
白血球抽出 DNA を用いた F 法および新法の
検査結果を比較。抗体陽性個体は 73 例で、
そのうち F 法陽性は 71 例（感度 97.2％）、
新法陽性は 72 例（同 98.6％）。抗体陰性
個体では、両法ともに全例陰性。検査時間
は、F 法が約 7 時間に対し、新法が約 2 時
間と短縮することができ、1 検体あたりの
試薬費用は F 法 245 円、新法 113 円と半額
以下。また、新法では F 法と比較して PCR
産物を扱うことがなく、作業の効率化およ
びコンタミネーションのリスク低減を図る
ことができた。 
 
58．抵抗性牛を活用した牛伝染性リンパ腫
対策：岡山県高梁家保 馬場彩、守屋吉英 
 令和 2 年 6 月に管内酪農場（タイストー
ル 21 頭）の 1 頭が地方病性牛伝染性リンパ
腫（EBL）を発症。浸潤状況調査を実施した
結果、抗体陽性率は 86％（18/21）だった。
農場と対策を検討し、遺伝子量によりリス
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ク別の配置換を提案。さらに、県下で初め
て EBL 発症抵抗性遺伝子（BoLA-DRB3*0902）
保有牛（抵抗性牛）を調査したところ、3
頭の抵抗性牛が確認されたため、陰性牛と
陽性牛の間に配置し「生物学的防壁」とし
て利用することとした。7 月に配置換が完
了したが、その間に繁殖障害により抵抗性
牛 2 頭が廃用。また、11 月の陰性牛の抗体
検査の結果 2 頭が陽転し、配置換の間等に
感染したと推察。令和 3 年 2 月には高リス
ク牛 1 頭が EBL を発症。引き続き導入牛や
預託帰り牛の遺伝子定量検査を実施すると
ともに、今後の対策として、畜舎へのサシ
バエネット設置や抵抗性牛からの採卵も検
討しながら、高リスク牛の優先的淘汰によ
り将来的に清浄化を目指す。 
 
59．管内２農場における牛呼吸器病の発生
と対策指導：岡山県津山家保 山内章江 

令和元年 12 月（A 農場）、令和 2 年 4 月
（B 農場）、管内 2 農場で牛呼吸器病発生。
検査の結果、A 農場は Pasteurella multoc
ida 分離、RS ウイルス遺伝子を検出したが
組織検査で特徴所見を認めなかったため牛
パスツレラ症と診断。B 農場では呼吸器病
関連ウイルス検出せず、Mannheimia haem
olytica 分離。発生状況から牛 RS ウイルス
病の関与を疑う牛パスツレラ（マンヘミア）
症と診断。経過から 2 農場ともウイルス関
与を疑い発生時の抗体検査を製薬会社へ依
頼。結果、2 農場とも抗体価がバラツキ、
ウイルス関与特定できず。しかし、A 農場
で呼吸器病ワクチン接種済の北海道導入牛
は軽症であったことから導入時保存血清を
用いて抗体検査実施。結果、全体的に抗体
価上昇を確認しワクチン接種により軽症で
あったと推測。以上より、農場へワクチン
接種を指導したところ今秋接種済み。今後
は他農場へも呼吸器病ワクチン接種の重要
性を啓発指導し発生予防に努めていきた
い。 
 
60．県内酪農場における牛ウイルス性下痢
ウイルス持続感染牛の摘発状況と課題：岡
山県岡山家保家畜病性鑑定課 梯洋介、山
口葵 

H30 年度から県内全酪農場を対象に抗原
検査及び抗体検査による牛ウイルス性下痢
ウイルス(BVDV）持続感染牛(PI 牛)の摘発
を開始。R2 年度までにバルク乳又は血清を
用いたスクリーニング検査を延べ 440 農
場、PI 牛摘発農場及び疫学関連農場の継続
産子検査 1,036 頭、育成牧場預託牛や県外
導入牛及びその産子等の検査を 8,755 頭実
施。スクリーニング検査で 3 農場 6 頭、PI
牛摘発農場の産子検査で 2 農場 9 頭、県外
導入牛産子検査で 1 農場 12 頭合計 4 農場 2
7 頭の PI 牛を摘発。制限酵素断片長多型解
析により BVDV1 型及び 2 型がそれぞれ 18
頭、9 頭と判明。県外導入牛産子のリスク
が顕在化する一方、酪農場の多くが県外導

入牛産子の検査を行っていないことから、
潜在的な PI 牛の存在が危惧される。今後
は、県外導入牛産子の検査による PI 牛の摘
発淘汰、適切なワクチン接種指導を強化す
るとともに未着手の肉用繁殖牛の検査が必
要。 
 
61．2019 年度に山口県で確認されたアルボ
ウイルスの流行と概要：山口県中部家保 
田代久宗、鹿島貴朗 

山口県では全国的サーベイランスで指定
されたアルボウイルスに、ピートンウイル
ス（PEAV）、サシュペリウイルス（SATV）
を加えて調査を実施。抗体調査で、アカバ
ネウイルス（AKAV）は 6 戸 8 頭、PEAV は 6
戸 19 頭、SATV は 10 戸 26 頭で抗体陽転。
年間を通して延べ 53 頭の抗体陽転を確認。
6 戸 14 頭で複数ウイルスの抗体陽転。抗体
陽転した個体の血漿 42検体のうち 1検体か
ら PEAV を分離。分離された PEAV の S 遺伝
子領域の解析により、過去に九州地方で分
離された株及び 2016 年に本県で分離され
た株と近縁で、高い相同性（96.9～98.7％）
を確認。このことは、遺伝学的に近縁な PE
AV が繰り返し国内に侵入していることを
示唆。しかし、流行ウイルスによる異常産
は確認されず。今後もアルボウイルスの流
行や異常産の発生状況を把握していくこと
が必要。 
 
62．和牛繁殖農家の牛伝染性リンパ腫ウイ
ルス（BLV）清浄化達成事例（第４報）：徳
島県西部家保 森川かほり・富久章子  
 繁殖母牛 50 頭規模の管内和牛繁殖農家
で、H27 年度から BLV 清浄化対策を開始。
所有する 2 農場を活用した BLV 抗体陽性牛
・陰性牛の分離飼育、防虫ネットによる吸
血昆虫対策、農場に出入りする関係者へ向
けた看板設置による BLV 対策実施の周知、
陽性牛産子は後継牛としない、などの新規
感染防止対策を実施。また、定期的なモニ
タリング検査による陽性牛の早期摘発と高
リスク牛の優先淘汰を実施。これらの対策
により、牛群抗体陽性率は H27 の対策開始
時の 66.7%(36/54)から H29 に 41.9%(26/6
2)、R1 に 12.7%(7/55)と徐々に低下し、R2.
3 に BLV 清浄化を達成。R2.10 に実施した繁
殖母牛全頭抗体検査で清浄性維持を確認。
本事例では、農家の飼養形態に応じた、効
果的かつ実施可能な対策を粘り強く続け、B
LV 清浄化を達成。今後も定期的な全頭検
査、導入牛検査、外部から持ち込まれる削
蹄器具等の洗浄消毒の徹底などを継続実施
し、BLV の侵入防止、感染牛の早期摘発に
よる BLV 清浄性維持を図る。 
 
63．管内一和牛繁殖農家における牛伝染性
リンパ腫清浄化に向けたアプローチ（第一
報）：徳島県徳島家保 尾方聖明、福見善
之     
 管内和牛繁殖農家において、平成 30 年度



 

 

 - 14 - 

から牛伝染性リンパ腫清浄化に向けた対策
を開始。当該農家は複数牛舎(繁殖牛舎:10、
育成舎:1、哺育舎:1)を有し、1 繁殖牛舎あ
たり約 15 頭の雌牛を繋養。後継牛は自家育
成し、外部からの導入は無し。初年度は浸
潤状況調査として ELISA 法による全頭抗体
検査を実施、各牛舎毎の陽性率を確認。次
年度は前年度に引き続き、ELISA 法による
全頭抗体検査を実施し、1 年間の陽転率を
確認した結果、陽性牛が微増。一部の持続
感染牛が感染を拡大していると推察。本年
度は当該牛の摘発に向け、陽性牛の白血球
数の測定に加え、血液塗抹からリンパ球の
割合及び異型性を確認。EC の鍵により、高
リスク牛 1 頭を摘発。更に把握した牛舎毎
の陽性率をもとに、陽性牛と陰性牛の分離
飼育を指導するとともに、後継牛への BLV
感染を防止するため、抗体陰性を確認後、
陰性牛舎に移動するよう指導を行い、新規
感染牛の増加防止対策を継続中。 
 
64．県外放牧牛産子の牛ウイルス性下痢ウ
イルス持続感染牛の摘発と対応：香川県西
部家保西讃支所 田中舜、高橋茂隆 

令和元年 7～8 月、管内の 2 酪農場(A、B
農場)で牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）
1a 型の持続感染牛（PI 牛）を各 3 頭と 1
頭摘発。いずれも同時期に県外の預託牧場
（C 農場）に入牧していた初妊牛産子と判
明。対策は、発生状況確認のため、A、B 農
場の直近の BVD 検査状況調査と A 農場での
全 53 頭の再検査を実施し、陰性を確認。さ
らに、分娩牛は妊娠牛との接触防止、防疫
対策ガイドライン等の遵守を指導。摘発以
後の分娩子牛も各 68 頭と 64 頭を検査。A
農場で令和 2 年 2 月と B 農場で令和元年 10
月に BVDV1 型の PI 牛を 1 頭ずつ摘発。A 農
場は、4 月に自農場で種付けした牛の産子、
B 農場は、先に摘発された 4 頭の母牛と C
農場で放牧時期が重複していた牛の産子。
以上から、原因は C 農場での感染と推察。
関係者へ注意喚起とともに、生産者組合を
通じて上部組合に情報提供し、発生状況の
確認と発生予防の徹底を依頼。この後 10
か月間、新たな摘発はなく、両農場とも早
期の清浄化を達成。 
 
65．本県初発となるピートンウイルス感染
による牛異常産 
愛媛県南予家保 別宮凜子、稲谷憲一 

2020 年 2 月、牛異常産ワクチン未接種の
管内酪農家で、交雑種雄の死産胎子（以下、
胎子）に体形異常を認めたため、病性鑑定
を実施。剖検では前肢拘縮、膝関節湾曲、
脊柱湾曲、大脳・小脳・脳幹部の欠損を認
め、病理組織学的検査では、骨格筋の顕著
な脂肪置換を認めた。胎子材料からウイル
ス遺伝子は検出されなかったが、胎子体液
及び同居牛血清からピートンウイルス（PE
AV）の中和抗体を確認した。検査結果より、
PAEV 感染による牛異常産と診断。本症例は

本県さらには四国地方で初発となる PEAV
が関与した牛異常産であり、大脳・小脳・
脳幹部の欠損を伴う事例は国内初である。
管内農家の PEAV を含む異常産ワクチンの
接種率は低く、今回の発生を受け管内全域
で衛生対策が必要と判断。管内農家と関係
機関への注意喚起、異常産ワクチン接種の
推奨により、発生予防に努めている。 
 
66．管内における牛伝染性リンパ腫の発生
及び検査状況等について：愛媛県南予家保
山本達哉、村上恭彦 

発生頭数が全国的に増加傾向にある牛伝
染性リンパ腫の管内浸潤状況把握のため、2
016年 4月～2020年 12月に実施した病性鑑
定や各種検査における牛伝染性リンパ腫ウ
イルス（BLV）抗体検査（PHA 法、ELISA 法）
及び PCR 検査結果を集計し、今後の指導方
法を検討。発症牛のうち、乳用牛が 76.9%
（30/39 頭）、肥育出荷前となる 30 ヵ月齢
以下が 10.3%（4/39 頭）。最新の管内 BLV
陽性率は繁殖和牛 15.1%（152/1,009 頭）、
乳用牛 28.3%（189/669 頭）で、発症牛、陽
性率ともに乳用牛の割合が高く、乳用育成
牛の陽性率も 14.2%（201/1,412 頭：公共牧
場預託前検査）と近年増加。また、乳用牛
への黒毛和種精液の利用（F1 生産）割合が
全国的に増加しており、肥育農家における
発症リスク低減のため、今後、乳肉複合農
家や陽性率の高い酪農家に対する衛生対策
指導の強化に加え、導入牛検査や定期検査
による陰性農家の清浄性維持支援の継続に
より、地域全体の陽性率低減を図る。 
 
67．県内初のピートンウイルス関与を疑う
牛異常産の発生及び浸潤状況調査：愛媛県
家畜病性鑑定所 吉澤頌樹、篠藤倫子 

2020 年 1 月以降、南予地域で牛異常産の
病性鑑定件数が増加。ピートンウイルス（P
EAV）の関与を検査するとともに、2018～2
020 年の牛流行熱等調査事業の余剰血清を
用いた PEAV 浸潤状況調査を実施。2020 年 1
～12 月の異常産 17 例中、体形異常を伴う
死産 1/4 例で関節拘縮、胸椎弯曲及び脳欠
損、並びに骨格筋線維の脂肪置換を確認、
産子腹水及び同居牛血清から PEAV 抗体（8
-128 倍）を検出。体形異常を伴わない流死
産 6/13 例で、産子体液、母牛及び同居牛血
清のいずれかから PEAV 抗体（2-64 倍）が
検出されたが、組織所見に著変なし。全例、
抗原検査は陰性。PEAV 浸潤状況調査は、20
19年 9～11月に 10/37頭で抗体の陽転を確
認。県内で初めて PEAV の関与を疑う異常産
の発生を確認し、2019 年秋季に南予地域を
中心として PEAV が流行したことが判明。今
後は、PEAV を含むアルボウイルスの発生予
察を継続的に実施し、異常産に係る診断精
度向上や症例蓄積による病態解明、発生予
防を図る。 
 
68．呼吸器 5 種混合ワクチンの経時的抗体
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変化：高知県西部家保梼原支所 津濵秀行、
川村隆史 
 管内では肉用牛の効果的なワクチンプロ
グラムの見直しを行っている。そのため、
今回、呼吸器 5 種混合ワクチンによる各個
体の経時的抗体変化と、抗体が消失した場
合の呼吸器症状との相関について調査。抗
体価は、子牛 10 頭を計 5 回採血し、測定。
各項目の結果、抗体は 5 種全てにおいて生
後 3 ヶ月半まで有効であり、各抗体の消失
が約 4～5 ヶ月齢で増加。そのため、呼吸器
症状を呈した子牛について、生後 3 ヶ月半
までの呼吸器症状は細菌性やマイコプラズ
マ性、生後 3 ヶ月半以降ではそれに加えて
ウイルス性の発生の可能性もあると示唆。
さらに、抗体消失後に呼吸器症状を発症し
た 2 検体は、細菌性・マイコプラズマ性に
よる呼吸器症状であると示唆。今後は、約
4 ヶ月齢頃から抗体の消失が多く見られる
ため、120-150 日齢における呼吸器ワクチ
ンの接種時期を改めて検討することが必
要。さらに、今年度から変更した呼吸器 6
種混合ワクチンの効果の検証についても必
要。 
 
69．褐毛和種（高知系）における牛伝染性
リンパ腫発症抵抗性関連遺伝子保有状況：
高知県中央家保 西明仁 

牛伝染性リンパ腫（BL）のうち、地方病
型は牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）に起
因。近年、遺伝的に BL 発症抵抗性を持つ個
体が黒毛和種やホルスタイン種で確認され
ており、牛群全体に抵抗性を持たせる、ま
たは、感染牛と非感染牛の間の生物学的防
壁とすることで BLV の早期清浄化の可能性
が示唆。一方、褐毛和種（高知系）につい
ては、発症抵抗性遺伝子の保有状況の報告
がないことから調査を実施。 
 結果、黒毛和種またはホルスタイン種の
BL 抵抗性遺伝子の型は、それぞれ、20.7％、
75.9％保有。一方で、黒毛和種またはホル
スタイン種の BL 感受性遺伝子の型は、どち
らも 0％。また、どの牛種でも登録されて
いない新たな型も１種類確認。褐毛和種は、
BL 発症抵抗性が高い可能性。ただし、抵抗
性の遺伝子型は種によって型が異なるとの
指摘があり、褐毛和種（高知系）に既知の
発症抵抗性遺伝子型が適用可能かどうか検
証が必要。 
 
70．サシュペリウイルスの関与を疑う牛異
常産の発生事例：福岡県中央家保 野見山
享、因泥祐樹 
 2008 年大分県で初めてサシュペリウイ
ルス(SATV)の関与を疑う牛異常産の発生が
報告。以降、発生報告はないが本県でも SA
TV の関与を疑う牛異常産を確認、同年度の
アルボウイルス流行調査(流行調査)で SAT
V を分離。県外導入牛が 2020 年 1 月体型異
常子牛を娩出し病性鑑定を実施。子牛は初
乳未摂取、四肢の拘縮及び脊柱の彎曲、前

後肢骨格筋における広範な脂肪置換、脊髄
頚膨大部及び腰膨大部における腹角神経細
胞の減数を確認。SATV の中和抗体価が母牛
8 倍、子牛 16 倍。異常産関連ウイルス特異
遺伝子は不検出。以上の結果から SATV の関
与を疑う牛異常産と診断。県内 4 地域にお
ける未越夏牛 20 農場 40 頭の流行調査で 9
月から 11月に 9農場 13頭で SATVの中和抗
体価が陽転。8 月及び 9 月に採材した血漿 3
検体(3 農場)から SATV を分離。分離株の遺
伝子解析の結果、これまで国内で分離され
た株と近似。SATV の異常産への関連究明の
ため今後も流行状況を注視し症例を蓄積し
ていく必要。 
 
71．肉用繁殖牛で発生したピートンウイル
スの関与を疑う異常産：福岡県北部家保 
川島幸子 他 

2019 年 12 月～2020 年 3 月、管内酪農・
肉用繁殖複合経営農場 1 戸で体型異常を示
す死産が 3 例発生。母牛はいずれも黒毛和
種で、産歴は初産～3 産、死産時胎齢は 27
9～286日、異常産 3種混合ワクチン接種済。
剖検では前肢屈曲、四肢拘縮及び脊柱弯曲、
病理組織検査では神経細胞の減数、骨格筋
の矮小化及び減数等を認める。ウイルス検
査では 3 症例ともに母牛血清及び死亡胎子
体液から抗ピートンウイルス（PEAV）抗体
が検出され、PEAV が関与した死産と診断。
また、農場内 1 越夏牛からも抗 PEAV 抗体が
検出され、今回の死産は PEAV の流行により
引き起されたものと推察。2019 年の未越夏
牛を用いた発生予察調査では、当該農場を
含む九州北部の広範囲で 8 月下旬以降に抗
PEAV 抗体の陽転を確認。ここから推定され
る当該症例の感染時胎齢は 170～206 日。P
EAV は比較的胎齢が進んでいる胎子へ体型
異常等を及ぼす可能性が示唆された。 
 
72．佐賀県の牛のアルボウイルス浸潤・発
生状況：佐賀県中部家保 曽我康吏、一戸
夏美 
 アルボウイルスのモニタリングは、病性
鑑定や発生予察を行う上で重要。そこで当
県における過去 3 年間の浸潤状況および発
生状況をまとめ、その概要を報告。2017～2
019 年度の県内農場の未越夏牛の血清を用
いて中和試験を実施。2017 年では各ウイル
スの浸潤は認められなかったが、2018 年で
はディアギュラウイルス(DAGV)、2019 年で
はアカバネウイルス、流行性出血熱ウイル
ス 7 型、ピートンウイルス(PEAV)、サシュ
ペリウイルス、ブルータングウイルスが浸
潤。県内で実施した病性鑑定の中で、2017
～2018 年ではアルボウイルス感染症を疑
う症例はなかったが、2019 年では 3 月～4
月に生まれた子牛で DAGV の関与を疑う症
例が 3 件、2020 年では 2 月に生まれた子牛
で PEAV の関与を疑う症例が 1 件発生。ワク
チンのないウイルスの浸潤およびその関与
を疑う異常産も発生していることから、ワ
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クチン接種だけではなくヌカカなどの駆除
対策も重要。 
 
73．ピートンウイルスの関与を疑う牛の異
常産の 1 症例：佐賀県中部家保 平野慎二、
岡本理 

佐賀県で初めてピートンウイルス（PEAV）
の関与する異常産が発生。検体は令和 2 年
2月 16日に娩出された交雑種である異常子
並びにその母牛の血清及び膣スワブを用い
て、病理学的検査、病原学的検査及び血清
学的検査を実施。剖検：内水頭症、大脳実
質菲薄化、小脳低形成及び脊柱湾曲を確認。
病理組織学的検査：脳室拡張に伴う大脳髄
質及び脳幹部菲薄化・神経核消失、脊髄腹
角の神経細胞及び腹索消失、骨格筋及び舌
の筋線維の高度な脂肪置換を確認。PCR：延
髄で PEAV 遺伝子陽性。中和試験：母牛の血
清及び異常子の体液について PEAV の抗体
価が有意に高値。本症例は、前年度の本県
への PEAV 浸潤の確認及び検査結果から、P
EAV の関与を疑う牛の異常産と診断。本症
例は脳幹部の菲薄化と骨格筋の高度な脂肪
置換が特徴的な症例。PEAV の病態形成機序
については不明なことが多く、PEAV による
異常産の病態解明には、症例の蓄積が必要。 
 
74．子牛共同育成施設の呼吸器病発生に伴
う衛生対策：長崎県県北家保 重國由起子、
常岡純也 

管内 JA 子牛共同育成施設（CC）で令和 2
年 1 月初旬から発熱を呈す牛が散見され、1
月 14日以降発生が拡大し 1月 17日に立入。
病性鑑定で牛 RS ウイルス（BRSV）、牛パラ
インフルエンザ 3 型ウイルス（BPI3V）、牛
ライノウイルス、Pasteurella multocida
の関与を確認。緊急対策として、CC への人
・車両の立入制限・消毒徹底、従業員の牛
舎毎の衣類・長靴の交換・消毒指示。JA、
診療所と協議のうえ 1 月家畜市上場予定牛
の上場延期を決定し、緊急の和牛繁殖部会
連絡協議会を行い生産者に説明。CC 以外の
上場牛対策として、市場当日に鼻腔内投与
型の牛伝染性鼻気管炎ウイルス・BPI3V 混
合生ワクチン（鼻腔内ワクチン）を全頭接
種。1 月 21 日以降 CC で新たな発生は認め
られず、牛舎の徹底消毒後 2 月 3 日から子
牛の受入を再開。CC での呼吸器病対策とし
て、今回の発生以降、出荷１ヵ月前の鼻腔
内ワクチン接種を追加。4 月以降は BRSV を
含む 3 種に変更。以後、同様の発生は認め
られていない。 
 
75．令和 2 年度に県下で確認された流行性
出血病ウイルスの流行について：長崎県中
央家保 酒井芳子 
 令和 2 年度アルボウイルス動態調査の結
果、11 月調査において県下 2 地域でイバラ
キウイルス（IBAV）に対する抗体陽転を確
認（5.6％）。抗原検索の結果、県央及び壱
岐地域の 11月血球計 5検体から流行性出血

病ウイルス（EHDV）血清群特異遺伝子を検
出。うち県央地域 3 検体からウイルスを分
離。分子系統樹解析の結果、県央分離株は
血清型 2（EHDV-2）、壱岐検出株は血清型 6
（EHDV-6）と同定。EHDV-2 分離株は平成 1
2 年長崎分離株と 99.84％、EHDV-6 検出株
は平成 27年兵庫株と 98.42％の相同性を確
認。抗体価からそれぞれのウイルス侵入時
期は若干異なる可能性が示唆され、イバラ
キ病ワクチン接種牛においても EHDV-6 感
染を確認。3 種類のプライマーを用いた検
出感度比較においてプライマーによる感度
の違いを確認。EHDV 検索では抗体検査成績
と併せ必要に応じて複数プライマーを用い
た遺伝子検索の実施が必要。 
 
76．管内酪農場の牛ウイルス性下痢持続感
染牛摘発事例とその対策：熊本県城北家保
野中美和、徳永妙子 
 2020 年 5 月、管内酪農場（計 162 頭飼養）
で、子牛の呼吸器症状を主訴とした病性鑑
定を実施したところ、2 頭の牛ウイルス性
下痢持続感染牛（PI 牛）を摘発。まん延防
止対策として実施した全頭検査で、さらに
4 頭（子牛及び育成牛）の PI 牛を摘発。牛
群全体の抗体価は高く、PI 牛による農場内
の牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）のま
ん延が示唆されたことから、早急な自主的
とう汰を実施。PI 牛全頭について病態調査
を実施したところ、剖検では腸間膜リンパ
節の腫大、病理組織学的検査では小腸の陰
窩膿瘍等を共通して確認。PI 牛 1 頭は妊娠
しており、胎子臓器から BVDV が分離され、
胎子も PI 牛となる可能性を示唆。本事例で
は、家保の丁寧な説明により農場の本病へ
の理解が深まり、呼吸器病ワクチン接種の
検討や、導入牛の BVDV 検査及び新生子牛検
査実施等、意識向上に繋がった。今後は、
本病に関する正しい知識の普及並びに意識
啓発を図ることで、まん延防止の一助とし
たい。 
 
77．EBL サーベイランスのデータ分析から
見えた現状と課題：熊本県中央家保 臨光
克樹、下西儀政 

本県では平成 30年度から EBLサーベイラ
ンス事業を拡充し、BLV 抗体検査の希望農
家を対象に陽性率調査を実施。平成 30 年度
から 2年間の当家保管内農家 34戸のデータ
を分析した結果、抗体陽性率は 0%～10％と
60～90%の二つを中心に分布。このうち、E
BL 清浄化に意欲を示した農家 12 戸に対し
抗体陽転率及び陽性牛のプロウイルス量を
追加調査した結果、抗体陽転率と農場の高
リスク牛（10 万細胞中のプロウイルス量が
1 万コピー以上）割合に正の相関傾向を確
認。追加調査を希望しなかった 22 戸は、小
規模で陽性率が低い傾向。以上より、農家
ごとの BLV の感染状況は多様、対策には高
リスク牛の把握が重要、EBL 対策に対して
農家間に温度差が存在、の 3 点が現状。一
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方、農家毎の多様な感染状況に応じた対策
が必要、対策に消極的な農家に対するケア
に向けた関係団体との連携の強化が重要、
の 2 点が課題。今後は、12 戸の農家に対し
て EBL 対策のフォローを継続し、EBL 対策
取組優良事例や清浄化を達成した事例を蓄
積していく予定。 
 
78．若齢での発生が認められた牛伝染性リ
ンパ腫の２例：熊本県天草家保 稲生祐輔、
杉晋二 

近年、若齢牛の地方病型牛伝染性リンパ
腫（EBL）報告が増加しているが、若齢牛に
おける EBL の実態は不明。今回、若齢牛で
EBL と診断した 2 症例について報告。症例 1
は、1 か月齢時に左頬腫脹、5 か月齢時に全
身の体表リンパ節腫脹を呈し鑑定殺。症例
2 は、9 か月齢時に食欲低下及び歩様蹌踉を
呈し、12 か月齢時に鑑定殺。病理及び免疫
組織化学的検査の結果、症例 1 は、浅頚及
び腸骨下リンパ節にてリンパ球様腫瘍細胞
増殖が認められ、CD20 及び CD79α陽性、C
D3 及び TdT 陰性。症例 2 は、大脳側脳室付
近に腫瘤が存在し、腫瘤はリンパ球様腫瘍
細胞増殖が認められ、CD20 及び CD79α陽
性、CD3 及び TdT 陰性。ウイルス学的検査
の結果、2 症例とも全血及び腫瘤から牛白
血病ウイルス（BLV）特異遺伝子検出。以上
の結果から、2 症例を EBL と診断。2 症例と
も母牛の BLV プロウイルス量が高値であっ
たことから垂直感染と推察。今後、高リス
ク牛摘発及び垂直感染防止対策による若齢
牛での発症リスク低減を図っていく。 
 
79．ピートンウイルス（PEAV）の関与を疑
う異常産とその浸潤調査：熊本県中央家保
福岡恒、杉晋二 

2020 年 2-3 月、県内 2 農場で体形異常を
伴う牛異常産 2 事例に遭遇。病性鑑定の結
果、事例 1 で非化膿性髄膜脳炎、事例 2 で
脊髄神経細胞の減数、骨格筋の脂肪置換を
確認。2 事例共に母牛の血清、産子の体液
等から PEAV の抗体検出。疫学調査では 201
6-2019年の未越夏牛血清延べ 796検体の抗
体検査を実施。2019 年 9 月に県内全域で抗
体陽転、4 検体から PEAV 分離。遺伝子解析
及び分子系統樹解析の結果、2016 年鹿児島
県分離株と最も近縁。分離した PEAV の乳の
みマウス脳内接種では神経症状等の発現を
確認。病性鑑定 2 事例及び疫学調査につい
て、2019 年熊本県分離株と 2006 年鹿児島
県分離株を用いた中和抗体価の比較では、
病性鑑定、疫学調査共に熊本県分離株で抗
体価が高い傾向。PEAV はウイルス株によっ
て抗体価が実際より低く出る場合があるた
め、今後も疫学調査や異常産の病性鑑定等
により流行株を把握し、抗原性の近いウイ
ルス株を中和試験で使用することで検査精
度向上を図りたい。 
 
80．サシュペリウイルスの関与を疑う牛異

常産発生事例及び浸潤状況調査：熊本県城
南家保 吉田大志 

2020 年 3 月、出生時から四肢の拘縮によ
る起立不能の雌子牛（12 日齢）が衰弱死し、
病性鑑定を実施。側脳室の拡張、硬膜の肥
厚及び小脳の矮小化、病理組織学的検査で
は大脳及び脳幹部に非化膿性髄膜炎、小脳
皮質の顕著な菲薄化、脊髄腹角の神経細胞
減数を確認。脳から SATV 特異遺伝子を検出
（2019 年度に九州地方での検出 SATV と相
同性 99.55-99.77%）。子牛の脳脊髄液及び
母牛血清から SATV 抗体を検出。管内の SAT
V 動態調査で 2019 年 9,11 月に 9/10 頭、20
20 年 9 月に 1/10 頭の陽転を確認。以上よ
り SATV の関与を疑う異常産と診断し、201
9、2020年の夏季に SATVが流行したと推察。
今回の症例では、小脳矮小化等の過去の症
例との共通点が確認されたが、体形異常子
牛からの SATV 遺伝子検出は国内初。SATV
の病態は不明であること、ウイルス血症の
期間が短く、体型異常子牛からのウイルス
検出報告が少ないことからさらなる知見の
蓄積と本ウイルスの監視強化が重要。 
 
81．ピートンウイルスの関与を疑う牛の異
常産 7 症例:大分県大分家保 中出圭祐 
 1 病性鑑定 1)病理解剖検査:頭部変形
(4/7)、脊柱湾曲(4/7)、関節拘縮(2/7)、脳
室拡張(4/7)、小脳低形成(4/7)、脊髄低形
成(3/7)。2)病理組織学的検査:HE 染色で大
脳に単核細胞による囲管性細胞浸潤(4/7)、
グリア結節(3/7)。免疫組織化学的染色で中
枢神経組織に PEAV の抗原反応(2/7)。3)ウ
イルス学的検査:①PEAV の特異遺伝子を検
出(1/7)。ウイルス分離はすべて陰性。PCR
陽性検体のシークエンス解析では PEAV KS
B-1/P/16 株と最も高い相同性。②中和抗体
検査：母牛及び産子の両方で抗 PEAV 抗体を
確認(5/7)。2 おとり牛の抗体検査：70 頭
中、8 月に 18 頭、9 月に 9 頭、11 月に 8 頭、
計 35 頭が陽転。3 同居牛の抗体検査：症
例 2,5 発生農場で 10 頭中、9 月に 2 頭、10
月に 2 頭が陽転。4 考察:7 症例を PEAV の
関与を疑う牛異常産と診断。PEAV は 4 か月
間、県内全域でまん延。症例 1,2,5 は 7 月
29 日～8 月 15 日に PEAV に感染と推察。体
形異常を伴う異常産は感染胎齢によって病
変の程度が異なる可能性を示唆。 
 
82．宮崎県内の牛異常産関連アルボウイル
ス流行調査と牛異常産発生状況：宮崎県宮
崎家保 瀬戸山博則、本田真由美 

2011 年から 2019 年の未越夏牛血清を用
いた牛異常産関連アルボウイルス流行調
査、各年齢の牛血清を用いた抗体保有状況
調査及び牛異常産発生を精査。流行調査で
は、2013 年にアカバネウイルス（AKAV）、
2015 年にピートンウイルス（PEAV）及びシ
ャモンダウイルス、2018 年にディアギュラ
ウイルス、2019 年にアイノウイルス（AINO
V）、AKAV、PEAV 及びサシュペリウイルス
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の流行を確認。11 月から翌年 5 月にかけて
の奇形頭数は、2015 年及び 2019 年は顕著
に増加し、2018 年にも増加傾向。抗体保有
状況調査では、AINOV、AKAV 及びチュウザ
ンウイルスの抗体保有率は、流行にかかわ
らず、年齢と共に増加し、1 歳以上の合計
では、概ね 40％以上を維持。その他のウイ
ルスは、流行前の抗体保有率は低調で、流
行年には上昇するも、一部のウイルスで、
その後の保有率の漸減も確認。奇形頭数増
加のデータと併せて、ワクチン接種には一
定の効果が確認され、今後もワクチン接種
の継続が必要と考察。 

 
83．ピートンウイルスの関与を疑う牛異常
産 3 例の病理学的検索：宮崎県宮崎家保 
日高慎也、重永あゆみ 

2020 年に発生した牛異常産 3 例につい
て、病性鑑定を実施し、ピートンウイルス
（PEAV）の関与について精査。3 例とも黒
毛和種で、母牛に異常産ワクチンを接種。
症例 1、3 は死産で脊柱弯曲、四肢関節拘縮
を確認。症例 2 は、四肢関節拘縮及び起立
不能であったため鑑定殺。病理組織学的検
査は、2 例で脊髄腹角神経細胞減数、骨格
筋の筋線維矮小･脂肪置換、1 例で脊髄側索
･腹索消失を確認。3 例とも PEAV 抗体を保
有し、県内で PEAV の流行も確認されている
ことから、PEAV 関与の疑いと診断。今回、
症例 3 でみられた脊髄側索･腹索消失につ
いて、過去本県で PEAV 関与の疑いと診断し
た 1 例で同様の所見が確認され、いずれも
感染は 60～120 日齢と胎齢早期であった。
胎齢早期に上位の神経細胞に PEAV が侵襲
した場合、軸索が形成されず、下位の神経
組織で消失が起こったのではないかとの仮
説をたて、感染胎齢早期の症例について再
検索を行ったが、今回、関連を裏付ける所
見は確認されなかった。 

 
84．宮崎県内で発生したアカバネウイルス
の関与を疑う豚異常産 5 例：宮崎県宮崎家
保 本田真由美、瀬戸山博則 

2019年 11月から 12 月にかけて県内でア
カバネウイルス（AKAV）の関与を疑う豚異
常産 5 例について病性鑑定を実施。剖検に
て四肢関節の拘縮や弯曲、脊柱弯曲、大脳
欠損を確認。病理組織学的検査で大脳実質
の非薄化と石灰沈着、脊髄腹角神経細胞の
減数、骨格筋筋線維の矮小化を認めた。ウ
イルス学的検査で、4 例の大脳から AKAV 特
異遺伝子を検出、分子系統樹解析で AKAV g
enogroup Ⅰ(AKAVⅠ)と判明。抗体検査で、
当該母豚及び全ての異常産子が AKAVⅠ抗
体を保有、同居豚についても高い抗体価を
確認。同農場での異常産発生前の血清を用
いた中和試験では、ほとんどの母豚が AKAV
抗体を未保有。県内全域の豚 AKAVⅠ抗体保
有状況調査にて、全ての豚が異常産流行前
は抗体未保有若しくは抗体価 4 倍以下だっ
たが、10 月以降、県内の広い範囲で高い抗

体価を示すものが増加。診断がついた 5 例
以外にも県内では多くの異常産が発生して
いた可能性が示唆される。 
 
85．管内 A 地域の牛伝染性リンパ腫の清浄
化に向けた取り組み（第一報）：姶良家保
城間健、上村美由紀 

管内 A 地域から家畜市場を通して肥育農
場に譲渡された牛で若齢での牛伝染性リン
パ腫（EBL）発症、又はと畜場での全部廃棄
処分が増加。そこで、関係団体と連携し、
肥育農場において、陽性牛が導入から出荷
までの間にどのような経過をとるかプロウ
イルス量並びにリンパ球数等を指標として
の追跡調査、また、A 地域の出荷子牛にお
ける牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）浸潤
率を調べるために、A 地域からのみ子牛を
導入する肥育農場における導入牛の BLV 抗
体検査を計画、実施。追跡調査については
第 1 回調査を令和 2 年 6 月に実施。高リス
クかつリンパ球増多症牛を確認。追跡調査
は同じ牛群について出荷までの間に計 4 回
実施予定。導入牛検査では出荷子牛の陽性
率を把握。今後、生産農場毎における飼養
管理と子牛の BLV 感染の有無を調査・分析
し、その結果から関連性を見出すことがで
きれば、生産農家に情報共有・フィードバ
ックすることで、出荷子牛の BLV 陽性率を
抑え、肥育農場やと畜場での EBL 摘発の低
減を期待。 
 
86．管内の牛伝染性リンパ腫ウイルス検査
状況とその関与を疑う子牛の症例：鹿児島
県肝属家保 飯野萌衣、東山崎達生  
 管内の牛伝染性リンパ腫ウイルス（以下:
BLV）検査状況とその中で遭遇した若齢牛の
BLV 関与を疑う 2 症例についての報告。BLV
抗体検査は，令和元年 10 月～令和 2 年 9
月の 1 年間に，205 件 1,144 頭（ホルスタ
イン種 13 頭，F1 種 6 頭，黒毛和種 1,125
頭）実施。BL 疑いの病性鑑定目的は，96
件 112 頭(ホルスタイン種 13 頭，F1 種 5 頭，
黒毛和種 94 頭)。そのうち，36 ヶ月(3 歳未
満)は，30 件 32 頭(ホルスタイン種 4 頭，F
1 種 5 頭，黒毛和種 23 頭)。抗体陽性率は，
病性鑑定目的のものでは，高値であった。
当該牛は，2 ヶ月齢と 6 ヶ月齢のいずれも
黒毛和種。2 症例とも病理組織学的検査で，
B 細胞リンパ腫であったが，地方病性牛伝
染性リンパ腫（以下:EBL）の特徴所見とは
完全には一致せず。しかしながら，2 症例
とも BLV 抗体検査陽性，検査材料の全てか
ら BLV 遺伝子が検出され，BLV プロウイル
ス量も高値であったこと及び，当該農場の
BLV 抗体陽性率は，2 農場ともに高値であっ
たことから，EBL を強く疑う症例であると
示唆。 
 
87．シャモンダウイルスの関与が疑われる
牛異常産事例：沖縄県八重山家保 泉里奈、
高桑悠子 
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【発生概要】2020 年 2 月 5 日に石垣市内
の肉用牛繁殖農場で体形異常を伴う異常産
が発生。【結果】剖検所見では、前肢拘縮
や頸部～胸部の脊柱湾曲、下顎骨の癒合不
全等を認め、脳は欠損していた。病理組織
検査で頸髄から胸髄に灰白質の大型神経細
胞の減数、白質の髄鞘形成不全を認めた。
遺伝子検査で特異的な遺伝子が検出され、2
015 年鹿児島分離株と近縁であった。SHAV
抗体検査では、当該母牛血清で 256 倍以上、
胎子の脳脊髄液と腹水で 4 倍を確認。サー
ベイランスにて、2019 年 7 月に 1 戸 1 頭、
9 月に 6 戸 9 頭、11 月に 1 戸 1 頭の SHAV
抗体の陽転を確認。【考察】死産胎子に体
形異常や脊髄病変等を認め、SHAV に対する
抗体および特異遺伝子が検出。これら結果
とサーベイランスの動向から、脊髄病変や
脳欠損、体形異常への SHAV の関与が疑わ
れ、SHAV 侵入時期は 7 月～9 月、胎齢 3 カ
月齢前後の感染を推察。本例は既報の SHAV
の関与を疑う異常産と異なり、脳欠損がみ
られた稀な例と考えられた。 
 
Ⅰ－２ 細菌性・真菌性疾病 
 
88．十勝管内のヨーネ病発生農場の分析結
果からみた清浄化への見通し：北海道十勝
家保 大西賢治、梅澤直孝 

管内では昭和 53 年から令和元年末まで
に 587 戸 5,404 頭の患畜を摘発。現在の対
策農場数は 123 戸（乳 78 戸､肉 45 戸）、対
策開始根拠は家伝法第 5 条に基づく検査（5
条検査）92 戸、発症 17 戸、その他 14 戸。
発生回数は初発（1 回）95 戸、再発（2～4
回）28 戸。廃業等を除き、令和元年末まで
に対策終了した 329 戸（乳 175 戸、肉 154
戸）の平均対策期間は乳 4.0 年、肉 5.4 年。
疫学的見知等から対策期間を 3 年未満に短
縮した農場 68 戸を除くと、乳 5.2 年、肉 6.
0 年。対策農場の分析結果から①5 年以内に
約 5 割、10 年以内に約 9 割の農場が対策終
了。②再発農場は 81 戸（再発率 24.6％）、
5 年以内再発率は 11.7％。③5 条検査での
陽性農場摘発率は 8 割。①～③を前提条件
として今後の対策農場数を推定。対策を終
了した農場の検査成績を用いたシミュレー
ションで、患畜数を推定。現在の 123 戸 30
5 頭から 5 年後に 95 戸 113 頭、10 年後に 5
7 戸 46 頭まで減少と予測。課題は、未摘発
の陽性農場及び牛の農場間移動による感染
拡大。 
 
89．サルモネラ発生酪農場で分離した Salm
onella (4:-:1,2)の性状解析：北海道宗谷
家保 津坂健晃、原希和子 

管内酪農場の乳用牛から Salmonella (4
:-:1,2)を分離。発症牛、同居牛、環境から
分離した３株について Salmonella Typhim
urium（ST）同定用 PCR、fliC 遺伝子の相同
性解析、MLVA による系統樹解析、一濃度デ
ィスク法による薬剤感受性試験、薬剤耐性

遺伝子検索、ファージ型 DT104 関連遺伝子
(16S-23S spacer region、クラス 1 インテ
グロン)検索を実施。発症牛由来株のみ MLS
T を実施。検査成績は３株全て、ST 同定用
PCR 陽性、fliC 遺伝子は 1 塩基欠損、MLVA
では DT104 で構成されるクラスターに属
し、薬剤感受性試験及び薬剤耐性遺伝子検
索は DT104 と同様の耐性を示し、DT104 関
連遺伝子は陽性。MLST は DT104 と同じシー
クエンスタイプ 19 に型別。分離株は fliC
遺伝子の欠損により 1 相 H 抗原が発現しな
い ST の単相変異株であり、DT104 に近縁で
あると推察。本血清型は家畜からは国内初
分離であり、ST 同様の強い病原性が認めら
れたので、今後の発生動向を注視する必要
があると考える。 
 
90．Salmonella Dublin による牛サルモネ
ラ症の病理学的検索：北海道十勝家保 上
垣華穂、加藤千絵子 
 Salmonella Dublin による牛サルモネラ
症の病態解明のため、本症と診断した 11
日から 2.5 カ月齢の死亡牛 5 頭及び同居牛
検査で摘発、淘汰された 1.5 カ月から 4 カ
月齢の牛 5 頭を用い病理学的検査を実施。
剖検所見は、肝臓、脾臓及びリンパ節の腫
大並びに肺の暗赤色化。死亡牛では、諸臓
器の出血及び腸炎も確認。組織学的所見は、
肝臓、脾臓、骨髄及びリンパ節の多発性巣
状壊死並びに肺、腎臓及び胆嚢の単核系細
胞浸潤。死亡牛では諸臓器の血管病変、髄
膜炎及び壊死性偽膜性腸炎も確認。今回検
索した牛では、症状の軽重に関わらず、複
数臓器で病変形成がみられたため、感染後、
全身性の炎症反応が生じ、その後重篤化、
敗血症で死亡すると推察。牛は全身性の炎
症反応出現時に発熱を呈すと推察されるた
め、発熱が主症状の異常牛は、本症の検査
が必要。対策農場では、同居牛検査ととも
に積極的な異常牛の体温測定が、感染牛の
早期発見・隔離につながると考察。 
 
91．大規模黒毛和種繁殖一貫農場における
ヨーネ病清浄化対策の取組（２報）：岩手
県県南家保 池原遊人、阿部憲章 

県内最大規模の農場（繁殖牛約 3 千頭）
でのプール検体による遺伝子検査（P 法）
と抗体検査併用による清浄化対策を H29 に
報告し、２年半が経過。延べ２万６千頭の
検査で患畜 21頭と定性陽性牛 35頭を摘発。
P 法と抗体検査の摘発感度はそれぞれ 0.9
8、0.20、患畜の排菌量と病変スコアは初年
度に比べ漸減し、P 法による早期摘発の有
用性を再確認。約６千頭の疫学分析では、
年齢や産地によるリスクの有意差はなく、
対策開始前の出生牛、自家産高齢牛及び感
染牛の親の高リスクを確認（オッズ比は、
それぞれ 2.9、14、4.0）。高リスク牛のグ
ループ管理と陽性牛の親の自主とう汰の必
要性を示唆。母子群飼による感染のリスク
低減のため、患畜の同居子牛の肥育向け飼
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養を指導。水平感染の予防のため、敷料の
再使用をやめ、空舎期間を設定。取組項目
は「対策書」で明文化して共有。早期の清
浄化と大規模繁殖農場での対策のモデル化
を目指す。 

 
92．サルモネラ症発生酪農場の清浄化に向
けた代謝プロファイルテストの活用：岩手
県中央家保 鈴木崇文、早川麻理子 

サルモネラは正常なルーメン環境で増殖
が抑制され、環境の悪化で増殖するとの報
告がある。2020 年 2 月～7 月、管内の 4 酪
農場（A～D）でサルモネラ症が発生。発症
牛への抗生剤投与、保菌牛への生菌剤投与、
牛舎の消毒等の対策を実施。併せて、飼料
給与調査と代謝プロファイルテストを行っ
た結果、A 及び B 農場は低品質の粗飼料を
給与。C 農場は濃厚飼料の多給と粗飼料不
足。D 農場の粗飼料は硝酸態窒素含量が高
く、嗜好性が悪いことが判明。いずれの農
場でも、TP、BUN、TCHO 等のバランスが悪
く、ルーメン環境と肝機能の悪化及びエネ
ルギー不足が示唆されたため、良質な乾草
の給与を指導。その結果、BUN、GOT、TP、T
CHO 等は改善傾向を示し、ルーメン環境の
改善と共にサルモネラ保菌牛は徐々に減
少、発生から約 3 か月後に清浄化した。 

 
93．県内で分離された Salmonella  Schwar
zengrund の分子疫学解析：岩手県県北家保
市村鋭、中央家保 木崎あゆみ  

2018 年 6 月及び 2020 年 4 月、県北地域
の 2 酪農場（A 及び B）において Salmonell
a Schwarzengrund（SS）によるサルモネラ
症が発生。両例及び県内の他農場由来 SS
株との関連を調査するため、A 及び B 由来 5
株並びに 2015～2019 年に県内の牛舎環境
及び鶏から分離された 6農場由来 SS10株を
用いて、薬剤感受性試験及びパルスフィー
ルドゲル電気泳動（PFGE）による分子疫学
解析を実施。結果、9 株が 1 剤または 2 剤
への耐性を示し、既報と一致。PFGE により
15 株は 6 遺伝子型に分類。県内に複数の遺
伝子型の株の浸潤が判明。A 及び B 由来 5
株は PFGE パターンが完全に一致し、薬剤感
受性も等しく、両例は同一株が原因と示唆。
両農場は約 2km と近距離で、共通する車両
等の出入りがあったため、地域で SS が維持
されていた可能性が推察。SS の侵入防止及
び本症の発生に今後も注意が必要。SS は食
中毒の原因菌のため、人獣共通感染症とし
ての認識を広めることが重要。 
 
94．県南地域で分離された Mycoplasma bov
is の薬剤感受性：岩手県県南家保 戸塚知
恵、大山貴行 
 Mycoplasma bovis（Mb）は牛呼吸器病の
一因で、病原性と感染力の強さからコント
ロールが困難。適切な治療薬剤の選択に資
するため、2015～2020 年に県南地域で分離
された 13戸 27頭由来の Mb28株と国内流行

株の薬剤感受性を比較。併せて 4 家畜診療
所の薬剤選択の実態を調査。結果、16 員環
マクロライド系及びテトラサイクリン系薬
剤に対し全株が低感受性、近年の国内流行
株と同様の傾向。これらの薬剤に加え、2
戸由来の 2 株、1 戸由来の 4 株及び 1 戸由
来の 3 株がそれぞれ 15 員環マクロライド
系、フルオロキノロン系及びフェニコール
系薬剤に低感受性。各診療所では Mb とそれ
以外の区別なく、フェニコール系及びフル
オロキノロン系薬剤を多く使用、低感受性
株が分離された背景に薬剤投与による選択
圧があったものと推察。使用指針を原則に、
明らかに Mb が疑われる際の第一選択はフ
ェニコール系等の薬剤感受性動向を踏まえ
ることが望ましい。 
 
95．ヨーネ病遺伝子検査におけるプール法
の有用性：岩手県中央家保 木﨑あゆみ、
澤田徳子 
 牛の個体別糞便を用いた公定法（個別法）
に基づくヨーネ病遺伝子検査は、多検体処
理において時間・費用ともに負担が大きい。
2016 年にプール（P）糞便を用いた方法（P
法）が確立されたが、その使用範囲は一部
の発生農場の検査に限定され、また、野外
材料を用いて両法を比較した報告はない。P
法の活用範囲の検討に資するため、2020 年
2～11 月に県外から導入された牛 744 頭の
糞便を用いた個別法及び同材料を 76P（約 1
0 頭／P）とした P 法を実施し、両法の成績
を比較した。結果、個別法の 5 頭（0.7％）、
P 法の 7P が陽性であった。個別法陽性の 5
頭を含む 5P は P 法においても陽性であっ
た。他方、陽性となった他 2P に含まれる 2
0 頭は個別法で全頭陰性であったが、P 法に
おける PCR 産物はヨーネ菌特異遺伝子の配
列と一致し、非特異反応ではないことが確
認された。P 法は個別法と同等以上の感度
を有することが示唆された。P 法の公定法
化と使用範囲の拡大を引き続き求めていき
たい。 
 
96．黒毛和種雄子牛の腸管外病原性大腸菌
による腎膿瘍及び尿道閉塞症を併発した尿
膜管遺残症の一症例：仙台家保 渡部祐未、
後藤庸 
 令和 2 年 1 月、6 日前から食欲不振、4
日前から尿道付近の腫脹と無尿を呈する 2
ヶ月齢の雄子牛を予後不良で剖検。両側腎
臓と尿道内の膿瘍、尿膜管遺残構造物とそ
の内部に退縮不全を呈する右側臍動脈を確
認。病理学的検査で、線維化を伴う化膿性
腎盂腎炎と尿道閉塞を伴う尿道周囲炎を確
認。細菌学的検査では、右腎から毒素遺伝
子(cnf2、cdtB)と鉄取込能因子(iutA)、左
腎と肝臓から付着因子(papC)保有の大腸菌
を分離。大腸菌 O9 の免疫染色で両側腎臓、
膀胱、尿道及び尿膜管遺残構造物に陽性反
応。以上より、本症例を腸管外病原性大腸
菌による腎膿瘍及び尿道閉塞症を併発した
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尿膜管遺残症と診断。上行性の感染により、
臍炎から膀胱炎・腎炎に波及、炎症細胞等
が尿道を閉塞し、遺残していた尿膜管が臍
動脈を巻き込みながら拡張、被嚢化し、遺
残した臍構造が複雑化したと推察。合併症
の存在や慢性経過は、臍炎の病態を複雑化
・悪化させる可能性を示唆。(本文 17 行) 
 
97．酪農家で発生した早流産を伴う Salmon
ella Uganda 感染の清浄化対策：秋田県北
部家保 浅見晃平 大庭要 
 令和元年 7 月、管内一酪農家で下痢及び
発熱を伴う早流産が多発。病性鑑定の結果、
Salmonella Uganda（以下、SU）による牛
サルモネラ症と診断。浸潤状況及び環境調
査の結果、同居牛及び飼槽等から SU を分
離。NOSAI 獣医師による抗生剤治療に加え
て、当所では、対頭式繋ぎ分娩牛舎を中心
にドロマイト石灰を用いた消毒を実施。令
和 2 年 1 月以降、分娩を控えた妊娠牛で、
再度早流産が増加。当所は、対頭対式繋ぎ
分娩牛舎、フリーバーン牛舎及びフリース
トール搾乳牛舎の全頭及び飼槽等の環境に
ついて定期検査を実施。検査結果を NOSAI
獣医師と共有し、排菌牛への抗生剤投与、
全頭への継続的な枯草菌（生菌剤）を給与。
スコップ等の飼養器具及び牛舎の定期消毒
を実施。環境中から SU は分離されなくな
り、排菌牛は 97 頭中 13 頭から 0 頭へ漸減。
排菌牛の減少に伴い、下痢を伴う早流産の
発生はみられなくなった。今後も定期検査
と消毒指導を実施し、早流産による事故率
減少を目指す。 
 
98．秋田県で過去 24 年間に分離された牛病
性鑑定由来 Mannheimia haemolytica の性
状調査：秋田県中央家保 高橋ちさと 
 Mannheimia haemolytica（Mh ）は牛呼吸
器病（BRDC）の主要な原因菌と考えられ、
単独感染でも斃死の恐れがある。本県 Mh
の血清型等を解明し、臨床現場における対
策の一助とするため、過去 24 年分の Mh 保
存菌株を主要血清型別、分子疫学解析、薬
剤関連性状の調査（薬剤感受性試験、耐性
遺伝子調査、ICE 関連遺伝子調査）に供し
た。主要血清型別では 37 株中 19 株（51%）
を 1 型が占めたが、臓器由来株は 7 株中 5
株（71%）と 6 型が多い傾向。分子疫学解析
では、遺伝的に多様な Mh が県内に浸潤し、
由来の異なる菌株が農場に侵入している実
態を確認。呼吸器症状を惹起する Mh は農場
外から持ち込まれている可能性が示唆され
た。薬剤耐性関連性状は、EM や SM で耐性
傾向、ABPC、KM、TC、OTC、NA でやや耐性
傾向。ABPC と OTC は表現型と耐性遺伝子の
一部の保有が一致。耐性遺伝子と ICE 関連
遺伝子の保有状況に傾向は認められず。抗
菌薬の適正使用の観点から今後も症例の蓄
積と調査を継続する。 
 
99．銅中毒子牛にみられた Actinomortiere

lla wolfii 感染症：山形県中央家保 野崎
陸 

肉用牛肥育農場で、導入直後の 4 か月齢
の黒毛和種雄子牛が治療中に死亡。病性鑑
定の結果銅中毒と診断。肝臓及び心臓で多
発性の白斑等銅中毒以外の所見がみられ、
病理組織学的に検索。肝臓、腎臓、心臓及
び肺で多発性に壊死巣、好中球及びマクロ
ファージ浸潤、血栓形成が認められた。PA
S 反応及びグロコット染色で菌糸幅がやや
不整、稀に隔壁を有し、直角に近い分岐、
束状に集簇する多数の菌糸が壊死巣で認め
られた。マウス抗 Aspergillus 抗体、マウ
ス抗 Rhizopus抗体及び家兎抗 Candida al
bicans 抗体を用いた免疫組織化学的染色
は陰性。生材料を用いた遺伝子解析の結果、
Actinomortierella wolfii（以下 A.w）と 1
00％相同。菌糸の形態及び過去の報告事例
から病変形成に A.w が関与したと判断。本
症例は、心臓で病変が強く認められ、A.w
感染による壊死性化膿性心筋炎を呈した稀
な症例。A.w 感染及び重篤化の背景には銅
中毒が関与していると考察。 
 
100．黒毛和種子牛の Actinomortierella w
olfii による全身性真菌感染症：最上家保
須藤亜寿佳、佐々木志穂 
 令和 2 年 11 月、黒毛和種の雄子牛が人工
哺乳後下痢を発症し、加療で回復したが、
生後 18 日目に死亡。剖検時、腹腔内に赤色
腹水貯留し、線維素付着。肝臓は横隔膜と
癒着し、白色結節多数形成。脾臓にも同様
の白色結節を確認。第一胃には乾草が充満
し、粘膜に白色結節形成と黄白色苔様物質
付着。病理組織学的検査で、肝臓及び脾臓
の白色結節は、壊死を中心に単核細胞や多
核巨細胞が浸潤。第一胃粘膜は広範に壊死。
肝臓、脾臓及び第一胃の壊死部で真菌、血
管壁のフィブリノイド壊死、血栓形成を認
め、血管壁及び血栓内にも真菌を確認。肝
臓から抽出した DNA を用いたダイレクトシ
ークエンスで、Actinomortierella wolfii
（以下 AW）の既知株と 100％相同。以上か
ら AW による全身性真菌感染症と診断。AW
の侵入門戸として、盗食した乾草が第一胃
壁を傷害し、傷害部から AW が感染、血管内
に侵入し、血行性に肝臓及び脾臓の病変を
形成したと考察。AW は流産も引き起こすこ
とから、同様事故防止と繁殖事故防止の両
面から、生産者への情報提供が必要。 
 
101．Salmonella Livingstone による子牛
のサルモネラ症発生事例:茨城県県北家保
高安真理子、栗田敬介 

搾乳牛 200 頭規模の酪農家で、受精卵移
植による和牛子牛の増頭をしていたが、昨
年から和牛子牛の下痢と突然死が続発。原
因究明のため病性鑑定を実施。糞便検査の
結果、6 頭中 2 頭から Salmonella Livings
tone（SL）を分離。血液生化学検査の結果、
GLOB、γ-glb、TP、T-Cho が低値を示し、
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受動免疫機能低下と栄養状態不良と診断。
突然死の原因は、SL と初乳を強制的に胃カ
テーテルで投与したことによる受動免疫機
能不全の 2 要因と推察。環境検査の結果、
子牛舎 6/6 箇所、哺乳ロボット牛舎 2/8 箇
所から SL を分離し、子牛舎の高度汚染が判
明。保菌牛検査の結果、子牛舎の和牛子牛
から SL の分離が 1 か月間継続。子牛全頭に
感受性薬剤と生菌剤の投与、環境消毒、サ
ルモネラ陽性牛と陰性牛の区域分け、初乳
給与方法の見直しを指導。サルモネラ対策
と初乳対策を合わせて実施し、死亡率 0％、
環境と子牛から SL 分離陰性となり、対策開
始から 3 か月間でサルモネラ清浄化達成。
酪農家が初めて和牛子牛育成をする際、初
乳給与方法等、ホルスタイン子牛の飼養管
理とは異なり生育に影響をきたす恐れがあ
るため、注意が必要。 
 
102．Mycoplasma bovis の迅速診断・定量
分析を目的としたリアルタイム PCR 法の検
証：栃木県県央家保 加藤貴誉湖、赤間俊
輔 
 Mycoplasma bovis(Mb)感染を迅速かつ定
量判定可能なリアルタイム PCR(qPCR)法を
確立。鼻腔スワブ(スワブ)遺伝子量から肺
炎発症を推定可能か検証。33 農場 110 検体
のスワブ及び解剖牛 90 頭のスワブと肺、計
290検体を用い qPCRと分離成績を比較した
結果、qPCR がより高感度。qPCR 陽性で複数
検体検査した 8 農場のうち、陽性率 50%以
上の 4 農場では、平均遺伝子量(CFU/ml)が
陽性率 50%未満の 4 農場より高く、105 以上
の検体が必ず存在。qPCR 陽性の解剖牛 18
頭を、肺に特徴病変のあるものを Mb 肺炎牛
として解析した結果、スワブ平均遺伝子量
は、Mb 肺炎牛 11 頭が Mb 肺炎でない 7 頭よ
り有意に高く、106 以上の場合、有意に高い
確率で Mb 肺炎牛と判定(P<0.05)。以上、ス
ワブ遺伝子量 104 以上で呼吸器病への関
与、105 以上で農場内の広範な浸潤、106 以
上で肺炎発症の目安と推定。本検査系は、
分離より高感度で迅速な Mb 検出スクリー
ニング法として有用。今後は適切な治療方
針の指標として活用。 
 
103．2 農場で再発した牛サルモネラ症の分
子疫学的解析と薬剤感受性：群馬県家衛研
髙梨資子、宮前千史 

本年、2 農場でサルモネラ症が再発。1
例目は、肥育牛約 600 頭を飼養する A 農場
の子牛で非定型 Salmonella Typhimurium 
(ST)による死亡を伴う下痢が発生。本農場
では 1995 年から 1997 年まで ST、2013 年以
降散発的に非定型 ST が分離。SNP 遺伝子型
別及び PFGE により過去分離株と比較した
結果、1997 年までは SNP1 型、2013 年以降
は SNP9 型。PFGE により 2013 年以降同一由
来株によるサルモネラ症続発が示唆。薬剤
感受性試験では 2014 年以降フルオロキノ
ロンを含む多剤耐性を示し、これら株から

プラスミド性キノロン耐性(PMQR)遺伝子を
検出。2 例目は、搾乳牛約 60 頭を自家育成
する B 農場で、2013 年以来 7 年ぶりに ST
による成牛の集団下痢が発生。2013 年分離
株との比較で、両菌株ともに SNP8 型、PFG
E で同一由来と示唆。両菌株ともに薬剤耐
性は無し。両農場の薬剤耐性の違いは SNP
型の違いだけでなく、PMQR 遺伝子による影
響を示唆。 
 
104．肉用牛肥育農家の牛呼吸器病症候群に
対する衛生対策の検討：埼玉県川越家保 
柿沼喜子、関根貴司 
 管内の肥育牛農場において、令和 2 年 8
月頃から子牛の約 1 割に呼吸器症状を認
め、2 か月間で 13 頭が死亡したため病性鑑
定を実施。Mannheimia haemolytica を分
離、マイコプラズマ各種遺伝子及び牛コロ
ナウイルス特異的遺伝子を検出。M. haemo
lytica は多剤耐性を獲得。当農場では数種
類の病原体が複合した病態と言われる牛呼
吸器病症候群の蔓延を推察。当所は、飼養
衛生管理を改善するため、①抗菌性物質の
適正使用、②ワクチネーションプログラム
の見直し、③治療記録の作成、④哺乳管理
の見直し、⑤牛舎環境の見直し、⑥牛舎の
定期的な消毒について指導。指導後、薬剤
使用費を大幅に削減。呼吸器症状を呈する
牛は減少し、導入牛の死亡はなくなった。
今後、定期的な薬剤感受性試験により薬剤
耐性菌の出現を抑制。また、畜主との綿密
な飼養管理上の情報交換や臨床獣医師との
連携を強固にし、飼養環境の改善や疾病発
生低減するための指導を継続し、予防重視
の対策をさらに強化させる。 
 
105．管内一酪農家における分娩直後に発生
する乳房炎への対策:東京都家保 綾部文
香、桑山隆実 

ジャージー種搾乳牛 16 頭を飼養する農
場で、2020 年 8 月に分娩直後の乳房炎が増
加。分娩前のディッピングを外部乳頭シー
ル貼付に変更するとともに、新たに分娩直
後の初乳による乳房炎検査（CMT 変法、細
菌検査）及び治療を実施。外部乳頭シール
の貼付は、前年の同期間に分娩した牛にお
いて、分娩後１週間未満に細菌分離した分
房の割合 66.7％と比較して、33.6％と低
下。菌種別では、環境性ブドウ球菌（CNS）
では差がないが、環境性レンサ球菌（OS）
と大腸菌群（CO）で分離率が低下。環境由
来の難治性となりやすい OS と CO を予防で
きる可能性を示唆。初乳を用いた乳房炎検
査では、臨床症状の有無によらず、一律に
検査を行うことで、CMT 変法で異常を確認
してから検査を実施するよりも平均で 1.8
日早く検査を開始。早期に乳房炎を発見し、
治療が可能。今後も農場の実態に合った対
策を指導し、農場の乳質向上に寄与してい
く。 
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106．ヨーネ病発生農場における環境の清浄
化への取組：新潟県下越家保 佐々木宏、
篠川有理 
 酪農場でヨーネ病患畜 1 頭摘発。同居牛
検査で全頭陰性を確認。農場の汚染状況把
握のために牛舎環境及び飼養牛糞便のヨー
ネ菌遺伝子検査(環境検査)を実施。家保も
協力して消毒を行い、効果判定として環境
検査を 2 回実施。子牛飼育場所はドロマイ
ト石灰塗布、飼槽及びウォーターカップは
塩素系消毒剤でのふき取り、牛床及び通路
は消石灰散布、長靴は消石灰添加逆性石鹸
液への浸漬により消毒。摘発直後の環境検
査：牛舎環境 31 検体中 20 検体(64.5%)、飼
養牛糞便 39 頭中 11 頭(28.2%)陽性。消毒後
の環境検査 1 回目：牛舎環境 36 検体中 10
検体(27.8%)陽性。消毒後の環境検査 2 回目
：牛舎環境 37 検体中 6 検体(16.2%)、飼養
牛糞便 41 頭中 2 頭(4.9%)陽性。摘発直後の
環境検査でヨーネ菌により牛舎が汚染され
た実態を把握。消毒継続により環境中のヨ
ーネ菌は減少。環境検査は汚染状況と洗浄
・消毒の効果を客観的に把握できる有用な
手段。今後も対策を続け、ヨーネ病清浄化
を目指す。 
 
107．黒毛和種子牛に発生した腸管外病原性
大腸菌症の一症例：富山県西部家保 増永
梢、山口香菜 

肉用牛一貫経営農場において、黒毛和種
子牛、雄、12 日齢が 1 週間前より下痢およ
び臍帯炎を呈し、治療したが死亡したため
病性鑑定を実施。剖検の結果、胸腔内、腹
腔内、腎臓、臍帯等に膿瘍が散見。小腸内
容は偽膜様を呈していた。細菌学的検査の
結果、5 臓器、大脳、臍帯、尿膜管からは
血清型 O7 の大腸菌が、空腸内容からは血清
型 O7 および O26 の大腸菌が分離。病原関連
因子の検索結果では、O7 株は 2 種類の付着
因子の遺伝子(afa,papC)と 4 種類の鉄取込
能の遺伝子(iutA,fyuA,irp1,irp2)、O26 株
は 4 種類の鉄取込能と下痢関連因子 2 種類
(eae,stx1)を保有。病理組織学的検査の結
果、大腸菌が分離された臓器に一致して化
膿性病変が認められ、免疫組織化学的染色
においても炎症反応を示した部位に一致し
て大腸菌抗血清の陽性反応を認めた。以上
の結果から、血清型 O7 による腸管外病原性
大腸菌による敗血症と診断。臍帯から尿膜
管、腎臓へ上行性に感染したことが示唆。 

 
108．県内における大腸菌性乳房炎と敷料の
関連性について：石川県南部家保 徳山京
里、林みち子 

令和 2 年 6 月、酪農家 2 戸で大腸菌性乳
房炎により 3 頭が死亡。使用前の敷料より
104cfu/g（以下、基準値）以上の大腸菌群
が検出されたため、夏季に県内繋ぎ飼い酪
農家の敷料の使用状況と大腸菌群数を調
査。併せて乳房炎発生状況調査とバルク乳
細菌検査も実施し、乳房炎との関連性を検

討。対象農家 34 戸中敷料を使用する農家は
32 戸（94.1%）、うち 7 戸（21.9%）で基準
値以上の大腸菌群を検出（以下、検出農家）。
このうち 5 戸は敷料への消石灰等未添加も
しくは混合不十分。飼養頭数に対する乳房
炎の発生率は検出農家 9%（28/312）、非検
出農家 7.3%（72/993）、死廃率は検出農家
3.5%（11/312）、非検出農家 2.5%（25/993）
と検出農家で高い傾向。一方、バルク乳か
ら大腸菌群が多く分離された 7 戸のうち敷
料からの検出農家は１戸で、敷料中の大腸
菌群数と関連性を認めず。大腸菌群を含む
敷料であっても消石灰の混合で乳房炎防除
可能と思われ、今後は農家へ消毒法の指導
が必要。 
 
109．肺炎罹患牛から分離された Prevotell
a heparinolytica：山梨県東部家保 土屋
可奈、大町雅則 

【発生概要】患畜はホルスタイン種、24
ヵ月齢。分娩直後から、発熱、元気消失、
食欲廃絶。発咳、肺音異常を呈し死亡。【剖
検所見】下顎、胸垂の浮腫が顕著。胸腔内
に線維素析出及び胸水貯留を確認。肺は線
維素により胸腔及び横隔膜と強固に癒着。
【材料及び方法】材料：脳及び主要臓器、
胸水、気管気管支リンパ節、肝リンパ節。
方法：常法及び嫌気培養。薬剤感受性試験
及び cfxA/cfxA2 遺伝子の検出。【結果】肺
後葉、胸水、気管気管支リンパ節から P. h
eparinolytica を分離。全株がペニシリン
耐性、cfxA/cfxA2 遺伝子陽性。【考察】他
の病原体が検出されなかったため、本菌が
肺炎に関与したと考察。分離株全てが cfxA
/cfxA2 遺伝子を保有。ペニシリン耐性も確
認され、βラクタマーゼ産生菌であると推
察。家畜から本菌の分離報告は少ないが、
肺炎に関与している可能性が示唆され、病
原性等のさらなるデータの蓄積が必要。 
 
110．剖検で炭疽が疑われた牛の悪性水腫事
例：山梨県東部家保 池永直浩、大町雅則 
 突然死し、鼻腔や肛門からの出血が認め
られた交雑種肥育牛の剖検で脾臓の腫大及
びタール状化を確認し、臓器スタンプによ
る直接鏡検を実施。大型桿菌を確認し炭疽
が否定できなかったため剖検を中止。続け
て脾臓乳剤によるアスコリー反応及び PCR
検査を実施し炭疽菌陰性を確認。肝臓、腎
臓、脾臓、肺、腹水から Clostridium sept
icum を、肝臓、脾臓、心臓、肺、胸水から
Clostridium novyi type D を、胸水から C
lostridium novyi type B を分離。創傷部
位は確認できなかったが悪性水腫と診断。
炭疽の多くは炭疽菌に汚染された土壌が原
因で発生しており、加えて本県では 50 年以
上発生がない。また、炭疽でなくても溶血
性疾患や出血性の肺炎、腸炎等による斃死
体においても天然孔から出血が認められ
る。このような理由で天然孔からの出血が
認められても事前に炭疽の否定をせず剖検
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を実施してきたが、今後同様の症例が出た
場合は、事前に炭疽を否定した上で剖検を
実施していく。 
 
111．乳汁上清を用いた M.bovis 迅速検査法
の検討：長野県松本家保 鈴木健太 

Mycoplasma bovis(以下 M.b)による乳房
炎は極めて強い伝染性を有し、陽性牛の隔
離や淘汰等早急な対応が必要。しかし、M.
b は一般細菌検査では分離できず、選択培
地を用いた従来の培養法で分離・同定に 10
日以上の期間を要するため、迅速検査法の
確立が望まれる。今回乳汁上清を用いた PC
R 法により最短 1 日で判定が可能な迅速検
査法を検討。M.b 陽性農場の個体乳 30 検体
を用い、乳汁を遠心後に得られた上清を検
体とし、2 種類の抽出方法（InstaGene Mat
rix、マグリード）で DNA を抽出後、2 種類
の PCR 試薬（Ex taq、KOD FX）で PCR 法を
行い、これらの組み合わせを培養法と比較。
培養法で 11 検体陽性、19 検体陰性のうち、
InstaGene Matrix 及び KOD FX の組み合わ
せが感度 73％（8/11）、特異度 100％（19
/19）と良好。またバルク乳検査への活用の
ため M.b 陽性バルク乳 3 検体で検討。いず
れも陽性と判定できず。以上から迅速検査
法は個体乳検査では有用である一方で、バ
ルク乳検査での活用は困難であると考察。 
 
112．バルク乳由来黄色ブドウ球菌のバイオ
フィルム形成能調査と乳質向上対策の検討
：長野県飯田家保 大澤綾 

細菌が自ら産生する高分子基質に包まれ
た集合体をバイオフィルム（BF）と言う。B
F は難治性牛乳房炎の要因の一つとして注
目されている。そこで管内酪農家のバルク
乳由来黄色ブドウ球菌（SA）の BF 形成能、
搾乳機器の洗浄・殺菌への影響及び薬剤感
受性を調査した。供試した 59 株の SA は、
変法コンゴーレッドアガー法において全株
が BF 形成能を有する SA（BFSA）だった。
これらの BFSA は最小濃度の搾乳機器用洗
浄剤には 4 株中 3 株、殺菌剤には 5 分以上
の感作で全株が感受性を示した。また、各
種薬剤の最小殺菌濃度（MBC）は高値（＞1,
024μg/mℓ ）を示した。今回の調査から、B
FSA はバルク乳における存在率は高いもの
の、一般的な衛生管理の徹底により搾乳機
器からの排除は可能と考えられた。一方 BF
SA による牛乳房炎は、薬剤治療がより困難
なことが示唆された。以上の成績はより効
果的な搾乳衛生指導の一助として有意義と
考えられた。 
 
113．死亡子牛からの Streptococcus rumin
antium 分離事例：岐阜県中央家保 大塚幹
弘、溝口博史 

Streptococcus ruminantium（SR）は 201
7 年に新菌種に分類されたレンサ球菌属菌
で心内膜炎や肺炎を呈す反芻獣での分離報
告あり。豚レンサ球菌症の原因菌である St

reptococcus suis（SS）と生化学性状等で
識別困難も、今回、遺伝子検査を用い県内
で初めて SR を分離。2020 年 5 月、死亡子
牛（交雑種、1 か月齢）剖検時、右肺前葉
に黄白色結節を認め、同部位よりカタラー
ゼ陰性、通性嫌気性グラム陽性球菌を分離。
①簡易同定キット（Api20Strep）、②SS 及
び SR の特異的 PCR、③16SrRNA 遺伝子解析
を実施。①簡易同定キットで SS と判定、②
PCR で SS 遺伝子陰性及び SR 遺伝子陽性、
③16SrRNA遺伝子解析で SRと 99.79%の相同
性（SS と 96.67％）を示し、以上の結果か
ら SR と同定。県内農場における SR の浸潤
状況は不明であり、今後、生化学性状等で
SS と判定される菌については、遺伝子検査
による SS との識別と、SR についてより多
くの知見の蓄積が必要。 
 
114．管内乳牛農場の乳房炎改善への取り組
み：愛知県中央家保 鬼頭佳乃子、榊原徳
子 

乳房炎は、慢性化し多発すると農場の生
産面と経済面に大きな影響があり問題であ
る。現状把握のため管内全農場にアンケー
トを実施。結果、多数の農場で、バルク乳
検査の実施、細菌類の複数種検出、推奨搾
乳手順の不遵守を確認。乳房炎が多発した
2 農場で個体乳の細菌検査及び搾乳作業の
確認を実施。結果、両農場共に複数頭から
複数菌種を分離、推奨搾乳手順の不遵守を
確認。両農場で作業者全員参加のもと乳質
改善指導を実施。細菌検査結果と推奨搾乳
手順を確認し対策を検討、搾乳作業に反映。
両農場で治療費の低減、乳質の向上が確認
され経済的に改善。今後も定期的な細菌検
査と搾乳手順の自己点検により搾乳衛生の
向上を継続させるように指導。管内の他農
場にも必要に応じて乳質改善指導を行い乳
房炎による損失低減に取り組む。また、乳
業団体や臨床獣医師ともデータ共有を行
い、連携を強化。共に効果的な搾乳衛生対
策を検討し指導予定。 
 
115．管内酪農場で発生したヨーネ病の清浄
化対策（第 1 報）：三重県北勢家保 齋藤
亮太、竹馬工 

令和 2年 6月に搾乳牛約 120頭の農場で、
ヨーネ病の患畜 1 頭（36 か月齢）を摘発。
当該農場はフリーストール牛舎で敷料に戻
し堆肥を利用。後継牛は全て自家産で、北
海道の預託牧場を利用。患畜確定後の病性
鑑定時、臨床所見、肉眼所見に、典型的な
所見なし。病理検査で、肉芽腫性腸炎及び
肉芽腫性リンパ節炎を認め、病変部に抗酸
菌を確認。また、小腸内容物等よりヨーネ
菌遺伝子（以下、遺伝子）を検出し、ヨー
ネ病発症牛と診断。患畜淘汰後、飼養牛全
頭の陰性を確認し、牛舎消毒や長靴交換等
の感染防止対策を実施。環境汚染状況確認
のため実施した 2 回のリアルタイム PCR 検
査で堆肥等から遺伝子を検出したが、培養
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検査及び堆肥発酵温度の確認により、遺伝
子は死菌由来と判断。また、預託継続のた
め預託前リアルタイム PCR 検査を実施し、
預託終了後は隔離及び着地検査を徹底。今
後も対策を継続し、早期清浄化を目指す。 
 
116．乳清を用いた Mycoplasma bovis の検
査と SNP 解析による薬剤感受性試験の有用
性：三重県中央家保 佐藤福太郎、三重県
北勢家保 齋藤亮太 

令和 2 年 1 月下旬、県内の酪農場（搾乳
牛 40 頭）において、牛マイコプラズマ乳房
炎が発生。令和 2 年 2 月上旬から 10 月まで
に搾乳牛全頭について計 4 回、また乾乳後
の追加牛等 19 頭について採材、計 187 検体
の検査を実施。乳汁検査において、乳汁の
分離培養検査と PCR を組み合わせた検査法
（従来法）に加え、乳清より M. bovis 遺伝
子を直接検出する PCR（乳清 PCR）を実施。
また、分離された M. bovis の薬剤感受性低
下に関与する一塩基多型（SNP）解析を実施。
従来法と比較し、乳清 PCR の感度は 88.5%、
特異度は 100％であった。SNP 解析の結果、
16 員環マクロライド、テトラサイクリン系
抗菌剤について耐性傾向が確認された。乳
清 PCR 陽性個体について、採材翌日に搾乳
順の変更等防疫対策の実施が可能であっ
た。また、判定までに 1 か月程度要してい
た薬剤感受性検査も、SNP 解析により、約
１週間で適切な抗菌剤の選択が可能とな
り、薬剤耐性菌対策にも有益な検査方法と
考える。 
 
117．緑膿菌性乳房炎に対する衛生指導：大
阪府家保 大平真由 

緑膿菌は環境中等に広く存在し、この菌
による乳房炎は難治性で治療効果が低く、
農家の経済的損失が大きい。今回、短期間
に４件の緑膿菌性乳房炎が発生した府内１
酪農家について、農場内の環境検査及び聞
取り調査、それに基づく衛生指導を実施。
環境検査：タオル、バケツ、井戸水、ウォ
ーターカップ等、環境中から広く緑膿菌が
分離。聞取り調査：搾乳時に同じタオルを
複数の個体に使い、井戸水で洗浄していた
ことが判明。さらに、分離された 12 株のパ
ルスフィールドゲル電気泳動法による分子
疫学的解析の結果、牛由来株とタオル等か
ら分離された株の遺伝子切断パターンがほ
ぼ一致し、乳房炎罹患牛由来緑膿菌により
タオル等が長期間汚染されていたことが示
唆。調査結果に基づき、農家に対しては、
タオルの枚数を増やし使用後に洗浄消毒す
ること、井戸水を使用しないことを指導し
た結果、乳房炎の発生は減少。今後も疾病
対策に加え、飼養環境を含めた疾病予防指
導を継続。 
 
118．酪農場で発生した牛マンヘミア症：兵
庫県姫路家保 大野恭平、寺一未奈子 

2019 年 1 月中旬～3 月上旬、管内酪農場

にて熱発する成牛が増加、4 頭が死亡。う
ち 2 頭（①②）の病性鑑定実施。病理解剖
所見では①②とも肺大部分が暗赤色化、硬
化、割面は大理石紋様。肺病変部から血清
1 型の Mannheimia haemolytica（M.h）分離。
肺病変部の免疫組織学的検査により抗 M.h
血清 1 型抗体陽性。以上より牛マンヘミア
症と診断。早期発見、早期治療及び M.h ワ
クチン接種を指導。熱発牛増加の発症要因
究明のため同居牛検査を実施。呼吸器病ウ
イルス抗体検査実施、28 頭全頭で RS ウイ
ルス（RSV）抗体陽性、うち 11 頭が 64 倍以
上の高値を示す。鼻腔スワブの細菌検査で
は 16 頭中 4 頭で M.h を分離。この M.h は①
②より分離された M.h と生化学性状、薬剤
感受性が類似、同一の血清 1 型。発症要因
として RSV の流行、さらに 1 月下旬～2 月
上旬にかけての最低気温低下による寒冷ス
トレスと推察。早期発見、早期治療に加え、
寒さ対策やワクチン接種など予防対策が重
要。 
 
119．乳雄肥育農場の死亡事故多発と対策：
兵庫県姫路家保 寺一未奈子、大野恭平 

乳雄肥育農場で 2019 年 12 月～翌年 7 月
までに 10 頭死亡。うち 5 頭を病性鑑定。剖
検では、5 頭で筋肉の暗赤色化や膠様化。
その他、肝膿瘍形成や肺炎などの病変を認
めた。3 頭で Clostridium septicum、C.pe
rfringens(Cp)、C.sordellii、1 頭で Cp を
分離。個体ごとの疾病に加え、悪性水腫の
関与を示唆。牛床の清掃消毒やクロストリ
ジウム（Cl）属ワクチン接種を指導。7 月
から導入牛へのワクチン接種を開始。11 月
までにさらに 4 頭死亡したため、対策会議
を実施。敷料交換や消毒が不十分と判明し、
牛床への消石灰散布を追加。と畜場成績で
肝膿瘍やルーメンアシドーシスの発生が多
いことから、濃厚飼料多給の影響も考え、
粗飼料増量。会議後から 2021 年 2 月までに
死亡は 1 頭に減少、肝膿瘍も減少。発生要
因に、濃厚飼料多給によるルーメン細菌叢
の変化による Cl 属菌の増殖も一因と推察。
今回の死亡多発に対し、衛生対策に加え飼
養管理の改善が有効であったと考えられ
た。 
 
120．と畜場でヨーネ病が疑われた Mycobac
terium avium subsp. hominissuis による
牛の非結核性抗酸菌症：兵庫県朝来家保 
加地理紗、川口黎子  
 令和 2 年 2 月より黒毛和種繁殖雌牛（11
歳）が約 4 か月に亘る間欠性下痢を発症。
同年 6 月にと畜場に病畜として搬入。と畜
検査で回腸粘膜のわらじ状肥厚を認め、同
部位の直接鏡検で抗酸菌を確認。ヨーネ病
（JD）を疑い食肉衛生検査所（食検）より
依頼を受けて病性鑑定を実施。JD エライザ
検査、IS900 を標的としたリアルタイム PC
R 検査は陰性。病理検査では回腸及び腸間
膜リンパ節で抗酸菌を伴う類上皮細胞性肉
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芽腫性炎を確認。細菌検査では Mycobacter
ium 属菌を分離。各挿入配列の有無、hsp65
遺伝子塩基配列解析より分離菌を Mycobac
terium avium subsp. hominissuis（MAH）
と同定。以上より、MAH による牛の非結核
性抗酸菌症と診断。JD と酷似しており、類
症鑑別が必要。と畜場発見を考慮し、食検
との連携も重要。なお、JD 検査結果判明ま
では JD を想定した防疫作業（と畜場内の洗
浄・消毒等）を実施。JD 診断への考察を深
めるとともに、公衆衛生分野との連携の重
要性を再確認。 
 
121．鳥取県で初めて分離された Salmonell
a 血清型 Typhimurium 4 : i : -：鳥取県
西部家保 増田恒幸 
 Salmonella 血清型 Typhimurium (ST)を
原因とする家畜のサルモネラ症は家畜伝染
病予防法において届出伝染病に指定。近年、
国内では 2相鞭毛抗原が発現しない ST変異
株である血清型 4 : I : - (非定型 ST)の
分離頻度が増加傾向。黒毛和種繁殖雌牛を
約 120 頭飼養する農場において、2020 年 1
1 月 23 日に生後 4 日齢で発熱、呼吸促拍を
呈し斃死した子牛の複数臓器から非定型 S
T を分離。分離株の薬剤感受性試験の結果、
アンピリシン、ストレプトマイシン、オキ
シテトラサイクリンに対して耐性。発生後
に実施した同居牛検査では、同居子牛 7 頭
中 2 頭の直腸便から ST を分離。発症予防と
して ST保菌牛 2頭を含む 7頭にエンロフロ
キサシンを 4 日間連続投与。その後、同居
牛の死亡は確認されず。今後は他農場へ移
動する 3 カ月齢の子牛の検査を実施予定。
本症例は全国的に発生が増加している非定
型 ST が鳥取県内で分離された初の事例。 
 
122．管内大規模酪農場の黄色ブドウ球菌蔓
延防止に向けた取組：鳥取県西部家保 高
橋希、長千恵 
 令和 2 年 3 月、搾乳牛約 400 頭を飼養す
る管内最大規模酪農場においてバルク乳検
査から黄色ブドウ球菌(以下 SA）を検出。
当該農場は従来 SA 陰性農場であったが、規
模拡大に伴い県外から多数の初妊牛を導
入、この中に SA 感染牛が含まれていたこと
が原因と推察。農場内の感染牛特定のため
搾乳牛全頭の SA 分離検査を実施し、377 頭
中 12 頭（3.2%）の陽性牛を特定。陽性牛の
対応と今後の SA 対策について関係機関で
協議。農場と関係機関で連携しながら陽性
牛の分離飼育、新規感染牛の早期発見、牛
床消毒、搾乳手技の確認などを行い、SA の
蔓延を早期に防止。今後も定期的なモニタ
リングにより SA の監視を継続。 
 
123．管内２酪農家における乳房炎発生状況
分析：鳥取県鳥取家保 尾崎裕昭、髙木翔
矢 

管内の乳房炎対策に積極的な 2 農場につ
いて 2015（15）年度から 2020（20）年度 6

年間の乳房炎発生動向分析及び本年度の状
況をまとめ報告。主な分離菌は黄色ブドウ
球菌（SA）、環境性ブドウ球菌（CNS）、環
境性連鎖球菌（OS）、大腸菌群（CO）。A
農場について、SA は 15、18、20 年度の順
に分離率（件数）は、0（0）、13.5（62）、
6%（11 件）。CNS は 26.7（51）、24.2（11
1）、16.8%（31 件）と減少。定期的に環境
拭取り検査実施。本年度、舎内床面から 9
月 SA 分離、消毒強化により 10 月は非分離。
一方 B 農場は前述順に SA14.7（19）、2.0
（7）、4.0%（11 件）と減少傾向。CNS は 3
3.3（43）、45.7（161）、42.5%（117 件）。
本年度、引き続き摘発バルク乳検査と、SA
確認時全頭検査（計 3 回）で摘発実施。原
則摘発牛感染分房を盲乳。両農場とも今後、
乳房炎ゼロを目指して、搾乳衛生モニター
方法を検討し、要因について精査し取組む。 
 
124．鳥取県内で分離された Mannheimia ha
emolytica の薬剤感受性について：鳥取県
倉吉家保 中村耕太郎 
 Mannheimia haemolytica（以下マンヘミ
ア）は、牛の呼吸器病の主な原因菌の一つ
で、牛からは主に血清型 1,2,6 型が分離さ
れ、このうち 6 型が多剤耐性傾向であるこ
とが報告されている。今回、県内での状況
を調査することを目的として、平成 18 年以
降に分離され、保管されている肺炎病変ま
たは鼻腔スワブ由来菌株について、薬剤感
受性試験および血清型 1,2,6 を識別するプ
ライマーを用いた PCR を実施。検査の結果、
6 型の割合が最も多く、次いで 2 型、1 型の
順。6 型は多剤耐性傾向であり、OTC、SM、
KM、ナリジクス酸は、ディスク拡散法で多
くの株が耐性を示したものの、フロルフェ
ニコール、セフェム系やニューキノロン系
に耐性を示す株は確認されず。効果的な呼
吸器病治療のためには、農場毎に病原体の
保有状況や薬剤感受性を確認し、適切な投
薬治療を行う必要あり。 
 
125．搾乳牛における牛リステリア症（敗血
症型）の集団発生事例：鳥取県倉吉家保 山
﨑健太、中村耕太郎 
 牛リステリア症は Listeria monocytoge
nes（Lm）による流産や神経症状が起きる感
染症で、成牛が敗血症で死亡したとの報告
は国内では無い。令和 2 年 4 月、管内一酪
農場（常時 200 頭搾乳）の搾乳牛群で発熱
および重度の乳量減少を認め、その後一部
で水様性下痢を呈し 5 頭が死亡。ウイルス
検査により各種ウイルス感染症を否定。剖
検例からの細菌検査で各主要臓器から Lm、
空腸内から Lmおよび Clostridium perfrin
gens A 型を分離。病理検査で細胞内寄生短
桿菌を伴う肝臓の多発巣状壊死と壊死性腸
炎を確認。TMR から Lm が分離され、総合的
にリステリア症（敗血症型）と判断。給与
サイレージの廃棄、農場内の消毒およびバ
ンカーサイロ管理方法を再点検する対策を
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実施。抗生物質投与を行うもその後 Lm によ
る流産および乳房炎も続発し多大な経済的
被害。本事例はリステリア症の症状の多様
性と、その対策の重要性をあらためて示唆。 
 
126．一酪農場における特徴的な形態の細菌
による乳房炎散発事例：島根県川本家保 
森脇 幸子、船木 博史 

フリーストール牛舎にて搾乳牛 285 頭を
飼養する一酪農経営体から乳房炎起因菌検
索のため搬入された 315 検体のうち、5 検
体から酵母様真菌と同程度の長さを示す特
徴的形態のグラム陽性桿菌を検出。いずれ
の菌も血液及び改良型エドワード寒天培地
に発育。16SrRNA 遺伝子解析による同定、
運動性、発育温度等の一般性状試験を実施。
また、病原性評価のために臨床症状及び転
帰について畜主へ聴取を実施。遺伝子解析
の結果 Enterococcus saccharolyticus su
bsp. saccharolyticus (以下、ES と略)と
同定。ES はいずれも運動性陰性、10℃及び
45℃での発育陽性等の ES の Type strain
と同一性状を示したが、生化学的所見では
いくつかの項目で不一致。感染乳汁は少量
のブツを伴うのみで、1 頭で発熱を示した
他は全身症状なし。全例で抗生物質治療な
しで３頭は速やかに治癒、２頭は 2～4 週間
の経過を経て治癒。本調査から ES は予後良
好な低病原性菌で生産性への影響は低いと
判断。 
 
127．農家と取り組んだ牛ボツリヌス症対策
：岡山県岡山家保 錦織拓美、大谷晴美 

令和 2 年 4 月、約 70 頭飼養の酪農家で起
立困難、起立不能を呈する搾乳牛が続発。
起立不能牛 1 頭の糞便 (1/4 頭)、農場内環
境材料(4/16 検体)、飼料(1/4 検体)からボ
ツリヌス D 型毒素遺伝子を検出。陽性環境
材料は飼料庫壁面スワブ等、陽性飼料は飼
料庫内保管の脱脂大豆粕、未開封の大豆粕
は陰性。飼料庫及び牛舎飼槽消毒を実施。
牛ボツリヌス症トキソイドワクチン接種を
推奨、飼料庫に多数飛来するカラスの防除
対策、大豆粕は使用時に必要量の開封を指
導。畜主は 4 月下旬からワクチン接種を開
始、カラスの止まり木になっていた飼料庫
のブロック塀に防鳥ネット設置。9 月には
威嚇用の爆音器を設置、以後カラス飛来減
少。10 月時点で農場内に鳥類糞便痕跡はほ
ぼ見られず、環境材料及び飼料からボツリ
ヌス毒素検出なし(0/7 検体)。畜主が作業
性を考慮しつつ、粘り強く野生動物対策に
取り組んだ成果。今回を契機に、改正強化
された飼養衛生管理基準への適応を畜主と
共に考えていきたい。 
 
128．SA 清浄化対策で乳質改善：岡山県高
梁家保 馬場彩、西村祐枝 
 黄色ブドウ球菌(SA)保菌牛が多い酪農場
（平均搾乳頭数 28 頭）で 2 年度に渡り対策
を実施。月１回の定期検査により摘発頭数

が増加し、年間新規感染頭数(13 頭)が更新
頭数(10 頭)を上回り、新規感染の削減が課
題。R1 はミルカー装着時間の適正化、マシ
ンストリッピングの中止及びミルカー洗浄
不良を改善。R2 は年度当初に 3 年後の清浄
化を目標に掲げ、清浄化までのロードマッ
プを作成し、畜主と関係機関で共有。さら
に搾乳手技をより衛生的な変法ミネソタ法
に変更。継続した取組により新規感染頭数
が減少（R1:13 頭、R2:6 頭）し、R2.3 月か
ら体細胞は 30 万未満で推移（適合率 R1:56
%、R2:100%）。乳頭口スコアも改善し、乳
房炎も対策前と比べ激減（検体数 H30:54、
R1:18、R2:16）した。その結果、畜主の労
力及び作業時間が大幅に減少かつ精神的負
担も軽減。さらに乳房洗浄等の薬品費も年
間 100 万円以上削減。SA 清浄化対策により
乳質が改善。今後は保菌牛の更新により SA
清浄化を目指す。 
 
129．続発する牛サルモネラ症との戦い～最
終章～：岡山県真庭家保 秦守男 
 肉用牛一貫経営農場で Salmonella Stan
ley(SS)による牛サルモネラ症が 2016 年 5
月以降断続的に発生。畜主や関係機関一丸
となり、検査（糞便・環境）、発症牛の抗
生剤及び生菌剤投与、徹底した牛舎消毒や
ネズミ駆除等の清浄化対策を実施したにも
かかわらず沈静化と再発を繰り返した。過
去の発生傾向や検査結果を見直し長期化要
因を検証したところ、SS 汚染物の継続的な
経口摂取と推察し、汚染媒体として飲水を
疑う。検出感度を高めるためメンブランフ
ィルター法で濃縮・培養した結果、取水源
から SS 分離。感染防止には飲水消毒が不可
欠であるため、配水管に薬液注入機を設置
し次亜塩素酸ナトリウムによる消毒（遊離
残留塩素濃度 0.2～0.5ppm）を指導。取水
源及び給水口の水を継続検査し（サルモネ
ラ菌、大腸菌群数）、消毒効果を確認。指
導後約 1 年経過するも新たな発生は認めら
れなくなった。長期発生原因は SS で汚染さ
れた飲水給与によるものと判明。4 年に渡
る長期戦に終止符が打たれた。 
 
130．子牛の腸管外病原性大腸菌（ExPEC）
感染症４症例：岡山県岡山家保家畜病性鑑
定課 難波かおり、水上智秋 
 2020 年 1～3 月、2021 年 2 月に 1～10 日
齢で死亡した黒毛和種子牛 4 頭について病
性鑑定を実施。全症例の肺と、症例 3、4
の肝臓等に化膿性病変が認められ、主要五
臓器または一部臓器から大腸菌を分離。分
離菌について O 群血清型別、病原因子検索
（16 種類）、免疫染色（症例 4）を実施。
全ての症例で ExPEC 関連病原因子の保有を
確認。そのうち毒素因子（cnf2、cdtB）は
全ての症例で検出。症例 4 では保有病原因
子及び血清型の異なる複数種の大腸菌が分
離され、免疫染色でも各臓器に複数種の血
清型大腸菌を確認。複数種の大腸菌が関与
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した珍しい症例の可能性が考えられたが、
死後増殖した大腸菌混在の可能性が否定で
きず病態の解明には至らなかった。今回の
4 症例に共通して認められた cnf2、cdtB は
肺の病変形成に関与する可能性があるとさ
れ、本症例においても全てにおいて肺病変
が認められた。今後、ExPEC 感染症の症例
を蓄積し、詳細な解析により病態を解明し
ていきたい。 
 
131．同一農場で発生した虚弱子牛の死亡事
例：広島県西部家保 伊藤弘貴、船守足穂 
  令和 2年 1月及び 11月に同一農場でそれ
ぞれ 7 日齢（①）、9 日齢（②）の子牛の
斃死例が発生。①は剖検で胸腺の萎縮を確
認し、細菌学的検査で主要臓器、腸管等か
ら複数の病原因子を保有する大腸菌Ｏ15
を分離。化膿性髄膜脳炎等を認め、抗Ｏ15
抗体を含むモノクローナル抗体を用いた免
疫染色で病変に抗原を確認したことから腸
管外病原性大腸菌（ExPEC）による大腸菌症
と診断。②は剖検で胸腺萎縮、重積及び病
理組織では小腸上皮に球桿菌の密着を伴う
変性（AE 病変）を確認し、小腸から eae を
保有する大腸菌Ｏ26 を分離。抗Ｏ26 ポリク
ローナル抗体を用いた免疫染色で小腸絨毛
上皮の菌体に一致した抗原を確認したこと
から腸管接着微絨毛消滅性大腸菌（AEEC）
による大腸菌症と診断。両検体で胸腺の萎
縮を認めたことから、当該農場では免疫力
低下による子牛の大腸菌症発症リスクが増
加と推察。分娩房の消毒、乾燥等の衛生管
理による環境中の病原性大腸菌の制御が必
要。 
 
132．大規模肉用牛農場で発生した牛呼吸器
病症候群の対策（第 2 報）：山口県中部家
保 大山ゆき、亀山光博 

牛呼吸器病症候群（BRDC）での死廃が多
発した肉用牛約 500 頭飼養の農場におい
て、昨年度、発生予防の取組を報告。2019
年 4 月から、農場、診療獣医師及び製薬会
社等を参集した検討会を開催。農場の問題
点、必要な対策・検査を検討し、結果を共
有・協議。農場において、踏込消毒方法の
改善、煙霧消毒の実施回数の増加、個体記
録簿の作成、サーモグラフィーによる健康
観察、従業員ミーティングによる情報共有
の徹底を実施。また、昨年度の検証結果か
ら新たにワクチンプログラムを作成。抗体
検査を実施して検証。細菌・ウイルスに対
する免疫の獲得を確認。取組の結果、2018
年度に比べ、呼吸器病に係る初診頭数及び
年間診療費が大幅に減少。免疫応答が十分
でない個体に関しては、導入日齢のばらつ
きによる移行抗体の影響と推測。今後の対
策として、導入個体の日齢に応じたワクチ
ン接種を検討。今後も BRDC 抑制のため、農
場の現状に応じた対策を指導予定。 
 
133．肉用牛一貫経営農場において発生した

腸管外病原性大腸菌感染症：山口県中部家
保 佐野裕規、入部忠 

県内の同一農場間を移動させた繁殖雌牛
が娩出した子牛 2 頭が腸管外病原性大腸菌
（ExPEC）感染症を発症。病理組織学的検査、
分離大腸菌の血清型別試験、ExPEC 及び下
痢原性大腸菌の関連因子に特異的な PCR を
実施。事例 1：化膿性髄膜脳炎、腎臓の線
維素血栓、胸腺の軽度萎縮、全身の血管内
に短桿菌の集塊。血清型は不明、細胞毒素
因子（cnf2、cdtIII）、鉄取込能因子（iu
cD、iutA、irp1、irp2）陽性。事例 2：全
身臓器血管内に菌塊、胸腺の軽度萎縮。脳、
脾臓、心臓、骨格筋の血清型は O143。鉄取
込能因子（iucD、iutA、irp1、irp2）、血
清抵抗性因子（iss）、病原因子伝達能因子
（cvi/cva）陽性。ExPEC 感染症は 10 日齢
以下の発症が多く、若齢期が好発と推察。
全身血管内の菌塊以外に共通所見が少な
く、特定の病態を示さないと推察。血清型
の偏りがなかったことから、血清型は病原
性決定因子ではないと推察。iutA は多数検
出されたことから、病原性に関与している
と推察。 
 
134．神経症状を呈した子牛の脳膿瘍からの
Fusobacterium necroforum の分離例：徳島
県徳島家保 南田枝理子、片山久美子  
 和牛一貫農場において、2020 年 7 月、18
日齢子牛 1 頭が起立不能、遊泳運動を呈し
たため、当所にて病性鑑定を実施。剖検で
大脳の一部と間脳に膿瘍、肝臓の小膿瘍及
び肺炎を確認。大脳皮質から間脳の慢性化
膿性炎及び間脳等の囲管性細胞浸潤並びに
肝臓、肺及び腎臓の炎症を認めた。膿瘍が
錐体路系の軸索路、大脳皮質側頭葉及び視
交叉を圧迫し、随意運動、聴覚及び視覚に
障害を起こしたと考察。脳膿瘍から、嫌気
培養で Fusobacterium necroforum（以下 F
n）、微好気培養で Staphyrococcus sciuri、
Bacillus 属菌を分離。また子牛のγ-グロ
ブリン濃度は 0.13g/dl と低値。当該農場の
分娩時の衛生状態は不良。本症例における
感染経路は不明だが、生後、環境中の Fn
が臍帯等から侵入し、血行性に脳に定着し、
膿瘍を形成したと推察。牛房内の糞便及び
敷料の搬出、消毒及び汚れた敷料の交換並
びに適切な臍帯処理や確実な初乳給与を指
導。 
 
135．大規模酪農家におけるサルモネラ症の
発生と清浄化対策：香川県東部家保 山下
洋治、田中宏一 
 乳用牛約 850 頭飼養の大規模酪農家にお
いて、令和 2 年 9 月下旬より下痢症状が頻
発。10 月 1 日、成牛 2 頭の糞便から Salmo
nella Typhimurium（ST）を分離し、自主淘
汰。発症牛群と子牛の糞便検査を実施し、
発症牛群（40 頭/56 頭中）、子牛（5 頭/43
頭中）から ST 排菌牛を確認。畜主と関係機
関（家保、家畜診療所）で対策会議を開催。
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①成牛全頭の迅速なワクチン接種、生菌製
剤投与及び排菌牛の隔離とマルボフロキサ
シン投与。②子牛市場出荷前検査（毎週検
査 2 回陰性確認後出荷。排菌牛はバイトリ
ル投与後 2 回陰性後出荷）、出荷前にワク
チン接種とバイトリル投与。③牛舎消毒等
飼養衛生管理基準遵守の徹底指導。10 月 1
4日～2月 22日間に計 17回延 1,168頭摘発
検査を実施し 35 頭の ST 排菌牛を確認（内
8 頭自主淘汰）。12 月 2 日以降、子牛の摘
発（計 7 回延 476 頭実施）はなく、2 月 2
日以降、出荷検査を終了。下痢を呈する成
牛は、1 月 26 日以降摘発はなく（計 4 回 8
2 頭）、導入牛のワクチン接種を継続し、
成牛の摘発検査を継続中。大規模農場の早
期の ST 清浄化対策を講じた。 
 
136．子牛の臍帯炎から起因した大腿筋肉膿
瘍、肝膿瘍等から Prevotella bivia が分離
された症例：香川県東部家保 上村圭一 
 今年度、子牛の臍帯炎と診断される病性
鑑定が増加。人では膿瘍の原因菌である分
離培養が難しい偏性嫌気性菌の Prevotell
a bivia（P.b）が分離された症例が子牛で
あったので報告。約 2 か月齢の交雑種雄で
肺炎及び関節炎の治療をしていたが、予後
不良になり病性鑑定を実施。臍帯（臍動脈、
臍静脈）、右後肢（大腿筋、膝関節）、肝
臓に膿瘍貯留。上記膿瘍から P.b、Parabac
teroides distasonis (P.d：人の敗血症の
原因菌)を分離。臍動脈から Trueperella  
pyogenes (T.p)も分離。使用 6 薬剤のう
ち、P.b、P.d は 2 薬剤に感性、T.p は 5 薬
剤に感性。発生機序は、P.b が膣内の常在
菌であることから産道で感染し、臍帯消毒
の不十分により臍帯炎になり、血行性に肝
臓、右後肢に播種。異常発見の遅れ、治療
の遅れにより効果なく悪化。臍帯消毒等の
出生後の管理を指導した以降、臍帯炎はな
い。出生後の管理の重要性を再認識。酪農
家・繁殖農家へ再確認や指導が必要。 
 
137．Salmonella Saintpaul による牛サル
モネラ症発生事例と対策：愛媛県中予家保
西野由里絵、今岡豊 

乳肉複合経営農家の搾乳牛群において発
熱、下痢、泌乳量低下を認め、発症牛下痢
便から Salmonella Saintpaul (以下、SS)
を分離し、牛サルモネラ症と診断。下痢関
連ウイルス遺伝子検査及び寄生虫検査は陰
性。直後の浸潤状況調査 19/51 検体で SS
分離。対策として当菌の検出場所を重点と
した牛舎内の清掃と消毒、水槽内の洗浄消
毒、発症牛及び排菌牛への有効薬剤の投与、
飼養牛に生菌剤の給与、踏込消毒槽の増設、
搾乳牛群の敷料の頻回交換、集乳車の順路
を変更。出荷予定子牛は 2 回検査で出荷前
陰性確認後に移動。浸潤状況調査は 1 か月
毎に計 4 回実施し、11/36 検体、0/56 検体、
1/102 検体で SS 分離。畜主が当菌の浸潤場
所を重点的かつ継続的に清掃・消毒する意

識付けにもつながり、発生から 2 か月後に
は牛から SS は分離されなくなり、本病の早
期収束及びまん延防止が図られた。今後、
環境も含めた清浄化に向けて、継続的な衛
生管理の徹底と浸潤状況の確認調査を随時
実施する予定。 
 
138．E.coli 及び K.pneumoniae の複合感染
による子牛の髄膜脳炎の一例：愛媛県南予
家保 高橋佳世、稲谷憲一 

2020 年 8 月、子牛が 3 日齢で死亡したた
め病性鑑定を実施。病理解剖では胸腺の低
形成、肝臓の黄色化、腹水の貯留を確認。
細菌検査では大脳から E.coli(Ec)、心臓、
肝臓、脾臓、腎臓から K.pneumoniae（Kp）、
肺から Ec 及び Kp を分離。Ec の血清型は O
86a であり、敗血症の病原因子である afa
(付着因子)及び iutA(鉄獲得能因子)の保
有を確認。病理組織学的検査において、脳
では化膿性組織球性髄膜脳炎及び神経細胞
壊死、肝臓では多発性巣状壊死、脾臓では
重度のリンパ球減少等を認め、免疫組織化
学染色により主要臓器の病変部に一致して
EcO86a 及び Kp 陽性菌を認めた。検査結果
より、Ec 及び Kp の複合感染による髄膜脳
炎を伴う敗血症と診断。本症例は、主要臓
器の血管周囲に EcO86a 及び Kp 陽性菌が確
認されたことから子宮内で血行性に感染し
たと推察。また低体重・胸腺の低形成・脾
臓のリンパ球減少・低 IgG 値(9.7mg/ml)を
示したことから、母牛の飼養管理の失宜が
発症に関与したと考えられた。 
 
139．牛の疣贅性心内膜炎から分離された S
treptococcus ruminantium：愛媛県家畜病
性鑑定所 越智建太 

乳用牛 40 頭を飼養する農場において 16
ヶ月齢のホルスタイン種が数日間左後肢の
跛行を呈し死亡、病性鑑定実施。剖検所見
では、心臓の三尖弁に直径約 5ｃｍの腫瘤、
肺の左前葉に出血散見、左股関節及び左膝
関節に関節液貯留を確認。組織検査ではグ
ラム陽性球菌を伴う疣贅性心内膜炎を確
認。細菌検査では、心臓腫瘤、腎臓及び肝
臓からα溶血を示すグラム陽性連鎖球菌を
分離。PCRを実施し S. ruminantiumと同定。
本症例を、S. ruminantium を原因とする牛
レンサ球菌症と診断。過去 5 年間に病性鑑
定牛から分離したレンサ球菌 5 株の PCR を
実施、肺炎子牛由来 1 株を S. ruminantium
と再同定。S. ruminantium は、2017 年に S.
 suis血清型 33型から再分類された菌種で
あり病原性、病態について不明な点がある。
病性鑑定時に S. ruminantium と判定され
た件数は少なく、症例を重ね臨床症状、侵
入経路等を明らかにし発生予防につなげた
い。 
 
140．Streptococcus gallolyticus ssp.pa
steurianus による子牛の化膿性髄膜炎及
び壊死性化膿性膀胱炎：福岡県両筑家保 
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夏秋須美子 
 2020 年、13 日齢の雄子牛が起立不能、後
弓反張、眼球偏位を呈し病性鑑定。髄膜混
濁、膀胱内に粥状の偽膜及び混濁赤色尿充
満。病理組織検査で化膿性髄膜炎、壊死性
化膿性膀胱炎及び臍帯炎、臍帯病変部に連
鎖したグラム陽性球菌を確認。臍帯、脳脊
髄、主要臓器等からレンサ球菌を分離。同
定キットで Streptococcus gallolyticus 
ssp.pasteurianus（Sgp）と低同定確率で判
定。16S rRNA 遺伝子配列解析では S.gallo
lyticus の亜種間の識別困難。同亜種識別
PCR（野本ら 2015 年）で Sgp と同定。以上
より Sgp による化膿性髄膜炎及び壊死性化
膿性膀胱炎と診断。臍帯から Sgp が侵入し
臍静脈から血行性に脳脊髄へ、尿膜管から
膀胱へ波及と考察。人に重篤な化膿性髄膜
炎を起こす Sgp が、単独で牛に同様の病変
を起こすことを初確認。人獣共通感染症の
可能性が示唆され、ワンヘルスの観点から
もリスク評価が必要。S.gallolyticus 分離
時の亜種同定、症例の蓄積、反芻獣保菌状
況や分布状況調査が重要。 
 
141．Histophilus somni（Hs）汚染凍結精
液による膣炎の確認：福岡県筑後家保 服
部美紀、日名子健司 
 和牛繁殖農家にて人工授精（AI）後に膣
粘液の増量、排膿を呈した雌牛 2 頭の膣粘
液と、発症牛の AI に使用したものと同ロッ
トの凍結精液（ロット A）から共通して Hs
を分離、Hs 汚染凍結精液による膣炎と診
断。管内の別農家が保有するロット A4 本か
らも Hs を分離。パルスフィールドゲル電気
泳動では制限酵素 SacⅡの切断パターンは
7 株全て同一。汚染凍結精液を生産した種
雄牛の別ロット凍結精液は細菌分離陰性。
流通凍結精液の実態把握のため、5 か所の
人工授精所が生産した凍結精液 9 本につい
て精度管理株（ATCC25922 E.coli、ATCC29
213 S.aureus）を用いたペーパーディスク
法を実施し、凍結精液中の抗菌活性を確認。
ロット A を生産した授精所の 3 本からは細
菌を分離、精度管理株の発育を阻止せず、
抗菌剤の不足や失活の可能性を示唆。本症
例について関係者に情報共有、注意喚起を
行い再発、拡大を防止。凍結精液のロット
検査、問題発生時の情報共有等の重要性を
再認識。 
 
142．肉用繁殖牛における Leptospira inte
rrogans 感染事例：佐賀県西部家保 井手
口友香 大坪利豪     

肉用繁殖牛 100 頭規模の一貫農場にて、
赤色尿を呈し溶血性貧血が認められた牛の
尿を採取。遺伝子検索を実施し、Leptospi
ra interrogans（以下 L.i）遺伝子を検出。
血清型の確定のため顕微鏡下凝集試験（MA
T）を行い、血清型 Autumnalis（以下 L.A）
に対し高い抗体価を確認。ペア血清で 4 倍
の抗体価上昇が認められたため、本症例を

L.A による牛レプトスピラ症と診断。当該
農場は過去にも赤色尿を呈する牛が散見さ
れたことから浸潤状況調査を実施するた
め、L.A 感染牛を含め過去に赤色尿を呈し
た牛３頭と、その同居牛２頭から尿と血液
をそれぞれ採取。尿を用いた遺伝子検索の
結果、３検体でレプトスピラ遺伝子が陽性。
MAT を実施し、複数の血清型で抗体価の上
昇を確認。以上から、当該農場でレプトス
ピラの浸潤を示唆。レプトスピラは日本各
地に浸潤しているが、確定診断に至る症例
はまれ。今後は牛レプトスピラ症も考慮し
た類症鑑別を行い、症例の蓄積に努めたい。 
 
143．黄色ブドウ球菌性乳房炎が確認された
管内 4 酪農場における搾乳衛生指導の取組
：長崎県県南家保 冨永知宏、宮本全 
 令和 2 年 3 月以降、管内 4 酪農場での乳
房炎増加を受け乳汁検査及び現地実態調査
を実施。乳汁検査により 27 頭中 7 頭で黄色
ブドウ球菌（SA）を検出。実態調査により
搾乳手順に不備を認め、衛生的な手順を指
導。牛房や牛舎の消毒徹底等の清浄化対策
を実施。外国人雇用農場は、対応言語のリ
ーフレットを配布するなど各農場の作業者
に応じて指導。指導及び対策の結果、令和
2年 12月に 4農場全てで衛生的な搾乳手順
の遵守を確認。SA 検出牛 7 頭のうち 4 頭を
更新、未更新牛は SA 検出分房を全て盲乳
化。体細胞数 100 万/ml 以上の乳房炎は、S
A 検出時 13.7％（34/249 頭）から指導後 8.
7％（21/241 頭）へ減少、バルク乳平均体
細胞数も 40.2 万/ml から 25.4 万/ml に減
少。令和 3 年 1 月から 2 月の乳汁検査 20
検体及び SA 検出牛未更新農場の環境検査
で SA 陰性。今後は、今回の指導内容をもと
に管内酪農家全体の搾乳衛生レベルと意識
を高めることで生産性向上を図り、持続可
能な酪農経営を推進したい。 
 
144．畜種の異なる農場から分離されたサル
モネラの疫学的考察：熊本県阿蘇家保 小
野結菜、中村理樹 

同一地区の乳用牛農場(Ⅰ)及び肉用鶏農
場(Ⅱ)で同時期に Salmonella Schwarzeng
rund(SS)が分離され、疫学的調査を実施。
聞取り調査では、Ⅰは共同堆肥場を利用し、
その他利用農場と人及びトラックの動線が
交差。Ⅱは利用なし。環境検査で共同堆肥
場からサルモネラ O4 群分離、2 農場周辺の
野生動物からは分離陰性。パルスフィール
ドゲル電気泳動(PFGE)では、農場間で異な
るバンド数は制限酵素 XbaⅠが 2 本、BlnⅠ
が 5 本で、いずれも遺伝的関連性があると
される 6 本以内であった。薬剤感受性試験
では、SS とサルモネラ O4 群 14 株中 13 株
で 6 薬剤の感受性が一致。聞取り調査及び
薬剤感受性試験等からは、農場間の直接的
な疫学的関連は確認できず。PFGE 結果で
は、農場間に遺伝的関連性の可能性。2 農
場で分離された SS は、同一感染源由来の可
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能性が示唆されたが、感染源特定には至ら
ず。今後も感染源及び感染経路検索を進め、
飼養衛生管理の指導及び改善の一助とした
い。 
 
145．黒毛和種繁殖農場で発生したリステリ
ア症：大分県宇佐家保 佐伯美穂 
 管内黒毛和種繁殖農場 2戸で Listeria m
onocytogenes（Lm）による死産が発生。事
例 1 は胎齢 260 日で死産。胎子の諸臓器の
血管内に小型のグラム陽性菌による菌塞栓
が認められ、諸臓器、胎盤、母牛の糞便及
び環境材料から Lm を分離。石や土が多く混
入した WCS 給与の中止により母牛及び環境
中から Lm は分離されなくなった。事例 2
は胎齢 250 日で死産。胎子の諸臓器、母牛
の糞便及び環境材料から Lm を分離。さらに
他の繁殖雌牛の糞便からも Lm を分離。給与
飼料の菌分離検査で水浸漬大豆から Lm を
分離。大豆給与の中止により糞便及び環境
材料から Lm は分離されなくなった。2 事例
の共通所見として、胎子は臓器、特に肝臓
と腎臓の融解度が高く、血様胸水または腹
水の貯留が認められ、母牛は総白血球数が
約 3000/µl に減少し GOT が上昇。これらの
事例について県の機関誌で記事を掲載し、
啓発。今後、変敗飼料の給与による流死産
リスクについて啓発を進めたい。 
 
146．黒毛和種の流産胎子で Aspergillus
属菌による真菌性流産と診断したー事例：
大分県宇佐家保 山中恒星 

黒毛和種で流産胎子の全身の皮膚に痂皮
を伴う発疹が見られたため病性鑑定を実
施。病理組織学的検査で皮膚及び肺で好中
球主体の炎症細胞の浸潤が見られ、菌糸様
構造物が観察された。菌糸様構造物は免疫
組織化学的染色でマウス抗 Aspergillus 抗
体で陽性反応。細菌学的検査では、流産胎
子の皮膚及び肺、母牛の膣内及び子宮腔内
の貯留液で真菌が分離され、形態的特徴は
病理学的検査で確認されたものと一致。分
離された真菌から DNA を抽出し、PCR 検査
を実施したところ Aspergillus 属菌に特異
的とみられる遺伝子増幅が見られたため A
spergillus 属菌による真菌性流産と診断。
胎子への感染経路としては、羊水中に真菌
が存在し経皮・経口的に感染したと推察。
真菌性流産は必ずしも病変が観察されず、
原因不明で処理される一因であると推察さ
れる。今後、原因不明の流産症例において
今回実施した PCR 等の検査を活用し、流産
の原因究明の一助としていきたい。その為、
胎盤や胎子の胃腸内容等診断的価値の高い
採材方法の検討が必要である。 
 
147．子牛の Streptococcus parasuis と St
reptococcus suis 様菌感染症：大分県大分
家保 磯村美乃里・大分県豊後大野家保 波
津久香織 
 近年 Streptococcus（S.） suis から S. 

parasuis や S. ruminantium が独立・再分
類（「S. suis 様菌」）。病牛で S. rumin
antiumに比べ S. parasuisの詳細な報告な
し。2020 年 1 月、14 日齢黒毛和種で S. pa
rasuis の敗血症事例に遭遇。剖検で大脳皮
質と側脳室に膿瘍、脳脊髄液の混濁、心臓
左右房室弁に約 5mm の疣状腫瘤等。脳室内
膿瘍及び腎臓から 16S rRNA 遺伝子解析で
S. parasuis と同定された菌が純培養的に
分離。病理検査で疣贅性心内膜炎、化膿性
脳室炎・髄膜脳炎。県内の過去 10 年間の S.
 suis 株の再同定結果は S. parasuis が 1
株、S. ruminantium が 2 株。これら全株か
ら S. suis 病原因子遺伝子として知られる
arcA 検出。牛レンサ球菌識別マルチプレッ
クス PCR 法を確立。化膿性髄膜脳脊髄炎が
みられるも菌分離陰性の流死産例から S. 
ruminantium の特異的遺伝子検出。不明だ
った子牛の S. suis 様菌感染症の詳細が明
らかとなった。 
 
148．黒毛和種肥育牛における非定型抗酸菌
症を呈した一症例：宮崎県都城家保 米山
伸 

15 カ月齢の肥育牛において非定型抗酸
菌症（AM 症）に遭遇。材料は脳、主要臓器、
消化管、回腸及び結腸内容物、血清を用い
た。外貌は削痩及び褥瘡がみられた。剖検
にて、空腸、回腸及び結腸粘膜は肥厚し、
皺壁の形成がみられ、腸間膜及び回盲部リ
ンパ節は腫大が認められた。肺の右後葉で
は結節病変が散見。組織学的に、空腸、結
腸、腸間膜リンパ節及び肺において肉芽腫
性炎が認められた。回腸、腸間膜リンパ節
及び肺のチール・ネルゼン染色では、抗酸
菌が認められた。細菌学的検査では、回腸
及び結腸内容物から Mycobacterium 属菌が
分離され、遺伝子解析の結果、M.avium su
bsp. hominissuis と同定。病性鑑定の結
果、本症例は、M.avium subsp. homin-iss
uis を原因菌とする AM 症と診断。ヨーネ病
と臨床症状及び剖検所見等が酷似していた
ため鑑別が必要な症例でもあり、牛では報
告が少ない希少な症例であるため、今後、
類似症例を重ね、知見を得る必要があると
考えられた。  
 
149．牛異常産子のリステリア症（敗血症型）
の発生と対策：鹿児島県肝属家保 小林直
樹、飯野萌衣 

管内の母牛 50 頭規模の黒毛和種繁殖農
場で、2020 年 1 月、首から下の先天性麻痺
による起立不能、背湾姿勢、四肢屈曲を呈
する 6 日齢の異常産子が死亡、病性鑑定を
実施。解剖所見は、右眼球白濁、肝臓表面
及び実質内びまん性針頭大白色病変、肝門
リンパ節腫大。病理組織学的検査では、肝
臓等複数臓器で多発巣状壊死及び好中球や
単核細胞の浸潤、グラム陽性小桿菌が認め
られ、免疫組織学的染色及び細菌学的検査
で Listeria monocytogenes 血清型 4b 型（L
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m4b）と同定。ウイルス学的検査では、アル
ボウイルス遺伝子陰性で、子牛抗体価は 2
倍未満。リステリア症（敗血症型）と診断。
農場の Lm4b 浸潤状況調査では、子牛を飼
養していた牛房敷料から Lm4b が分離され
たが、関連母牛の糞便及び腟スワブ、その
他の環境材料からは分離されず、感染経路
の特定には至らなかった。畜舎消毒及び飼
料保管方法等の指導後は、Lm4b は分離され
なくなり、今後も継続指導が重要。 
 
150．Histophilus somni による牛の腹膜炎
事例：鹿児島県鹿児島中央家保 岡田大輔、
馬籠麻美 

突然死の 10～12か月齢黒毛和種肥育牛 3
頭の病性鑑定を実施し、Histophilus somn
i (H. somni)による腹膜炎と診断。解剖で
は 3 頭ともに腹水が貯留し、腹腔臓器表面
には線維素が析出。細菌学的検査では 3 頭
ともに肝臓や脾臓等の腹腔臓器から H. so
mni を分離（うち 1 症例は Escherichia co
li、E. fergusonii も分離）。病理組織学
的検査では 3 頭ともに脾臓や腸管等の複数
の腹腔臓器にグラム陰性短桿菌を認める線
維素性化膿性漿膜炎を呈し、同部で抗 H. s
omni 抗体に陽性反応。2 症例から分離され
た H. somni は、主要外膜蛋白質の遺伝子塩
基配列解析及びパルスフィールドゲル電気
泳動のバンドパターンから、遺伝的に近縁
な株で由来が同一である可能性が示唆さ
れ、疫学的に一部の農場作業者や運送車が
共通。H. somni による腹膜炎報告が少な
く、感染経路や発症原因等不明なため、今
後症例の蓄積が必要。 
 
Ⅰ－3 原虫性・寄生虫性疾患 
 
151．輸入牛の着地検査で摘発されたアナプ
ラズマ症：鹿児島県北薩家保 中島千景、
渡邊洋一郎 

管内肥育農場において、オーストラリア
からの輸入牛着地検査でアナプラズマ症を
１頭摘発。当該牛は臨床症状を示さず、血
液塗抹標本の顕微鏡検査で Anaplasma mar
ginale（Am）菌体を確認できなかったが、
血液検体の PCR 検査では陽性。解剖所見及
び病理組織学的検査でアナプラズマ症に特
徴的な所見はなかったが、解剖検体の PCR
検査では全血及び臓器が陽性、増幅産物の
シーケンス解析で既知の Am オーストラリ
ア株塩基配列と 100%一致。しかし、免疫組
織化学的検査で陽性反応はなし。当該牛は
輸入前に感染後、耐過し、体内の菌量が少
なかったと推測。感染耐過した本病の診断
に感度の高い PCR 検査が有用だが、現在、
病性鑑定マニュアルに PCR 検査の記載はな
く、輸入家畜の着地検査指針において県の
行う検査方法は血液塗抹標本の顕微鏡検査
と補体結合反応のみ。肥育素牛輸入頭数の
増加傾向も踏まえ、感染耐過牛の確実な摘
発のために、PCR 検査の活用を含めた検査

方法の見直しが必要。 
 
152．子牛のクリプトスポリジウム症の発生
事例およびその分子生物学的解析：石川県
南部家保 河合愛美、林みち子 

令和 2 年 4～8 月、酪農家 2 農場（A・B）
においてクリプトスポリジウム症で子牛が
死亡（A2 頭・B3 頭）したため、感染状況調
査および分子生物学的解析を実施。両農場
の死亡子牛 5 頭、同居子牛 68 頭、母牛 18
頭の糞便と敷料、床等の環境材料 30 検体を
用いて DNA 抽出後、18S ribosomal RNA 遺
伝子の PCR を実施した結果、死亡子牛全頭、
A 農場子牛 24 頭/45 頭、B 農場子牛 9 頭/23
頭と床 2 検体が陽性。このうち 22 検体（死
亡子牛 5 頭、A 農場子牛 15 頭、B 農場床 2
検体）を用いて制限酵素 VspⅠによる PCR-
RFLP 法、60kDa glycoprotein 遺伝子の PCR
を実施し、各増幅産物をダイレクトシーク
エンス法により解析。その結果、15 検体（死
亡子牛 5 頭、A 農場子牛 8 頭、B 農場床 2
検体）を Cryptosporidium parvum（Cp）、
サブタイプⅡaA15G2R1 と同定。そのほか A
農場の子牛 5 検体は C.bovis、2 検体は C.r
yanae であった。Cp は両農場の子牛に広く
浸潤、下痢の原因となっていることが判明。 
 
153．公共育成牧場の小型ピロプラズマ症効
果的診断基準検討：静岡県東部家保 二階
堂紗恵、田中ちぐさ 

県内唯一の公共育成牧場（放牧場）では、
預託頭数の急増に伴い小型ピロプラズマ症
検査対象牛が増加。家畜保健衛生所（家保）
と放牧場の業務量及び衛生費がひっ迫した
ため診断及び治療の診断基準を見直し。①
血液塗抹標本の検査対象から休薬期間中で
Ht 値 25 以上を除外②再治療対象を中程度
感染全頭から中程度感染 Ht 値 24 以下と重
度感染に厳選③舎飼い対象牛を Ht 値 24 未
満全頭から重度感染 Ht 値 20 未満と Ht 値 2
0～24 に変更。変更による治療や舎飼い対
象外を経過観察牛に設定、影響と効果を確
認。変更後は①検査時間 1,041 分短縮②治
療費 182 頭 837,200 円削減③舎飼い対象牛
22.1％減少。経過観察牛評価では、小型ピ
ロプラズマ症に起因する貧血で補液等の治
療や死亡事故発生なし。これにより検査及
び治療体制が整理でき家保と放牧場の労力
及び経費削減。県内酪農家にとって信頼の
できる放牧場維持のため、今後も県と関連
機関が一丸となり継続可能な運営管理の体
制強化に努める。 
 
154．コクシジウムの関与が疑われた子牛の
慢性腸炎：愛知県中央家保 杉江建之介 

令和元年 6 月初旬に約 6 か月齢の黒毛和
種子牛 1 頭の出血及び粘液混じりの下痢発
生。抗生物質や抗コクシジウム（Co）剤等
で治療するも回復せず、24 日に予後不良と
して安楽殺し、剖検実施。同居子牛群では
同様の症状なし。剖検では重度削痩、空回
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腸の粘膜肥厚及び剥離、内容物への粘膜片
や血液の混入、盲結腸の粘膜の筒状剥離を
確認。病理組織では、慢性壊死性腸炎、非
連続性粘膜上皮再生像、多核巨細胞及び少
数の Co 変性オーシストを伴うリンパ濾胞
壊死を観察。病原検索では、消化管の組織
切片及び大腸内容物から高病原性の Eimer
ia bovisや E. zuernii含む複数の Co遺伝
子を検出。その他の病原微生物遺伝子は検
出されず。以上から、急性 Co 症の慢性経過
と推察。しかし組織中の虫体数僅少及び原
虫検査陰性により確定診断には至らず。理
由として抗 Co 剤により原虫の排出が抑制
された可能性あり。投薬状況によっては原
虫が検出されず、原虫検査陰性でも原虫性
疾病に留意する必要あり。 
 
155．管内乳用育成牛の鞭虫保有状況調査：
鳥取県倉吉家保 三井香保、中村耕太郎 
 鞭虫症は少数寄生では無症状だが、重度
感染では下痢や粘血便、貧血、栄養障害な
どが起こる。今回、乳用種育成牛において
鞭虫症による発育不良例に遭遇。症例は 29
2 日齢、雌。約一ヶ月間軽度の下痢を呈し
たのち、起立不能となった。剖検時の外貌
は高度の発育不良と削痩。盲腸内容に多数
の鞭虫体及び同虫卵 200 EPG を確認。この
様な発育不良の症例が他にもあるのではと
考え、管内乳用育成牛の鞭虫保有状況を調
査。ショ糖浮遊法を用いて検査したところ、
管内 19 戸 47 頭のうち 4 戸 4 頭において鞭
虫卵を確認。鞭虫卵を認めたうちの 1 頭で
は糞便採取の際に水様性下痢便を確認。鞭
虫症は駆虫可能であるが、酪農家の中には
駆虫薬を使用していない農場もあるため、
下痢の続く農家では駆虫薬の使用検討も有
用であるとともに、寄生虫症への再認識が
必要。 
 
156．肉用牛一貫農場の肝蛭清浄化への取組
：山口県北部家保 笠井亨浩、小南直司 

肉用牛一貫経営農場で複数の牛に肝蛭寄
生を認めたため、感染状況と感染源を調査
し対策を実施。繁殖牛 61 頭の糞便を沈殿法
と浮遊法で検査。放牧地 3 か所及び牛舎内
水槽 11 か所の環境調査を実施。肝蛭陽性率
は 41%（26 頭）。肝蛭感染牛の 72%が双口
吸虫と混合感染。放牧未経験牛１頭で肝蛭
陽性を確認したため、肝蛭陰性牛を 6 か月
後に再検査した結果、14 頭が陽転。うち７
頭が放牧未経験。環境調査の結果、放牧地
1 か所と牛舎内水槽 3 か所でヒメモノアラ
ガイの生息を確認。ヒメモノアラガイは様
々な殻高で牛舎内水槽での繁殖が示唆さ
れ、またその一部からレジアを検出。水槽
周囲の水溜まりには草が繁茂し、牛舎内で
の感染環が成立していると推察。母牛全頭
に、分娩後 2 週間での肝蛭駆虫薬投与を開
始。投薬後の陽性牛は全頭陰転を確認。水
槽の清掃を 8 月以降 3 回実施したが、その
後もヒメモノアラガイの生息を確認。清掃

だけでは駆除は困難であり、水槽改修等の
対応策を今後検討する。 
 
157．生後に後駆麻痺を発症した子牛のネオ
スポラ症：高知県中央家保 藤原理央 
 牛のネオスポラ症は Neospora caninum
の水平または垂直感染により異常産、まれ
に新生子牛に神経症状を引き起こす。症例
は自家産のホルスタイン種、雌。出生後沈
うつがみられたが加療後改善。14 日齢で後
駆麻痺を発症し、加療するも起立不能に陥
り、第 25 病日に病性鑑定殺。剖検では中枢
神経および骨格筋に著変なし。組織学的に
は多病巣性の壊死を伴う非化膿性脳脊髄炎
や非化膿性筋炎がみられ、病変部では抗 N.
caninum 抗体に陽性を示すシストおよびタ
キゾイトを確認。以上の所見からネオスポ
ラ症と診断。疫学調査として症例牛および
二代前までの母系牛 2 頭、同農場で過去に
流産した母牛 3 頭およびその子 1 頭の抗体
検査を実施。症例牛およびその母系牛 2 頭、
流産母牛１頭が陽性を示し、農場内での N.
caninum の垂直および水平感染を示唆。本
症例は垂直感染により生後にネオスポラ症
を発症し、虫体を伴う重度の病変がみられ
た稀な症例。 
 
158．牛の核内コクシジウム症を疑う下痢の
発生：長崎県中央家保 後田徹志 

肉用牛繁殖雌牛 70 頭飼養農場で、7 か月
齢の育成牛が難治性の水様性下痢を呈した
ため 10 か月齢で予後不良と判断され病性
鑑定。剖検では著変なく、寄生虫学的検査、
細菌学的検査、ウイルス学的検査ともに陰
性を確認。病理学的検査では小腸絨毛の中
等度萎縮、粘膜固有層に好酸球主体の炎症
細胞の浸潤、粘膜上皮細胞の核内及び一部
の細胞質内にコクシジウムを多数確認。以
上の成績から核内コクシジウム症を疑う症
例と診断。同居の育成牛 18 頭にも軟便が認
められ、うち 5 頭について糞便検査実施。
寄生虫学的検査で虫卵や原虫は認めず、1
頭の便から Eimeria 属特異遺伝子を検出。
一般的なコクシジウム症対策を実施後、育
成牛での軟便の発生は認められず。核内コ
クシジウム症の病態についてはいまだ不明
な点が多く、生前の寄生虫学的検査では核
内コクシジウムの存在を確認することは困
難。慢性下痢や発育不良の原因のひとつと
して本症についても考慮することが必要。 
 
Ⅰ－4 一般病・中毒・繁殖障害・栄養性
代謝障害  
 
159．IARS 異常症と診断された発育不良３
か月齢子牛の病性鑑定：青森県つがる家保
佐藤香、佐藤尚人 
 令和 2 年 10 月、遺伝子検査で IARS 異常
症と診断された 3 か月齢黒毛和種子牛の病
性鑑定を実施。本牛は虚弱で発熱や下痢を
繰り返す。剖検時の体重 25kg。剖検所見は、



 

 

 - 34 - 

重度削痩、発育不良、口腔粘膜蒼白、腎臓
小形、結腸粘膜の肥厚及び充血、胸腺低形
成。血液検査は、RBC399×104/μl、Ht14.
9％、Hb4.2g/dl と高度貧血。WBC は 15,500
/μl。血液塗抹では奇形赤血球が出現。血
液生化学検査は、TP3.3g/dl、 ALB1.3g/dl、
GLU35mg/dl、TC31mg/dl、TG1mg/dl と低値、
Fe309μg/dl、血清フェリチン 1,977ng/ml、
総鉄結合能 442μg/dl と高値。病理組織学
的検査は、腎臓で未熟糸球体散見、大腸に
コクシジウム原虫の寄生、一部結腸に偽膜
形成、胸腺及びパイエル板でリンパ球中等
度減少。ウイルス学的検査は牛アデノウイ
ルス 7 型抗体の有意な上昇を認めず。細菌
学的検査は有意菌未分離。低体重、貧血、
低栄養など既報と一致。低栄養や腸管から
の出血等複合的要因が貧血に関与している
可能性を示唆。 
 
160．肉用牛繁殖健診の展開と技術研鑽：秋
田県南部家保 佐藤龍 千田惣浩 
 県の若い担い手の和牛力向上支援事業が
開始。事業テーマは、1 年 1 産を目標とし
た繁殖雌牛の空胎期間の短縮と育成牛の早
期受胎。管内の対象は、2 地域 5 戸の新規
就農者が中心で、クラスター事業や県の夢
プラン事業等の補助事業を活用し、大規模
経営を目指す若手経営者。当家保は、地域
振興局、市町村、総合農協、（社）秋田県
農業公社との連携のもとで指導チームを結
成し、月に 1 回の定期繁殖巡健診を実施。
健診の内容は、１）早期妊娠鑑定、２）不
受胎牛、繁殖障害牛の摘発、３）分娩後 30
～40 日後のフレッシュチェック、４）対象
牛の治療等による発情誘起。対象農家によ
り、飼養管理を含め繁殖成績にばらつきは
あるが、繁殖成績向上に熱心に取り組み、
不受胎牛の摘発等空胎期間が短縮。特に繁
殖ツールを用いた発情誘起処置は、発情観
察の監視強化に有効な手法と考えられ、指
導の中で攻めの繁殖集中管理として、積極
的直腸検査手技の手合わせによる技術研鑽
等、“やる気の醸成”に寄与。 
 
161．銅中毒発生要因の推察について：山形
県中央家保 久合田行彦 

山形県では R2 年度に銅中毒が 6 例と多
発。銅中毒発生要因の推察を目的とし、通
常死亡子牛 14 頭の肝臓と腎臓の銅濃度を
湿式灰化原子吸光法で測定。また、飼料 6
種の銅濃度を乾式灰化原子吸光法で測定
し、飼料給与量による発育ステージに伴う
銅摂取量の推移を積算。結果肝臓と腎臓の
銅濃度は 5～7 か月齢以降正常値を超過。そ
の後漸減するも 12 か月齢以降でも正常値
より高値。飼料別銅濃度は親子兼用飼料で
ある配合 1 が 53.8ppm と高値。飼料給与量
からの積算で配合 1 を給与し始める 4 か月
齢から、32.3ppm と高値を呈したが、月齢
が進み粗飼料等の食い込み量が増えるにつ
れ餌あたりの銅含有量は減少。肝臓と腎臓

の銅濃度の推移は飼料中の銅濃度と連動。
生体への銅蓄積量は飼料中銅濃度、食い込
み量、その他飼料のバランスで左右される
と考察。銅含有飼料給与リスクの周知が必
要。 
 
162．飼料添加物多給による子牛の銅中毒事
例と指導：栃木県県北家保 田野實洋輔、
白井幸路 
 管内の大規模農場において 2018 年から
肉用子牛の死亡が増加。2019 年 7 月及び 8
月に 3 頭の病性鑑定を実施。2 頭に重度の
黄疸が確認され、内１頭の肝臓及び腎臓が
ロダニン染色で陽性。生化学検査では、全
頭の肝臓障害と、肝臓中銅濃度の高値を確
認、銅中毒と診断。飼養環境の調査を実施
し、銅を主成分の１つとする飼料添加物の
多給が原因と推測。給与量の見直しを指導
し、同居牛 12 頭の追跡調査を実施。60、1
80 日後に、AST、GGT、T-Bil 及び血清中銅
濃度が低下。子牛の死亡率も改善され、飼
料添加物多給による銅中毒と推定。飼料添
加物給与状況調査を大規模農場(8 農場)で
実施。飼料添加物等を給与している 5 農場
では、はかり使用が 4 農場、スプーンやカ
ップ使用が 4 農場、目分量が 1 農場であり、
指導が必要と判断。飼料添加物の給与にお
けるパンフレット作成し、注意喚起を実施。
今後も管内の農場に、注意喚起を実施し、
再発防止に取り組む。 
 
163．県内酪農家の Bovine Neonatal Pancy
topenia の一症例：神奈川県県央家保 山
本英子、小嶋信雄 
 2020 年 8 月、2 週間早産した子牛が出生
時から哺乳意欲に乏しく、15 日齢に発熱・
軟便を呈し、加療改善するも 3 日後に死亡。
死亡前日の血液検査では、白血球数 110/μ
l、血小板数 10,000/μl。剖検では、体重 3
5 ㎏、可視粘膜の蒼白、血液の凝固不全、
針先大～大豆大の多発性出血、骨髄の膠様
変化、小型の胸腺、肺の一部に暗赤色調病
変、扁桃・喉頭の灰色化を認めた。病理組
織学的検査では重度の骨髄低形成、リンパ
組織の萎縮、多発性出血、アスペルギルス
様真菌塞栓を伴う真菌性気管支肺炎、細菌
塞栓を伴う壊死性扁桃炎・喉頭炎を認めた。
病原検索では、有意な病原体は検出されな
かった。本症例の死因は細菌及び真菌感染
による敗血症性ショックと推察。本症例は
Bovine Neonatal Pancytopenia（BNP）の特
徴である重度の骨髄低形成・白血球減少・
血小板減少・多発性出血と一致しており、
県内で一例目となる BNP と診断。 
 
164．黒毛和種繁殖農場の子牛鮮血便多発事
例：岐阜県東濃家保 廣瀬与志乃、林登 

繁殖和牛約 70 頭を飼養し自然哺育する
一農場で 2015年 5～7月に 30～50日齢の発
育良好な子牛 6 頭が治療に反応しない鮮血
便を呈した。病性鑑定成績から感染症を否
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定。同居牛の血液生化学検査及び飼料分析
成績から給与飼料のβカロテン不足と子牛
のビタミン A 不足を疑い、飼料変更や初生
子牛へのビタミン A 投与など飼養管理方法
を変更したが続発。2019 年 11 月、26 日齢
の子牛が同様の症状を示し、39 日齢で白血
球数 14,500/μl、BUN41mg/dl、暗赤色水様
便中に鉄粉を確認。翌日、腹部 X 線撮影で
消化管内に不透過性異物を確認し、45 日齢
で死亡。剖検では第四胃内に鉄粉の貯留、
幽門部と十二指腸に潰瘍および穿孔、腹腔
内に胃汁臭を伴う褐色液貯留と線維素析出
を確認、金属異物摂食による腸炎及び穿孔
性腹膜炎と診断。対策として鮮血便が多発
した牛房の腐食した鉄柵を交換。対策後、
難治性鮮血便の発生がないことから、過去
の症例も金属異物の関与を疑う。 
 
165．骨形成不全症が疑われる新生子牛の１
症例：三重県中央家保 山本彩加、鈴木義
久 
 骨形成不全症は骨化障害のうち膜内骨化
の異常で、臨床所見に多発性骨折、関節弛
緩、歯の欠損等がある。今回、県内酪農場
において骨形成不全症が疑われる症例に遭
遇。症例はホルスタイン種、新生子牛、雌。
牽引介助を伴う娩出後に死亡。左上腕骨、
左右脛骨等、全身骨格の複数個所において
骨折を確認。左右大腿骨頭、環軸椎におい
て脱臼を確認。頬骨、環椎および軸椎の形
状が左右不対称。また骨の鋸切が容易に可
能。長骨の皮質骨で緻密骨が形成されず軟
骨基質が残存。海綿骨の深部で軟骨細胞が
遺残。歯の象牙質は菲薄化、象牙細管が不
明瞭で形成不全。本症例は剖検および組織
所見で、全身の骨の脆弱化が認められ、骨
形成不全症が疑われた。全身の骨が易骨折
状態であったことから、牽引介助及び産道
を通る際の圧迫力に骨が耐え切れず、重度
な多発性骨折が生じ死に至ったと考えられ
る。国内の症例報告は極めて少なく、不明
な点が多い疾病であるため、更なる症例の
蓄積が望まれる。 
 
166．キャトルステーションで多発した哺乳
子牛の肺炎対策と要因分析：滋賀県滋賀県
家保 諸岡剛俊、布藤雅之 

本県のキャトルステーション(CS)におい
て、令和 2 年 3 月から CS 哺乳舎で肺炎によ
る黒毛和種子牛の死亡が複数発生。精密検
査の結果、牛コロナウイルス(BCV)遺伝子、
Mycoplasma bovis などを検出、分離。CS
導入時の鼻腔スワブ検査では乳用種のみか
ら BCV 遺伝子などを検出。初乳摂取状況判
定のため黒毛和種 79 頭、乳用種 36 頭につ
いて亜硫酸ナトリウム混濁試験(SSTT)を実
施し、-から 3+までの 4 段階で評価。黒毛
和種は 2+以下が 32 頭、3+が 47 頭、乳用種
は 2+以下が 16 頭、3+が 20 頭。治療歴のあ
った黒毛和種 26 頭、乳用種 8 頭について初
診時日齢および治療回数と SSTT 結果を比

較、解析。黒毛和種の 2+以下群は 3+群と比
較して有意(0.01<p<0.05)に治療回数が多
かったが、初診時日齢で有意差は認めず。
このため CS導入前の黒毛和種子牛は SSTT3
+を目指した農家指導が必要。今後、SSTT
によるモニタリング、農家指導、衛生対策
の見直し等により、子牛の損耗防止と発育
効率向上を目指す。 
 
167．フィブリノゲン封入体形成を特徴とす
るびまん性肝細胞変性が認められた黒毛和
種子牛の１例：滋賀県滋賀県家保 山本逸
人 

フィブリノゲンはフィブリンの前駆体タ
ンパクで、肝細胞で産生。フィブリノゲン
封入体は、フィブリノゲンが肝細胞質の粗
面小胞体に蓄積し形成。今回、県内初のフ
ィブリノゲン封入体が認められた症例に遭
遇。症例は 50 日齢の黒毛和種雌牛で、1 か
月齢で下痢および起立不能を呈し、その 3
週間後に斃死。剖検では脱水、削痩、胸腺
萎縮、気管分岐部に血餅貯留。左肺前葉後
部暗赤色、その他、肝臓等に著変なし。細
菌検査で主要五臓器から病原細菌非分離、
ウイルス検査で第四胃および脾臓から BVD
ウイルス遺伝子非検出。病理組織検査で、
肝細胞質内に弱好酸性スリガラス状封入体
がびまん性に認められた。封入体は PAS 反
応および PTAH 染色陰性、アザン染色で淡青
色、抗フィブリノゲン抗体を用いた免疫染
色で陽性。肺で左肺前葉後部の肺胞腔内に
好中球浸潤、胸腺で皮髄境界不明瞭。以上
より、フィブリノゲン封入体形成を特徴と
するびまん性肝細胞変性と診断。 
 
168．二分脊椎を伴うアーノルド・キアリ奇
形が認められた子牛の１例：滋賀県滋賀県
家保 島岡弘樹、山本逸人 

アーノルド・キアリ奇形は小脳等の脳幹
組織が後頭孔から脊柱管に突出する非感染
性の奇形。県内において子牛の二分脊椎を
伴うアーノルド・キアリ奇形に遭遇したの
で概要を報告。症例は 3 日齢の雄の交雑種
で体格過大、腰部腫瘤および両後肢の拘縮
と不動により予後不良と診断され鑑定殺を
実施。剖検で腰部皮膚欠損および欠損部直
下の仙骨椎棘欠損と膨隆した線維性膜様物
を確認。また大脳の後方伸長および小脳の
脊椎管内への突出を確認。病理組織検査で
仙骨椎棘欠損部位近傍の腰髄に不完全な重
複脊髄と椎棘欠損部直下における馬尾神経
周囲の膠原線維増生および出血を確認。脳
のパラフィン包埋組織からの RT-PCR にお
いて牛ウイルス性下痢ウイルス、旧シンブ
血清群、流行性出血病、パリアム血清群お
よびブルータングのウイルス遺伝子はすべ
て非検出。以上より、本症例を二分脊椎を
伴うアーノルド・キアリ奇形と診断。 
 
169．黒毛和種肥育牛に見られた心奇形によ
る二次性多血症の一例：兵庫県淡路家保 
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寺谷知恵、山本郁巳  
 潜在的な心奇形を持つ黒毛和種肥育牛で
低酸素症による二次性多血症例に遭遇した
ので概要を報告。当該牛は 12 カ月齢時に、
呼吸促迫、肺音粗等の呼吸器症状。RBC、H
T 等の著しい上昇による脱水症を呈し、臨
床獣医師により治療されるも、症状改善せ
ず鑑定殺。剖検時検査では、RBC や HT 等は
依然として高値、TP や酵素類等は正常範
囲。剖検で心室中隔欠損、動脈管開存等の
心奇形。膀胱付近大網等の腹腔内複数箇所
に鶏卵大、割面が暗赤黒色均一滑らか膨隆
した血腫を確認。組織検査で肝臓や腎臓へ
の赤血球高度充満、肺の中小動脈に中膜平
滑筋が増生、内腔が狭窄し閉塞する肺高血
圧症の所見を確認。血腫は多血症による血
管障害に起因すると推察。過去当所で心奇
形と診断した 27 例と本例血液検査値（RBC、
HT 等）を比較。多血症併発例は８例、その
中でも本例の血液検査値、鑑定時月齢は逸
脱して高値。本例は心奇形による低酸素状
態の長期継続により、多血症症状が著しく
進行したと推察。 
 
170．黒毛和種繁殖農場の繁殖成績改善に向
けた取り組み：和歌山県紀南家保 東周作、
岩尾基 
 繁殖成績が異なる、管内黒毛和種繁殖農
場にて代謝プロファイルテストを行い、飼
養管理指導を実施。県平均より分娩間隔が
長い A、同等の B、短い C の 3 農場にて母牛
を授乳期、分娩期、維持期に分け、指導前
（9 月）、指導後（10 月）に血液生化学的
検査、栄養度検査および給与飼料調査を実
施。指導前、A 農場では BUN および BCS が
低く、B 農場では T-cho が高く、C 農場では
BUN が低く、T-cho が高かった。A 農場にて
濃厚飼料の増量、B 農場にて濃厚飼料の減
量、C 農場にて濃厚飼料の減量および粗飼
料の増量を指導。指導後、A 農場では BUN
および BCS、C 農場では BUN が改善、B およ
び C 農場では T-cho は高値で推移。T-cho
の慢性的な高値は過肥や肝臓に負担がかか
るリスクがあり、今後の繁殖成績に悪影響
を与える可能性があるため、継続的なモニ
タリングが重要。今後も継続的な飼養管理
の調査指導を行い、繁殖母牛の栄養状態を
適正に保つことで、さらなる繁殖成績改善
を目指す。 
 
171．交雑種肥育牛のビタミン A 欠乏症の一
事例：鳥取県倉吉家保 水野恵  
 R2 年度 9 月始め管内の肥育農場で、2 頭
の交雑種肥育牛が起立不能。翌日横臥し、
瀕死の状態となったため、鑑定殺を実施。
解剖所見で皮下や四肢に顕著な水腫が認め
られ、他には大きな所見がなく、ビタミン
A 欠乏症が疑われた。血液検査では血中ビ
タミン A 濃度が 2.3IU/dL および 3.3IU/dL
と著しい欠乏値を示した。交雑種肥育牛の
血中ビタミン A コントロールや欠乏症状に

ついては和牛に比較して資料が少ない。今
回の症例は和牛と比べ、一見経過が急性の
ように感じられたが、暑熱による血中ビタ
ミンの消耗も、関与していると考えられた。 
 
172．乳用牛における胎膜水腫の発生事例：
広島県北部家保 朝倉ひとみ、横田美希 

酪農家において、分娩 2 か月前の初産牛
が重度子宮膨満を呈し、穿刺で尿膜水約 10
0l が排出されたが、当該母牛は著しく脱水
し、翌日死亡。病性鑑定のため開腹し胎子
（ホルスタイン種、雌、受精卵移植（ＥＴ））
及び胎盤を摘出。胎子の外観は腹囲膨満、
全身の浮腫。解剖学的には腹水、胸水及び
心嚢水の貯留、心室壁肥大、肝臓及び腎臓
腫大を認め、病理組織学的には、腎皮質の
自己融解、集合管及び尿細管拡張、肝臓の
び漫性結合組織増生、胎盤絨毛膜の間葉組
織の水腫性肥厚を確認。胎子体液の生化学
的検査は、腎不全及び肝機能障害を示唆。
胎子の死亡原因は、胎膜水腫に起因する尿
排出阻害による腎不全、子宮内での圧迫と
推定。遺伝性疾患の可能性も考えられたが、
胎膜水腫を引き起こすバーター症候群 1 型
の乳用種での報告は確認できなかった。当
該農家では、ＥＴ実施牛での死産及び流産
が複数件発生。原因について、胎膜水腫の
関与の可能性を含め調査を続ける。 
 
173．貧血症状が見られた牛の病性鑑定事例
 ：中央家保 橘川雅紀 
 令和元年 10 月以降、可視粘膜の蒼白やヘ
マトクリット値の低下などの貧血症状を呈
した牛 3 事例の病性鑑定を実施。症例 1：
肉用、去勢、9 か月齢。活力と食欲の低下
や右前肢跛行を呈し、加療するも症状改善
せず、鑑定殺。血液検査では、RBC320×10
4/µℓ 、HGB5.5g/dℓ 、HCT11.7％。剖検で体
表皮下、筋間や各内臓漿膜面等の出血、大
腿骨骨髄の黄色化。胃内容物からワラビの
特異的遺伝子を検出。ワラビ中毒と診断。
症例 2：繁殖用、雌、21 か月齢。食欲不振
および可視粘膜蒼白を呈し、RBC、HGB、HC
T は 139×104/µℓ 、4.1g/dℓ 、13.1%。輸血
や給餌内容を見直し、それぞれ 515×104/µ
ℓ 、8.8g/dℓ 、25.4%と改善。症例 3：肉用、
雌、2 ヶ月齢。病性鑑定殺時の RBC、HGB、H
CT は 381×104/µℓ 、6.4g/dℓ 、17.5%。肺
や肝臓に膿瘍形成。肺から Fusobacterium.
necrophorum を疑う菌を分離。貧血との因
果関係は不明。貧血の原因は様々であり特
定には詳細な病性鑑定が必要。 
 
174．肉用子牛の白筋症防止対策：佐賀県北
部家保 植田大二郎 大曲秀明 

本年 1 月、管内肉用牛繁殖農場（A 農場）
でへい死した子牛の病性鑑定を行い、白筋
症と診断。管内では、以前白筋症が多発し
た経緯があり、若齢牛の下痢が多発してい
る農場（B 農場）を加え、飼養牛の血中セ
レン（Se）及びビタミン E（VE）含量を測
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定し、白筋症防止対策を指導。A 農場は繁
殖母牛 140 頭、子牛 129 頭を飼養、B 農場
は繁殖母牛 57 頭、子牛 47 頭を飼養し、い
ずれも Se 及び VE 含有量の少ない固形塩を
給与していたことから、母牛へ Se 及び VE
を十分量含有した固形塩または配合飼料の
給与を指導。A 農場は対策前の母牛、その
子牛各 6 頭、対策後の母牛、子牛各 11 頭、
B 農場は対策前の母牛、その子牛各 5 頭、
対策後の母牛 8 頭、新たな子牛 6 頭で、血
中 Se 及び VE 濃度を測定。その結果、両農
場とも対策後は血中 Se 及び VE 濃度が改善
傾向で、対策後に市場出荷した子牛増体重
も向上。また A 農場は、昨年同時期の比較
で診療件数も減少し、対策が効果を発揮し
ているものと考えられた。 
 
175．肉用繁殖牛農場の金属異物性疾患対策
：長崎県五島家保 牧野央孝、七島琳 
 令和元年度に肉用繁殖牛農場 6 戸で釘、
針金等を誤食し、心臓や肺等に創傷性疾患
を引き起こす金属異物性疾患が発生。胃内
異物は釘、針金であり、診断名は創傷性第
二胃炎、創傷性心嚢炎などであった。情報
誌での注意喚起後も発生が続き、振興局農
業振興普及課、市、NOSAI、JA と協議し発
生予防対策を強化。NOSAI の一般損害防止
事業等を活用し、発生農場の繁殖牛全頭に
胃内留置磁石（磁石）を投与。発生時の飼
養者への聞取り内容から調査項目を 6 項目
設定し、リスク要因調査を発生農場で実施。
調査の結果、磁石の未投与が 4 戸、飼養環
境の不備が 4 戸、カラスの飛来が 3 戸、金
属異物の飼料内混入歴が 2 戸で確認。調査
結果を踏まえて、リーフレットを作成し関
係機関一体となった農家への注意喚起を実
施。ステンレス製の釘や銅線などは磁石に
付着しないため、飼養環境の整備、ひいて
は飼養衛生管理基準遵守の重要性を地域内
に浸透させて、肉用牛の生産性向上に寄与
したい。 
 
176．肉用子牛の生産性向上対策：長崎県対
馬家保 中川竜太朗、安重由美子 
 島内肉用牛繁農家の繁殖雌牛分娩間隔は
県平均より長く、子牛の死亡事故率が高い
状況。そこで、管内関係団体と協力し、肉
用子牛の生産性向上対策、若手農家等に重
点的に指導を実施。繁殖成績向上のため早
期妊娠鑑定等を行い、不受胎牛の早期発見、
早期治療を実施。子牛死亡事故率低減のた
め、分娩時の母子観察強化、下痢症等の早
期治療等推進。子牛の死亡事故率 5%以内を
目指し、分娩前後の母子観察の強化等を指
導。若手農家等 5 戸に飼養管理指導。結果、
子牛の出生率は R1年度 77.2%から R2年度 8
2.3%に向上し、平均分娩間隔は 422 日から
402 日に、初回授精日数は 74 日から 72 日
に短縮。子牛の死亡事故率も 10.5%から 6.
5%に低減。若手農家等の子牛出生率も 73.2
%から 85.7%に向上。島内年間出荷頭数は R

1 年度より 31 頭増加し、経済効果は約 1,9
00 万円と判断。子牛出生率は向上、子牛死
亡事故率は減少した。今後も更なる対策を
行い、肉用牛の振興を図りたい。 
 
177．黒毛和種未経産牛に発生した顆粒膜細
胞腫を疑う症例：大分県大分家保 岡田彰
三、中西年治 

15 ヶ月齢の黒毛和種未経産牛が無発情、
排尿異常を呈し、直腸検査と超音波検査で
左卵巣の腫張、蜂の巣状嚢胞構造及び右卵
巣の静止を確認。この所見から左卵巣の顆
粒膜細胞腫を疑い、摘出手術を実施。摘出
した卵巣は 15cm×10cm×10cm 大、水風船様
に柔らかく、嚢胞内には暗赤色の液体が貯
留。組織所見では、卵巣実質は正常組織構
造に類似し、卵巣表層は線維性結合組織の
増生による肥厚を認めたが、腫瘍細胞の増
殖は認められず。エストロジェンは 1.8pg/
ml と低値。既報において本症例と同様の組
織所見を認めた顆粒膜細胞腫では、経時的
にホルモン濃度が低下したことから、腫瘍
細胞の自然退縮が生じたと考察。検査所見
の類似性から本症例も同様の現象が生じた
可能性が示唆。今後、同様の腫瘤に遭遇し
た際は、臨床症状、内科療法の有無、超音
波検査にホルモン測定を加えて診断の一助
とし、経済性と手術リスクを考慮し、摘出
または廃用を提案。 
 
178．重度の骨髄低形成を示した黒毛和種子
牛の一例：宮崎県延岡家保 野村真知子、
山本智喜 
 令和 2 年 2 月、繁殖雌牛 25 頭規模の農場
で血液凝固不全を呈し死亡した 13 日齢の
黒毛和種子牛の病性鑑定を実施。死後約 3
時間で採材した心残血中で炭疽は否定。ま
た、汎血球減少、赤血球の非再生像が確認
された。血清鉄及び血清エリスロポエチン
濃度は著しく上昇。比較に用いた複数例の
死後血では上昇は認めず。脳、心、肺、肝、
脾、腎からの有意菌検出なし。剖検で全身
臓器及び骨髄の退色、一部の臓器の出血を
確認。病理組織では胸骨骨髄の低形成、出
血部位での単純性出血像、腸間膜リンパ節
での髄外造血像を確認、再生不良性貧血と
診断。飼養管理状況から、餌因性、中毒性
は否定。海外で報告されている Bovineneon
atal pancytopenia(BNP)と発生状況は類似
するものの、大きな発生要因とされる母牛
に対する BVD ワクチンの接種はなく、発生
原因は不明。今後、症例の積み重ねが必要。 
 
179．管内の子牛胸腺低形成発生と疾病状況
：宮崎県延岡家保 山本智喜、野村真知子 
 過去 3 年間に延岡家保にて病性鑑定した
子牛症例について、胸腺低形成の発生状況
と感染症の関係性について検討。病性鑑定
を実施した 9 ヵ月齢未満子牛 96 例中 52 例
（54.1%）で胸腺低形成が認められ、感染症
としては、化膿性肺炎 8 例（15.3%）、腹膜
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炎 8 例（15.3%）、胃腸炎が 7 例（13.4%）
であった。病性鑑定時の子牛月齢は、2 ヵ
月齢が 12 例（23.0%）、1 ヵ月齢が 11 例（2
1.1%）であり、1～2 ヵ月齢が最も多かった。
また、農場飼養規模別では、母牛 31～40
頭飼育が 17 例（32.6%）、母牛 21～30 頭飼
育が 16 例（30.7%）であった。発生傾向を
まとめると、母牛 21～40 頭飼育農家で 2
ヵ月齢で病性鑑定される事例が目立ち、さ
らに追加の傾向として、管内の特徴である
中山間地での発生が多い傾向が見られた。
今回、発生原因について直接調査できなか
ったが、従来報告されている栄養的な要因
を考慮し、今後は母牛の妊娠期における飼
育管理の調査を進め、子牛胸腺低形成の発
症を低減させる対策を検討したい。 
 
180．輸入ストローによる黒毛和種牛のライ
グラススタッガー：宮崎県宮崎家保 田﨑
友紀 
 輸入ストローを給与する県内の黒毛和種
繁殖農場で、令和 2 年 5 月中旬、母牛 1 頭
が起立不能、他数頭がふらつきや神経過敏
を呈した。農場では、5 月上旬から新ロッ
トの輸入ストローを 1 日に 3.5kg/頭給与。
6 月上旬に立入を実施し、輸入ストローの
給与を停止するよう指示。その後、起立不
能の母牛 1 頭が死亡。輸入ストローは形態
からペレニアルライグラスと判断。ローズ
ベンガル染色で種子内にエンドファイト菌
糸を確認。エンドファイト毒素濃度はロリ
トレム B が 2,200ppb、エルゴバリンが 425
ppb。輸入ストロー中の硝酸態窒素濃度は 1
36ppm。血液生化学検査の結果、Ca、Mg、チ
アミン濃度は正常値。発生状況及び検査結
果からライグラススタッガーと診断。輸入
ストロー給与停止後、軽症個体は徐々に回
復。起立不能の母牛は、発症時から症状が
重く、発症後も高濃度のロリトレム B を摂
取し続けたことにより、死亡に至ったと推
察。エンドファイト中毒に関する定期的な
啓発が重要。  
 
Ⅰ－5 生理・生化学・薬理 
 
181．牛の臓器中の銅濃度測定方法の検討：
福島県中央家保 寺本直輝 
 近年国内において牛の銅中毒の報告が増
えているが、診断には病理組織検査や臓器
・給与飼料の銅濃度測定が必要。牛の臓器
中の銅濃度測定ではケルダール分解装置や
マイクロウェーブ分解装置による湿式灰化
後、原子吸光分光光度計で測定する方法が
一般的であり、特殊な分析装置が必要。今
回、そうした分析装置を用いないヒートブ
ロックでの湿式灰化と発色試薬による比色
法を組み合わせた方法を検討。材料は銅濃
度既知の肝臓及び腎臓。試験管に臓器、濃
硝酸、過塩素酸をいれヒートブロック上で
加熱し湿式灰化後、希塩酸で希釈。アスコ
ルビン酸溶液及び発色試薬を加え呈色後、

分光光度計で吸光度を測定し、銅標準液の
検量線から臓器中の銅濃度を算出。濃度既
知臓器の測定、同時再現性試験、添加回収
試験の成績は概ね良好。今後、さらに検体
数を増やし実用化に向けて検討を進める。 
 
182．黒毛和種経産牛の肉質検査：大阪府家
保 神原正 

黒毛和種経産牛肉は赤身と脂身のバラン
スが良く、うま味もあり、最近注目されて
いる。また、生体の脂質代謝に関与するカ
ルニチンは、赤身肉に多く含まれ、経産牛
では、きわめて高い値になったとの報告が
ある。今回、黒毛和種経産牛 1 頭の肉質検
査を実施。材料は 14 歳、12 産牛の第 7 胸
椎上の胸最長筋（ロース芯）とそともも。
方法は、水分は海砂添加常圧加熱乾燥法で、
粗脂肪はソックスレー抽出法で、粗蛋白質
はセミミクロケルダール法で、カルニチン
は高速液体クロマトグラフィー（HPLC）で
測定。結果はロース芯の水分は 49.4％、粗
脂肪は 34.9％、粗蛋白質は 14.6％。カルニ
チンはロース芯 186.0mg/100g、そともも 1
82.8mg/100g。検査牛は成分表と比較して、
粗脂肪が低く、赤身が強い傾向。カルニチ
ンは文献と同様高い値を示し、これらの点
が通常の和牛肉と差別化を図る指標となり
うると考えられた。 
 
183．ビタミン A 簡易測定装置の活用方法の
検討：島根県家畜病鑑室 原登志子、安部
哲朗  
 2019 年に、短時間で VA を測定できる簡
易測定装置(装置 A)が発売された。今回、
装置 A と HPLC の測定値を比較し、その活用
上の留意点を検討。HPLC 測定値が 27～150
IU/dL の凍結保存血漿を用い測定。再現性
試験により装置 A は HPLC に近い再現性を
有することを確認。装置 A 測定値(A 値)と H
PLC 測定値(H 値)の回帰一次式の相関性係
数は r=0.86(n=45)で、高い相関性を認め
た。A 値（3 濃度に区分）と H 値は、低濃度
(20～55IU/dl、n=19)で有意差を認めず、中
濃度(56～100IU/dl、n=38)および高濃度(1
01～145 IU/dl、n=15)では A 値が H 値と比
べて有意に低値。よって、A 値が 55IU/dl
以下では、H 値と有意差が無く、測定値は H
PLC と同等と推定され、臨床症状等と併せ
て総合的に判断することで、VA 欠乏を疑う
個体の診断に活用可能。一方、A 値が 56IU
/dl 以上の場合は、H 値と比較し低く評価さ
れ、血中 VA 濃度は A 値の 1.0～1.6 倍程度
と推察されるが、繁殖牛等で VA の充足を確
認する際には有効。 
 
184．県内肥育牛における血中ビタミン A
検査の概要：徳島県徳島家保 中下弘子 
  肥育牛では、肉質向上のためビタミン A
（以下 VA）を肥育中期に制限する飼養管理
技術が普及している。本県でも、肥育牛の
血中 VA 濃度検査依頼は多い。今回、検査牛
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を肥育ステージ別に育成期（10 か月齢以
下）、肥育前期（11～15 か月齢）、肥育中
期（16 か月齢～20 か月齢）、肥育後期（2
1 か月齢～25 か月齢）、仕上げ期（26 か月
齢以降）に分類し、検査成績を取りまとめ
たので報告する。2016 年 4 月から 2020 年 1
1 月まで、延べ 185 戸、3,030 頭（黒毛和種
以下黒毛 1,281 頭、交雑種以下交雑 1,749
頭）について、高速液体クロマトグラフィ
ー法で VA 濃度を測定。検査依頼頭数は、黒
毛で育成期、交雑で肥育前期が多く、血中
VA 平均濃度は、黒毛、交雑とも育成期で最
も高値、肥育中期にかけ低下、肥育後期で
最も低値を示した。また、肥育牛における
血中 VA濃度の下限値とされている 30IU/dl
以下を示す個体は、黒毛で 4.1%、交雑で 2.
7%認められた。 
 
185．牛血中セレン濃度測定法検討：佐賀県
中部家保 山城光樹、一戸夏美  

牛血中セレン濃度の測定法を、蛍光分光
計を用いた方法（従来法）と、マイクロプ
レートリーダーを用いた方法（MPR 法）で
検討。黒毛和種及びホルスタイン種の血清
182 検体を供試。従来法は高速液体クロマ
トグラフ装置内の蛍光分光器を使用し、励
起波長 380nm、蛍光波長 525nm で測定。MPR
法は平底 96 穴マイクロプレート（プレー
ト）を使用し、従来法同様の波長で測定。
従来法と MPR 法の測定値を比較すると、両
者の平均値の相関係数は 0.942。白プレー
ト（白）と、黒プレート（黒）を用い、色
の違いによる測定値を比較。白と黒の相関
係数は 0.915、両者の誤差は平均 8.25ng/m
l、最大 25.88ng/ml で、白が実測値に近く、
ばらつきが少なくなる傾向。MPR 法の測定
値は従来法同等の信頼性を認め、MPR 法の
測定で試薬量の削減、多検体同時測定によ
る業務効率化が期待。 
 
186．マイクロプレート法による血清コリン
エステラーゼ活性測定の検討：長崎県中央
家保 横山竜太 
 多検体処理が可能なマイクロプレートを
用いて、牛の血清コリンエステラーゼ（Ch
E）活性を測定する手法を検討し、黒毛和種
肥育牛の ChE 活性推移や血液生化学検査項
目との関連性を調査。材料は黒毛和種肥育
牛 9 か月齢から 25 か月齢の血清 113 検体。
方法は Ellman 法で実施。キュベット法とマ
イクロプレート法の相関は良好。血清を段
階的に希釈したときの吸光度の検量線は良
好。再現性は、変動係数 10%未満と良好。
血清に有機リン系薬剤を添加した時、ChE
活性の阻害を確認。肥育牛の月齢推移は、9
か月齢で平均 322U/l、15 か月齢で平均 496
U/l、25 か月齢で平均 216U/l。血清 ChE は、
TP と r=-0.20、ALB と r=-0.35 と弱い負の
相関あり。T-cho、BUN、GGT、GOT、ビタミ
ン A とは r<±0.2 で相関を認めず。今回の
検体に GGT、GOT の高値及びビタミン A の欠

乏値を示した個体が少なかったことから、
肝機能の指標として利用する為には、GGT
等異常値を示す検体の検査数を増やし、追
加分析が必要。 
 
Ⅰ－6 保健衛生行政 
 
187．管内の生乳への抗菌性物質残留事故防
止に向けた取り組み：北海道網走家保 柴
本晃宗、羽生英樹 
 管内では生乳への抗菌性物質残留事故が
多発。事故防止に向け、平成 23 年に事故発
生時の関係機関との連絡体制を新たに整
備。併せて発生農場に対する指導体制及び
管内酪農場への情報提供方法を構築。家保
は独自に獣医師及び関係機関への情報提
供、生産者への具体的な発生防止策の啓発
を開始。取り組み開始後、事故防止意識が
徐々に高まり、平成 25 年には S 町が全酪農
場で生乳の出荷前自主検査を開始。現在、
管内の約 2/3 の酪農場が自主検査を実施。
新たな連絡、指導体制での取り組みが進み、
酪農場での自主検査が普及したことから、
事故発生件数は平成 23 年度の 15 件から令
和元年度は 2 件に減少。今後もこの体制を
維持し、生産者の更なる意識向上に取り組
むことが重要。また、乳房炎用ワクチンの
導入による乳房炎低減等により抗菌性物質
の使用量自体を減らすことも効果的。引き
続き関係機関と協力して事故防止に取り組
み、事故ゼロを目指す。 
 
188．乳の流量測定を取り入れた乳質向上に
対する取組:埼玉県中央家保 深谷祐加子
森田梢 
 管内一酪農家で、乳の流量測定を取り入
れた乳質向上に対する取組を実施。A 農場
では、乳房炎の発生数が減らず、バルク乳
の体細胞数が合格基準を維持できないこと
が問題。平成 30 年度から、診療獣医師と連
携して乳房炎検査と対策を実施。平成 30
年度は、分離菌は全て環境性細菌で、環境
衛生及び搾乳衛生対策の徹底を指導。しか
し平成 31 年度は、検査検体数が前年度の約
2 倍で、Klebsiella pneumoniae の分離も増
加したため、敷料への石灰添加を指導。令
和 2 年度は、搾乳技術の問題点検証のため、
搾乳手順に基づく泌乳曲線が確認できる乳
の流量測定を実施。全体に共通して過搾乳
の所見を確認。一部でバイモダリティを確
認し前搾りの刺激不足を示唆。畜主は、過
搾乳への対策を、流量測定した翌日から直
ちに実施。このことから乳の流量測定は、
搾乳における問題点を客観的に捉え、搾乳
作業の改善を促す効果があると考えられ
た。今後は、管内の農家で本取組を、広く
実施していく。 
 
189．BSE 対策特別措置法に基づく死亡届出
牛の円滑な検査のための取り組み：千葉県
南部家保 谷水友也、小谷嘉宏 
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平成 31 年 4 月 1 日、牛海綿状脳症(BSE）
対策特別措置法が改正・施行され、通常死
亡牛の検査対象月齢が 96 ヶ月齢以上に引
き上げられた。改正内容を農場や関係機関
に周知し、検査対象牛については死亡牛届
出書により検査機関と情報共有してきた
が、本年度、管内で検査対象牛が未検査の
まま化製処理された事例が発生。原因の一
つは、届出体系の不備及び農場の認識不足
であった。農場及び関係者に聞き取り調査
した結果、現体制では同様の事例再発に繋
がるリスクが散見された為、管内の家畜診
療所獣医師と協議し、家畜保健衛生所への
連絡体制の見直し、農場への説明資料の作
成配付等の取り組みを実施。検査対象牛の
数が減少し、確実な検査の必要性が高まっ
ている中、農場及び死亡牛運搬業者が、届
出書により当該死亡牛が検査対象か否かを
確認出来る体制が必要。今後も農場や関係
者と情報共有しながら円滑な検査体制の構
築に努めていきたい。 
 
190．飼養衛生管理基準改正に伴う牛農家指
導に係る対応：東京都家保 佐藤詩織、磯
田加奈子 

2020 年 10 月、飼養衛生管理基準改正。
そのため、都内牛農に、新しい基準（以下、
新基準）の説明及び遵守指導を実施。2021
年 2 月末までに 25 農家を指導。さらに、集
乳や、酪農ヘルパーの派遣を行う東京都酪
農業協同組合に対して、農場への来場者が
関係する新基準について説明、対応を依頼。
その結果、集乳時に集乳担当者が農場へ渡
す伝票への消毒記録の記入、車内交差汚染
防止用シューズカバーの都酪からの配布を
決定。また、指導内容の統一及び情報共有
のため、所内で目合わせ会を実施。全畜種
の事例を募集し、畜種間の共通基準につい
ても、指導内容を統一。また、新基準は項
目多く、1 戸あたりの指導に 1～2 時間が必
要。農家と職員の双方の負担が増大。今後
は、指導に要する時間を短縮するため、農
家説明会を開催予定。事前に新基準に関す
る知識を入手してもらう事で、遵守率向上
及び指導時間の短縮を図る。また、指導未
実施の農家に対しても指導を実施予定。 
 
191．管内酪農家の生産性向上への取組：長
野県長野家保 小林千恵  
 経産牛を 70 頭飼養する酪農家において、
生産性向上への取組として、酪農生産性向
上対策事業を活用した①年 2 回バルク乳検
査、②牛群ドック、③フォローアップ（個
体乳検査、暑熱対策）を支援。令和元年後
期のバルク乳検査の結果を受け、個体乳検
査を実施。5 月の検査で 2 頭からＳＡを検
出したため、ＳＡ対策として定期的な個体
乳検査（分娩前、ブツ等乳房炎疑い）を実
施。ＳＡ陽性牛の早期摘発、乾乳期治療の
徹底を指導。平成 26 年から牛群ドックを年
1 回実施し、暑熱対策も実施。また、停滞

していた農場ＨＡＣＣＰシステムの構築も
再開し、書類を完成させＰＤＣＡサイクル
を回すことにより、従業員の衛生管理に対
する意識も向上。これらの取組の結果、ド
ックの血液生化学検査結果が過去と比較し
一番良好となり、繁殖成績も改善。平均日
乳量も 30kg 以上をキープ。 
今後も酪農生産性向上対策事業と農場ＨＡ
ＣＣＰを併用した取組により、さらなる生
産性向上を目指したい。また今回の事例を
支援モデルとし、管内酪農家の生産性向上
につなげたい。 
 
192．大規模酪農場の牛呼吸器病症候群（B
RDC）対策：愛知県東部家保 舛田崇 

令和 2 年 4 月～5 月、管内の搾乳牛約 35
0 頭、乳用及び肉用子牛約 80 頭を飼養する
大規模農場で、約 3 か月齢までの子牛が呼
吸器病により死亡・廃用。5 月、43～93 日
齢 8 頭の鼻腔スワブ、採血、解剖（死亡 1
頭）の各種検査を実施。牛コロナウイルス
遺伝子陽性、Mannheimia haemolitica（6
型）分離、Histophilus somni、Mycoplasm
a bovis、Mycoplasma dispar 及び Mycopla
sma bovirhinis の各遺伝子陽性。BRDC を疑
い、家畜診療所及び関連事業者と連携して
チームを編成、対策を検討。6 月、1 週齢～
4 か月齢の各発育ステージの鼻腔スワブ及
び血液を採材、血液生化学、細菌及びウイ
ルス検査を実施。栄養管理状況及び関係各
疾病の初感染時期を把握、同チームで飼養
管理及びワクチン・投薬プログラム（プロ
グラム）を改善。9～11 月、各発育ステー
ジで経時的に、細菌及びウイルス検査を実
施、効果確認及びプログラム修正。本事例
を参考に、検査、プログラム改善及び効果
確認方法等、BRDC を疑う症例の標準的対応
工程を確立したい。 
 
193．規模拡大酪農場への重点指導の取組と
その成果:兵庫県朝来家保 浦滝香菜子、小
倉裕司 

畜産クラスター事業を活用し規模拡大し
た酪農場へ事業活動の一環として重点指導
を実施。当該農場は H29 年度にフリーバー
ン牛舎を新築、25 頭規模で全乳期一群管理
TMR 飼料給与に移行。当所は代謝プロファ
イルテスト（MPT）、血中ベータヒドロキシ
酪酸（BHB）簡易測定、牛体衛生スコア測定
を３年間継続して実施、結果を関係機関と
検討し指導。MPT の結果は、R1 年 8 月にか
け牛群全体の血中総コレステロールが低
値、飼料設計変更で改善するも乾乳群の別
管理の必要性あり。R1 年度には周産期疾病
が多発、乾乳期の群分け等指導。対策効果
判定のため、分娩前後の血中 BHB 濃度測定。
22 頭中 2 頭が異常値を示したのみで、疾病
発生件数も減少。牛体衛生スコアは、R1 年
12 月にかけて向上。継続指導により生産乳
量増加と乳質向上、周産期疾病が減少し、
経営安定につながったと考察。今後も酪農
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場が安定して生乳生産できるよう、家保は
関係機関と連携した支援を継続。 
 
194.管内和牛繁殖農家における飼養環境改
善への取組の 1 事例：鳥取県鳥取家保 髙
木翔矢、森利之 

管内和牛繁殖農家 1 戸において子牛が生
後 1 週間前後で不調を呈し、死亡する事例
が続発。令和 2 年 6 月に死亡した子牛を病
性鑑定したところ胸腺の発育不良、第三胃
潰瘍及び牛 A 群ロタウイルス遺伝子陽性を
確認。飼育環境改善のため哺育・育成牛舎
の整理整頓及び消毒を実施。対策後、令和
2 年 9 月に 3 頭の子牛を生産するが、うち 1
頭が 10 日齢で死亡。病性鑑定を実施したと
ころ胸腺の発育不良及び牛 A 群ロタウイル
ス遺伝子陽性を再び確認。生存子牛 1 頭に
ついて血液検査を実施したところ、初乳の
摂取不足が疑われた。また、哺乳器具のふ
き取り検査では、大腸菌群が分離。その為、
初乳給与量の見直し及び哺乳器具の消毒を
指導。その後子牛の発育は良好であるが、
安定した子牛の生産のために継続した衛生
管理が必要。 
 
195．管内肉用牛農場の農場 HACCP 認証取得
に向けた取組：島根県出雲家保 髙野涼子、
板倉悟 
 平成 29 年 4 月、管内和牛繁殖肥育一貫農
場から島根県畜産振興協会（以下、協会）
に農場 HACCP 認証取得希望の相談あり。農
場、協会、家保でシステム構築に取り組ん
だ。同年 8 月農場スタッフ 3 名及び家保職
員 1 名が指導員養成研修会を受講。その後
月１回推進会議を開催、文書・記録類を作
成、整備。模擬内部検証・審査によりシス
テムの検証を行い、令和 2 年 7 月に初回審
査を受審、8 月に認証取得。指導員研修受
講により知識の共有ができたこと、主任審
査員でもある協会職員からの助言を得られ
たことで、効率的な認証取得が可能となっ
た。また、取組の中で協会や家保が手本を
見せることで農場の理解が進み、段階的に
農場主体の取組へと移行。一方、指導及び
普及の面では知識・経験を有する人材の育
成・確保が課題。農場においては、整理整
頓、衛生意識の向上、作業の効率化、PDCA
サイクルの習慣化等の効果があったが、事
務負担が大きいことが課題。 
 
196．牛コロナウイルス病流行時における隠
岐家畜市場の衛生対応：島根県松江家保隠
岐支所 土江將文 
 令和 2 年 2 月に知夫村で本病初発事例を
確認後、島前地区で次第に感染拡大。同時
期に隠岐家畜市場が開催され、出荷牛の集
畜に加えて、全国の購買者が訪島し感染拡
大が危惧されたため情報提供と生産者間の
訪問自粛と健康畜の出荷を要請、農家間移
動の頻繁な関係者に防疫服の着用、長靴・
車両の消毒、購買者と市場運営者には市場

毎に防疫服・長靴カバー着用等衛生対応を
実施。島前地区では蔓延したが島後地区で
はみられなかった。隠岐市場は混乱なく開
催されたが、終了後市場に稽留された取引
子牛に蔓延。全頭搬出まで通常より 2 週間
長く繋留し、餌代等の経費が嵩んだ。購買
先の農場に下痢は波及せず、情報提供に対
する反応は好意的であった。本病罹患の肥
育牛の臨床症状は繁殖牛や子牛より比較的
重く、回復までに時間を要した。隠岐地区
は離島であるため各種感染症に抵抗性が低
く、ひとたび蔓延すると終息は困難。今後
は飼養衛生管理基準遵守を啓蒙し、感染症
を防除する方針。 
 
197．見島ウシの保存と生産振興：山口県北
部家保 木本結貴、原田恒 

昭和 3 年に天然記念物に指定された見島
ウシに対し、見島ウシ管理マニュアルに基
づいた飼養管理指導、生産性向上、見島ウ
シ保存の取組を実施。生産性向上の取組と
して、見島ウシ計画交配指針に基づいた交
配を指導、近交係数は 33～35%の間で推移。
希少精液を用いた種雄牛の造成を誘導し 2
頭の種雄牛候補を確保。人工授精の活用を
指導し平成 28 年度以降人工授精が定着。平
成 28 年以前と令和元年度の比較では子牛
生産頭数が年平均 13 頭から 30 頭、生産率
は 22.0%から 51.7%と改善。巡回時に飼養衛
生管理徹底指導を徹底。見島ウシ保存の取
組として、市の事業により共同牛舎を建設、
飼養管理の適正化と省力化を実践。地域お
こし協力隊制度を活用した後継者の育成を
支援。口蹄疫の発生を想定して、島外 3 か
所での分散飼育を実施。これらの取り組み
により令和元年に見島ウシ天然記念物指定
から 90 周年。見島ウシの保存と生産振興に
ついて関係機関で連携し今後も支援を継
続。 
 
198．本県 BSE 検査事業の現状と家畜防疫に
関する一考察：徳島県徳島家保 阿部敏晃
 2003 年 4 月に始まる BSE 検査事業は、本
県では化製場の敷地を借りて採材棟を設
置、死亡牛保管と採材を実施。検査頭数は、
初年度の 499 頭から漸減、検査対象月齢の
変更毎に著減、2019 年度は 53 頭、2020 年
度は 11 月までに 45 頭。しかし、この間直
接の検査経費以外に施設の修繕を主とする
遙かに多額の附随経費が発生、越境性伝染
病の侵入防止徹底の重要性を痛感。BSE で
は、当時汚染肉骨粉のリスク評価を誤り国
内侵入を許すも、他の越境性伝染病侵入も
背景の構造は同様と考察。国は「飼養衛生
管理基準」（以下「基準」）の策定、適用
により対応するも、侵入防止に奏功せず、
侵入の度毎に基準を厳格化するも、結局運
用困難乃至不可能な決め事は空文に過ぎ
ず。島国たる日本は水際における防止が可
能なるに拘わらず、侵入を許すは検疫体制
に不足あるに外ならず。直近の CSF 侵入･
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蔓延を受けての検疫官権限強化は遅きに失
すの感。伝染病防遏の責任は国民たる農家
ではなく一義的に国にあり。 
 
199．家畜保健衛生所のワクチン業務の受託
と今後の課題：愛媛県東予家保 三好舞、
宮城里美 
 当管内は令和 2 年度から県が畜産関係団
体から委託を受け牛、豚のワクチン接種を
開始したことから初年度の接種業務の状況
と今後の課題を報告する。ワクチン接種業
務に先立ち、マニュアルを策定するととも
に技術研修を開催した。接種は年中行って
いるが春季の異常産ワクチンが最も多い。
接種頭数は 12 月末時点で 3,219 頭と、昨年
実績と変わりなく家保に委託されることで
の減少は見られていない。ワクチン接種を
行うことで、準備や現場での作業、報告等
事務処理の業務が増加し、接種時は事故に
注意する必要があるなど精神的負担が増大
した。一方で、農家と意思疎通を図る機会
が増え農家の情報収集に役立った。また関
係団体と協議のうえ事務の簡素化を図っ
た。今後は家保の検査体制を活かし疾病予
防の有効性を確認しながら衛生指導やワク
チンプログラムの指導を行い、農家の生産
性向上や地域での感染予防の一助となるよ
う業務に励んでいきたい。 
 
200．と畜検査を活用した県産ブランド牛生
産性向上のための指導体制の構築：福岡県
両筑家保 松尾浩子 

「博多和牛」肥育農家から出荷牛の肝臓
廃棄率低減の依頼を受け、食肉衛生検査所
及び普及指導センター（普及所）と連携し
指導体制を構築。原因究明のため、①と畜
検査成績の分析、②肝臓廃棄群と合格群の
と畜時血液生化学検査及び病理組織学的検
査（病理）、③代謝プロファイルテストを
実施。①肝臓廃棄率は他農場平均より高く、
主な廃棄原因は肝出血。②肝臓廃棄群と合
格群では総コレステロールの平均値で差が
みられた（p<0.05）以外差はなく、病理所
見軽度。③18 か月齢でビタミン A（VA）が
30IU/dl 以下、18 か月齢以降で GGT 及び AS
T で異常値を複数頭確認。また、アルブミ
ン（Alb）が全月齢で低値。調査結果をもと
に家保、農場、普及所で対策会議を実施。
肝臓障害は VA 欠乏に起因すると推察。対策
として VA 投与時期の変更、バイパスアミノ
酸製剤等の投与等を開始。対策後、GGT、A
ST が異常値を呈した牛 10 頭について再検
査。GGT、AST は 7 頭で、Alb は 8 頭で改善
確認。今後も調査継続。 
 
201．管内農場の子牛呼吸器病低減の取組：
佐賀県北部家保 西川和雅、鬼塚哲之 

令和 2 年 5 月、成牛 73 頭、育成牛 22 頭、
子牛 21 頭を飼育する肉用牛繁殖農場で、子
牛 4 頭の死廃事故が多発。うち 1 頭は病性
鑑定の結果、牛マイコプラズマ肺炎と診断、

その他 2 頭も診療獣医師から肺炎と診断。
当該農場の現状把握のため、状況調査及び
飼養管理状況の聞き取りを実施し、①牛舎
（特にケージ、WC 及び飼槽）のこまめな清
掃・消毒、②踏込槽の消毒液の交換の徹底、
③牛舎の十分な換気、④農場内での家族間
の牛に関する情報共有、⑤異常のある牛の
早期発見と診療獣医師への連絡・相談を指
導。また後日、当所の牛マイコプラズマ肺
炎との診断を受け、塩素系消毒薬を用いた
細霧装置の導入及び飲用水の消毒も実施。
対策後、一旦改善傾向に転じたが、8～9 月
に悪化。暑熱ストレスの影響と推察。また、
細霧装置の効果については導入が 8 月であ
り、当該農家の呼吸器病等の感染症の発生
・治療状況や出荷成績等について今後も調
査・継続指導していく。 
 
Ⅰ－7 畜産技術 
 
202．県内初となる肉用牛農場における農場
HACCP 認証への取組：青森県むつ家保 今
井良、藤掛斉 
 H 農場は肥育牛 120 頭を飼養、地域の子
牛を購入、生産、加工まで手掛け、平成 30
年 11 月農場 HACCP の取組開始。畜産協会を
はじめ、４者による支援体制を構築、月に
1～2 回衛生管理や文書作成を指導。衛生管
理では、衛生管理区域の再設定、病原体の
持込・拡散防止、野生動物侵入防止、入退
場記録について明確化、強化。対策を周知
徹底し、衛生管理が向上。文書作成指導で
は、教育訓練をシステムから飼養衛生管理
上必要不可欠な基礎的な事項まで実施。取
組にあたり、モチベーション維持が課題。
対策として、あらゆる手段による支援、勉
強会の開催、単語帳を作成し配布。他の指
導員との意見交換や、担当者の指導員研修
受講に協力。取組により、飼養衛生管理の
強化、作業の文書化により作業への従業員
の理解度が向上。会議の継続的実施は人材
育成にも有用。令和 2 年 12 月に県内初とな
る肉用牛農場での認証を取得。他の農場職
員の取組参加を要請、継続的発展ができる
組織作りを推進。 
 
203．営農再開後のスマート酪農取組事例：
福島県相双家保 山本伸治、小林由希子 

近年、搾乳ロボット等を活用したスマー
ト酪農が注目されている。避難指示解除後、
営農再開した農家で搾乳ロボットの導入が
あったので、その有用性を調査。農場は成
牛 120 頭規模で、半数を搾乳ロボット、残
り半数をミルキングパーラーで搾乳するハ
イブリッド型酪農。ミルキングパーラー群
は 1日 2回搾乳で、平均乳量は 27kg/日/頭、
搾乳ロボット群は 1 日 3.2 回搾乳で、平均
乳量は 33kg/日/頭。搾乳ロボット導入によ
り労働時間が大幅に削減。一方、搾乳ロボ
ットに適さない個体、機械の故障等課題も
発覚。今後、当該農場は搾乳ロボットを 4
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台追加導入し、400 頭まで増頭予定。規模
拡大により新たな雇用や、周辺農家の営農
再開意欲向上など、地域全体の活性化が見
込まれる。今後も関係機関と連携し、「福
島イノベーション・コースト構想」の下、I
CT やロボット技術等を活用した新たな畜
産経営モデルとなるよう支援し、浜通り地
域の復興・再生を進めていく。 
 
204．ギガファームにおけるロータリーパー
ラーでの採材方法の検討：群馬県中部家保
湯野川景人 

近年 1 戸あたりの飼養頭数が増加し、大
規模農場で家畜伝染病予防法第 5 条に基づ
く告示検査を実施する場合、多大な労力を
要する。今回管内の成牛 1400 頭、育成牛 1
300 頭を飼養するギガファームにおいて、
スタンチョンなしフリーストール牛舎で飼
養される 2 群（300 頭/群）のロータリーパ
ーラー（パーラー）での効率的な全頭採材
方法を検討。牛と高さが同じになるようパ
ーラー出口付近に足場を設置。搾乳作業と
の兼ね合いにより、作業終了からパーラー
退出までの約 15 秒で採材。時間が短いため
採材に 2 人、採血牛の指示及び採材器具受
け渡しに 1 人、検体回収に 1 人、名簿記入
に 1 人、採材器具の補充に 1 人の 6 人体制
で実施。採材名簿はミルカーに表示される
自家番号で記録し、採材後に搾乳順データ
と照合して確認。従来の採材は乾乳期のス
タンチョンあり牛舎への移動後に順次実施
するため約 6 ヶ月を要する。今回の方法に
より、検査期間は 2 日に短縮、動員人数は
のべ 66 人から 12 人に減少し、家保及び農
場の負担は軽減。この方法は他の大規模農
場でも応用可能であり、今後も改良を検討。 
 
205．不耕起播種機を用いた簡易草地更新の
取り組み：群馬県浅間家畜育成牧場 有賀
陵馬 
 浅間家畜育成牧場では、近年草種の変化
や雑草の繁茂等により、自給飼料の栄養価
が低下。独立行政法人家畜改良センター茨
城牧場長野支場による優良品種実証展示事
業を活用し、不耕起播種機を用いた高冷地
における簡易草地更新の効果を検証。オー
チャードグラス 2 品種及びハイブリッドラ
イグラスにそれぞれチモシーを混合し、実
証展示ほを 3 試験区設定。令和元年 8 月に
不耕起播種機にて播種。収量調査ではハイ
ブリッドライグラスが高収量だが乾物割合
は最小。令和 2 年 6 月にロールサイレージ
42 個（25.2 トン）、8 月及び 11 月にロー
ル乾草各 22 個（各 6.6 トン）を収穫。播種
後 1 年目のため収量は減少したが、嗜好性
は向上。ロールサイレージの飼料分析では、
非繊維性炭水化物（NFC）が乾物中 22.4%、
サイレージ発酵品質（V スコア）が 97 点と、
高品質で栄養価の高い自給飼料と判明。収
量や栄養価等の経年変化を調査し、高冷地
における簡易草地更新の有用性について検

証を継続。 
 
206．浅間家畜育成牧場における発育向上へ
の取り組み：群馬県浅間家畜育成牧場 鹿
沼由香理 
 当場における H28 年度までの放牧期（5
～10 月）と舎飼期（11～翌 4 月）の平均日
増体量（DG）は 0.73kg、0.63kg。舎飼期の
DG は個体差が大きく、DG の低値は繁殖成績
へ影響するため、舎飼期の発育向上につい
て検討。個体管理可能な A 牛舎に低体重及
び発育不良牛を飼養し、個体別の配合増給、
高品質自給飼料及び購入乾草を給与。結果、
H29～H31 年度の舎飼期における DG は、H29
が 0.62kg、H30 が 0.79kg、H31 が 0.58kg。
H31 は特に 1～2 月で低値。場内で体測結果
を基に問題を共有し、飼養管理を再検討。
購入乾草を全頭給与した結果、2 月以降は
改善。放牧移行期の 4～5 月では、H29 が-0.
35kg、H30 が-0.47kg、H31 が 0.08kg で、H
31 は DG の落ち込みが軽度。退牧時の全頭
及び A 牛舎の妊娠率は、H29 が 92.2%、87.
9%、H30 が 96.0%、97.1%、H31 が 99.7%、9
6.7%。舎飼期の発育向上には、個体管理及
び良質な粗飼料の継続的な給与が重要。馴
致期から繁殖開始までの順調な発育を図
り、繁殖成績向上に努めたい。 
 
207．佐渡島におけるイネ WCS 給与による黒
毛和種肥育牛のビタミン A コントロール及
び肥育成績向上の取組：新潟県中央家保佐
渡支所 福留信司、佐藤香代子 
 佐渡島では平成 28 年から自給飼料の確
保に向け、イネ WCS の作付面積を拡大し、
粗飼料自給率は大きく向上。今回、特色あ
る佐渡産のにいがた和牛生産につながるこ
とを期待し、島内産イネ WCS 給与による黒
毛和種肥育牛の血液検査及び飼料分析を実
施。問題点を洗い出し、イネ WCS 給与時に
おける肥育牛のビタミン A（V.A）コントロ
ールを中心とした飼養管理プログラムを作
成。肥育牛の早期肉質診断を実施し、令和
2 年との比較で今後の枝肉成績向上が予想
された。他農場に対しては肉質成績向上を
目的に肥育牛研修会が開催され、V.A 等の
血液検査集計やイネ WCS 給与による V.A コ
ントロールについて講演や実地研修及び意
見交換を実施。島内産イネ WCS を利用する
ことで、佐渡産の肥育牛が特色あるにいが
た和牛につながることを期待し、関係機関
との連携を一層強化すると共に、生産拡大
から販売の段階まで 6 次産業化につながる
よう取組を継続していきたい。 
 
208．受精卵移植を活用した増頭支援対策と
その成果：富山県西部家保 田知慶久、飯
田佳代 
 管内の肉用牛肥育農場が繁殖部門を平成
28 年開始したが、繁殖素牛の高騰や子牛事
故の多発により目標飼養頭数を達成でき
ず。そこで、県内構築の受精卵移植(ET)実
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施体制を導入し、ET を活用した総合的な増
頭支援対策を実施。取り組みは、1ET 実施
体制の整備を行い、迅速な採卵計画の作成、
2 超音波診断装置を用いた早期妊娠鑑定お
よび分娩後早期の過剰排卵処置の開始、3
分娩監視通報システム活用による分娩管理
およびワクチンプログラムの変更。その結
果、1 酪農家 10 戸において、新鮮卵 94 個、
凍結卵 41 個を用いて ET を実施し、49 頭が
受胎、2 平均空胎日数は 113 日から 81 日に
短縮、供卵牛の平均空胎日数も短縮、3 子
牛の事故率は平成 29 年度の 43%から、令和
3 年度には 4.6%に減少。今回、ET を活用し
た増頭支援対策を行うことにより、子牛の
生産頭数が増加し、繁殖後継牛および和子
牛出荷頭数の増頭に繋がった。令和 3 年の
繁殖雌牛の目標頭数は外部導入を行わず達
成できる見込み。 
 
209．牛受精卵移植技術の継承：福井県家保
小林崇之、西川清文 

当所では、昭和 63 年度より牛受精卵移植
技術向上対策事業（ET 業務）を開始。令和
元年度、ET 業務の円滑な移行を目的に若手
技術者への技術継承に取り組んだので報
告。継承に向け、①繁殖技術、②選定技術、
③移植技術の順に習得に取り組み、移植を
実施。しかし受胎率は、24.1％（7/29 頭）
と低かったため、課内検討会を実施。その
結果、１）子宮操作方法、２）受精卵注入
部位、３）注入スピードに問題があると判
断。臓器を用いた再確認を実施。そこで子
宮操作時のハンドリング部位が浅いこと、
それに伴い移植器の注入部位も浅く受精卵
が子宮角深部まで到達していないことが判
明。また注入スピードが約 1 秒と速く、移
植器内に液が残留し受精卵も残留している
可能性があることが判明。以上のことから、
移植器の内筒注入部位を今よりも子宮角深
部に設定。また受精卵の注入スピードを約
10 秒に設定。その結果、受胎率は 60.0％（2
4/40 頭）に向上し、8 月以降の受胎率は、
常に 50％以上を維持。 
 
210．管内一酪農家における暑熱対策の実態
：長野県佐久家保 高橋陽子  

近年問題視されている地球温暖化の影響
は、標高の高い地域においても影響が懸念。
2020 年夏、フリーストール 346 頭飼養の酪
農家において暑熱対策設備の効果を検討。
搾乳牛舎天井のファンの角度の変更・増設、
ミスト噴霧設備の新設等を実施。牛舎内の
風速・温度・湿度を測定。変更前の５月に
は、温度が 16,6～21.1℃とばらつきが認め
られ、風速 0～0.9m/s の箇所があり、牛が
風速 1.0m/s 以上の場所に集中。既存のファ
ンの位置を下げ、角度を 60°に変更、ファ
ンを 10基増設後の 7月に環境改善状況を確
認。風速 0.7～3.9m/s、温度 21℃前後とほ
ぼ一定、牛は一箇所に集中することはなく、
改善効果が認められた。生産性への効果判

定として、2019 年 9 月と 2020 年 9 月を比
較。1 頭当たりの出荷乳量は 28.2kg/日か 2
9.1kg/日に増加、平均授精回数は 2.4 回か
ら 2.3 回に短縮、初回受精の受胎率は 17％
から 27％に改善、生産性向上への寄与が示
唆。 
 
211．飛騨牛繁殖研修センターへの支援の取
組み：岐阜県中濃家保 岩井歩、浅井礼子 

飛騨牛繁殖研修センター(以下 BTC)は、
県内の和牛繁殖農家の担い手育成のために
岐阜大学、全農岐阜県本部、岐阜県の 3 者
が共同で設置した施設である。就農者支援
を行うにあたり、家保は衛生管理指導、生
産性向上(損耗防止)対策、繁殖管理指導を
行った。BTC の農場を具体例とした飼養衛
生管理基準に関する講義の実施や、生産性
を阻害する疾病の一例として牛伝染性リン
パ腫の抗体検査による対策、哺乳舎で発生
したコクシジウム症への対策の指導を実施
した。また BTC では交雑種繁殖牛に 2 卵移
植を実施しており通常の管理とは異なるこ
とから、代謝プロファイルテストを活用し
た牛群管理方法の指導も行った。繁殖管理
指導では、膣鏡を使った発情の見分け方、
発情確認の際の衛生管理手技の実習も行っ
た。BTC は毎年研修生が新たに入っていく
ことから、飼養衛生管理意識の高い就農者
を育成できるよう今後も支援を継続してい
きたい。 
 
212．管内肉用牛肥育農家グループにおける
肥育管理指導：三重県南勢家保 黒石菜乃
花、林義規 
 管内松阪牛肥育農家グループにおいて枝
肉重量（以下枝重）の増量を目的に平成 25
年度から指導を開始。家畜保健衛生所（以
下家保）、畜産研究所（以下畜研）、中央
農業改良普及センター（以下普及）及び農
業協同組合（以下 JA）と連携。平成 25 年
から令和 2年 11月の間に導入された黒毛和
種について述べ 48戸の 175頭より延べ 462
回の血液生化学検査を実施。家保は血中ビ
タミン A（以下 VA）等の値を分析し普及、
畜研と連携し飼養管理や飼料設計の改善指
導を実施。更に JA から提供された出荷牛の
肉質データを合わせ勉強会を開催。平成 25
年から平成 30 年までの出荷牛で 13 ヶ月齢
の血中 VA 値は 43.1IU/dL 増加（平均 72.1
から 115.2IU/dL ）、21 から 22 ヶ月齢の血
中 VA 値は 17.8IU/dL 低下（平均 40.1 から
22.9IU/dL）し基準値に近づけることができ
た。また枝重は 30.16kg 増量（平均 423.25
から 453.4kg）した。各関係機関が連携す
ることで精密な農家指導に繋がったと考え
る。 
 
213．牛母子免疫型ワクチンを活用した熱処
理初乳による子牛の生産性向上の効果：京
都府丹後家保 井上厳夫 坂田貴洋 

【はじめに】和牛繁殖農家で健康な子牛
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を育成、出荷するためには、良質な初乳の
給与が不可欠。当所は「熱処理初乳バンク」
の取組みを平成 24 年度に既報。10 年経過
後の状況について調査、概要を報告。【方
法】一酪農家のホルスタイン種母牛に母子
免疫型ワクチン(下痢 5 種混合不活化、呼吸
器病 6 種混合)を分娩前接種。分娩後 1～4
回目の初乳を回収、比重を測定、60℃30 分
間加熱処理後に凍結保存。この初乳を和牛
農家の黒毛和種子牛に生後 6 日間給与。前
回報告で凍結初乳給与子牛に母子免疫型ワ
クチンの移行抗体を確認済み。【結果】加
熱処理初乳を 26回処理、210リットル生産。
180 リットルを和牛農家へ供給。出荷子牛 1
4 頭の日齢体重（平均 1.08kg/日）kg 単価
（平均 1,960 円/kg）は取組み前比で改善。
平成 28年度から令和 2年度までの診療回数
(平均 3.2回／頭)と治療費(平均 8,135円／
頭)も取組み前比で低水準。別農家が疾病予
防を目的とした人工哺乳に取組む等、波及
効果を確認。 
 
214．大規模農場における乳質改善指導の現
状と課題：岡山県井笠家保 神田優衣、武
藤多佳子 
 令和 2 年度から中国 5 県で統一乳質評価
基準の運用が開始され、細菌数 10 万個/ml
以上で乳価減算となった。管内の 8 割以上
の生乳を生産する大規模農場においては、
細菌数が基準を超過するケースがみられ、
収入減や廃棄乳の増加を懸念。バルク乳検
査で耐熱性菌検出率及び耐熱性菌数が高値
で推移していたため、細菌数低減対策とし
て洗浄や搾乳環境に着目して、バルク毎の
乳汁検査、搾乳機器の拭き取り検査及び洗
浄モニタリングを実施。結果、搾乳機器の
点検や洗浄方法の不備を確認。関係機関と
協力して改善指導を行うことにより、農場
の搾乳衛生に対する意識が向上。大規模農
場では、牛群検定に未加入、搾乳や牛群管
理が複数の従業員によって行われる、搾乳
設備の構造が複雑等の様々な課題がある。
今後、従業員に対する勉強会を行ったり、
搾乳機器メーカーとも連携しハード面から
も改善指導等に取組むことで、より良質な
生乳生産が期待される。 
 
215．阿東地域における山口型放牧の推進：
山口県中部家保 田邊真之、落合芳子 
 山口市阿東地域は、平成 20 年以降畜産農
家が減少。家畜の省力的管理のため、畜産
農家に山口型放牧を誘導してきたが、近年
取組が停滞。一方、集落営農法人（以下、
法人）は条件不利農地の利用権解約を検討
し、水稲耕作に代わる農地利用法の模索が
急務。当所は関係機関と連携し、法人へ放
牧を利用した肉用牛経営導入を誘導。意向
調査で放牧取組意向を示した法人の農地
に、あとう和牛振興センター（以下、セン
ター）の繁殖牛を放牧。法人は、農地に飼
料作物を作付し、放牧を実施した結果、農

地の省力的管理や交付金を獲得。センター
は、放牧により飼料費を削減。法人は、中
期経営計画に肉用牛経営導入を記載。今後、
子牛生産による新たな収入源獲得、畜産部
門の新規雇用による担い手確保に期待。放
牧以外にも、法人はセンターへ粗飼料供給
を開始し、地域内での飼料流通を実現。今
後も、山口型放牧を活用した法人の肉用牛
経営への参加を誘導・支援。 
 
216．新たなニーズからの放牧活用を支援
（第 1 報）：山口県西部家保 上野智加、
藤田 亨 

子牛の市場価値が高く、放牧する畜産農
家が固定化されるなかで①耕種農家や②自
治会等、新たなニーズからの放牧活用の取
組を支援。①耕種農家からの休耕農地管理
に放牧を活用する相談には、事前準備や放
牧中の管理等について重ねて指導。放牧地
のべ 7.1ha に約 8 か月間肉用牛を放牧。家
保が事前指導や放牧中の支援を密にした結
果、耕種農家主体の放牧管理を長期間維持。
②地域ぐるみで鳥獣被害対策に取り組む自
治会に対し、農林事務所が支援プロジェク
トを設立。3 年間の計画作成に係る協議を
自治会と重ねた結果、地区内に点在し隠れ
家となる耕作放棄地の管理に山口型放牧を
活用。対象地は集落点検により選定し、地
域の同意や電気牧柵等の放牧環境の整備は
自治会、家保は放牧に係る事前指導や放牧
牛の確保調整等、役割を分担。今後は、計
画に基づき、自治会への放牧支援を行い、
鳥獣被害対策の効果を検証。 
 
217．繁殖農家指導のための子牛市場上場時
の栄養度判定利用の検討：愛媛県中予家保
枡井和恵、中村嘉宏 

尾枕の付着が管内繁殖農家への収益性向
上のための指導指標となるか検討するた
め、県内 N 市場に上場した管内子牛の栄養
度調査を実施しセリ価格と比較。2018 年 6
月から 2020年 12月までの計 16回の市場に
上場した管内子牛 325 頭を調査。管内上場
牛は、平均 266.4 日齢、体重 280.9 ㎏、体
高 114.7 ㎝、セリ価格 627.1 千円。価格と
日齢体重には正の有意の相関があり、発育
良好な子牛が高い価格に繋がると考えられ
た。臀部の栄養度別では、判定 4～6 が 252
頭（77.5％）、判定 7・8 が 73 頭（22.5％）
で顕著な尾枕を確認。日齢単価は判定 5 が
2,532 円と最大、判定 5 からの増減に伴い
単価が低下し、判定 8 が 1,988 円と最低。
尾枕の付着は市場評価を落とす一つの指標
となると考えられた。農家別では尾枕付き
となる割合が最も高い農家で 42.9％、低い
農家で 4.4％。尾枕付着の多い農家は飼養
管理の見直しが必要な可能性がある。今後
も継続して調査するとともに、管内繁殖農
家指導に活用したい。 
 
218．管内におけるツマジロクサヨトウの発
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生状況と対応策の検討：愛媛県南予家保 
平野徳之、兵頭強 

2019 年に日本で初確認されたツマジロ
クサヨトウは、管内でも同年、飼料用トウ
モロコシで発生が確認。管内酪農家は自給
トウモロコシへの依存度が高く、今後の継
続的な被害が推定されることから、管内の
発生状況確認と対応策の検討を実施。ツマ
ジロクサヨトウの食害の特徴は、①トウモ
ロコシに対する嗜好性が強い、②柔らかい
茎葉を好み、草丈 50～80 ㎝程度の生育初期
に加害が多い、③繁殖力が旺盛、④中齢以
降の幼虫は発見が困難かつ防除薬剤がかか
りにくい、⑤殺虫剤の効果が限定的、等。
管内農家は、被害が限定的、防除の労力負
担が大きい、等の理由により防除を実施し
た農家はごく一部。本害虫に対する現時点
で最良の対応策は、除草剤散布時期となる
草丈 30～50 ㎝頃に入念な圃場の観察を行
い、幼虫の早期発見・早期防除に努めるこ
とと考える。また、最新の知見の収集に努
め対応策のブラッシュアップが必要。 
 
219．管内肉用牛一貫農家の繁殖管理におけ
る IｏT 技術活用事例：高知県中央家保香長
支所 尾﨑生光 
 繁殖管理の省力化や効率化を図るため、I
oT 技術を応用した牛群管理システムと発
情発見装置の実証試験を管内肉用牛一貫農
家で実施。発情検知率と正確性、繁殖台帳
としての有用性を検証。15 ヶ月間の発情検
知率は 100%。発情検知のうち 63.1%は、農
家が牛舎に不在時。発情検知数 44 回のう
ち、非発情期に発情と検知されたのは 25
回。要因は同居牛の発情 12 回、牛群の変化
2 回、卵胞嚢腫 1 回、不明 10 回。農家が発
見できた発情は全て検知しており、牛舎不
在時でも発情発見が可能。しかし、非発情
期の発情検知も多く、発情周期の確認と牛
の観察は必要。農家からは「繁殖台帳とし
て雌牛の血統、妊娠鑑定予定牛、子牛の日
齢などの検索がスムーズに行える。」、「農
繁期など目が行き届かない時期に助かる。」
と高評価。今回の検証から IoT 技術を応用
した牛群管理システムと発情発見は、有効
であると考察。今後は補助事業を活用し、
本格的な活用を図る。 
 
220．管内肉用牛繁殖農家の IoT 技術導入：
高知県中央家保田野支所 青木悦成 
 畜産現場の情報技術高度化が進む中、本
県は土佐あかうしの生産性向上を目的とし
て、株式会社ファームノートの牛群管理シ
ステムとセンサー（発情検知等）を契約し、
県内肉用牛繁殖農家にて実証展示。管内の
3 戸に導入し、設置・使用方法の指導や運
用補助、データ解析といった家保の支援の
下、畜主及び家畜人工授精師が活用。分娩
予定日順の妊娠牛一覧等のリスト作成や、
作業中のスマートホンでの個体情報確認に
より、牛群管理と作業効率が向上。常時の

情報共有とリスト閲覧により、家保巡回が
円滑化。一方、故障の監視、発情通知と実
際の発情徴候を考慮した授精適否の判断、
データの解釈など、課題を確認。今後は蓄
積したデータを元に、センサー装着対象牛
の効果的な選定や、農家毎の課題の洗い出
しを行い、繁殖成績の向上を目指す。 
 
221．牛の体温測定における非接触型体温計
の有用性について：高知県中央家保嶺北支
所 濱﨑健太 

体温測定は家畜の体調管理や健全性、生
理的変化を知るための基本的かつ重要な指
標。従来、牛の体温測定は水銀体温計を用
いた直腸温検査が一般的だが、糞便に接触
するリスクや蹴られる危険性、測定に時間
がかかることなどが課題。今回、赤外線検
出を応用した非接触型体温計を用いて牛に
おける有用性を検証。検証１として、非接
触型体温計による測定で直腸温と最も相関
のある部位を検証。その結果、耳内による
測定で最も相関が高いことが判明。検証２
として、水銀体温計、電子体温計を用いた
直腸温と非接触型体温計を用いた耳内温を
測定。結果、高い相関があることが判明。
非接触型体温計による耳内温度測定は簡便
かつ大幅な測定時間の短縮ができることか
ら、牛の体温測定ツールとして有用。今後
は普及に向け、外気温や湿度との関連性も
検証したい。 
 
222．長距離輸送を伴う黒毛和種子牛の血液
分析～博多和牛の肥育技術・品質向上に繋
がる輸送対策検討～：福岡県中央家保 深
水大、黨征志郎 
 長距離輸送がもたらす黒毛和種子牛(子
牛)への影響を調査し、対策を検討するた
め、県外離島家畜市場から約 150km・5 時間
の輸送を経て、本県の肥育農場へ導入され
た子牛 19 頭の血中コルチゾール(COR)、他
10 項目の変動及び相関を分析。輸送により
有意に増加した項目は、遊離脂肪酸(NEFA)
・Glu・TP(p<0.001)、COR・BUN・GOT・GPT
(p<0.05)、有意に減少した項目は VA(p<0.0
01)。項目間に有意な相関が認められたの
は、輸送前：COR・NEFA(r=0.60、p<0.01)、
GOT・GPT(r=0.56、p<0.05)、輸送後：COR
・NEFA(r=0.57、p<0.05)、NEFA・GOT(r=0.
50、p<0.05)、VA・GOT(r=-0.51、p<0.05)、
VA・GPT(r=-0.50、p<0.05)、GOT・GPT(r=0.
72、p<0.001)。長距離輸送による血液成分
値の変動は、エネルギー不足、体脂肪動員、
肝臓での代謝亢進等の影響を反映したもの
と推察。子牛に対する糖類、中鎖脂肪酸、
ビタミン A 等の補給は、導入後の順調な発
育、最終的には市場評価・価格の向上に繋
がると期待。 
 
223．肉用牛繁殖農場に対する繁殖指導方法
改善の取組み及びその効果：長崎県壱岐家
保 中山航、日高裕介 
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 肉用牛繁殖農場 25 戸を対象とした、2 か
月に 1 度の畜産関係機関協働による繁殖管
理、飼料給与、子牛育成等の技術指導にお
いて、当所は繁殖指導を主に担当。従来、
巡回時に農場の繁殖状況を記録、帰庁後分
析していたため、指導当日は 2 か月前の繁
殖成績しか農場に提示できず、リアルタイ
ムな検討ができなかった。令和 2 年度から
当該情報を巡回前に把握することとし、対
象農場や家畜人工授精師に繁殖状況や授精
日の事前提供を依頼。加えてデータ分析に、
繁殖成績を容易に出力できる表計算シート
を用い効率化。また、時限的巡回の中で効
率的に指導を行うため農場毎に繁殖管理の
課題を示す資料を事前作成。本取組みによ
り農場主との協議時間も十分に確保され、
当該年度末の対象農場全体の繁殖成績は、
初回授精日数が平均 60 日(前年度比 1.8 
日減)、受胎日数が平均 98.4 日(同 6.9 日
減)となった。今後も壱岐の繁殖成績向上に
寄与したい。 
 
224．乳汁中妊娠関連糖蛋白質を用いた検査
の有用性：大分県宇佐家保 藤田敦己、利
光昭彦 
 乳汁中妊娠関連糖蛋白質（以下、PAGｓ）
を用いた検査の有用性を調査。本年 8 月末
時点、延べ 100 頭以上の PAGs 検査成績をも
つ管内 3 農場を選定。PAGs 検査と直検の成
績を比較。A・B 農場 2019 年 1 月、C 農場同
年 6 月より PAGｓ検査の取組開始。調査頭
数は、A 農場延べ 216 頭、B 農場延べ 153
頭、C 農場延べ 108 頭。PAGs 検査(+)につい
ては妊娠的中度(直検(+)/PAGs 検査(+))を
算出。A 農場 96.2%、B 農場 79.8%、C 農場 9
1.9%。PAGs 検査(-)については直検未実施
のため、不妊娠的中度(直検(-)/PAGs 検査
(-))の算出不可。結果判明時授精後平均日
数(PAGs 検査・直検)は、A 農場 34.2 日･52.
8 日、B 農場 33.0 日･55.4 日、C 農場 34.9
日･67.9 日。PAGｓ検査の活用により早期に
高精度の妊娠判定できることを確認。PAG
ｓ検査(-)は結果判明直後受胎に向けた処
置を行ったと推察。以上より、PAGs 検査は
空胎牛の早期発見による分娩間隔短縮に寄
与できると考察。今後、PAGs 検査を普及し
つつ、飼養衛生管理基準の遵守等の衛生指
導を行い、生産性向上及び衛生管理兼備の
農場作りを支援していく。 
 
Ⅰ－8 その他 
 
225．家畜人工授精年報等集計システムの開
発及び普及の取り組み：秋田県中央家保 
千葉祐子 石川すばる 
 【目的】家畜改良増殖法の改正により、
人工授精等情報の記録や人工授精用精液及
び受精卵の受け払いの記録の重要性が増
大。若手生産者を中心に大規模経営体が増
え、生産者が扱わなくてはいけないデータ
も膨大化。毎年の作業負担である家畜の種

付け等成績報告書作成及び集計を軽労化す
るため、集計システムを開発・普及。比較
的パソコンになじみがある若手生産者をタ
ーゲットとした。【開発】汎用的な集計手
段として、マクロを使用しないエクセルフ
ァイルでの集計システムを開発。必要デー
タの入力をすれば数手順のクリック操作だ
けで報告書を作成可能。【結果】集計シス
テムを活用した報告数は 5 件に止まった
が、次年度からの活用希望者もおり、使用
者は軽労化を実感し、チェック作業の時間
短縮にも繋がった。難しそうという意見も
あり、今後も改良・普及を継続し、家畜人
工授精師のデータ管理の省力化を図ってい
く。 
 
226．牛の真菌性脳炎の 2 症例：福島県中央
家保 岩永海空也、今井直人 
 症例 1は 30頭飼養規模繁殖農場で胎齢 2
47 日の黒毛和種死産胎子。大脳脳溝は充血
し、左脳髄膜は混濁。大脳及び小脳髄膜に
好中球主体の炎症細胞浸潤を認め、一部で
は灰白質にも波及。病変部に真菌構造を認
め、真菌性化膿性髄膜脳炎と診断。症例 2
は 50 頭飼養規模繁殖農場で出生時よりふ
らつきなどの神経症状を呈し 12 日齢で死
亡した黒毛和種子牛。胸腺矮小、左側大脳
の前頭葉及び線条体に充出血、脳実質の軟
化。同部位及び間脳に炎症細胞集簇、壊死
性血管炎などを認め、左側線条体では神経
網の粗鬆化、神経細胞の減数。病変部に真
菌構造を認め、真菌性脳炎と診断。2 症例
とも真菌分離陰性であったが、菌糸の形態
より異なる菌種と推察。いずれも日和見感
染が示唆され、症例 1 は胎内感染、症例 2
は胎内もしくは生後に副鼻腔を介した感染
の可能性。感染経路特定のために検査材料
として胎盤も重要。胎子及び子牛の真菌性
脳炎は生前診断が困難で、報告も少なく貴
重。 
 
227．股関節脱臼を呈した重複脊髄症例と重
複脊髄についての一考察：福島県中央家保
 町田拳、今井直人 
 令和 2年 11月生まれの黒毛和種子牛が出
生時より左股関節脱臼による起立不能を呈
し、1 ヶ月齢で病性鑑定を実施。左大腿骨
頭靭帯が断裂し大腿骨頭が背側に脱臼、大
腿骨頭周囲の筋組織に結合組織が増生。脊
髄の第 12 胸髄～第 1 腰髄に脊髄空洞症、第
1 腰髄～第 1 仙髄で硬膜内に 2 本の脊髄が
存在する重複脊髄を確認。これらの病変に
より後肢の運動障害が生じ、起立時の転倒
等で股関節が脱臼したと推察。県内で重複
脊髄が散発しているため、本症例を含め過
去 5 年間の 5 症例を比較。重複部位は異な
るが腰髄以降の重複が共通し、他の奇形も
散見。全症例で後肢異常、4 症例で起立不
能、2 症例で頭部の振戦という中枢神経様
症状を確認。また、黒毛和種、ホルスタイ
ン種で発生し、母牛の産歴は 2～7 産で、遺
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伝的な要因は認めず偶発的な発生と推察。
以上のことから、重複脊髄は多様な症状を
発現するため、後肢異常を伴う症例では検
索が必要。 
  
228．ロボットの活用による牛検査台帳作成
の効率化：茨城県県北家保 三浦達弥、根
本聡実 
 茨城県庁では、令和元年度から ICT を活
用した業務の生産性向上や働き方改革推進
の一環として、RPA（Robotic Process Aut
omation：ソフトウェアロボットによる業務
の自動化）の導入を開始。家畜保健衛生所
は、大規模酪農場でのヨーネ病検査や豚熱
ワクチン接種等により業務量が増加。業務
負荷軽減を図ることを目的に、牛検査台帳
作成に RPA を導入。RPA 導入にあたって、
従来の業務手順に無駄な工程がないか、ロ
ボットが苦手とする複雑な判断を要する処
理がないか等を検討し、茨城県庁改革推進
グループにロボット開発を依頼。手書き野
帳の電子データ化から、生年月日や名号等
の情報を収集した台帳作成まで、ロボット
による自動化を実現。当家保の年間検査頭
数は 13,800 頭で、牛検査台帳作成に要する
時間は 345 時間であったが、RPA 導入によ
り 11.5時間となり 333.5時間の削減。今後、
県内全家保へ使用方法の説明やフォローを
しながら普及させることで、RPA 導入効果
はさらに向上する見込み。 
 
229．３年間の預託牧場での BRDC 発生状況
と体表温センサによる発熱検知：栃木県県
央家保 安西真奈美 

過去 3 年間にわたり、開発中の体表温セ
ンサを牛呼吸器病症候群（BRDC）が多発す
る冬季の預託牧場の子牛に装着し、BRDC 発
生状況の調査と体表温センサの有用性を検
証。発熱検知頭数の増加は二峰性に認めら
れ、第 1 の発熱は Mx タンパクの上昇から牛
コロナウイルス感染による発熱、第 2 の発
熱はハプトグロビンの上昇から炎症を伴う
細菌の二次感染による発熱と考察。個別治
療頭数は、H29 年 40 頭、H30 年 28 頭、R 元
年 6 頭で、牛舎が新設された R 元年に著減。
R 元年は環境改善により H29 年、H30 年と比
較して牛舎内日較差が有意に小さく抑えら
れたためと考察(P<0.05)。また、治療個体
の発熱積算値は、治療日前から上昇傾向。
発熱検知基準を発熱積算値 4 に設定する
と、治療回数の予測精度が最も高かった（単
回帰分析、補正決定係数：0.65）。以上、
体表温センサは、発熱個体を早期に発見可
能で飼養衛生管理の省力化及び効率化に有
用。早期治療や環境対策により BRDC の被害
低減に期待。 
 
230．県内死亡牛ＢＳＥ検査の現状と対応：
埼玉県中央家保 渡部修弘 平田文吾 
 牛海綿状脳症(以下、BSE)は平成 13 年の
初発から国内で 36 頭確認。国は平成 14 年

に BSE 対策特別措置法を制定、平成 16 年に
BSE 特定家畜伝染病防疫指針(以下、指針)
を策定。平成 21 年を最後に発生はなく、平
成 25 年に国際獣疫事務局(OIE)から「無視
できる BSE リスクの国」に認定。平成 27
年の指針改正で死亡牛の検査対象月齢を 2
4 か月齢以上から 48 か月齢以上とし、更に
平成 31 年には起立不能等の牛を除き 96 か
月齢以上とした。本県では平成 15 年に BSE
検査施設を整備、死亡牛の検査を開始。令
和 2 年 10 月末までに 10,072 頭の検査を実
施、全て陰性を確認。年間検査頭数は当初
の 946 頭から減少し続け、平成 31 年の改正
後は 178 頭となった。これに伴い、担当職
員を 4 人から 2 人に減員、年間開場日数を
290 日から 225 日に削減。また、精度管理
のため、検査の標準作業書を作成。施設老
朽化の中、今後も現状の検査が継続すると
見込まれることから、より正確で効率的な
検査体制を検討していく。 
 
231．管内一乳肉複合農場の子牛の慢性下痢
症に対する衛生管理向上の取組：神奈川県
県央家保 横澤こころ、小嶋信雄 

当該農場は乳用牛約 50 頭、肉用牛約 400
頭を飼養、乳用牛部門の従事者 3 名で肉用
子牛の生産・育成管理をしており、6 月頃
から哺乳・育成舎で慢性集団下痢症発生。
家保は診療獣医師より相談を受け、病性鑑
定を実施、有意な病原体は検出されず。家
保から飼養環境改善のため牛房の清掃消毒
を提案し、方法を指導。農場従事者は徹底
的な清掃消毒実施。また、哺乳子牛の消化
不良対策で、農場従事者、獣医師、畜産技
術センター普及指導課、家保で、哺乳管理
状況確認とミーティングを実施。ミルク調
整・器具洗浄・消毒方法等の手順を確認し、
問題点を共有。従事者各々の手順を平準化
するためマニュアルや記録様式を作成。そ
の結果、農場従事者の衛生意識が高まり、
定期的な清掃消毒実施、衛生管理の徹底、
従事者間の情報共有が図られる等改善し、6
～8 月は平均 12 回/月あった治療回数（初
診）が 9～10月には 4回/月と大幅に減少し、
衛生費低減。引き続き支援を継続。 
 
232．肉用牛衛生指導事業および受精卵移植
を活用した経営改善支援：福井県家保 西
川清文、小林崇之 

令和２年６月、管内肉牛農家から肉用牛
衛生指導事業（事業）を再開したい旨、家
保に連絡あり。飼養者は平成３０年に父親
から繁殖および肥育経営を引き継ぐが、経
営悪化により飼養頭数が減少。現在、他の
仕事を兼務。事業再開前の事前協議で、今
後畜産業のみで生計を立てたい意向で、繁
殖と肥育の一貫経営を希望。協議の結果、
飼養者の技術を段階を踏んで習得、向上さ
せるため、当面繁殖経営に専念の方針に変
更。協議時点で繁殖牛６頭、肥育牛２頭、
育成牛２頭を飼養。繁殖牛は月齢が経った
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未経産牛、空胎日数が長い経産牛で、農場
には繁殖設備なし。早期受胎のため家保が
全頭受精卵移植（ET）実施。肥育牛は状態
が悪く廃用。育成牛は肥育農家に出荷。８
月から事業を開始し、繁殖および飼養衛生
指導を実施。ET も継続。その結果、１０月
の事業で全頭受胎確認。令和３年１月に子
牛が誕生、肥育農家へ出荷。今後も ET や事
業を通じて飼養者最終目標の一貫経営を目
指す支援を継続。 
 
233．豚熱発生地域の養豚業再生支援への取
り組み：岐阜県中央家保 鈴木慈生、溝口
博史 

豚熱は平成 30 年 9 月に発生以降、9 農場
で確認。経営再開にあたり、農場の衛生管
理上の問題点を整理。①飼養衛生管理の状
況確認及び疫学調査チームの指摘事項への
対応で、県独自の再開条件に設定した専門
家（養豚開業獣医師協会）を交えた現地確
認を実施し、農場ごとに指導・助言。②農
場整備に国及び県の補助事業を円滑に受け
られるよう、県関係機関、市町等と連携し、
農場を支援。③豚熱非発生地域からの豚の
導入を円滑にするため、出荷先と農場を結
ぶ中継地点の設置及び作業マニュアルに沿
った受け渡しの現地確認により、有事の際
に出荷元農場を移動制限措置の対象外に区
分。再開直前の最終確認で、飼養衛生管理
基準の適合状況確認及び環境検査を実施。
令和 3 年 1 月末現在、6 農場が再開。今後
も、再開準備中の農場への支援を継続し、
豚熱ワクチンの適切な接種及び飼養衛生管
理基準の徹底を両輪とした豚熱等の特定家
畜伝染病の侵入防止対策指導を継続予定。 
 
234．腎異形成および眼球形成異常を認めた
黒毛和種新生子牛の１例：岐阜県中央家保
藤木省志、溝口博史 

本症例は 2020 年 3 月、分娩予定日 2 週間
超過して娩出された黒毛和種新生子牛。出
生時より自発呼吸微弱で生後間もなく斃
死。母牛に異常なく、異常産 4 混ワクチン
接種済。父牛は遺伝病のクローディン 16
欠損症、IARS 異常症及び眼球形成不全症フ
リー。剖検では出生時体重 17kg、眼球は小
さく、視神経乳頭が後眼房へ漏斗状に突出。
腎臓は小さく、多数の腎葉に分かれ腎杯が
拡張。病理組織学的検査では、腎臓では大
小不同で未熟な糸球体、嚢胞状に拡張した
尿細管や直径が小さく内腔が狭小化した尿
細管、髄質間質に疎な結合組織増生を認め
た。眼球では突出した視神経乳頭にロゼッ
ト状に網膜上皮が配列(網膜形成異常)。胎
盤に化膿性炎症。牛ウイルス性下痢ウイル
ス及びネオスポラ特異遺伝子は不検出。ア
カバネウイルス中和抗体価は母牛 16 倍、本
症例 2 倍未満。病理組織所見から腎異形成、
多発性眼球形成異常及び化膿性胎盤炎と診
断。眼球や腎臓の肉眼及び組織所見はヒト
の腎コロボーマ症候群に類似。 

 
235．黒毛和種肥育農場の農場 HACCP 認証取
得に向けた取組み：三重県紀州家保 植木
裕也、若原繁樹  

管内黒毛和種肥育農場は、販路開拓を視
野に、平成 29 年 10 月から農場 HACCP 認証
取得に取り組み、令和元年 11 月には推進農
場に、令和 2 年 11 月には認証農場に指定さ
れた。当所は外部専門家および内部検証員
として、飼養衛生管理強化と HACCP 計画の
構築を指導した。前者では、来場者に車両、
手指、靴底の消毒と入出場記録への記帳を
徹底させたほか、飲水の異物混入防止対策
や定期的な水質検査の実施等についても指
導した。後者では、必須管理点に抗生物質
と注射針の残留を設定し、治療時に休薬期
間、注射針残留の有無の記録を取り、出荷
時に確認することで管理した。農場 HACCP
に取り組んだ結果、作業内容の文書化によ
る業務改善や従業員の飼養管理技術向上等
の効果があった。加えて、経営者の当所に
対する印象が改善し、当所職員の肥育経営
に関する理解も深まった。経営者は、農場
HACCP の運用を生産性向上に繋げたいと考
えており、当所は内部検証等でこれを継続
的に支援する。 

 
236．京都府中丹地域における和牛繁殖農家
支援の取組：京都府中丹家保 岡本和久、
林道也 

【はじめに】中丹子牛せり市（せり市）
上場頭数が年々減少する中、空胎防除に伴
う繁殖診療を当所が新たに担うこととなっ
た。以降、継続した取組概要を報告。【方
法と結果】N 農協管内繁殖和牛農家 13 戸（R
2年度母牛飼養頭数計 109頭、2～23頭規模）
を対象に月 2 回の頻度で繁殖巡回を実施。
巡回時には飼養衛生管理指導、血統・交配
指導も実施。H22 年度と H30 年度から R2 年
度までの直近 3 年間の成績をとりまとめ比
較。【成果】飼養頭数は平成 22 年度と比較
し、近年の成雌牛 100 頭強とほぼ変わらな
い数値を維持。せり市取引頭数においても
N 農協管内では平均 81.3 頭を維持し、せり
市の取引頭数が減少の中、維持に大きく寄
与。せり市における子牛平均販売価格（税
抜）が全体と比較して N 農協管内の方が H2
2 から R2 の平均よりも 3.1 万円高く、本取
組の成果を確認。【まとめ】当所は今後も
質の高い巡回指導を継続。上場頭数の維持、
向上と京都生まれ京都育ちの和牛の増産に
貢献。 
 
237．和牛繁殖・肥育一貫経営に転向する酪
農家に対する指導：和歌山県紀南家保 髙
田広達、前田恵助 
 酪農家から和牛繁殖・肥育一貫農家へ転
向するため、転向後および移行期間中の飼
養計画を作成。畜主の想定する経営形態を
調査した結果、転向後の飼養条件は［雌牛
のみ肥育し、授精は雌選別精液を使用。出
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荷月齢 34 ヵ月。牛舎の飼養可能頭数 150
頭。繁殖雌牛は 3 産後肥育］。試算により
転向後に常時飼養する黒毛和種繁殖雌牛頭
数を決定。転向後の飼養計画について畜主
に確認後、移行期間中の飼養計画を作成。
移行期間中の飼養条件は［黒毛和種繁殖雌
牛は 3 産後も繁殖供用。後継牛を作出する
乳牛には乳用種の雌選別精液を、その他の
乳牛には黒毛和種の雌選別精液を使用。交
雑種一部を受卵牛として供用］。移行期間
中の各年に保留する黒毛和種雌牛頭数を決
定。飼養計画上の牛の販売収入と乳用牛に
よる収入で、無理なく酪農家から和牛繁殖
・肥育一貫農家へ移行できることを畜主に
確認。今後は牛群の血液検査値や糞便 pH
を分析し、受胎率向上を目的とした栄養管
理指導に活用予定。 
 
238．従業員雇用型和牛繁殖経営体での子牛
発育支援の取組み：広島県東部家保 鎌倉
美彩子、山本祐輔 

従業員雇用型の和牛繁殖経営体で、市場
成績分析と発育調査による子牛発育支援の
取組みを実施。取組項目 1 現状把握として
市場成績分析及び 2 カ月に 1 回の発育調査
（体高、胸囲、腹囲の測定、飼料給与量の
聴取）を実施し、課題を抽出。2 課題解決
として対策（①哺乳期間を 1 カ月間延長②
濃厚飼料の増給等）を実施し、市場成績を
検証。成績 1R 元年度市場成績は、出荷時 D
G の市場比は去勢 96％（DG1.08)、雌 98％
（DG0.98）、販売価格の市場比は去勢 99%、
雌 99％であり、去勢・雌ともに DG、価格ど
ちらも市場平均以下。発育調査では、去勢
（雄）・雌ともに、哺育期の発育にばらつ
きあり。2 対策の結果、去勢・雌ともに、
腹囲の増加量が高くなる傾向。対策後の出
荷時 DG は市場比で去勢 100％（1.13）、雌
94％（0.95）であり、去勢で市場平均に到
達。雌は対策前より DG、販売価格とも低下。
今回の検討で、経営体の改善意欲が向上。
一方、雌で市場成績が低下したため、更な
る原因分析が必要。今後、雇用形態による
課題も検討し子牛発育支援を通じて規模拡
大支援を実施。 
 
239．空き牛舎を活用した肉用牛一貫経営体
の規模拡大支援：山口県東部家保 菅原健
介、中原宗博 
 岩国市内の肉用牛一貫経営体（以下 A 法
人）に新たな生産拠点確保の意向があり、
当所に相談があったことから、平生町内の
空き牛舎の改修を中心とした畜産クラスタ
ー事業の活用による施設整備を誘導・支援。
関係機関を交えた検討を重ね、平成 31 年 1
月 30 日に「山口東肉用牛クラスター協議会
設立総会」、同年 3 月 9 日に地元説明会開
催を支援。併せて、クラスター計画の作成
を支援。平生町内における耕畜連携の取組
を推進した結果、令和 2 年 3 月に 260 頭規
模の畜産生産拠点が整備され、A 法人の計

画的な増頭及び出荷頭数の増加が図られた
他、A 法人にて生産された堆肥の流通や牛
肉の販売が開始され、平生地域の農業生産
の活性化に貢献。今後は、計画的な肉用牛
の導入支援等、クラスター計画の達成に向
けて指導を継続する他、耕畜連携の取組の
更なる推進を図る。 
 
240．東予管内における肉用繁殖経営の新規
就農支援：愛媛県東予家保 岸本勇気、矢
野真弓 
 東予家保が関係機関とともに就農希望者
を支援し、肉用繁殖経営に就農した事例に
ついて報告。就農希望者 A 氏は、2017 年に
家保へ相談。就農場所は牛舎の状態や賃料、
JA の支援体制等を勘案し、廃業した肥育牛
舎を賃貸借で確保。繁殖牛舎への改修のた
め家保が技術指導を行い、自己資金及び制
度資金等で設備を改修。繁殖雌牛は県の愛
媛あかね和牛産地化支援事業を活用して 2
020 年 11 月に 2 頭を導入し経営を開始。繁
殖技術の習得のため家保職員が直腸検査及
び人工授精（AI）技術を定期的に指導。導
入牛 4 頭の内 3 頭は受胎。1 頭は、雄子牛
を分娩し県内の肥育農家に販売予定。2021
年も繁殖雌牛 2 頭を増頭予定。肉用繁殖経
営は資金回収に時間がかかることから、支
援する立場として、冷静で客観的な立場で、
就農者が綿密な経営計画を作成できるよう
支援する必要があり、希望者の熱意と人間
関係作り及び関係機関の効果的な連携が重
要。                 
                    
241．管内の飼料用トウモロコシ栽培におけ
るツマジロクサヨトウの被害状況：愛媛県
東予家保 髙脇美南、住吉俊治 

ツマジロクサヨトウは中南米原産の農業
害虫であり、幼虫はトウモロコシやソルガ
ム等の多数の農作物を食害。令和 2 年に急
速に被害が拡大したため、管内における本
種の被害状況、対策および課題について報
告。Ａ農家では飼料用トウモロコシを 1 期
作 2 期作合わせて約 70ha 作付け、4 月 10
日～9 月 15 日に播種。7 月以降に播種した
2 期作目を中心に被害が発生。対策として
①農薬散布②早期刈取り・すき込みを実施。
中～老齢幼虫に農薬散布した圃場では、葉
の表面積の約 90％が食害され、それ以降の
生育が困難となった。幼齢幼虫に農薬散布
した圃場では、葉の表面積の約 20％が食害
されたが、収穫期まで生育。早期刈取り、
ロータリー耕起後播種した圃場では、生育
初期に再び被害が発生。本種の被害拡大を
防ぐためには早期の農薬散布、残存幼虫・
蛹の駆除、周辺からの侵入防止が課題。 
 
242．管内和牛繁殖農家での発育改善に向け
た取組：高知県中央家保 川澤麻友 
 平成 30 年度に酪農から和牛繁殖へ経営
転換した管内農場において、令和元年から
出荷した子牛が発育不良。1 日増体量（平
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均 0.7kg/日）や販売価格も低迷。飼料給与
等管理内容の聞き取りや牛舎レイアウトの
調査により、子牛の給餌量や方法、管理ス
ペースなどが課題と判明。そこで、給餌内
容の見直し、脱柵の防止、離乳後の個別管
理及び哺乳期間の子牛用スペース確保を実
施。並行して生後から子牛の体高・胸囲の
定期的測定を行い、農家と情報を共有。発
育状況を確認する意識づけを実施。令和 2
年 4 月生まれの子牛 2 頭のうち、去勢牛 1
頭は生後 7 ヶ月で体高 104cm･胸囲 142cm･D
G0.93kg。（公社）全国和牛登録協会による
黒毛和種正常発育曲線（以下発育曲線）の
平均値と比較し、体高･胸囲とも平均値を上
回る発育。雌は体高 98cm･胸囲 124cm･DG0.
79kg と平均値より小さく、更なる改善の必
要。現在、令和 2 年 8 月生まれの子牛 2 頭
は発育曲線と比べ、平均並みの発育。今後
も指導を継続。 
 
243．子牛の歯肉に形成された血管過誤腫：
長崎県中央家保 寺山 好美 
 11 日齢の交雑種子牛の口から出血が認
められ、左右の下顎第一切歯を覆うように
形成された腫瘤を確認。15 日齢時に腫瘤を
摘出し、病性鑑定実施。腫瘤は、3cm×2.5
cm 大で弾力に富み、複数の亀裂を確認。腫
瘤表層は広範囲に出血、壊死し、多数の好
中球が浸潤しており、腫瘤表面には多数の
細菌が付着。腫瘤深層は、大小不同の血管
増生と水腫様及び線維様の間質で構成。増
生した血管は、血管壁を持たず濃縮した核
を持つ内皮細胞で内張りされ、核分裂像や
核の異型性は認められず、免疫組織化学的
染色では、内皮細胞に一致して陽性反応を
確認。間質では、アザン染色で濃青色に染
色される膠原線維と、アルシアンブルー染
色で淡青色に染色される酸性ムコ多糖類の
産生を確認。以上の検査結果から血管過誤
腫と診断。腫瘤摘出後、2 か月間再発はみ
られず予後は良好。本症例は国内で 3 例目
の報告となる牛の歯肉の血管過誤腫。 
 
244．阿蘇家保における繁殖技術者育成の取
組：熊本県阿蘇家保 横山輝智香、村田典
久 

平成 28 年、本県畜産課が肉用牛の繁殖技
術者育成ワーキングチームを設置し、長期
的な技術者の育成を開始。一定の成果をあ
げてきたが、近年の防疫業務の増加等によ
り技術者の育成が停滞。令和 2 年度、阿蘇
家保繁殖技術者ワーキングチームを立上げ
繁殖技術者育成を開始。繁殖検診への積極
的同行、食肉処理場由来の子宮・卵巣、農
場由来の胎膜を用いた臓器実習、県草地畜
産研究所における月 3 回の直腸検査実習に
より集中的に指導。検診同行回数は令和元
年度 14 回から、2 年度 44 回と大幅に増加。
短期間で子宮頚管の保持、卵巣触診による
性周期の推定、50 日齢程度での妊娠鑑定が
可能となるなど飛躍的に技術が向上。管内

は繁殖検診業務が重要な位置を占めている
ため、今後も本県における技術者輩出の中
心的存在となるべく人材育成に取り組むと
ともに、県全体に取組みが波及し、さらな
る技術者育成につながることを期待。 
 
245．肉用牛繁殖農家における分娩間隔短縮
に向けた取り組み：大分県玖珠家保 池堂
智信                                 
 ２０１９年４月に｢大分県肉用牛振興計
画｣が策定し、県を挙げて分娩間隔短縮に取
り組んでいる。今回、管内の繁殖巡回を行
なう肉用牛繁殖農家９８戸の全繁殖雌牛
２，１６６頭にて、前回分娩日、人工授精
日、状態確認結果を簡単に一覧出来る新し
い繁殖台帳を作成。この繁殖台帳を元に、
家畜保健衛生所と農家が協力して検診牛を
選定する繁殖巡回を開始。取り組み開始以
降４ヶ月間の妊鑑頭数は１，０６８頭と昨
年度の９１４頭より増加。分娩後の状態確
認（以下状態確認）を行なった頭数は１９
０頭と昨年度の９２頭と比較し２倍以上に
増加。令和２年４月及び５月に分娩した２
８２頭について、推定分娩間隔３８０日以
下（空胎期間９７日以下）の頭数割合は、
５６．０％であり、２０１９年度分娩間隔
３８０日以下の頭数割合４５．７％と比較
し、有意に増加。今回の対策により、長期
不受胎牛となる可能性の高い牛へより早期
に対応することが出来た。 
 
246．生産性向上に向けた取り組み事例：大
分県豊後大野家保 波津久香織、川部太一 

生産性向上の取り組みを行った 3 農場を
報告する。A 農場は子牛の皮膚疾患のまん
延が問題であった。母牛の血液検査結果か
ら、エネルギー不足とタンパク質不足が疑
われ、子牛では、母子同居時間が短時間で
あった。対応として飼料変更及び同居時間
の延長を行った結果、子牛の皮膚疾患が改
善したが、母牛ではタンパク質不足が認め
られるため、引続き指導を実施。B 農場は、
子牛の皮膚疾患のまん延があり子牛の環境
改善として①過密状態の飼育②水槽の不足
③餌箱の改善を指導した。農場内が過密の
ため飼育スペースの確保として畜舎の増設
を計画。C 農場は、発育不良や死亡があり
病性鑑定結果、誤嚥性肺炎と診断。子牛に
適した乳首と哺乳位置に指導を実施し、診
療件数の減少と体重が増加した。管内の生
産者に対し誤嚥性肺炎防止の研修会を実施
し、哺乳の指導を実施した。立入り検査時
に認められた農場毎の問題点を関係機関と
連携して指導を実施し生産性向上に努め
る。今後事例を積み重ね、他農場の改善に
生かし生産性の向上に努める。 
 
247．県西地域における地域ぐるみでの牛伝
染性リンパ腫清浄化に向けた取組 第３報
：宮崎県都城家保 栗林正弘 

本県では平成 22 年以降、牛伝染性リンパ
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腫（BL）清浄化の地域ぐるみによる取組が
開始。県西地域は平成 29 年度に取組開始
し、平成 30 年 3 月に特定疾病対策協議会の
設立、セリ上場雌子牛の任意検査、品評会
出品牛の検査を開始。牛伝染性リンパ腫ウ
イルス（BLV）陰性牛は次世代雌牛として表
示上場。平成 31 年度は BLV 陽性雌子牛が確
認された農場の繁殖雌牛全頭の遡り検査を
実施。令和 2 年度は地域の繁殖雌牛全頭を
対象とした検査及び対策指導方法を検討、
対策実施農場を認定する BL 清浄化事業の
立上げを協議し、生産者に説明会を実施。
セリ上場雌子牛検査は 1年間で 4,359頭（上
場雌子牛頭数の約 58％）、遡り検査は 63
戸（対象戸数の 17.0％）、1,608 頭（対象
頭数の約 35％）を実施。増加が見込まれる
検査に対応するため、分離飼育及びウイン
ドウ期を考慮した検査の実施状況により農
場をステータス区分し、検査を省略するな
ど地域の取組が継続的に実施できるよう提
案。 
 
248．呼吸器病が蔓延している農場への迅速
対応事例：宮崎県都城家保 日髙薫 

各種治療に反応がみられない呼吸器病が
蔓延していた酪農場の対応事例について報
告。令和 2 年 2 月 9 日に管理獣医師から原
因究明の要望があり当該農場に立入。当該
農場は母牛 48 頭の酪農場で、約 20 頭の母
牛が元気消失、発熱。立入時に死亡してい
た牛は病性鑑定を実施。死亡牛の肺から Ma
nnheimia Haemolytica 血清型 6 を分離。薬
剤感受性試験ではフロルフェニコール、セ
フロキシム及びホスホマイシンにて感受性
あり。同居牛のペア血清において各種呼吸
器病ウイルスの有意な抗体価の上昇なし。
肺胞病変部で Pasteurella haemolytica 抗
原陽性像を確認。これらのことから本症例
は Mannheimia haemolytica血清型 6を原因
とするマンヘミア症と診断。治療薬をフロ
ルフェニコール及びセファロスポリン系に
変更後、一転して症状が改善。迅速な対応
と管理獣医師との連携により被害を最小限
に収めることができたと推察。 
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Ⅱ 豚の衛生 
 
Ⅱ－１ ウイルス性疾病 
 
249．豚熱防疫体制強化に向けた取組：宮城
県北部家保 馬場 智恵美，真鍋 智 

令和 2 年 9 月，福島県での死亡野生イノ
シシの豚熱陽性確認に伴い，ワクチン接種
地域に指定。緊急会議を開催し，管内の養
豚農家，市町及び関係団体に対しワクチン
接種体制整備の協力を要請。県内での接種
開始に伴い，管内種豚場から非接種県への
ワクチン接種前の豚や精液の販売に係る衛
生検査を実施。11 月から翌年 1 月下旬にか
けて，全家保等からの職員応援に加え，民
間獣医師，市町及び農協から延べ 55 名の協
力により，管内 52 農場 35,564 頭に初回接
種を実施。免疫付与状況等確認検査で，個
体別の抗体陽性率は 96%，4 農場で抗体保有
率 80%未満の豚舎を確認し，追加接種を実
施。その他，種豚場での移動前の抗体保有
状況調査や中和試験による子豚への接種適
期の検討についても対応。また，接種手数
料は，納入通知書による払込み方法に誘導
し，多額の収入証紙取扱による事務負担を
軽減。引続き，適切なワクチン接種と飼養
衛生管理基準の遵守徹底の指導を継続。 
 
250．県内初の特定家畜伝染病防疫指針に基
づく豚熱ワクチン接種：山形県置賜家保 
小嶋暢、水戸部俊治 
 令和 2 年 9 月 11 日、福島県会津若松市で
確認された野性いのししの豚熱ウイルス陽
性事例を契機に本県全域が同ワクチン接種
推奨地域に指定された。迅速かつ面的優先
順位に沿った接種推進のため、指定後 18
日の 9 月 29 日を接種開始日と定め、その間
に地域説明会を開催し関係者と接種計画を
調整、併せて接種マニュアルの策定、資器
材の確保並びに協力体制構築等に取り組ん
だ。飼養頭数 1,500 頭超の 5 農場には個別
の事前打合せを通じ農場の構造や防疫ルー
ルに則した接種計画を作成。管内 19 農場 2
6,647 頭に対し家畜防疫員延べ 55 名、補助
員延べ 97 名を動員し 10 月 26 日に接種完
了。初回の免疫付与状況確認検査では 98.7
％と十分な陽性率。準備期間が短く、実施
上のノウハウにも乏しい中での県内初の一
斉接種であったものの、従来構築してきた
関係者との密な連携を活かし、農場の防疫
上のリスクを最小限に留めつつ迅速に接種
を推進できた。 
 
251．山形県で発生した豚熱の防疫対応と課
題：山形県庄内家保 髙橋宏充、大河原博
貴 
 令和 2 年 12 月 25 日、鶴岡市の肥育豚約
1,300 頭を飼養する農場で豚熱が発生。患

畜確定後 24 時間以内に殺処分を、72 時間
以内に埋却作業を終了。発生農場から未完
熟堆肥が搬入されていた共同堆肥センター
の封じ込め作業を含め、96 時間後に防疫措
置完了。制限区域内 6 か所に消毒ポイント
を設置、22 日間稼働。搬出制限区域内 5 戸
136 頭の豚熱ワクチン未接種豚の出荷終了
後、防疫措置完了から 17 日が経過した令和
3 年 1 月 15 日 24 時に制限区域を解除。集
合施設の迅速な設営等、事前準備の効果が
認められた一方、防疫従事者への作業概要
の事前説明の不足、指示内容の伝達が不十
分、トラブル発生時の処理要請が家保に集
中した等の課題が抽出されたため、リーフ
レット・動画等による作業概要の説明、現
地リーダー補佐役の増員、対策業務各班の
手順書への問題対処法の記載等により改善
中。防疫対応の課題と改善策を関係機関と
共有し、防疫演習を重ね、実効性のある防
疫体制の構築を図る。 
 
252．豚熱ワクチン株が検出された病性鑑定
2 事例：山形県中央家保 佐藤遼太、白鳥
孝佳 
 山形県では令和 2 年 9 月から豚熱ワクチ
ン接種開始。12 月までに 93 戸、15.7 万頭
に接種。その間 2 農場（A 及び B 農場）の
病性鑑定材料で豚熱ウイルス（CSFV）検出
（RT-PCR 陽性）。扁桃材料が陽性となった
A 農場では同居豚に発熱がみられたが、他
の豚熱検査結果を含め国と協議しシークエ
ンス不要。以降、ワクチン接種後 30 日以内
の病性鑑定は鑑定豚及び同居豚の血液を同
時に採材。しかし、B 農場においてワクチ
ン接種 32 日後の死亡豚及び 36 日後の同居
豚血清から CSFV 検出。こちらも同様に国と
協議しシークエンス不要。CSFV 検出事例が
続発したため、CSFV GPE‐株（＝ワクチン
株）と野外株の判別を試行。制限酵素の検
索は GPE‐株と岐阜株で実施。制限酵素の
有用性の検証は GPE‐株と当県の CSF 発生
農場で検出した野外株で実施。結果、検証
した全ての制限酵素が有用。あくまで野外
株の塩基配列が岐阜株と同じであることが
前提だが、病性鑑定と同時に判別可能。 
 
253．野生いのしし豚熱陽性事例に対する防
疫対応について：福島県会津家保 山田高
子、白田聡美 
 福島県がワクチン接種推奨地域に指定さ
れた直後の令和 2 年 9 月 9 日、管内の死亡
野生いのししで豚熱陽性を確認。これに伴
い、家畜伝染病予防法改正後初の野生いの
しし陽性事例に係る移動制限措置と予定を
前倒しした緊急ワクチン接種を同時並行で
実施。同時期に、①移動制限区域内の 2 農
場及びと畜場の緊急消毒と出荷等に係る例
外協議の手続き、②豚熱関連の 2 件の病性
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鑑定、③死亡野生いのしし通報を受けた検
査のための採材、④ワクチン接種に係ると
畜場の交差汚染防止対策の指導・確認の実
施。これらの対応にあたっては、当所以外
の家保・農林事務所等から延べ 88 名の応援
により実施。移動制限は、区域内のワクチ
ン接種除外豚が出荷完了するまでの 27 日
間に及んだ。同時に複数の事案に対応せざ
るを得なかったが、ヒト、物資、車両等の
支援を受け対処することができ、その後、
現在まで農場での豚熱発生はなく、防疫体
制の逼迫を避けることができた。 
 
254．豚熱ワクチン接種適期の検討：茨城県
県北家保 鈴木雅美、栗田敬介 
 ワクチン接種母豚の産子への適切なワク
チン接種日齢を検討するため、管内 1 養豚
場で、豚熱 ELISA 高 S/P 値母豚と産子 8 頭、
低 S/P 値母豚と産子 9 頭の ELISA 値及び中
和抗体価の推移を調査。調査子豚へのワク
チン接種日齢は 58 日齢。高母豚の子豚で
は、接種時中和抗体価の幾何平均値は 7 倍、
接種後から最終採血時までの平均 ELISA 変
動値は 0.164 と低値で接種後 8 週の ELISA
陽性率は 60%。移行抗体消失時期は 60～70
日齢と推測。低母豚の子豚では、接種時で
2倍、平均 ELISA変動値は 0.3827と高値で、
接種後 5 週で陽性率は 80%、6 週で 100%。
移行抗体消失は 25～35 日齢と推測。接種後
中和抗体価の上昇は、既報のとおり低母豚
の子豚で早く、高母豚の子豚で遅い。母豚
の免疫付与状況にバラつきがあること、免
疫付与まで一定期間を要すことを前提に、
管内農場では 50～60 日齢でのワクチン接
種、接種後 45～65 日での免疫付与状況調査
を推奨。適期での接種指導と併せて今回得
られた情報をリーフレット等で周知し、管
内飼養者を啓蒙するとともに、適期での接
種指導を行い、農場内へのウイルス侵入防
止対策の徹底を図っていく。 
 
255．豚熱（ＣＳＦ）対策の現状と課題:茨
城県県南家保 石田祐貴、都筑智子 

豚熱（CSF）対策として、飼養豚への豚熱
ワクチン接種、飼養衛生管理基準の徹底、
野生イノシシ対策等がある。県内では、令
和 2年 2月 17日から豚熱ワクチン全頭接種
を開始し、5 月 21 日までに計 311,498 頭の
接種を完了。県南家保管内では、全頭接種
を実施した 82 農場のうち、36 農場が家保
職員による追加ワクチン接種対象農場であ
り、定期的なワクチン接種が必要。農場で
の豚熱ワクチン作業は短時間であるもの
の、準備から処理までには約 6 時間を要し、
業務の大半を占める。また、豚熱免疫付与
状況確認検査結果から、追加接種適期の検
討が必要と推察。管内で理想的なワクチン
接種を実施するには、ひと月あたり延べ約
80 農場がワクチン接種対象となり、民間獣
医師での接種など、新制度や工夫が必要。

一方、飼養衛生管理基準については、農場
ごとに構造上等の問題点が異なるため、各
農場にあった方法で指導を継続。さらに、
県内で豚熱感染イノシシが確認されている
ことから、監視体制強化のために猟友会の
協力による検体の確保が必要不可欠。豚熱
対策を総合的に実施し、豚熱発生予防に努
める。 
 
256．野生イノシシの豚熱感染とリスクアナ
リシス：茨城県県南家保 柏井美穂、都筑
智子 

平成 30 年度に岐阜県の養豚場で豚熱（C
SF）が発生して以来、イノシシでも豚熱感
染を確認。本県ではイノシシの豚熱感染状
況を把握するために、市町村や猟友会等と
協力し、死亡イノシシと捕獲イノシシで検
査を実施。管内では令和 2 年 6 月に取手市、
12 月に守谷市の死亡イノシシから豚熱遺
伝子を検出。市町村・猟友会・農林事務所
と豚熱に関する打合せを実施。特に猟友会
会員に対し、専用の長靴の履き替え、消毒
の実施を念入りに説明し豚熱ウイルスの汚
染を防ぐよう指導。一方、捕獲イノシシで
は、感染を疑う抗体陽性事例 3 件を確認後、
感染イノシシが発見された事例があり、抗
体検査の重要性を示唆。一方、イノシシの
個体数は年々増加し、令和元年度は 507 頭
の検査を実施するも、その割合は捕獲数の
約 4.5％。このことから、実際に検査を実
施しているイノシシはごく一部であり、イ
ノシシの豚熱感染拡大を監視するためには
検査の強化が必須。豚熱から養豚場を守る
ため、豚熱感染イノシシのまん延を想定し
た衛生指導を実施し、各関係機関と連携し、
イノシシの監視体制をさらに強化してい
く。 

 
257．移行抗体の影響を考慮した豚熱ワクチ
ン接種適期の検討：群馬県西部家保 小材
怜子 

豚熱ワクチンの初回接種半年後の免疫保
有状況調査で肥育豚の抗体保有率 80％未
満の農場が散見。移行抗体による影響と推
察。子豚へのワクチン接種適期を検討する
ため、肥育豚の抗体保有率 66.7％の 1 農場
において、調査 1 でワクチン接種前 2 腹 4
頭と接種 2 か月後同一個体を含む同腹 11
頭の抗体保有状況、調査 2 でワクチン未接
種豚 17 頭の移行抗体保有状況、調査 3 で 1
20 日齢以上の肥育豚 24 頭の抗体保有状況
を調査。調査 1 でワクチン接種が 49 日齢豚
は陰性、47 日齢豚は陽性。調査 2 で 52 日
齢まで移行抗体保有個体を確認。調査 3 で
抗体陽性率は接種日齢 50日未満に比べて 5
0 日以上で高値。検査結果から、接種適期
を 50 日齢以上に変更したところ、肥育豚の
抗体陽性率は 66.7％から 94.7％に上昇。管
内養豚農家に対して接種適期日齢を周知
し、生年月日やワクチン接種日の記録を指
導。ワクチン接種頻度を増やし、飼養衛生
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管理基準の遵守指導と合わせて、今後も豚
熱発生予防対策を推進。 
 
258．豚熱ワクチン接種豚のワクチン株検出
事例：埼玉県中央家保 村田拓馬、小泉舜
史郎 
 豚熱ワクチン接種豚の病性鑑定を実施
し、5 例中 3 例でワクチン株由来の抗原を
検出。ワクチン接種後 1～2 か月での臓器か
らの遺伝子検出事例を報告。ウイルス学的
検査材料は A～E 農場の死亡豚又は生豚。各
農場の豚熱ワクチン接種日齢は 17 歳齢、約
40 日齢、約 40 日齢、約 35 日齢、約 60 日
齢。各農場のワクチン接種から死亡又は鑑
定殺までの経過日数は、51 日、69 日、44
日、99 日、17 日。扁桃、脾臓、腎臓及び血
清のペスチウイルス PCR 検査、扁桃の FA
を実施。PCR 産物は動物衛生研究部門にて
塩基配列を解析。A 農場の PCR 検査は脾臓
で陽性、FA は陽性。B 農場の PCR 検査は扁
桃で陽性、FA は陽性。C 農場の PCR 検査は
扁桃で陽性、FA は陰性。D 及び E 農場の PC
R 検査及び FA は全頭陰性。陽性となった P
CR 産物の塩基配列は、ワクチン株と 100％
一致。ワクチン株は少なくとも接種後 1～2
か月間、扁桃から検出され得ることが明ら
かとなった。 
 
259．県内で発生した豚熱 2 例目における病
理組織学的考察：埼玉県中央家保 松本裕
治、山岸聡美 
 豚熱(CSF)は、CSF ウイルス(CSFV)による
豚とイノシシの感染症。本県では令和元年
度に 5 例発生し、そのうち典型的な病理組
織学的所見が得られた 2 例目について報
告。令和元年 9 月 16 日、一貫経営農場で、
肥育豚が元気消失との連絡。原因究明のた
め生体 3 頭の病性鑑定を実施。当該豚に活
力低下、発熱、チアノーゼを認めた。剖検
では、脾臓とリンパ節の腫大及び割面の赤
色斑を確認。病理組織学的検査では、リン
パ組織でリンパ球減少と細網内皮系細胞の
増加を確認。特に扁桃で顕著。全身の主要
臓器及びリンパ節の小血管で血管内皮細胞
の腫大を確認。免疫組織化学的染色では、
扁桃の陰窩上皮細胞質内に CSFV 抗原を検
出。CSFV PCR、抗体検査、FA の全てが陽性。
以上から、CSF と診断。リンパ組織におけ
るリンパ球減少と細網内皮系細胞の増加及
び主要臓器の血管内皮細胞の腫大が認めら
れたことから、典型的な CSF による病理組
織学的変化と考察。 
 
260．脾臓及び血清から豚熱ワクチン株遺伝
子を検出した事例：千葉県東部家保 山桐
慶之、古屋 聡子 
 令和 2 年 9 月、一貫経営農場で肥育豚の
死亡が増加したため立入。75 日齢の豚群で
削痩、発咳散見。当該豚群は立入の 24 日前
に豚熱ワクチンを接種。衰弱豚 2 頭及び血
清 12 例（衰弱豚 2 頭、同居豚 3 頭、隣接豚

房 7 頭）を用いて病性鑑定実施。衰弱豚は
剖検で硬結感を伴う脾腫、リンパ節腫大、
胃潰瘍を認めた。豚熱の検査では解剖豚 1
頭を除く全頭が ELISA 陽性、解剖豚 2 頭の
蛍光抗体検査陰性、解剖豚 1 頭の脾臓、血
清及び同居豚 3 頭の血清で PCR 陽性、脾臓
のみウイルス分離陽性。遺伝子解析で PCR
産物はすべて豚熱ワクチン株と判明。同居
豚 3 頭の追跡調査を実施。ワクチン接種後
31 日目で豚熱 PCR 3/3 頭陽性、41 日目で全
頭陰性であった。病性鑑定の結果、当該豚
群はサーコウイルス関連疾病(PCVAD)を発
症していたと判明。ワクチン接種 24 日後の
ウイルス分離、31 日後のワクチン株遺伝子
検出は PCVAD を発症していたことに起因す
ると推察。 
 
261．豚熱ワクチン接種豚の抗体調査（第 1
報）：千葉県中央家保 三浦 良彰、松本
敦子 

豚熱ワクチン接種後、他県において子豚
の抗体価が上昇しない、または緩慢である
との報告があるが、接種後の抗体価等に関
する近年の継時的な報告はない。今回、ワ
クチン接種による抗体価の変動を調べるた
めに、初回ワクチン接種後の中和抗体価の
推移、移行抗体の消長及び子豚の接種後の
抗体価の推移について調査した。繁殖豚で
は接種後 25日から抗体価が上昇し接種後 1
20 日で 64 倍～256 倍、肥育豚では接種後 1
8日から上昇し接種後 90 日で 128倍～2048
倍まで上昇した。移行抗体は 1 週齢で 4 倍
～32 倍、5 週齢で 11/12 頭が抗体価 2～4
倍であった。接種後の子豚の抗体価は、接
種後 1 カ月で 8/12 頭、2 カ月で 11/12 頭に
上昇がみられた。以上のことから、ワクチ
ン接種後、抗体価が上昇するには 3 週間以
上要すること、及び移行抗体価は低値であ
るが 5 週齢まで保持されていたことが確認
された。 
 
262．豚熱ワクチン接種後の免疫付与状況：
東京都家保 田中大也、加藤大 

都では、2020 年 1、2 月(1 期)、7 月から
10 月(2 期)及び 2021 年 1、2 月(3 期)に豚
熱免疫付与状況確認検査を実施。肥育豚の
期間別免疫付与率は、1 期 98.4％、2 期 95.
7%。3 期は 78.3%と低下。3 期は母豚の抗体
価上昇に伴う移行抗体の影響を強く受けた
と推測。3 期の肥育豚の免疫付与率は LWD
が 74.8%、トウキョウ X が 83.0%。生後 50
日齢以降にワクチン接種、且つ、接種後 40
日以降でも、免疫付与率が極端に低い同一
産子が複数存在。その一部母豚は、高 S/P
値で、子豚が移行抗体の影響を強く受けて
いると推測。子豚の移行抗体消失時期は母
豚免疫状況に影響するが、分娩毎の母豚の
抗体保有状況の確認は困難。3 回追加接種
でも免疫付与されない、陽性でも S/P 値上
昇が非常に鈍い個体も存在。接種時期に関
わらず、免疫付与されない個体の存在を示



 

 

 - 56 - 

唆。以上より、豚熱発生防止には、ワクチ
ンだけでなく、飼養衛生管理基準遵守で病
原体の侵入リスク軽減が重要。 
 
263．豚初乳処理方法の検討と豚熱ワクチン
接種適齢期確認調査：神奈川県県央家保 
津田彩子、小嶋信雄 
 本県で令和元年 12 月豚熱ワクチン接種
を開始。他県での免疫付与状況調査で抗体
価が上昇しない事例を受け、豚熱ワクチン
接種適齢期確認のための調査に参加。事前
に初乳処理について、レンネット（5mg/ml 
PBS-）添加量及び 37℃反応時間を検討。脱
脂後、5、15、30μl/ml 添加区及び 30 分、
60 分反応区を設定し、中和試験成績への影
響を確認。15μl/ml 60 分及び 30μl/ml 3
0 分以上で良好な成績が得られた。調査は、
県内一貫経営養豚場 2 戸の母豚計 5 頭の初
乳と血清、産子各 5～10 頭から経時的に採
取した血清を用いて抗体検査（ELISA、中和
試験）を実施。母豚の抗体価は血清より初
乳で高い傾向。子豚の移行抗体は母豚血清
抗体価より初乳抗体価に影響を受ける傾向
があり、母豚抗体価の評価に注意が必要。
中和抗体価と ELISA S/P 値間には正の相関
(r=0.852)がみられ、経時的変化は概ね同様
に推移したが、ELISA 陽性子豚の中には感
染防御しないとされる中和抗体価 8 倍以下
の個体を認めた。ワクチン接種適齢期評価
には ELISA の実施とともに中和抗体価を確
認することが望ましい。 
 
264．繁殖豚の豚熱ワクチン接種後抗体保有
状況調査：新潟県中越家保 五十嵐紗代子、
阿部隆司 
 繁殖豚におけるワクチン接種後の日数の
経過に伴う抗体価の推移を調査するため、
初回一斉接種後 245 頭及び防疫指針に基づ
く 6 か月後の補強接種直前 243 頭の抗体検
査をエライザ法により実施。結果、2 回と
も抗体陽性率は 98%以上と良好で、83 頭に
ついて同一個体におけるエライザ値（E 値）
を比較すると接種後日数が経つにつれて E
値が上昇する傾向。一方、抗体陽性豚から
出生し離乳後ワクチン接種した 4～5 か月
齢肥育豚の抗体保有状況調査の結果、391
頭中 256 頭陽性で抗体陽性率は 65.5%と移
行抗体等の影響を受け免疫付与が不十分な
個体が存在。これらの豚が繁殖に供される
場合には防疫指針に基づいた補強接種が有
効。また接種時日齢が 45 日齢以下の場合、
抗体陽性率が低い傾向が認められ、ワクチ
ン接種適期の検討が必要。今後は補強接種
後の追跡調査を行い E 値の推移を確認し、
また接種時日齢と E 値の相関を調査するた
めに、抗体検査を継続予定。 
 
265．PRRS 生ワクチン接種農場で検出され
るワクチン由来株の遺伝子解析：新潟県中
央家保 小野里洋行 
 新潟県では、平成 25 年度から全県での P

RRS 清浄化に向け子豚への生ワクチン接種
による対策を実施。取組当初 36 農場あった
野外流行株浸潤農場は、現在 4 農場にまで
減少。生ワクチン接種農場では、ワクチン
中止後もワクチンに由来する PRRS ウイル
スの検出が継続。今後の PRRS 検査のための
基礎データとして、ワクチン由来株の遺伝
子解析を実施。ワクチン中止後の農場で採
材された口腔液または血清計 18 農場 131
検体について、ORF5 遺伝子の塩基配列解析
を実施。ワクチン株（Ingelvac PRRS）から
の変異率は 0.2%から 4.0%で、ワクチン接種
を開始してからの年数に応じて増加傾向。
農場ごとの年間変異率は 0.4%から 1.0%。定
期的に採材した農場での分子系統樹解析で
は、時間の経過とともにワクチン株から分
岐していることを確認。検出された PRRS
ウイルスがワクチン株に由来するかどうか
の判断には、定期的な解析が重要。データ
を蓄積することで、今後も PRRS 検査体制を
整備。 
 
266．免疫付与率向上に向けた豚熱ワクチン
接種適期の検討：富山県東部家保 水木亮
史、藤井晃太郎 

豚熱ワクチン接種適期判断のため抗体検
査結果を分析。ELISA 法と中和試験は R2 値
0.7002 と概ね相関（n=956）。また、結果
一致率は陰性で 99％、陽性は中和抗体価 1
6 倍以上で 90％以上。移行抗体下の接種後
日数と陽性率の関係（n=431）は、接種 50
日後まで疑陽性率が高く推移。陽性率は、
接種 51 日以後で 70％を超え、以後漸増。
母豚 SP 値の経時的変化（n=8）は、補強ワ
クチンで全個体が上昇後、多くで接種前水
準に下降。母豚と産子の追跡調査(7 腹、6
頭/腹、分娩毎 2 回)は、母豚 SP 値は産歴を
重ねても同水準。母豚分娩前と産子 15 日齢
の SP 値は R2 値 0.7992 と強く相関。移行抗
体は、SP 値、中和抗体価とも 60～70 日齢
でゼロへ収束、半減期は約 15 日。また、接
種時 SP 値が高いほどテイクが緩慢。接種時
SP 値は 0.3 以上でテイク率が著しく低下。
テイクとブレイクの SP 値と中和抗体価そ
れぞれの平均は 0.104 と 6.5 倍、0.29 と 1
9.8 倍。SP 値で適期判断の可能性を示唆。 
 
267．野生いのししの豚熱ウイルス(CSFV)
遺伝子検査の効率化:富山県東部家保 藤
井晃太郎 

豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針で
野生いのしし検査に推奨されるリアルタイ
ム PCR(rPCR)を実施中、Ct 値 37 から 41 ま
でで不明瞭な反応を確認。10 倍階段希釈し
た CSFV ワクチン株で当所 rPCR 機器におけ
る検出限界を検証後、非特異反応と仮定し
た高 Ct 値の検出低減を目的に抽出キット
付属の蛋白質変性剤（変性剤）による検体
の処理方法を検討。当所機器の検出限界は
Ct 値 36.69。変性剤で 2 倍希釈し凍結融解
後の血清は、通常対照と遜色ない感度。不
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明瞭な反応を示した血清を同じ処理方法で
検査し不明瞭な反応なし。変性剤による希
釈が、PCR 反応阻害物質及び非特異反応物
質の低減、さらに分解酵素の失活が反応の
明瞭化、感度維持に寄与と推察。また、検
体処理時の CSFV の不活化により、抽出時の
交差汚染低減も可能。再試験等の Ct 値を 3
7 と定め、生材料への変性剤の添加による
感度維持・非特異反応低減で、効率的な野
生いのしし CSFVrPCR の運用が可能。 

 
268．豚熱免疫付与状況調査に基づく離乳豚
のワクチン接種日齢の検討：石川県北部家
保 山根裕太 

令和元年 10 月以降、県内全ての養豚場で
豚熱ワクチンを接種。今年度 5 月(Ⅰ期)、1
1 月(Ⅱ期)に管内の養豚場で ELISA 法によ
る免疫付与状況を調査。Ⅰ期、Ⅱ期の肥育
豚の平均接種日齢は 35.4 日、45.2 日、接
種後平均日数は 69.0 日、79.2 日。ELISA
法の抗体陽性率は、Ⅰ期で繁殖豚 98.2%、
育成豚 100%、肥育豚 71.7%、Ⅱ期 97.2%、7
0%、62.6%。Ⅰ期の ELISA 法で陽性かつ中和
抗体 16 倍以上の豚の一致率は 93.5%。追加
接種、接種日齢の引き上げを実施。また、A
農場の母豚 3 頭と 3 月及び 8 月分娩の産子
各 5 頭を、中和試験で約 15 日毎に抗体価を
確認。3 月産子は、母豚の平均抗体価 406.
3、42 日齢でワクチン接種し、抗体上昇率 3
3.3%。8 月産子は、母豚の平均抗体価 161.
2、48～54 日齢にワクチン接種し、抗体上
昇率 66.7%。以上より、母豚の抗体価及び
接種日齢が抗体付与に関与。母豚の免疫状
況により、産子の適正な接種日齢が異なる
ことから、農場毎に接種日齢を検討してい
く必要がある。 
 
269．離乳豚の県外移動による CSF ワクチン
プログラムの策定：山梨県東部家保 白井
雄介、土橋宏司 

本県では令和元年 11月から CSFワクチン
接種を開始。令和 2 年 6 月、免疫付与状況
等確認検査で県内複数農場の肥育豚におい
て、移行抗体の影響と思われるワクチンブ
レイクの可能性が示唆。本県では離乳豚へ
の接種日齢を 50 日齢前後に変更。県外の肥
育農場へ子豚の供給を行う A 農場経営者に
接種日齢の変更を伝え、対応として①A 農
場で 50 日齢まで保留しワクチン接種後に
移動②早期移動して移動先でワクチン接種
を実施のいずれかの検討を依頼すると共
に、移動先の管轄家保に協議を実施。A 農
場では離乳豚の飼育スペースの確保は困難
であり、移行抗体が残っている 30 日齢で県
外農場への早期移動を行える移動プログラ
ムの策定を指示。また、体制が整うまでの
移行措置として移動する離乳豚の接種日齢
が約 45 日齢となるよう子豚のグループ分
けを指示し、接種回数を増やし対応。7 月、
肥育農場での受け入れ体制が整い 30 日齢
での移動、適切な日齢でワクチン接種を行

う体制が整った。 
 
270．実験用ミニブタの CSF ワクチン接種除
外に係る防疫対応：山梨県東部家保 金子
岳大、土橋宏司 

令和元年 10 月、CSF ワクチンプログラム
策定にあたり、当所管内実験用豚(SPF とコ
ンベンショナル)繁殖施設は、接種除外に該
当すると考えられ、農水省と協議を実施。
①除外要件に該当する SPF 豚のみ繁殖、②
全ての豚に接種、供給は接種地域に限定、
いずれかの対応を提示された。しかし、施
設はユーザーから非接種豚の供給を期待さ
れており、SPF 豚は非接種、コンベンショ
ナル豚は接種という強い要望があり、当所
を通じ再度農水省と協議。後日、現地確認
を行い、指摘事項改善と追加資料を求めら
れた。当所はそれらに関する助言等の指導
を実施。結果、SPF 豚は接種除外、コンベ
ンショナル豚は接種となった。コンベンシ
ョナル施設は令和 2 年 3 月に初回のワクチ
ン接種、定期的に免疫付与状況を確認。SP
F 施設は、施設側で臨床検査、当所で ELIS
A・PCR 検査を継続的に実施。SPF 豚の実験
動物としての価値を維持できたが、今後と
も徹底した衛生管理・定期的モニタリング
を行っていく。 
 
271．CSF ワクチン接種豚の病性鑑定でのワ
クチン由来遺伝子検出事例と今後の防疫措
置の課題：山梨県西部家保 大間有紗、鷹
野由紀 

ワクチン接種済みの管内 1 農場において
死亡豚の増加および異常豚の報告を受け、
現地立入検査を行い死亡豚 1 頭（No.1 ）と
異常豚（No.2 ）およびそれぞれの同居豚に
ついて病性鑑定を実施し、CSF ワクチン由
来株が検出されたので詳細を報告する。 N
o.1 は 74 日齢（52 日齢でワクチン接種）、
No.2 は 87 日齢（44 日齢でワクチン接種）。
No.1 ､No.2ともに CSFの PCR検査は扁桃と
脾臓で陽性（うち No.１の扁桃は RFLP＋）
であり、その後動物衛生研究部門の遺伝子
解析の結果 CSF ワクチン株と判明。同居豚
についても 17 頭中 12 頭で CSF の ELISA 陽
性および擬陽性であり同様にワクチン株と
判断。本事例は①家保でもワクチン株を判
定する技術が必要であること、②ワクチン
接種前より判定までの時間が短くなるた
め、防疫準備スケジュールを見直す必要が
あることが課題とされた。今後あらためて
効率的な資材搬入方法や動員連絡体制の改
善に取り組んでいく。 
 
272．飼養イノシシへの CSF ワクチン接種：
山梨県西部家保 石原希朋、鷹野由紀 

令和元年 11 月より本県において飼養豚
・いのししへの CSF ワクチン接種開始。飼
養いのししへのワクチン接種方法について
検討したので報告する。飼養いのししへの
接種方法は吹き矢や注射棒などの方法があ
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るが、吹き矢は技術面や接種後の処理に難
があることと管内農家は舎飼いでの飼育が
主であるため、注射棒を選択。注射棒は（株）
夏目製作所のセーフティーアーム A を使
用。接種は、飼養者に給餌してもらい、採
食中に、飼育房の外から頸部に接種。群飼
で警戒心が強く、柵近くの餌に近づかない
場合は、注射棒のハンドル部位に養生テー
プでアルミパイプを固定、延長し接種。接
種者の技能によらず、接種できたが、広い
放牧場で飼育され、人慣れしていない 1 頭
のみ接種できなかった。この 1 頭は初回接
種時に国と協議の上、経口ワクチンを投与。
今後も飼養いのししへの接種は注射棒を利
用するが、飼養形態によらずにワクチンを
行うためには、経口ワクチンの利用が強く
望まれる。 

 
273．豚熱ワクチン接種時期における子豚の
移行抗体とその影響：山梨県西部家保 小
林洋平、鷹野由紀 

本県は令和元年 11 月 17 日より豚熱ワク
チン接種開始、同年 12 月に第 1 回、令和 2
年 6 月に第 2 回の免疫付与状況確認検査を
実施、第 2 回調査において肥育豚の免疫付
与率が低く（1 回目：100%、2 回目：71.3%）、
追加接種となる事例が続発したため調査を
実施。管内 2 農場で抗体価の異なる母豚 5
頭（32～1024 倍）を選定、1 腹 5 頭以上の
産子について 15 日齢からワクチン接種後
まで経時的に中和抗体価を測定。結果、ワ
クチン接種時期の約 50 日齢時に移行抗体
は 2 倍未満～64 倍に分布、移行抗体価 16
倍以上の個体で免疫付与率が低く、現状の
接種時期において移行抗体価が残存しワク
チンブレイクを起こすことを確認。母豚中
和抗体価 256 倍以上でワクチン接種日齢に
おいても移行抗体は残存。ワクチン接種適
期の見極めには定期的な母豚抗体価の測定
が有効と考えられるが、母豚個体間で大き
な差が認められるため産子のワクチン接種
適期日齢も異なると考えられ、感染予防に
は飼養衛生管理徹底が不可欠。 

 
274．豚熱ワクチン接種適期の検討：長野県
飯田家保 松澤直樹  

2019 年 10 月末、管内飼養豚全頭への豚
熱接種（接種）開始。1 から 2 カ月齢時と
される子豚への接種の適期日齢を検討する
ため調査実施。繁殖豚全頭に接種済みの一
貫養豚農場 1 戸にて、個体識別可能な子豚
19 頭の 30、40、50 日齢時及び各日齢での
接種から 5 週間後の血清延べ 56 検体、各子
豚の母豚血清 5検体を用いて豚熱抗体 ELIS
A 検査及び中和試験を実施。移行抗体の EL
ISA 陽性率、中和抗体価（抗体価）16 倍以
上の割合は共に 30 日齢で 100％、40 及び 5
0 日齢にかけて低下。接種 5 週間後の ELIS
A 陽性率は 40 日齢接種で 44.4％、50 日齢
接種で 60％、抗体価 2 倍以上の割合は 40
日齢接種で 77.8％、50 日齢接種で 90％。

抗体価 2,048 倍以上の母豚の子豚は、50 日
齢時点でも 16倍から 32倍の抗体価を保持。
中和抗体獲得群でも ELISA 検査では群免疫
不十分と判定される場合も鑑み、防疫指針
上有効とされる 80％以上の群免疫付与の
ためには、50 日齢以降での接種が妥当と考
えられた。 

 
275．豚熱の ELISA 検査および中和試験のデ
ータ解析：長野県松本家保 伊藤唯、加藤
雅樹  

令和元年 11 月から令和 2 年 12 月まで豚
熱に関する特定家畜伝染病防疫指針に基づ
く免疫付与状況確認検査（以下「ELISA 検
査」）のため、採材した県内養豚場の豚、
計 4654 検体において ELISA 検査を実施。う
ち 483 検体の中和試験を実施。初回 ELISA
検査ではすべての農場において陽性率は 9
0％以上。2 回目の ELISA 検査では、移行抗
体の影響を受けた肥育豚の陽性率 62％。初
回ワクチン接種母豚から生まれた子豚は移
行抗体が長期にわたって残存すると考えら
れたため、本県では 50 日齢以降での接種に
変更。3 回目の ELISA 検査では肥育豚陽性
率 72％。ELISA 検査と中和試験の相関係数
0.91。ELISA検査疑陽性(S/P 値 0.05以上 0.
10 未満)の検体では中和抗体価 2 倍以上の
検体が 97％、4 倍以上は 77％。このことか
ら ELISA 検査疑陽性個体の約 7 割が感染防
御抗体を保有していると考察。今後抗体価
が低い母豚の増加が想定されるため、適切
な日齢でワクチン接種できるよう継続的に
抗体検査を実施し、抗体の保有状況を把握
する必要がある。 

 
276．豚熱ワクチンの免疫付与に係る移行抗
体の影響：岐阜県東濃家保 佐野豊、林登 

2019 年 10 月、岐阜県内飼養豚に対し豚
熱ワクチン接種開始。管内一養豚場におい
て豚熱ワクチン接種母豚およびその産子の
抗体検査を経時的に実施、移行抗体がワク
チンによる免疫付与へ与える影響を検討。
母豚 5 頭を分娩 4 週間前、分娩 3 週間後に
採血。産子は、各母豚から 5 頭を選抜、6
週齢でワクチン接種、3、6、10、12、14 週
齢で採血、抗体価を測定。分娩 3 週間後に
おける母豚とその産子の中和抗体価に相関
を確認。ワクチン接種時移行抗体価が 2～8
倍の 2 群では、良好な免疫付与を確認。32
倍の 1 群では、免疫付与の遅延を確認。32
～128 倍の 1 群で、免疫付与の遅延する個
体、抗体価の上昇しない個体が混在。64～2
56 倍の 1 群では、抗体価の上昇を認めず。
移行抗体によりワクチンブレイクを起こす
可能性が示唆。適切な免疫付与を行うため
には、移行抗体の影響を踏まえたワクチン
接種時期の検討が必要。 
 
277．豚熱抗体調査の解析によるワクチン接
種適期推定法：岐阜県中央家保 桑田桂輔、
溝口博史 
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2018 年 9 月に豚熱が発生したことを受
け、2019 年 10 月から豚熱ワクチン接種を
開始。接種後の抗体検査で、母豚群では血
中抗体の分布が既報（中和抗体価の中央値
128 倍）と比較して 512 倍と高く、子豚群
ではその影響による免疫付与の抑制を確
認。（ELISA 陽性率 73.2%）。そこで効果的
なワクチン接種時期を検討するため、移行
抗体確認調査（母豚の出産前後及び産子の
接種 3 週前～出荷時の血中抗体を経時的に
ELISA 及び中和試験で測定）を実施。その
調査結果を統計学的に解析し、ELISA S/P
値と中和抗体価の相関、中和抗体価に対す
る S/P 値の cutoff 値、移行抗体減少推移が
ロジスティック関数で予測可能であるこ
と、ワクチン抗体付与推移を Nonparametri
c bootstrap 法で予測可能であることを
確認。これらの解析結果から、母豚又は未
接種子豚の ELISA S/P 値で農場毎の接種適
期を推定できる方法を考案。現地家保で簡
便に行える ELISA のみで接種適期を推定で
きる方法であり、より効果的なワクチン接
種体制の構築に活用する予定。 
 
278．食肉処理施設における交差汚染防止対
策：静岡県西部家保 森田知香、佐藤紘朗 
 県内外の農場から家畜を受け入れる管内
２か所の食肉処理施設では、家畜伝染病ま
ん延防止対策が重要。今回、愛知県、岐阜
県での豚熱発生に伴い、両施設の交差汚染
防止対策実施状況を調査。両施設とも、平
常時からハード面（車両消毒装置設置、生
体受入施設とと畜・解体施設等の区別）、
ソフト面（衛生管理マニュアル作成、定期
的な清掃・消毒の徹底）における対策を実
施。さらに万全を期すため、感染リスク別
の搬入時間の区分け、電話による場内誘導
等の時間的対策、プラットホームの区分等
の空間的対策を指導した結果、食肉処理施
設を介した交差汚染は未確認。今後、施設
内で繋留中の家畜に豚熱や口蹄疫等の特定
家畜伝染病が発生した場合の具体的な対策
（レンダリング装置運用マニュアル、作業
員対応マニュアル等）を、施設管理者、食
肉検査所と検討。 
 
279．豚熱ワクチンの効果的な接種方法の検
討：静岡県西部家保 松本侍那子、松井繁
幸 
 令和元年 11 月、県内飼養豚等への豚熱ワ
クチン接種開始。管内抗体陽性率は、同年
12 月及び令和 2 年 6 月でそれぞれ、繁殖豚
90.4%、95.9％、肥育豚 97.8%、73.4%と肥
育豚で免疫付与率低下。群免疫指標である
80%以上の抗体保有率維持を目的に、免疫付
与率低下の原因を究明、効果的な接種方法
を検討。2 回目調査結果の統計解析で、接
種日齢又は接種後日数が高いと S/P 値が高
い傾向。母豚からの移行抗体影響調査では、
管内 A 農場飼養豚の抗体検査で、母豚と産
仔の S/P 値に強い正の相関を認め、接種時

S/P 値が高い子豚は免疫付与率が低く、S/P
値が低い子豚は高い傾向。ワクチン接種に
よる免疫付与の影響要因として、接種日齢
と接種後日数の関与が認められたが、これ
らを遅らせても免疫付与されない子豚が散
見。他要因として移行抗体の影響が考えら
れ、農場内母豚 S/P 比の把握、産仔の哺乳
状況を揃え、一定した移行抗体付与が重要。 
 
280．CSF 免疫付与状況調査血清の抗体検査
成績と今後の活用方法の検討：静岡県中部
家保 梶原一洋、西原由希子 

R元年 11月に全飼養豚へ CSFワクチン初
回接種完了。管内 7 戸の CSF 免疫付与状況
調査血清で ELISA 及び中和試験を実施し E
LISA の S/P 値の活用方法を検討。1 回目、R
元年 12 月に 210 頭（種豚 46 頭、肉豚 164
頭）、2 回目、R2 年 6 月に 210 頭（種豚 88
頭、肉豚 122 頭）採血。2 回目の血清で測
定した中和抗体価及び S/P 値から作成し
たヒストグラムの類似性を比較。1 回目と 2
回目の S/P 値の推移を測定。結果、ELISA
は 1 回目が陽性 206 頭（種豚 43 頭、肉豚 1
63 頭）、2 回目が陽性 180 頭（種豚 88 頭、
肉豚 92 頭）。S/P 値と中和抗体価は相関あ
り。中和抗体価と S/P 値のヒストグラムは
中和抗体価 16倍以上で S/P値と類似した分
布傾向。1 回目は肉豚の S/P 値が高く、種
豚が低かったが、2 回目は肉豚が低く、種
豚が高かった。S/P 値のヒストグラム化は
抗体価の分布が把握でき、農場への説明に
活用可。 
 
281．豚熱ワクチン接種後の豚熱ウイルス中
和抗体価の調査と分析：愛知県中央家保 
玉生英久 
 豚熱免疫付与状況等確認検査における移
行抗体存在下でのワクチン接種豚の免疫付
与率が低い結果を受け、実態把握のため、E
LISA 及び中和試験により調査を実施。ELIS
A S/P 値と中和試験の相関係数は 0.889。中
和試験に対する ELISA の感度は 79.9%、中
和抗体価 2-8 倍で 59.2%が ELISA 疑陽性か
陰性。子豚の移行抗体価(GM 値)は 29 日齢
以下で 78.7、60 日齢以上で 8.4。日齢経過
とともに減少傾向。母豚抗体価は 256 倍を
ピークにおおよそ正規分布(GM 値:233.7)。
ワクチン接種時の移行抗体価がワクチンテ
イク率に影響(16 倍以下:78.9%、32 倍以上
：48.3%）。移行抗体存在下でのワクチン接
種豚の多くは抗体価が一旦低下後に上昇
し、ワクチンがテイクした個体の 41.9%が
接種から 3-4 ヶ月後に上昇。ワクチン効果
判定は接種から少なくとも 3 ヶ月以上経過
後に行う必要あり。ELISA の感度も考慮し、
効果的な免疫付与状況確認検査手法の検討
が必要。 
 
282．豚熱ワクチン接種豚の抗体動態と免疫
付与に影響する因子の考察：愛知県東部家
保 永井泰子 
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豚熱ワクチン接種豚の抗体動態を確認す
るため 2 農場で検証試験を実施。その他、
抗体陽性率 8 割未満の 18 農場で豚繁殖・呼
吸障害症候群ウイルス（PRRSV）感染状況と
接種時移行抗体価を測定し、相関解析を実
施。豚熱免疫付与確認検査及び検証試験の
結果から、接種時の移行抗体価によりワク
チンテイク率が異なることが確認され、そ
の他にも接種時に PRRSV 野外感染が起きて
いるとワクチンテイクに影響を与える可能
性が推察。有意差は認められなかったため
さらなる解析を試みたが、PRRS 清浄農場の
検体数が少なく解析不可。現在、検体数を
増やす目的で PRRS 清浄農場と PRRS 陽性農
場について抗体応答を比較する検証試験を
実施中。今後も現場の視点から様々な因子
について解析し、免疫付与状況の向上に繋
げていく必要がある。また、ワクチンを接
種していても 100％の豚に免疫を付与でき
るわけではないので、豚熱を発生させない
ためには慢性疾病対策や飼養衛生管理の徹
底など総合的な衛生対策の指導も併せて実
施。 
 
283．県内で初めて発生した豚の日本脳炎と
管内の浸潤状況：愛知県東部家保 柚井絵
莉奈 

母豚 400頭規模の養豚農家で令和 2年 10
月中旬に初産豚 3 腹で異常産発生。病理解
剖で白子 10頭と奇形胎子 1頭は脳実質がな
く脳脊髄液が貯留。HI 試験で白子 10 頭の
腹腔液と母豚 5 頭の血清から日本脳炎ウイ
ルス（JEV）に対する抗体上昇を確認、総合
的に豚の日本脳炎と診断。管内の JEV 浸潤
状況調査のため平成 30 年から令和 2 年、蚊
の発生が多い 6 月から 11 月の管内 3 市 60
農場、ワクチン未接種の肉豚 636 頭の血清
を用いて HI 試験を実施した結果、抗体保有
率は平成 30 年が 7.1％、令和元年が 18.2
％、令和 2 年が 44.5％と今年は例年よりも
高かった。今回の異常産は、導入時にのみ
日本脳炎・豚パルボウイルス感染症・豚ゲ
タウイルス感染症混合生ワクチンを接種し
ていたため、初回種付け時に JEV に対する
抗体価が低く、感染したと推察。また、胎
子が白子であったことから妊娠末期の 9 月
頃に感染したと推察。JEV の流行開始時期
までに確実に免疫を付与することが重要。
流行の実態、農場の管理に合わせてワクチ
ンプログラムを組む必要がある。 
 
284．豚熱発生農場における経営再開に向け
た取組：三重県北勢家保 川瀬聖、竹馬工 
 令和元年 7 月、管内養豚場で豚熱が発生
（国内 32 例目）。経営再開に向け、高水準
の飼養衛生管理体制を確立するため、生産
者、関係団体及び県が連携。施設整備は CS
F 衛生管理再生緊急支援事業を活用し、疫
学調査結果のウイルス侵入要因をもとに衛
生対策を強化。農場全体の作業動線の見直
し、豚舎前更衣室やパスボックス、防護柵

の設置、豚舎天井の補強を実施。再導入に
向けて、豚熱ワクチン接種地域である本県
では、モニター豚による清浄性確認に代わ
り、環境検査を実施。発生豚舎 2 棟 100 検
体を含む計 258 検体を採材し、陰性を確認
後、繁殖候補豚を導入。経営再開後も密に
連絡を取り、生産者への支援及び指導を継
続。衛生対策を強化したことで PRRS 等の慢
性疾病の発生を軽減でき、豚肉の供給を発
生前の水準に回復。平常時から生産者と信
頼関係を築いておくことが、家畜伝染病発
生時やその後の経営再開に向けて重要。 
 
285．民間獣医師と連携した豚熱ワクチン接
種：三重県南勢家保 岩澤久美子、林義規 
 令和元年 10 月 25 日より豚熱の予防的ワ
クチン接種（以下、ワクチン接種）を開始。
当所管内では 15農場及び愛玩飼養者 4件の
約 21,000 頭が初回接種の対象となった。以
後、肥育農場を除いた 14 農場で離乳豚等の
定期的なワクチン接種を実施。ワクチン接
種を円滑に行うため、民間獣医師を家畜防
疫員（以下、専門員）として任用。初回接
種では専門員と当所職員が共同で従事し、
定期的なワクチン接種では多くの農場で専
門員が単独で従事。そこで、当所の職員全
員が専門員の対応ができるようにチェック
リスト等を作成、ワクチン接種用資材の保
管場所を確保し、所内勉強会で周知。また、
交差汚染防止のため、資材はできるだけ事
前に農家に渡すとともに、資材の消毒場所
や人の動線を整理。さらに、移行抗体があ
る状態でワクチン接種した豚の ELISA 陽性
率が低かったことから、専門員と情報共有、
意見交換を行い、接種日齢を 45 日齢以上に
引き上げ、より適切なワクチン接種体制を
構築。 
 
286．豚熱ワクチン接種農場における抗体調
査から得られた知見：三重県中央家保 戸
塚麻喜、川島豪 

農場管理獣医師の協力を得て県内の大規
模 2 養豚場（A、B）において豚熱の抗体調
査を実施。母豚の中和抗体価の GM 値（中和
GM 値）は、A で 26.8 倍、B で 180.2 倍、（E
LISA 陽性率は A で 96％、B で 100％）。子
豚のワクチン接種前の中和 GM 値は、A（45
日令接種）では 16 倍、B の 2 回接種群（21
-27 日令と約 90-110 日令接種）では 138.2
倍、1 回接種群（約 50 日令接種）では 33.
9 倍であった。接種後、A の子豚で 80％（8
/10 頭）、B の 2 回接種した子豚で 81.3％
（13/16 頭、2 頭死亡）、1 回接種した子豚
で 50％（6/12 頭）に抗体応答が認められた。
母豚の ELISA 陽性率は A で 96％、B で 100
％、中和抗体価は A で 26.8 倍、B で 180.2
倍と異なり、品種の違いによる可能性が考
えられた。中和抗体価の上昇に 60 日以上か
かる事例が確認され、採材時期に注意が必
要であると考えられた。ELISA で農場ごと
の抗体陽性率を確認しつつ、必要に応じ中
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和 GM 値成績も活用したい。 
 
287．豚熱ワクチン接種にかかる免疫付与状
況確認検査結果：滋賀県滋賀県家保 金谷
須美礼、中西幸司 

豚熱ワクチン接種後の免疫付与状況確認
検査を 3 回（2019 年 11 月～2020 年 12 月）
実施。繁殖肥育一貫 3 農場にて肥育豚の抗
体陽性率低下が認められたため、接種日齢
を検討。初回ワクチン接種後 1 回目の検査
結果は 3 農場とも十分な免疫付与を認め
た。2 回目の検査結果では、A 農場の 26 日
～34 日齢接種群および C 農場 33 日齢接種
群で抗体陽性率 80％未満であったため、接
種日齢を 35 日齢に変更。3 回目の結果も全
農場で肥育豚の抗体陽性率が 80％未満で
あり、接種日齢を 49 日齢以降に変更。未接
種期間の長期化により、移行抗体の少ない
子豚などに豚熱ウイルスの野外感染の恐れ
や、接種前の豚群再編成による接種漏れを
懸念。このため、未接種豚の観察強化と台
帳管理に加え、確実に豚群を確認できるよ
うマーキングなどの対策を指導。虚弱個体
は接種の猶予を迷う場合があるが、さらに
未接種期間が長期化するため、注意が必要。
今後接種日齢変更後の検査結果を踏まえ、
接種日齢が妥当かどうか検討する必要があ
る。 
 
288．豚熱発生地における防疫作業：奈良県
奈良県家保 赤池 勝 
 令和 3年 3月 1089頭飼養の繁殖経営農場
で本県 59 年ぶりの豚熱発生。傾斜地、敷地
が狭小、死体の保管スペースが限られ、家
畜防疫員 8～9 名 2 交代/日、動員者 32 名（1
6 名×2 班）3 交代/日で、防疫作業実施。
子豚は、ガス殺、繁殖豚は、電殺後薬注、
フレコンバッグに投入し搬出、遠隔地埋却。
家畜防疫員・動員者各のべ 60 名・672 名に
より、確定診断～殺処分完了 73 時間 37 分、
～防疫措置完了 89 時間。課題：①頭部通電
時に数頭が逃走、事故リスクあり。②隣接
地埋却が想定外の遠隔地埋却に決定、死体
フレコンバッグ・関連資材の一時保管場所
が必要になった。③CO2 ボンベ保管場所は、
未選定のため、搬入時に急遽確保。④殺処
分時の電殺機・ガス殺器材の配置も随時設
定。対策：①頭部通電時の電殺用鉗子把握
部位を背側頚部から外側頚部に変更後逃走
なし。②③④は、他農場防疫作業計画に要
検討追記。農家所有隣接埋却地がある場合
でも、遠隔地埋却を想定した防疫作業計画
要作成。 
 
289．豚熱発生事例の病性鑑定：奈良県奈良
県家保 戸田 和将、藤原朋子 

令和 3 年 3 月 29 日、県内養豚農家の繁殖
農場より、離乳豚舎で下痢を呈する豚およ
び死亡豚増加の通報、同日農場に立ち入り
病性鑑定を実施。離乳豚舎で計 15 頭の臨床
検査と採血、生豚 1 頭の解剖を実施。遺伝

子検査よりワクチン未接種群の 2 頭とワク
チン接種群の 1 頭の血清および生豚材料に
ついて豚熱特異遺伝子検出、FA で生豚の扁
桃・脾臓で陽性、ゲノムシークエンスより
野外株と判定、よって豚熱患畜と決定。殺
処分前に他豚舎について計 70 頭について
遺伝子検査・血液検査を実施、子豚舎のワ
クチン接種済豚 3 頭と分娩舎のワクチン未
接種豚 5 頭の血清よりペスチウイルス特異
遺伝子検出、一部に白血球減少。環境材料
から検出されず。豚熱ウイルスは農場内で
拡散、ワクチン接種済豚の感染を認め、ワ
クチンブレイクが生じたと考察。今後養豚
農家への飼養衛生管理指導を強化し、ワク
チンプログラムを再考。 
 
290．豚熱防疫措置と家畜防疫員の役割：和
歌山県紀北家保 山中克己、髙橋康喜 
 【背景】令和 3 年 1 月に管内養豚場で豚
熱が発生。のべ 400 名を動員し殺処分（26
7 頭）等の防疫措置を実施。【現地防疫セ
ンター】動員者の班分けと班長を指名し、
農場における家畜防疫員をトップとする指
揮系統が円滑に機能。【農場概要・作業条
件】山間部にあり敷地内外の道は狭く急勾
配。畜舎は老朽化し、内部は暗い。作業環
境は悪条件が多いため負傷リスクが高い。
【殺処分】畜主考案の方法で畜主が豚を誘
導。殺処分方法は電殺機を使用した後、全
頭薬殺。豚番号とフレコン番号を記録し正
確な情報管理を実施。24 時間体制で殺処分
や搬出を行うため危険で職員は疲弊。【封
じ込め（飼料・排せつ物）】すべて手作業
で清掃や封じ込めを実施。【処分場（埋却）】
多数のトラブルに対応し、近隣の県有地に
豚のみ埋却。【家畜防疫員の役割】防疫措
置において家畜防疫員に現場監督としての
対応力と指導力が必要。質の高い指揮を行
うためには、日頃から獣医師個人の知識や
スキルを高める必要がある。 
 
291．豚熱ワクチン接種農場で発生した豚熱
の病性鑑定：和歌山県紀北家保 山田陽子、
山本敦司 
 267 頭飼養一貫経営養豚場で、衰弱子豚
発生の通報により立入検査。当該豚房 6 頭
中 5 頭で 40℃以上の発熱を確認、衰弱死亡
豚 2 頭と血液（同豚房 6 頭分）について(1)
病性鑑定を実施。翌日(2)疫学調査を実施。
当該ロットは 68 日齢で、豚熱ワクチン接種
は 50 日齢。農場周辺では豚熱感染野生いの
ししを 11 月に確認。(1) 6 頭中 5 頭で WBC
減少、6 頭で PCR 陽性。遺伝子解析の結果、
野外株と判明。体温、WBC、PCR の結果から、
発生豚房は全頭発症と推察。(2)殺処分前の
同居豚 68 頭の血液および環境スワブ 50 カ
所を採材。PCR 陽性は 2 頭で、発生ロット
と同一で別豚房の 1 頭と 100 日齢の肥育豚
1 頭。抗体陰性は 3 頭で、ワクチン接種前
離乳豚、前日ワクチン接種子豚、発生ロッ
トと同一で別豚房の各 1 頭。WBC 著減個体
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は存在せず。環境スワブでは発生ロットの
豚房及び飼料庫周辺で PCR 陽性多数。農場
内で野生動物がいたとの報告からも、それ
ら関与による豚熱ウイルス伝播が示唆され
た。 
 
292．管内養豚一貫経営農家における PRRS
対策：徳島県西部家保 市川正史・富久章
子   
 令和 2 年 5 月管内養豚一貫経営農家にお
いて、分娩予定 2 ヶ月前に白子、黒子が混
じる流産が増加、流産胎児 3 頭の病性鑑定
を実施。肺より PRRS ウイルスを検出。ただ
ちに母豚群と肥育豚計 30 頭の抗体検査を
実施。2 産以降の母豚で 41.6%(5/12)、80
から 90 日齢で 100%（5/5）の抗体価の上昇
を確認。PRRS ワクチンは母豚導入時 1 回投
与のみ。畜主及び、農場管理者を交え対策
会議を実施。前年、豚舎改修のために同畜
主所有の別農場からの母豚の一時移動を主
因とする、2 農場間での PRRS ウイルスの交
差感染を推察。2 農場共に畜舎消毒等の衛
生対策に加え、9 月に母豚各 450 頭に対し
ワクチンの一斉接種を実施。10 月以降、流
産率が減少傾向。今後、飼養衛生面での対
策の更なる見直しと母豚に対する定期的ワ
クチン接種による抗体価を安定させ、肥育
豚についてもワクチン接種を推進予定。 
 
293．一貫経営養豚場の PRRS 清浄化への取
り組み：香川県西部家保 四宮有果 

2020 年 8 月、管内一貫経営農場において
肥育豚での死亡頭数が増加。農場主への聞
取りで 2018 年 3 月に PRRS 発生、繁殖候補
豚の PRRS 検査や衛生管理改善等の対策を
実施したが、2020 年 3 月より繁殖成績が低
下したとの稟告。これにより農場の PRRS
感染状況調査を実施。肥育豚の病性鑑定で
PRRS の関与を疑う間質性肺炎を確認。母豚
からの感染確認のため、初乳摂取初生豚の
PRRS 検査を実施し全検体 PCR 不検出。次に
離乳舎移動前の哺乳豚群唾液の PRRS 検査
を実施し PCR で陽性を確認。虚弱豚の病性
鑑定を実施、肺でウイルスを確認し PRRS
と診断。清浄化に向けて農場、家保及び関
係機関で PRRS 防疫対策検討会を開催。離乳
舎移動前の水平感染、離乳舎及び肥育舎で
の水平感染と過密飼育等が原因と推定し、
次の対策を実施。①母豚のワクチン接種②
哺乳豚のワクチン接種時期の変更③母豚数
削減④オールアウト後の空舎期間確保等。
対策を継続し経過観察中。 

 
294．管内養豚農家における疾病への取組：
高知県西部家保 橋詰由衣子、久保紀恵 

豚疾病への２つの取組事例を紹介。１つ
目として、平成 29 年度から管内４養豚農家
で豚繁殖・呼吸障害症候群ウイルス（PRRS
V）の抗体検査を実施し、結果をもとに地域
防疫への意識向上を目的とした勉強会を開
催。A 農場は抗体陽性個体が確認されたが、

オールイン・オールアウトや陰性農場から
の導入などを指導し、翌年度の検査で改善
を確認。B 農場は初年度から PRRSV 抗体陰
性のため、更なるバイオセキュリティの強
化を指導し陰性の状態を維持。２つ目の事
例は、平成 31 年度にワクチン接種ミスから
12 頭で豚丹毒が発生した C 農場での対策。
損失額を明示して農家と原因を分析した結
果、危機意識が向上し、適切なワクチン接
種を実施して今年度の発生は３頭に減少。
更に、意識啓発のため毎月と畜検査情報を
活用した衛生指導を行い、疾病発生状況を
早期把握、農家と共有。疾病防除において、
農家自身の意識向上による衛生対策が有効
と考えられる。 

 
295．佐賀県の非定型豚ペスチウイルスの分
子系統解析：佐賀県中部家保 岡本理、一
戸夏美 

哺乳豚の先天性痙攣を引き起こす可能性
がある非定型豚ペスチウイルス（APPV）は、
日本を含む世界各国において浸潤。今回、A
PPVの分子系統解析を行い APPVの動態につ
いて知見を得たので、その概要を報告。佐
賀県内養豚場 44 農場において 2018 年に採
材された健常豚血清及び A 農場（一貫経営）
において 2016 年から 2019 年に採材された
健常豚血清を用いて、APPV の NS5B 領域の
分子系統解析を実施。2018 年の県内養豚場
由来 APPV は 5 つのクラスターに分類。複数
農場由来 APPV が同一クラスターに分類。2
016 年から 2019 年の A 農場由来 APPV は全
て同一クラスターに分類。複数の APPV 株が
県内に浸潤していること及び由来の同じ A
PPV 株が複数の農場へ侵入したことが示
唆、過去に APPV が農場間で伝播された可能
性が考えられた。A 農場では 1 つの APPV 株
が 4 年間維持されていたことが示唆。APPV
の動態は不明なことが多いが、今後さらな
る調査を行う予定。 

 
296．アカバネウイルスの関与を疑う豚の神
経症状発生：熊本県中央家保 杉晋二、本
田佐知子 

2019 年 10 月 4 日、県内の豚及び牛飼養
施設で、10 日齢の同腹哺乳豚 9 頭中 4、5
頭が後肢ふらつき及び起立不能、うち 2 頭
斃死。発症豚 1 頭及び斃死豚 2 頭について
病性鑑定実施。病理検査は全頭で非化膿性
髄膜脳炎、家兎抗アカバネウイルス(AKAV)
血清を用いた免疫組織化学的検査陽性。全
頭の大脳から GenogroupⅠの AKAV特異遺伝
子検出。この AKAV の S 及び M ゲノム分節領
域の部分遺伝子配列は 2019 年度の県内ア
ルボウイルス動態調査分離株と 100%一致。
発症豚 1 頭の AKAV 中和抗体価 2 倍未満。ウ
イルス分離陰性。同居豚 6 頭及び同一施設
飼養牛 9頭の血清の AKAV遺伝子検査は全頭
陰性、中和抗体検査は豚 5 頭が前後血清で
上昇、牛は全頭抗体保有。以上から今回の
神経症状は AKAV の生後感染によるものと
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考えられた。AKAV の関与を疑う豚の症例報
告は乏しいが、過去の報告はいずれも Geno
groupI であり、この型が豚に対して病原性
を有する可能性を示唆。今後も症例の蓄積
が必要。 
 
297．口蹄疫禍地域における豚疾病フリーの
取組～復興の 10 年～：宮崎県宮崎家保 渡
山恵子、西田倫子 
 2010 年に発生した口蹄疫の終息後、殺処
分された地域の養豚生産者による協議会を
設立。以降 10 年にわたり、オーエスキー病
(AD)及び豚繁殖・呼吸障害症候群(PRRS)の
清浄地域(特定疾病フリー地域)の取組を実
施。①導入豚の届出及び陰性確認、②着地
検査、③定期モニタリング検査、④ワクチ
ン不使用という地域ルールを設定。AD は 1
0 年間清浄性を維持。PRRS は約 4 年間、大
多数の農場で清浄性を維持したが、2014 年
に陽性を確認。感染確認後、直ちに協議会
や管理獣医師との打合せを複数回開催し、
連携して対策を実施。陽性農場では、管理
獣医師の指導の下、馴致による免疫付与や
候補豚の繰り上げ前検査等、個々の農場に
応じた対策を継続して実行。養豚密集地域
だが、地域内の感染拡大を阻止。10 年間、
養豚を取り巻く情勢は、刻一刻と変化して
いるが、感染拡大を阻止できているのは、
生産者や関係者のたゆまぬ努力の結果。今
後も関係者と緊密に連携しながら、本取組
を継続していく所存。 
 
298．沖縄県で発生した豚熱の病性鑑定の概
要：沖縄県家畜衛生試験場 渡嘉敷美波、
石井圭子 

2020 年 1 月、本県で豚熱が発生。防疫指
針に基づき、異常豚通報時の病性鑑定、発
生農場疫学調査、発生状況／清浄性確認検
査、疫学関連監視、制限区域出荷豚検査、
野生イノシシ調査を定法に従い実施。各種
検査は担当専従で行い、バイオセキュリテ
ィを考慮した動線を確保。各発生農場の病
性鑑定結果（飼養形態、PCR 摘発頭数／検
査頭数）は、1 例目（肥育、6／10）、2 例
目（一貫、6／45）、3 例目（一貫、8／51）、
4 例目（肥育、5／15）、5 例目（肥育、25
／31）、6 例目（肥育、7／30）、7 例目（肥
育、10／60）。発生状況／清浄性確認検査
では一部で PCR、ELISA 陽性または疑陽性が
確認されたが、再検査で豚熱を否定。うち
1 戸で牛ウイルス性下痢Ⅰ型持続感染豚を
摘発。出荷豚とイノシシは全て PCR 陰性。
発生農場のうち 6 戸では各検査において明
瞭な陽性反応を示したが、重点監視定期検
査で摘発された 7 例目では臨床症状もなく
検査陽性率も低かった。農場内ウイルス浸
潤状況は様々で、侵入時期や飼養形態等が
関与し、流行株は症状の顕在化に時間を要
すると推察。 

 
299．哺乳豚の豚熱ワクチン免疫付与野外追

跡調査：沖縄県家畜衛生試験場 石井圭子、
渡嘉敷美波 

2020 年 1 月、沖縄本島中部地域で豚熱が
発生。動物衛生課と協議の上、本島全域で
初回に限り移行抗体を保有しないと推察さ
れる哺乳豚にも豚熱ワクチン（GPE－）を接
種、哺乳豚へのワクチン接種の有効性と安
全性確認のため調査実施。調査対象は本島
北部と南部地域の一貫農場 5 戸（F1～F5）、
接種時の日齢別に試験群を設定（①群は 1
～7 日、②群は 8～14 日、③群は 15～21 日、
F3 は①1～10 日、②11～20 日、③21～30
日）。各試験群 9～12 頭（2～3 腹）につい
て接種後 30、60、90、120 日（F2 と F3 は 7、
14、21 日も追加）に ELISA と中和試験によ
る抗体検査を実施（のべ 810 頭）。ELISA
抗体は接種 21 日後に確認、30 日後に付与
率 100％。中和抗体は接種 14 日後に確認、
90～120 日まで概ね経時的に上昇。調査終
了時の子豚群抗体価（GM 値）は F1：534.7、
F2：189.6、F3：776.0、F4：300.9、F5：4
06.4。接種時日齢が若い試験群ほど抗体価
が高い傾向。接種事故なし。緊急的・予防
的ワクチン使用において移行抗体を保有し
ない哺乳豚へのワクチン接種は有効。 
 
300．沖縄県の豚熱野外症例における病理学
的解析：沖縄県家畜衛生試験場 奥村尚子 

2020 年１～３月、本島中部地域７農場で
豚熱が発生。分離ウイルスは 2019 年岐阜イ
ノシシ由来株と近縁で、国内流行株(JPN/1
/2018 株)からの派生。13 頭の検体を病変程
度と免疫組織化学的染色(IHC)の結果によ
り臓器別にスコア化し、症状の有無、日齢、
既報の感染実験結果と比較。病変は、リン
パ組織や脾臓に多く、リンパ球減少・壊死、
出血と肝臓、脳、腎臓の脈管周囲のリンパ
球主体の細胞浸潤、脾臓や腎臓における小
脈管壁の壊死・血管炎など。化膿性気管支
肺炎も多い。IHC での陽性細胞数は扁桃が
最も多く、抗原検出に最適。複数の特定症
状がある場合や斃死個体は病変が強い傾
向。肥育豚より育成豚が、病変はより重度。
本県症例群は、中等度・高病原性と低病原
性の中間のスコア。高病原性の ALD 株感染
で報告される神経症状を伴う非化膿性脳炎
は認められず、本県分離株の病原性は低か
ら中等度と推察。国内流行株の感染実験と
本県症例(野外症例)のスコア比較では、本
県症例のスコアが高い。豚熱ウイルス感染
が免疫低下を招き、二次感染によりさらに
病変が重篤化したと考察。 
 
Ⅱ－２ 細菌性・真菌性疾患 
 
301．Fusobacterium necrophorum による
豚壊死性小腸炎：北海道石狩家保 末永
敬徳、和田好洋 

豚壊死性腸炎は、Clostridium perfri
ngens（Cp） A または C 型菌が原因とさ
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れている。今回 Fusobacterium necropho
rum（Fn）による豚壊死性小腸炎が発生し
たので報告。去勢後死亡した哺乳豚①及
び②（6 日齢及び 17 日齢）を剖検し、豚
①で空腸の出血・壊死、豚②で空腸の壊
死を確認。豚①及び②の回腸内容より、1
8 時間嫌気培養で CpA 型菌（4.0×104及び
5.2×105CFU/g）を、さらに 48 時間嫌気
培養で Fn 亜種 funduliforme（2.8×106

及び 2.8×108CFU/g）を分離。抗 Fn 抗体
及び抗 Cp 抗体を用いた免疫染色により
両抗原を確認したが、各豚共に Fn 抗原は
Cp 抗原より多く確認。Fn が 106～108CFU/
g 分離されたが、CpA の菌数は 104～105CF
U/g と少なく、近年、豚壊死性腸炎は Cp
A との関連性が低いとの報告も踏まえ、F
n による壊死性小腸炎と診断。本事例は
去勢ストレスや抗生物質の未使用が Fn
感染を助長したと推察。飼養衛生管理の
改善により以後同様の発生は認めず。今
後豚壊死性腸炎を疑う場合、Cp のみなら
ず、Fn の関与を考慮すべき。 
 
302．Mycoplasma hyorhinis が検出され
た離乳豚の肺炎：北海道石狩家保 和田
好洋、内田桐子 

豚の Mycoplasma hyorhinis（Mhr）は、
若齢豚に多発性漿膜炎、関節炎等を起こ
すが、豚のマイコプラズマによる肺炎は、
M. hyopneumoniae（Mhp）のみが注目され、
Mhr の肺炎についてはほとんど知られて
いない。管内 A 養豚場から病性鑑定のた
め搬入された発育不良の離乳豚 14 頭中 9
頭の肺から Mhr 遺伝子を検出、Mhp 遺伝
子は検出されず。豚サーコウイルス 2 型
（PCV2）遺伝子が 9 頭中 8 頭から検出。
剖検では豚マイコプラズマ肺炎で見られ
る病変は見られず、組織検査では、気管
支周囲のリンパ濾胞過形成、間質の肥厚
を各 8 頭で確認。免疫染色では 8 頭の気
管支線毛上皮に Mhr の抗原を確認。Mhr
が付着した線毛は萎縮・消滅し、肺炎起
因病原体の侵入を容易にさせると推察。P
CV2 と Mhr が重感染していると肺炎が重
篤化するとの報告があり、今回の症例も
PCV2 が Mhr の肺炎に関与したと推察。今
後、弱齢豚の肺炎を検査する場合には Mh
r についても考慮する必要あり。 
 
303．大腸菌症発生農場におけるリモート
ツール（RT）を活用した衛生指導：岩手
県県南家保 鈴木勇摩、昆野雄介 
 国内における豚熱の発生拡大に鑑み養
豚場の衛生対策強化が急務。一方で家保
職員の頻回立入は防疫上の制約から、踏
み込んだ指導に課題。H25 から大腸菌症
対策に苦慮する農場において、R2.4 月に
下痢を伴う離乳豚の死亡増加を機に衛生

指導に着手。分離菌は農場が投与する 2
種の薬剤に耐性。投薬プログラムの変更
を指導し、一時死亡豚は減少したが、そ
の後別ロットで継続発生。豚舎消毒効果
と感染源特定のための環境調査の結果、
消毒後の豚房及び飲用水は不検出だが、
分娩後の母豚・子豚糞便から付着因子 ea
e（各 1/10 頭）、離乳後の同子豚から F4
（8/10 頭）及び毒素 ST1（10/10 頭）の
遺伝子を検出。母豚からの垂直感染が疑
われ、保菌豚対策が必要と判断。結果に
基づく農場との協議は RT を用いて直接
訪問を最小限にしつつも、深く踏み込ん
だ検討を実施。RT は互いに限られた時間
の中で非常に有用な手法。今後、飼養衛
生管理基準のチェックや病性鑑定の際も
積極的に活用する予定。 
 
304．豚抗酸菌症における Mycobacterium
 avium のリアルタイム PCR を用いた同定
と分離培養法：岩手県中央家保 澤田徳
子、木崎あゆみ 

Mycobacterium avium は豚及びヒト抗
酸菌症の原因菌であり、家畜及び公衆衛
生の両分野で重要。近年、ヒト抗酸菌症
では小川(O)培地と液体培地(MGIT)を併
用した迅速診断法が推奨。リアルタイム
(r)PCR による菌同定法及び MGIT の豚へ
の応用を検討するため、豚抗酸菌症が発
生した管内 A 農場由来同菌 3 株、腸間膜
リンパ節(Ly)9 検体及び豚舎環境材料 31
検体を用いて、rPCR 及び MGIT の成績を
現行法(O培地及びコンベンショナル(c)P
CR)のそれらと比較。rPCR により、A 農場
由来菌は亜種 hominissuis (MAH)と同定
され、その感度(106cfu/ml)は cPCR(107cf
u/ml)より高値。培地別の感度・培養期間
は、O 培地(101cfu・4 週)より MGIT (100

cfu・10 日) が良好。Ly 及び環境材料の
培養による MAH 陽性数は、O 培地(8 及び
23検体)が MGIT (3及び 2検体)と比較し
て良好。MGITは感度と迅速性に優れるが、
雑菌汚染の著しい検体には不向きと推
察。 
 
305．養豚農場におけるサルモネラ環境モ
ニタリング検査及び指導：福島県中央家
保 喜多見はるか、星陽子 
 管内の一貫経営養豚農場で、A 舎（育
成）で令和 2 年 3 月に Salmonella Chole
raesuis、B 舎（肥育）で同年 5 月に非定
型 Salmonella Typhimurium（4:i:-）に
よる豚サルモネラ症が発生、肥育豚が死
亡。サルモネラ状況調査のため洗浄、消
毒（石灰乳塗布含む）後の農場内環境拭
き取り検査を実施したところ、B 舎及び
発生歴がない C 舎（肥育）から 4:i:-を
検出。C 舎の検出は作業者や物品の移動
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により 4:i:-が拡散したと推察。従来の
洗浄、消毒及び豚舎間移動に関する従業
員の意識が不十分だった可能性を示唆。
結果を踏まえ、サルモネラ対策に効果的
な高温高圧消毒の導入を含めた指導を実
施。以降、豚サルモネラ症を疑う事例な
し。検査結果は農場管理獣医師と共有し、
適切な薬剤使用に寄与。洗浄、消毒後の
環境から 4:i:-が検出された事例を他農
場への指導に活かし、地域全体の衛生意
識の向上を図る。 
 
306．県内の病性鑑定豚由来大腸菌の解析
：福島県中央家保 神川綾香 
 豚由来病原性大腸菌は近年国内でフル
オロキノロン（FQ）系を含む多剤に耐性
の O116 と OSB9（Shigella boydii 9 型）
の分離が増加。本県の浸潤状況調査のた
め H14～27 に分離された病性鑑定豚由来
43 株に対し O 群血清型別、病原遺伝子検
査、薬剤感受性試験（13 系統 21 薬剤）
を実施。O 群血清型のうち O139 が 15 株
（34.9％）、O149 が 6 株（13.9％）、O1
16 が 1 株、OSB9 は分離なし。O139 分離
株は Stx2e 、F18を保有し FQ系に感受性。
O149 分離株は LT、STb、EAST1、F4 を保
有し、H20 以降の分離株は一部の FQ 系薬
剤に耐性。O116 は STa、F4 を保有し FQ
系に感受性であり、国内の多剤耐性 O116
とは異なる系統。耐性薬剤数の平均は 4
薬剤で、最多は H26分離の O86の 12薬剤。
今後も県内の大腸菌の薬剤耐性獲得状況
調査を継続し、耐性菌対策へ寄与する。 
 
307．全ゲノム解析で明らかにした豚主要
細菌疾病の再発の歴史と薬剤耐性遺伝子
の獲得：茨城県県北家保 藤井勇紀、赤
上正貴 
 県内の豚病性鑑定由来細菌株の全ゲノ
ム解析で SNP(1 塩基多型)系統樹を作成。
農場内で維持される同一系統株の追跡
で、残存年数と薬剤耐性遺伝子獲得の推
移を確認。材料は 1994～2017 年の豚由来
Actinobacillus pleuropneumoniae（APP）
93 株、Salmonella Choleraesuis（SC）9
0 株、Haemophilus parasuis（HP）58 株、
Streptococcus suis（SS）105 株を供試。
SC は再発 35 例中 30 例（85.7％）が農場
内残存した同一系統株による再発。同様
に APP1 型は 87.5％、APP2 型は 78.5%、H
P は 35.7％、SS は 36％で、SC と APP は
農場内残存株での再発率が高値。残存年
数最大値は SC で 12.6 年、APP1 型で 7 年、
APP2 型で 13.7 年、HP で 6.8 年、SS で 9.
1 年と、10 年以上残存する株も確認。同
一系統株の追跡で、SC、APP1 型の農場内
での薬剤耐性遺伝子（floR 他）獲得、染
色体変異（gyrA、pmrB）を確認。また、f

loR 保有 APP1 型株が疫学関連農場間を伝
播した事例も確認。今回明らかとなった
豚由来細菌の農場残存年数や薬剤耐性獲
得の現状を農場指導に活用し、家畜衛生
対策を推進。 
 
308．肥育前期の豚におけるアクチノバチ
ルス・スイス感染症の病理学的検索：千
葉県中央家保 綿村 崇宏、三浦 良彰 

令和元年 10 月、突然死した 80 日齢の
豚を病性鑑定。剖検で、肺は硬結感を伴
う水腫を呈し、肺及び肝臓に微小白斑が
多発。組織学的には諸臓器に壊死性化膿
性炎がみられ、肺の同病変は大型～小型
の凝固壊死を伴い、間質性肺炎を併発。
免疫組織化学的検査（IHC）で、壊死部に
Actinobacillus suis の、肺胞上皮に PR
RS ウイルスの陽性反応が認められた。肺
からは A. suis が分離され、PRRS ウイル
ス特異的遺伝子が検出。以上から、アク
チノバチルス・スイス感染症及び PRRS と
診断。肥育期におけるアクチノバチルス
・スイス感染症は極めて稀である。また
本症例では、既報で肥育期に特徴的とさ
れる肺病変が観察。診断過程で A. suis
の IHC における特異性を検討し、菌が分
離されない症例、組織所見が豚胸膜肺炎
と類似する症例では鑑別診断が困難とさ
れる本症の病理診断プロセスを確立。今
後も確実な診断を実施可能。 
 
309．Candida parapsilosis による豚の
真菌性流産：千葉県中央家保 橘 美奈
子、松本 敦子 

豚約 8000 頭規模の農場において、繁殖
母豚の流産が続発し、令和 2 年 7 月に流
産胎子 2 頭について病性鑑定を実施。剖
検では 2 頭とも肺に硬結感を有し、組織
学的には全葉で巣状の凝固壊死が多発。P
AS 及びグロコット染色では、肺の壊死部
及び結腸の管腔内に酵母様真菌が明瞭に
みられた。免疫組織化学的検査では、こ
れら酵母様真菌はウサギ抗 Candida 属ポ
リクローナル抗体に陽性反応を示した。
細菌学・真菌学的検査では、肺、胃内容
及び結腸内容から酵母様真菌が有意に分
離され、同定キット及び塩基配列解析に
より本菌は Candida parapsilosis と同
定。以上の結果から、本症例は C. parap
silosis による真菌性流産と診断。その
後は当該農場での続発はない。豚の C. p
arapsilosis による流産は本件が国内初
めての報告。 
 
310．管内養豚場由来の Salmonella Typ
himurium 及び 4:i:- の解析：富山県東
部家保 竹中悠人 

Salmonella Typhimurium（ST）は近年、
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変異株 4:i:-（4:i:-）の分離頻度が全国
的に上昇。管内系列 2 養豚農場で過去 10
年間に糞便、環境から分離された ST、 4
:i:- 計 34 株を解析。分離株は 19 株が 4
:i:- で、その割合は最近 5 年で大幅に増
加。ST 同定 PCR で全て ST 特異的遺伝子
を保有。SNP 型別では全て 3 型に分類さ
れ、4:i:- が 56%を占め、3 型の多くは S
Tが占めるという既報とは異なっていた。
PFGE では 1 株を除き同一パターンを示
し、同一由来株が 2 農場で維持され、異
パターンの 1 株とは疫学的関連性は低い
と推察。17 種の薬剤感受性試験では、全
薬剤感受性が初年のみ 3 株、STR 耐性が 1
株、AMP・STR・SUL 耐性が全期間で 30 株
であり、耐性化傾向を確認。STR 耐性の 1
株は PFGEで異パターンを示した 1株と同
一株で、外部からの侵入と推察。今後の
分離株の継続調査と農場における抗菌剤
の慎重使用の徹底が重要。 

 
311．県内 1 養豚場で分離された MRSA の
性状と農場における対策：福井県家保 
田中知未 

MRSAはヒトで院内感染を起こす代表的
な多剤耐性菌で、家畜等での分離報告も
ある。近年、欧州でまん延する家畜関連
型 MRSA が国内の輸入豚等で分離され、国
内への浸潤が懸念。今回、県内 1 養豚場
の豚の鼻腔から分離した黄色ブドウ球菌
24 株中 22 株を MRSA と同定。MRSA22 株の
薬剤感受性試験では、β-ラクタム系、テ
トラサイクリン系、リンコマイシン系、S
T 合剤で耐性率が高く、多剤耐性。MRSA8
株の遺伝子型別では、MLST にて ST398(8
/8 株)、spa typing にて t034(7/8 株)、t
011(1/8 株)と型別。8 株全てが複数の薬
剤耐性遺伝子と亜鉛耐性遺伝子を保有
し、これらの性状は輸入豚等で分離され
た MRSA と同様。MRSA の伝播経路等は不
明であるが、農場で使用する抗菌薬や亜
鉛により選択され、農場内に広まったと
推察。農場では、薬剤等の使用を削減す
るため、飼養環境の改善等による疾病予
防を強化。適切な飼育密度と空調管理、
畜舎の洗浄・消毒の徹底、ワクチンや生
菌製剤の活用等に取り組む。 

 
312．Actinobacillus pleuropneumoniae
(App)15 型が分離された豚の一病鑑事例
：静岡県中部家保 野元孝子、窪田郁子 

一貫経営の養豚場で肥育豚の急死が複
数発生。隣房の衰弱豚 1 頭を病性鑑定。
肺及び肺門リンパ節からの分離菌の①生
化学的性状検査②App 種特異遺伝子 omlA
標的 PCR③16S rRNA 遺伝子塩基配列解析
を実施。血清型別はゲル沈、莢膜合成遺
伝子の型別 PCR を行い、Apx 毒素遺伝子

型別を PCR で確認。薬剤感受性試験（薬
感）は 14 薬剤、一濃度ディスク法で実施。
病理組織学的検査は定法により、IHC は
抗 App1、2、5a、15 型家兎血清を用いて
実施。解剖所見は肺の暗赤色肝変化、線
維素析出、胸壁と癒着。分離菌は App と
同定、血清型は 15 型と判定。毒素遺伝子
は apxⅡ、Ⅲ及びⅣを検出。薬感では、A
BPC、GM、OTC、DOXY に耐性。また、肺門
リンパ節から Salmonella Typhimurium
単相変異株を分離。病理組織学的検査で、
線維素性壊死性胸膜肺炎、壊死性結腸炎
を確認。IHC で、抗 App15 型家兎血清に
対する陽性反応を確認。以上から解剖豚
は App15 型による豚胸膜肺炎及び豚サル
モネラ症と診断。 
 
313．豚抗酸菌症の集団発生を起こした、
新規の遺伝子学的特徴を持つ Mycobacter
ium avium subsp. hominissuisによる豚
抗酸菌症：愛知県中央家保 小松徹也 

Mycobacterium avium subsp. hominis
suis（MAH）は豚抗酸菌症の主要な原因菌。
県内養豚場で豚抗酸菌症の集団発生を起
こした MAH は新規遺伝子学的特徴を持つ
MAH であり概要報告。【材料方法】県内 1
養豚場で豚抗酸菌症による腸管廃棄率が
急増（最大 70%）。4 頭の腸間膜リンパ節
と環境材料から 2%小川培地で菌分離実
施。IS1245、IS901 の有無と hsp65 遺伝
子のシークエンス解析により亜種同定。
【結果】腸間膜リンパ節から MAH 分離。
既報の 17 種と異なる、新規の hsp65 遺伝
子の SNP パターンを検出。IS1245、IS90
1 共に陰性。【考察】本事例の原因菌は
新規の遺伝子学的特徴を持つ MAH。ヒト
由来 MAHは IS1245が陰性や既報と異なる
hsp65 遺伝子の SNP パターンを持つ報告
がある。そのため、疫学的、進化的特徴
を調べる貴重な菌になる可能性あり。沈
静化開始時期での採材のため環境材料か
らの菌分離陰性と推察。今後ゲノム疫学
調査を実施予定。 
 
314．過去 6 年間に愛知県内で分離された
豚由来病原性大腸菌の回顧調査：愛知県
中央家保 渡戸英里、高村祐士 

平成 27 年 4 月から令和 2 年 7 月に県内
の病性鑑定で分離された豚由来病原性大
腸菌（豚 EC）36 農場 66 株を用い、市販
抗血清による O 群血清型別、薬剤感受性
試験（薬感）、O149 のパルスフィールド
ゲル電気泳動（PFGE）を実施。供試株は
O 型別不能を除き、11 種の O 群血清型に
型別。O149 が 37 株と最も多く、次いで O
139 が 5 株、86 が 4 株。全株に対する薬
感は、17 薬剤中 11 薬剤（ABPC、AMPC、C
EZ、SM、OTC、DOXY、ST、NA、ERFX、OBF
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X、CP）が耐性率 50％以上。KM、GM、NLF
X は耐性率 25％未満。CXM、CTF、CTX は
全株感受性。O149 は PFGE で 9 種に型別。
調査期間全体を通し、県豚 EC の主要血清
型は O149。近年国内増加傾向の O116 及
び OSB9 は検出されず、O86 が多剤耐性傾
向。県内分離 O149 の PFGE パターンには
多様性があり、単一株の流行を否定。県
内豚 EC は 二次選択薬 ERFX、OBFX の耐性
率が高いが、一次選択薬 KM、GM で治療効
果が得られる可能性。 

 
315．県内で分離された豚丹毒菌の血清型
別および薬剤感受性試験について：三重
県中央家保 諏訪智乃、佐藤福太郎 

 県内養豚場と食肉衛生検査所で分離
された豚丹毒菌の血清型別と薬剤感受性
試験を実施。平成 23 年次から令和 2 年次
に分離された豚丹毒菌 187 株を PCR で血
清型別。血清型 1a 型 106 株について、ワ
クチン株の一塩基多型（SNP）検出 PCR で
生ワクチン株と野外株を識別し、1a 型野
外株は 85 株。野外株 166 株について、3
期の血清型別割合を比較。1 期（平成 23
～25 年次、n=41、1a 型（10％））から 2
期（平成 26～28 年次、n=102、1a 型（76
％））にかけ、1a 型野外株分離数の増加
がみられ、平成 27 年、28 年に県内 3 養
豚場で認められた 1a 型強毒株（Met-203
タイプ株）浸潤の影響が考えられた。防
疫対策実施後、3 期（平成 29～令和 2 年
次、n=23、1a 型（13％））で 1a 型分離
数が大幅に減少。平成 30 年次以降 1a 型
は分離されず。野外株 161 株について臨
床検査標準協会に準拠した微量液体希釈
法を用い、21 薬剤の薬剤感受性試験を実
施。今回の野外株では薬剤感受性が維持
されていることが推察された。 

 
316．肥育豚の Actinobacillus equuli 感
染症の 1 症例：大阪府家保 勝井一恵、
高見成昭 

Actinobacillus equuli（Ae）は健康な
馬の口腔内や気道内に常在。豚では子豚
の敗血症及び心内膜炎等の報告がある
が、国内での豚 Ae 感染症の報告は少な
い。今回、府内肥育豚での Ae 感染症事例
を報告。〔発生状況〕約 600 頭の肥育養
豚場で約 7ヶ月齢の豚が 2～3日前から元
気食欲低下、発咳後死亡。〔肉眼所見〕
肺に出血斑、肝に白斑、脾の腫大。〔病
原学的検査〕主要臓器から Ae 分離。肺か
ら Pasteurella multocida（Pm）分離。
肺の PCR 検査で Mycoplasma hyopneumoni
ae（Mhp）陽性。〔組織所見〕腎でボウマ
ン嚢内にマクロファージ等の細胞浸潤散
見。糸球体毛細血管に血栓及びグラム陰
性桿菌の栓子。心筋で微小膿瘍、血管炎、

グラム陰性桿菌を伴う血栓。肺で Pm や M
hp による複合肺炎及び血栓等。脳皮質に
微小膿瘍、リンパ球等主体の囲管性細胞
浸潤及び血栓。〔まとめ〕Ae 分離、複数
臓器の血栓、菌栓塞及び微小膿瘍等より
Ae による敗血症と診断。 

          
317．一貫・家族経営農場で発生した豚サ
ルモネラ症の対策指導：兵庫県朝来家保
澤田千鶴、大田秀樹  
 令和元年秋、管内一貫養豚農場の哺乳
および離乳豚舎で下痢の多発、死亡数が
増加で病性鑑定を実施し、Salmonella T
yphimurium(ST)による豚サルモネラ症と
診断。哺乳・離乳豚舎の環境検査で、検
査した全豚舎からサルモネラ属菌を検
出。対策として感染豚の早期発見・治療、
豚舎の洗浄消毒の強化等を指導。抗生物
質投与により症状が改善したが、環境対
策は作業量や経済的な負担から所有者の
積極的な対応を得られず。令和 2 年夏に
ST による下痢、死亡が再発。石灰乳塗布
による豚舎消毒等の実演指導及び作業効
率を考えた消毒方法を実行。同時に環境
検査で洗浄消毒の効果を判定。この結果、
所有者が対策に意欲的になり、繁殖豚全
頭の糞便検査を追加実施。一連の指導に
より、所有者の飼養管理に対する意識が
向上し、自主的な洗浄消毒頻度の増加や
野生動物対策の強化につながる。今後は
離乳豚、繁殖豚への検査を継続し清浄化
を目指す。 
 
318．食肉衛生検査所と連携した心内膜炎
由来 Streptococcus suis (S.suis)の性
状解析：福岡県筑後家保 廣松理希 
 本県は令和元年度よりワンヘルス事業
を推進、家畜保健衛生所では薬剤耐性(A
MR）や人獣共通感染症対策の啓発、また
食肉衛生検査所（食検）と協力体制を構
築。令和元年 7 月に食検から管内 2 農家
の S.suis 廃棄処分頭数増加の報告、分離
18 株の提供を受け、性状解析を実施。S.
suis 同定 PCR は 18 株すべて recN 陽性、
薬剤感受性は 18 株すべてでカナマイシ
ンにのみ耐性で多くの薬剤に感受性があ
り、日頃の AMR 啓発効果を確認。莢膜合
成遺伝子を標的とした血清型別 PCR は 16
株で血清型 2 型、他 2 株は不明、莢膜は
血清型不明 2 株を含む 7 株で欠損、パル
スフィールドゲル電気泳動では制限酵素
SwiⅠ及び SmaⅠの切断パターンが 18 株
すべてで 6 本以内のバンド差であり、同
一株由来を示唆。線毛関連遺伝子プロフ
ァイリング PCR では全株 CC28 保有で、豚
舎等への水洗、消毒を改めて徹底指導。
今後も農家等へのワンヘルス理念の周
知、実践のため各部署との連携を継続し
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対応予定。 
 
319．Trueperella abortisuis による豚
の異常産症例：熊本県中央家保 水野愛
乃、杉晋二 

県内の養豚一貫経営農場において、20
20 年 6 月 26 日から 7 月 7 日にかけて母
豚 3 頭が流産。1 腹の流産胎子 5 頭、胎
盤 1 検体、母豚血漿、血清及び全血につ
いて病性鑑定を実施。胎盤で好中球及び
細菌塊を伴う絨毛の壊死、胎子 2 頭の肺
で細菌塊を伴う化膿性肺炎を確認。流産
等に関与する各ウイルス特異遺伝子は不
検出かつ分離陰性。胎子 4 頭の肺からグ
ラム陽性小桿菌が分離され、16SrRNA 領
域塩基配列解析により Trueperella abor
tisuis（TA）と同定。分離 TA をマウスに
接種して得られた抗体を用いた免疫組織
化学的検査では、胎子の肺及び胎盤で陽
性。以上の成績から本症例を TA 感染症と
診断。TA による豚の流産発生頻度は不明
であるが、様々な動物に病原性を示す細
菌として留意が必要。本菌は市販の簡易
同定キットのみでは誤同定されるため、
塩基配列解析を実施し総合的に菌種を判
断すべきである。今後も知見を重ね、生
産現場に寄与したい。 
 
320．Clostridium novyi 感染が疑われる
肥育豚急死の一例：沖縄県中央家保 岩
垣つぐみ、荒木美穂 

管内で約 700 頭を飼養する肥育農場に
おいて、前日夜まで異常のなかった約 5
ヶ月齢の肥育豚が、朝 26 頭死亡していた
ため、病性鑑定依頼。同居豚及び死亡豚
について、以下の通り検査を実施。①CS
F 及び ASF 検査では全頭陰性を確認。②
血液検査は白血球数の減少が認められ
た。③細菌検査では PCR 検査で 1 頭から
Clostridium novyi B 型陽性、もう 1 頭
で C.novyi A 型陽性。④病理解剖検査で
は肝臓の融解と肝被膜下に泡沫ガスが多
数認められ、病理組織検査では多臓器で
グラム陽性大桿菌を伴う空胞形成が認め
られた。発生状況と解剖所見、細菌検査、
病理組織検査の結果より、C.novyi 感染
症疑いと診断。今回以外でも死亡数増加
があり、再度病鑑を実施したところ、死
亡豚が C.novyi B 型陽性。このため、以
前から C.novyi 感染症による死亡があっ
たことが推察。発生原因としては、豚舎
の清掃や飲用水として使用している水
が、豚舎の裏にある雨水を貯水するため
池から汲み上げており、消毒が十分では
ないことなどから、発生の一因となった
可能性がある。 
 
Ⅱ－３ 原虫性・寄生虫性疾病 

 
321．県内で発生したトリコモナス原虫寄
生を伴う豚の下痢症：静岡県中部家保 
金森健太 
 豚に寄生するトリコモナス原虫(以下
本原虫)の病原性は不明だが、過去に子豚
の下痢症に関与した報告あり。県内でも、
本原虫の関与を疑う豚の下痢症に遭遇。
母豚 300 頭規模の一貫養豚農場で、離乳
後に下痢を呈した 2 頭の豚を用いて病性
鑑定を実施。剖検で大腸粘膜に白色結節
が形成され、病変部直接鏡検で多数の原
虫を確認。病理組織学的検査では、大腸
陰窩上皮細胞が過形成し、腔内に多数の
本原虫寄生。W.S 染色では、陰窩上皮細
胞内に菌体認めず。その他の検査で有意
な所見なし。下痢を引き起こす他の病原
体は検出されず、過去の報告同様、本原
虫が下痢に関与したと考察。県内病鑑定
事例の回顧調査では、4/154 頭に本原虫
の寄生を確認。しかし下痢症状なく、陰
窩腔内に本原虫が遊離するのみで、組織
変化なし。本原虫の感染数が少ないため、
下痢を起こさなかったと考察。環境中に
本原虫が多いと下痢症を引き起こす可能
性があるため、清掃等飼養管理の徹底が
必要。 
 
Ⅱ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
性代謝障害 
 
322．ミニブタに認められた AA アミロイ
ド症：島根県家畜病性鑑室 濱田悠太、
安部哲朗 
 県内展示用施設において推定 15 才以
上のミニブタが AA アミロイド症を発症。
2020 年 9 月、陰部から持続的な出血を呈
す。同年 10 月、斃死および病性鑑定実施。
解剖の結果、腎臓は黄褐色、皮膜剥離困
難、多数の嚢胞形成を認め、右側子宮角
には横径 2 ㎝大の腫瘤を認める。病理組
織学的検査において、腎臓の髄質間質を
中心に好酸性均一無構造物沈着が認めら
れ、ダイレクト・ファーストスカーレッ
ト染色により橙赤色を呈し、抗 A アミロ
イド抗体を用いた免疫染色陽性。子宮角
に認められた腫瘤は悪性腫瘍の所見を認
め、子宮腺癌と診断。本症例を腫瘍に続
発する AA アミロイド症と推察。ブタにお
けるアミロイド症の報告は少なく、ミニ
ブタにおいてもほとんど報告を認めな
い。本症例は、野外症例においてミニブ
タの AA アミロイド症と診断した希有な
症例と考える。 
 
Ⅱ－５ 生理・生化学・薬理 
 
323．豚熱感染豚における血液成分の変動
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の調査：愛知県中央家保 川本尚未、小
松徹也 

豚熱簡易診断方法としての血液検査の
精度向上を目的に、①豚熱陽性群と陰性
群の血液成分比較、②豚熱予測モデルを
検討。材料は異常豚、発生状況確認、清
浄性確認検査の血液を用い、多項目自動
血球分析装置で測定。統計解析は EZR で
実施。①白血球数、赤血球数、血小板数
は陽性群で有意に減少し、出血傾向を反
映した可能性。白血球分画（%）は、陽性
群で好中球、単球が有意に増加、好酸球、
好塩基球が有意に減少。豚熱感染で減少
すると報告があるリンパ球は両群間で有
意差なし。ウイルス株の病原性が低いこ
と、ストレスや他疾病への罹患が影響し
た可能性。②ロジスティック回帰分析に
より、陽性陰性判別に寄与する因子に白
血球数、血小板数、好中球、好酸球、単
球分画が選択。これらを考慮した豚熱予
測モデルを作成。白血球数のみを指標と
した場合よりも、ROC 曲線下面積が拡大、
感度が上昇し、豚熱陽性予測能が向上。
今後モデルを活用した豚熱予測エクセル
ワークシートを作成予定。 
 
Ⅱ－６ 保健衛生行政 
 
324．豚飼養農場の飼養衛生管理向上への
取組～農場関係者と考えるマニュアル作
成～：北海道渡島家保 岡崎はるか、内
田兼司 
 本年家畜伝染病予防法及び飼養衛生管
理基準（基準）が改正。基準改正に伴い
全農場へ立入り、遵守状況を確認、改正
内容を関係者等に説明。遵守項目の大幅
な増加により改正基準に対する取組への
抵抗感及び農場毎の課題が浮上。特にマ
ニュアル作成は全農場共通の課題。取組
への抵抗感払拭のためにも早急な対応が
必要となり、渡島家保独自にマニュアル
案を作成。分かりやすい、実効性がある、
毎日確認できることに留意し作成。平面
図で衛生管理区域を一目で把握し実際の
消毒方法等の写真を掲載、第三者でも農
場への伝染病侵入及びまん延防止対策が
理解できるよう配慮。また A3 用紙 2 枚に
集約し、掲示して常に確認可能。結果、
各農場でマニュアル整備が進み、衛生管
理区域の見直し、更衣時の交差汚染防止、
豚舎毎の長靴交換等、衛生管理が向上。
今後は豚以外の畜種で改正基準を遵守
し、衛生管理が向上するよう関係者等と
連携し、地域一体となった取組を推進予
定。 
 
325．アニメーション及び AI 通訳機等を
活用した飼養衛生管理基準改正の周知に

向けた取り組み：北海道後志家保 美濃
絵梨佳、村松美笑子 

管内 18 戸の養豚農場の経営規模は多
岐に渡り、4 戸でベトナム人従業員を雇
用。今回、豚等の飼養衛生管理基準（基
準）が大きく改正され、全ての従事者に
理解してもらうため取り組みを実施。ま
ず、改正の要点をイラストにした A4 サイ
ズ 1 枚のリーフレット（Lf）を作成、ホ
ームページ掲載、全戸に配付。次に、基
準の理解を促すためアニメーション（動
画）を作成、全戸へ配付、理解度アンケ
ートを実施。アンケートの結果、動画は
全戸から理解できたと好評であり、意見
を踏まえて修正、全戸及び関係機関へ配
布。一方、ベトナム人従業員が Lf 及び動
画を理解できていなかったため、ベトナ
ム語に翻訳。さらに、人工知能通訳機（A
I）を活用しベトナム人従業員 3 戸 7 名に
基準を説明。動画は文章に比べ、短時間
かつ少ない労力で情報を伝達出来るた
め、理解を促すのに効果的。また、翻訳
した Lf と動画に加え、AI の活用により
外国人従業員の理解を深めることが出来
た。 
 
326．管内養豚場における埋却地確保状況
とその課題：宮城県東部家保 岡希、網
代隆 
 管内は約 6 万頭を飼養する養豚振興地
帯。埋却地は定期報告の自己申告では 39
農場が確保済み。令和元年度に埋却担当
部局及び登米市職員とともに 47 農場の
現地調査を実施。埋却可能面積、地質、
重機の搬入経路等の立地状況を確認。得
られた情報を農場ごとの防疫計画の一部
に組み入れ関係機関と共有。調査の結果、
23 農場で埋却地不足が判明（不足面積 1
46,100m2）。所有者への指導を継続する
とともに公有地の活用、レンダリングの
導入についても検討。公有地 7 ヶ所を調
査し、3 ヶ所が埋却候補地として利用で
きる可能性があり、1 農場で利用を検討
中。レンダリング処理では細切・加熱し
た豚の死体の保存試験を実施したとこ
ろ、臭気の問題からレンダリング処理後
の死体の長期保存は困難であり、早期の
焼却が必要。各農場での埋却地確保及び
公有地の活用により、令和 3 年 6 月時点
の不足面積は 65,650m2 に減少。大規模経
営の 3 農場では新たに埋却地を確保予
定。今後も関係機関と連携を取りながら
埋却地を確保。 
 
327．管内の豚熱ワクチン接種の効率化と
交差汚染防止対策の取組：福島県中央家
保 蛭田彩子、佐藤妙子 
 本県では豚熱ワクチンの初回一斉接種
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を令和 2 年 9 月 14 日に開始。同年 10 月
23 日までに 78 農場、115,085 頭(当所管
内 48 農場、64,677 頭)の接種を完了。初
回接種では短期間でかつ確実に接種を進
めるうえで、人員の確保の他に作業の効
率化と交差汚染防止対策が重要課題。作
業の効率化は、接種日毎にワクチン接種
班とサポート班を設定し、各リーダーが
作業員の役割を決定し、作業を円滑化。
接種班は農場の事前情報をもとに農場内
での交差汚染防止に配慮し、接種を実施。
サポート班は資材の滅菌及び準備、接種
班との連絡調整等を実施。所内の交差汚
染防止対策は、玄関や廊下のレイアウト
を変更し、人と物の動線を明確化、帰庁
時のルール見直しを実施。ワクチン接種
後の免疫付与状況調査では、十分な免疫
付与を確認。離乳豚の追加接種は原則生
後 50～60 日齢で実施。今後は離乳豚の移
行抗体を調査し、農場毎の適切なワクチ
ン接種時期を検討。 
 
328．利根沼田管内における豚熱発生予防に
向けた取り組み：利根沼田家保 志村 仁 
 平成 30 年 9 月岐阜県で 26 年ぶりに豚熱
が発生。野生いのししでの感染確認ととも
に豚での感染が拡大。管内養豚農家での発
生を防ぐためいのしし侵入防止柵の設置、
消石灰の配布、野生いのししのモニタリン
グ強化、管内連絡会議の開催などを実施。
令和元年 10 月県内で飼養豚へのワクチン
接種が開始。管内飼養豚への初回ワクチン
接種は 1 月に完了。追加接種は 1 回/月で実
施。免疫付与状況確認検査で管内飼養豚の
陽性率は 81.1％(66.7％から 100％)である
ことを確認。豚熱陽性いのししは西部・吾
妻地域で拡大後、令和 2 年 8 月 20 日に管内
片品村の捕獲いのししで陽性を確認。その
後、沼田市やみなかみ町でも陽性を確認。
発生毎に関係機関と情報を共有。令和 2 年
9 月本県の飼養豚で豚熱が発生。ワクチン
接種日齢の検討を行い月 2 回、48 日齢から
62 日齢で実施することで管内獣医師と合
意。農場周辺で野生いのししが確認されて
いることから、管内養豚場のネット等の設
置や動力噴霧器等の設置が急務。 
 
329．東部地域における豚熱防疫への対応： 
群馬県東部家保 清水友里恵 

令和元年 10 月に県内初の野生いのしし
での豚熱感染事例を確認。野生いのししの
捕獲頭数は近年増加傾向で養豚場は豚熱感
染リスクが高い状況。豚熱ワクチン接種推
奨地域に群馬県が指定され予防的ワクチン
接種を開始。今回、ワクチン接種した母豚
からの移行抗体の消長を調査。母豚の免疫
レベルのバラツキによるものと推察される
消長の違いが判明。移行抗体の保有率が 60

日齢で高い農場が多い事から接種日齢を 4
0 日齢から 50 日齢以降へ変更。接種日齢変
更後の離乳豚を対象に免疫獲得状況を調
査。120 日齢および 150 日齢で 80%以上の良
好な免疫獲得率を確認。以上から現時点で
の離乳豚へのワクチン接種適期は 50～60
日齢であると推察。今後、離乳豚の免疫の
空白期間を減らし野外感染へのリスク低減
のため、ワクチンの適時接種とそれを可能
にする接種獣医師の確保、さらに自家育成
候補豚や母豚の免疫レベルの斉一性の維持
が必要。 
 
330．豚熱感染拡大下における野生いのしし
検体取扱い方法の検討：群馬県吾妻家保 
荒井葵 
 今般の豚熱発生は、野生いのししでの感
染拡大が大きな要因であり、感染状況の把
握が重要。本県でも捕獲・死亡野生いのし
しの豚熱ウイルス遺伝子検査を実施、管内
においても感染いのししを広範に確認。現
在、豚熱ワクチン接種、飼養衛生管理指導
強化など養豚場への訪問機会が増大してい
る中、いのしし検体の取扱いが課題。所内
での交差汚染による病原体の養豚場への持
込みが危惧されるため、いのしし検体の安
全な取扱い方法について検討。町村担当者
と協議し、検体収受方法を変更、一部の検
体運搬には宅配便を活用し、省力化とコス
トを削減。所内での検体取扱い動線も他業
務との交差を考慮。今後、アフリカ豚熱サ
ーベイランスのため、死亡いのししの検査
強化が必要。所内での交差汚染を防止しつ
ついのしし検体取扱い業務を行うために
は、業務の完全な分離を図り、いのしし対
応専任職員を確保することが重要。 
 
331．管内養豚獣医師と連携した豚熱ワクチ
ン接種の実施と今後の接種継続に向けて：
千葉県東部家保 髙梨 優希、古屋 聡子 
 令和元年 12 月 20 日豚熱ワクチン接種推
奨地域に指定され接種体制の整備を開始。
ほとんどの職員が豚ワクチン接種未経験の
ため管内養豚獣医師に協力を依頼し、指導
のもとワクチン接種マニュアルの作成、ワ
クチン接種実習を実施。県他部局の獣医師
や管内養豚獣医師を含む民間獣医師を家畜
防疫員に任命し部局や家保管轄の垣根を超
えた接種を開始したが、新型コロナウイル
スの流行により他部局の応援を中止し 1 農
場を 1 家保と民間防疫員で実施する体制に
変更。令和 2 年 2 月 17 日から 7 月 2 日まで
に県内 399 農場約 45 万頭(管内 179 農場約
23 万頭)の初回接種を行い、この内民間防
疫員は 165 農場に延べ 246 人が参加。繁殖
豚 95.3％肥育豚 92.9％の免疫付与を確認。
10 月末までに約 62 万頭の追加接種を民間
防疫員と実施。管内２養豚組合及び獣医師
に豚熱発生状況等の情報提供を積極的に実
施。今後も、長期間接種を継続するために
は従来業務の効率化や接種体制の再構築が
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必要。 
 
332．豚のと畜検査成績からみた病変の傾向
：東京都家保 加藤大、田中大也 

都内生産豚（トウキョウ X）と畜検査成
績を集計、毎月養豚農家に還元。5 農家の
平成 27年 4月から令和 3年 1月の成績を集
計・分析したところ、間質性肝炎及び腸炎
で特徴的な傾向を確認。間質性肝炎は全体
で約 13％が平成 30 年に 25％超に増加後、
令和 2 年は再び約 13％まで減少。農家別で
は 3 戸が 10％以下の推移を維持、1 戸は 10
～30％で推移、残る 1 戸は平成 28～30 年に
約 50％に急増、農家毎の差を確認。急増の
1 戸は豚回虫対策として、平成 28 年度に石
灰乳塗布・火炎放射器使用を追加指導、現
在も継続中。その後当農家は間質性肝炎発
生が減少、本対策有用性、継続実施の重要
性が示唆。今後は他農家へも本対策を継続
的指導。腸炎は当初 3％程度が平成 29 年か
ら増加傾向となり 16％程度を推移。農家別
では全戸で増加傾向。当所で実施の検査で
は原因特定には至らず。今後は腸炎原因特
定のため、糞便の寄生虫卵検査他、増殖性
腸炎や豚赤痢等の原因病原体についての新
たな検査を検討。 
 
333．豚熱ワクチン接種推奨地域の指定に伴
う管内一養豚場に対する当所の対応：神奈
川県県央家保 中森太一、小嶋信雄 
 管内一養豚場は、山梨県の繁殖農場から
子豚を本県肥育農場へ移動。令和元年 10
月、山梨県で豚熱陽性いのしし確認、ワク
チン接種推奨地域（推奨地域）に指定。当
所は子豚移動時に県境での輸送トラック消
毒等、当該農場の防疫体制強化。しかし、
同年 11 月、繁殖農場のワクチン接種開始で
子豚移動中止。当所は、本県の推奨地域指
定時、直ちにワクチン接種できるよう体制
整備。同年 12 月、本県が推奨地域指定、関
係機関協力のもと最優先で肥育農場のワク
チン全頭接種。ワクチン接種済み子豚導入
を速やかに再開。一方、令和 2 年に農水省
主体の接種適齢期確認調査結果から、子豚
のワクチン接種日齢を遅らせる必要性が判
明。ワクチンプログラム構築のため、当所
は、接種計画や農場内ローテーションを山
梨県、生産者と協議。輸送経路及び農場周
辺の野生いのしし生息を踏まえ、同年 8 月
より子豚は移行抗体消失前に移動、ワクチ
ン接種は肥育農場で実施。その後の免疫付
与状況等確認検査で、当該農場の豚群は十
分な抗体を保有、飼養規模を変えず豚熱発
生リスクの低減が図られた。 
 
334．豚熱（ＣＳＦ）ワクチン接種体制の整
備と課題：新潟県中央家保 中村正明、篠
川温 
 新潟県は令和元年 12 月に豚熱ワクチン
接種推奨地域に設定され、令和 2 年 1 月 16
日から 3月 30日までに、家保と民間獣医師、

地域振興局が協力し、県内全域の豚等 116
農場 11.6 万頭に豚熱ワクチンの一斉接種
を実施。当所は、生産者の合意を得て、防
疫対策を徹底し、円滑なワクチン接種を行
うための体制を整備。事前説明会の開催。
接種担当者が農場を巡回し、立入り手順、
必要資材等を確認。資材準備と衛生管理の
ためのマニュアル作成。家保内に接種専用
準備室を設置。1 月 31 日から 2 月 21 日ま
でに獣医師延べ 97 人、補助延べ 29 人で、3
4 農場 2.4 万頭を計画通り接種。3 月以降は
定期接種を実施。接種計画と実績等をデー
タベース化し事務処理を効率化。免疫付与
状況確認検査では 90%の豚が抗体保有。豚
熱発生防止には飼養衛生管理基準の遵守徹
底に加え適確なワクチン接種が不可欠。そ
のためには接種者の増員による接種体制の
拡充が課題。 
 
335．斃死した野生イノシシ検査に伴う豚熱
の養豚場交差汚染防止対策：新潟県上越家
保 後藤靖行、馬上斉 
 上越地域において、令和 2 年 4 月 24 日に
県内初の野生イノシシの豚熱感染を確認。
死骸の採材は家保が対応することから、養
豚場への交差汚染の防止等を目的に「野生
イノシシ対応（家保）マニュアル」を整備。
最初に基本的な防疫ルールを記載。家保施
設内を、汚染エリアとクリーンエリアに区
分し、職員の移動動線を整理。以降、必要
資機材と出動体制、現地及び死骸の確認、
採材、死骸の処分、帰庁後の対応、事務処
理等の一連の手順について明文化した。随
時更新とともに、県内の他家保へも情報共
有。令和 2 年 12 月末現在、上越地域では 4
養豚場で約 2,400 頭飼養。防護柵は、令和
2 年 3 月までに全養豚場で設置完了。防護
柵による野生動物侵入防止についての有効
性を確認。一方、センサーカメラには、養
豚場の敷地境界付近での野生動物の出没が
撮影され、防護柵を設置しても安心は禁物
との認識を家保と養豚場とで共有。野生動
物侵入防止対策の更なる強化とともに、消
毒の徹底、入退場の対策強化、ワクチンの
適正接種など高いレベルでの飼養衛生管理
が必須。 
 
336．管内養豚農家の環境苦情防止への取り
組み：山梨県西部家保 深澤映生、増澤明
久 
 県内有数の養豚農家に対する悪臭改善の
要望書が市役所に寄せられ、家保は市と連
携して農場内の点検による悪臭発生原因の
分析と改善指導を実施。苦情主である周辺
住民との関係改善のため、苦情申し立てか
ら農場での改善対策の実施、対応結果回答
までの一連の流れを明確にしてリアルタイ
ムで苦情対応を行う「臭いホットライン」
の仕組みを提案。悪臭発生時、住民の苦情
申出窓口である地元区長は農場主の昼夜連
絡可能な連絡先に苦情を伝達。農場は苦情
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発生を即座に認識し、その時の作業内容と
悪臭苦情の因果関係を検討し対策を実施。
悪臭低減対策の経過報告は写真付きで区長
に提出。情報は速やかに区内で共有され住
民の不安を払拭。今後、周辺住民と農場の
健全な人間関係の構築に向けた意見交換会
を継続し、苦情申出と同時進行で農場での
消臭対策を進め、更なる環境苦情の発生防
止を図る。 
 
337．豚熱発生農場の再開に向けた「作業マ
ニュアル」作成支援：岐阜県中央家保 加藤
智、溝口博史 

平成 31 年 1 月に豚熱が発生した一農場
で、衛生管理を向上した上で経営再開する
ため、入場時や資材搬入時など農場への病
原体侵入リスクのある工程の洗い出しを実
施。洗い出した全てのリスクに対応するた
め、ハード面の整備として更衣室などの新
設、ソフト面の整備として、適切な消毒方
法や交差汚染対策などを含めた「作業マニ
ュアル」を、リスクのある工程について農
家と家保で作成。その後、令和 2 年 3 月に
経営再開し、作成したマニュアルの適切な
運用と飼養衛生管理基準（令和 2 年 7 月改
正）全項目の遵守を確認。さらに、管内発
生農場全体への支援として家保が勉強会を
開催。内容は 1)マニュアル作成のメリット
の説明、2)優良農場の作業手順の紹介、3)
グループワークで、衛生管理上不十分なマ
ニュアルのリスク分析と対策を取り入れた
手順の作成。今後は、非発生農場を含む各
養豚農場に対して、個別のマニュアル作成
支援を実施予定。 
 
338．豚熱発生団地の経営再開に向けた衛生
対策指導：愛知県西部家保尾張支所 常川
瞬介、清水健太 
 管内養豚団地で 2019 年春に豚熱が連続
発生。経営再開にあたり再発を防ぐため 20
20 年公布の飼養衛生管理基準（基準）に基
づき衛生対策を指導。イノシシによる周辺
のウイルス常在化、イノシシやネズミ等に
よるウイルス侵入の可能性及びワクチンの
免疫付与率が再発防止に向けた課題。これ
らに対し感染症予防の三原則に則し対策を
整理。1.感染源：イノシシについて、農場
側の対応はリスクもあり困難と判断。2.感
染経路：基準に基づき侵入防止対策を指導。
1)金属パネル式防壁 2)ゲート式消毒装置
・飼料圧送ライン 3)シャワー室 4)管理区域
内舗装 5)豚舎ごとの更衣室・専用作業着 6)
死亡保管庫等を整備。3.感受性動物：子豚
ワクチン接種時期の検討。35、42 及び 49
日齢子豚を採材、中和試験にて移行抗体動
態を測定。結果、全農場で 42 日齢以降に接
種。今後はマニュアル整備及びモニタリン
グ検査にて防疫強化を図る。 
 
339．豚熱等対策実施マニュアル（豚熱マニ
ュアル）の作成～発生経験を活かした防疫

体制の強化～：愛知県中央家保 島本真理、
内山雄紀 

本県では、平成 30 年 12 月に愛知県豚コ
レラ対策実施要綱を策定し、知事の指示の
下、全庁体制で防疫活動を行うこととした。
しかし、以降 18 例の豚熱発生対応を進める
中、本要綱では対応が困難となった。その
ため、令和 2 年 4 月にアフリカ豚熱への対
応も含め、愛知県豚熱等対策実施要綱とし
て改正。また、発生経験を活かした具体的
な対策等については、機動性を目的とした
豚熱マニュアルを新たに作成。家畜防疫員
以外の職員にも作業内容を理解しやすく、
自発的な活動が可能となるようにした。ま
た、複数班が関連し、かつ総合的に対応す
べき内容として、1)防疫資機材の確保 2)交
差汚染防止対策 3)動員者の健康管理 4)自
衛隊派遣時対応等を「各班共通事項」とし
てまとめた。その他、新型コロナ感染症対
策も明示。県域防疫研修会や各地域防疫部
会を通じて周知し、関係者の理解を深め、
防疫体制の強化を図った。今後、他の特定
家畜伝染病のマニュアルについても作成を
進めていく。 
 
340．豚熱の発生予防及びまん延防止におけ
る取組：兵庫県姫路家保 下田真優 

当所における豚熱の発生予防及びまん延
防止対策の取組を報告。発生予防として、
ワクチン接種では、効率よく安全・確実に
接種するため、手引きや接種棒等を作成。
これにより、大幅な効率化と安全で確実な
接種が可能となり、飼養者との信頼関係の
構築に繋がった。病原体侵入防止対策では、
防護柵設置や飼養衛生管理マニュアル作成
を指導。また、飼養者に対し消石灰または
消毒薬を配布。まん延防止対策として、豚
熱発生を想定した防疫訓練において、資材
の数量や調達方法の見直し、防疫措置の一
連の流れを確認。県民局と家保の役割が明
確となり、農場の実態に沿った防疫体制の
構築に繋がった。現在、飼養者との信頼関
係を構築した結果、各飼養状況における危
害分析及び具体的な対策と実行、早期通報
に繋がり、防疫体制がより強固となった。
今後も確実な接種を継続するとともに、飼
養者との協力関係を強化し、一層豚熱の発
生予防及びまん延防止に務める。 

 
341．Salmonella Typhimurium の農場内汚
染のコントロール：福岡県両筑家保 畠中
大地 

2018 年に肥育豚で Salmonella Typhimur
ium（ST）によるサルモネラ症が発生した農
場において、2019 年に母豚で本症が再度発
生。母豚の直腸便や環境材料から分離され
た株は、PFGE により 2018 年分離株と同一
由来と確認。当農場は、肥育豚から繁殖候
補豚を選抜し母豚舎に移動していることか
ら、豚や人の移動と共に ST が伝播したと推
察し、移動時の作業を確認。2018 年本症発
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生時に対策として指導した、豚舎移動に伴
う豚体消毒と抗生物質の投与が適切に行わ
れていないことが判明。再度適切な豚体消
毒、投薬の徹底を指導し、豚舎専用衣服の
着用、豚舎の頻回消毒等の衛生対策の強化
も指導。指導は農場主だけでなく従業員に
も直接実施。指導後、母豚舎と分娩豚舎で
環境調査を実施した結果、母豚舎通路１か
所のみ ST が分離され、農場内での汚染拡大
を防止。コントロールが難しい本症に対し、
地道な衛生指導と農家と連携した対策によ
り、農場内の汚染拡大防止を達成。 

 
342．管内大規模養豚場防疫計画策定に係る
殺処分方法の調査と検証：佐賀県中部家保
田中朋美、大澤光慶 

管内大規模養豚場で防疫計画策定に係る
殺処分方法の調査と農場所有重機材による
ガス殺方法を検証。豚舎構造等の施設条件
と平時作業の調査の結果、殺処分場所は電
殺時の電源供給やフレコン投入等作業動線
にも条件合致する豚舎出荷口が最適と判
断。豚追込みは平時移動方式を適用。一定
の広さが必要なガス殺について移動用ケー
ジ、4t トラック等重機材の連結を試し総長
は 11.4ｍと判明。荷台へのガス注入検証の
結果、30 ㎏炭酸ガスボンベ 1 本の連続噴射
可能時間は約 4 分。約 2 分で荷台にガス充
満。燻蒸剤での密封度検証の結果、ブルー
シートを用いた密封が可能。また、移動用
ケージを用いてのガス殺も可能。以上から、
豚舎前通路を 12ｍ程度確保し、稼働重機の
往来を勘案すれば、ガス殺を豚舎横づけか
つ多地点で同時実施可能と推測。殺処分場
所選定後の試算では、殺処分班は最大 12
班まで同時作業ができ、殺処分推定所要時
間は大幅に短縮可能であると判明。 
 
343．豚熱、アフリカ豚熱発生に備えた地域
一体となった取組とその成果：熊本県天草
家保 島村昇吾、村上美雪 

天草地域は野生いのししの捕獲頭数が県
内で最も多く、地形的条件から埋却地に適
さない土地が多いため、豚熱(以下、CSF)
及びアフリカ豚熱(以下、ASF)の発生に備
え、天草地域一体となって野生いのししの
農場侵入防止対策及び埋却地確保について
取組んだ。20 戸中 19 戸において防護柵設
置が完了。2 戸の農家でより条件に即した
埋却地を再設定。柵未設置 1 戸は、廃業予
定のため、代替となる野生動物侵入対策に
ついて計画的な指導を実施。市は、防護柵
に加え防鳥ネットの必要性を認識し、補助
事業を追加措置。また、市関係部局と協議
し、埋却地及び移動式レンダリング装置で
の対応時に利用可能な市有地を選定。家保、
市、県農業普及振興課、建設業協会との現
地調査による、実効性のある防疫措置に向
けた準備を実施。関係機関と協力すること
で、農家を含めた地域全体の防疫意識が向
上。CSF 及び ASF 発生に備えた防疫体制が

構築された。 
 
344．野性動物侵入防止柵設置への取組と防
疫対策の進展：熊本県城北家保 稲垣俊輔 

アジア地域で継続発生するアフリカ豚熱
について、国内への侵入が危惧される中、
国は、養豚農場への野生動物侵入防止を目
的とした緊急の防護柵設置支援事業を実
施。飼養頭数で対県比 53%を超える県内最
大の養豚地帯を抱える当所においては、事
業を活用する農場は 59 戸 79 農場と多数。
農場毎に設置条件の異なる本事業への対応
は、非常に困難な状況を想定。事業を効率
化する取組として、(1)関係者を集めた説明
会の開催(2)細やかな打合せと現地確認(3)
各関係機関との連携(4)担当農場を分担し
た所員一丸での対応を実践。これらにより、
個々の生産者に対する誠実かつ丁寧な対応
を可能とし、2021 年 1 月時点で 58 戸 78 農
場について実効性のある防護柵設置を達
成。また、今回の取組が、生産者との信頼
関係のさらなる向上を図る結果となり、今
後の防疫対策の円滑な進展に寄与すると考
察。 
 
345．県下での豚熱およびアフリカ豚熱発生
を想定した場合の防疫対応および病性鑑定
上の課題：鹿児島県鹿児島中央家保 岩本
滋郎、古川雅浩 

鹿児島県での CSF および ASF の発生は防
疫対応等の負担が過大になる恐れがある。
本検討では防疫対応に要する獣医師数、日
数を推計し課題を整理。獣医師の処理能力
を 100 頭/人・日とすると、県下の全飼養豚
へのワクチン接種に要する日数は全家保獣
医師で実施して 163 日、疾病発生時に発生
農場での殺処分に要する獣医師は最大 327
人（終了目標 3 日、以下同じ）、緊急ワク
チン接種に必要な獣医師は最大 363 人、発
生状況確認検査サンプリングに要する獣医
師は最大 5 人と推計。実際には推計の 3～4
倍の獣医師と、その数倍の一般防疫従事者
が必要と考えられる。全農場での発生予防、
特に防疫対応の負荷が過大となると予想さ
れる 298 件の農場（リスク農場）での発生
予防およびリスク農場での疾病発生時に防
疫作業に従事する獣医師、一般防疫従事者
の確保が課題。 
 
346．アフリカ豚熱発生想定の机上演習によ
る課題：鹿児島県姶良家保 森脇潤、上村
美由紀 

アフリカ豚熱(ASF)は、治療法、予防法無
く、地域社会経済に深刻な打撃を与える疾
病。今回、初めて ASF 想定の農水省机上演
習を実施し、課題を検討。K 市 M 町、母豚
約 200 頭規模農場、60 日齢豚飼養豚舎にお
いて、ASF を疑う事例が発生。既に 1)2 時
間以内、ASF 疑い検体送付決定 2)5 時間以
内、農場封じ込め作業開始 3)9 時間以内、
県 PCR 検査陽性確定の 3 行程が確定。農場
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立入準備から検体送付まで 10 課題の割当
を検討。一部、細部を検討。ASF 発生を想
定した机上演習で、行程表の実効性、初動
防疫対応を確認。対策会議開催時機、公開
範囲等、非常参集体制整備、高機密性のデ
ータ通信、異常豚の解剖場所選定及び検体
の迅速運搬、防疫資材検討、予防的殺処分
検討が課題。今後、更に迅速、的確な ASF
初動防疫対応向上に向け、課題の整理、防
疫体制の整備が必要。 
 
347．防疫作業従事者向け事前学習動画の作
成～スムーズな初動防疫実施のために～：
沖縄県宮古家保 庄野雪菜 
 沖縄県本島中部において、令和 2 年 1 月
から 3 月にかけて発生した豚熱の防疫作業
では、多数の関係機関職員が動員された。
宮古島地域での豚熱発生はなかったが、今
後、観光を目的とした入国が再開され外国
人観光客が来島した際には、アフリカ豚熱
等の海外悪性伝染病侵入のリスクが高まる
ことが想定される。沖縄本島での豚熱発生
の事後アンケートでは、防護服着脱の映像
化、農林関係以外の部署の一般動員者への
研修の充実等の意見がでた。今回、宮古島
地域での特定家畜伝染病発生に備え、防疫
作業をスムーズに進めるための一助とし
て、一般動員者向け事前学習動画を作成し
た。今回作成した動画は、豚熱発生の際の
事後アンケートをもとに、発生農場や消毒
ポイントでの作業を一般動員者が事前学習
できるよう、わかりやすくまとめ映像化し
たものである。また本動画を使用すること
で、新型コロナウイルス感染症により、大
人数を集めての防疫演習の実施が難しい場
合でも、動画配信によるレクチャーを行う
ことが可能である。 
 
348．豚熱発生に伴う八重山地域の豚衛生管
理向上への取組：沖縄県八重山家保 堺龍
樹、泉里奈 
 2020 年、本県で豚熱が発生したが八重山
を含む離島は豚熱ワクチン非接種地域とな
った。管内の生産者は県外導入を余儀なく
された。また、飼養衛生管理基準の規則改
正により生産者の負担が増加。導入輸送費
等に対する支援など様々な要望があり、養
豚協議会検討会を開催。【取組】本県では
県外導入豚着地検査要領に基づき検査を実
施。管内では県外から初の豚導入のため同
要領に基づく準備が不足。当家保は衛生状
況等の改善を指導し、生産者と共に防鳥ネ
ットを設置。また、集団予防衛生の観点か
ら協議会の設立を支援。協議会を通して各
補助事業の活用を促している。加えて、豚
熱を想定した防疫演習を協議会と共催で実
施。【まとめ】県外導入豚着地検査により
導入のリスクを軽減。また、協議会の設立
支援により家畜衛生に係る指導等円滑な連
絡体制が構築。防疫演習では、生産者の家
畜衛生意識が向上。今後は家畜伝染病の予

防とまん延防止を推進し、地域全体で養豚
生産基盤の拡充を目指す。 
 
Ⅱ－７ 畜産技術 
 
349．P2 点背脂肪厚測定による繁殖雌豚栄
養度評価と成績改善の取組（第 2 報）：鳥
取県鳥取家保 錫木淳、 髙木翔矢 
 管内 A 養豚農場（繁殖雌豚 50 頭規模、一
貫）で産子数減少を契機に、生産性向上に
向けた取組として、平成 31 年 1 月から繁殖
雌豚の栄養度評価を実施。毎月、繁殖雌豚
（妊娠鑑定時及び分娩前）を対象として、
超音波診断装置による P2 点背脂肪厚（P2）
及び巻尺による推定体重を評価。課題とな
っていた高産次での削痩は改善傾向。一方、
令和 2 年 11 月までの 2 年分のデータ解析
（延べ 445 頭分）により、全体として P2
及び推定体重が上昇し続けていることが判
明し、①妊娠鑑定による不受胎が増える傾
向及び②P2 と触診による栄養度判定が不
一致の豚（かくれ肥満豚）で産子数及び離
乳頭数が低迷する傾向があることが示唆さ
れた。対策として、飼料給与メニューの再
確認と修正、かくれ肥満豚や削痩した豚の
見える化により個別対応実施中。P2 及び推
定体重は、豚群の栄養度モニタリングのた
めの簡便かつ安価なツールとして有用。今
後も、さらなる成績改善を目指し支援を継
続する。 
 
350．豚一貫経営農場における繁殖成績向上
対策：鳥取県倉吉家保 天野弥咲、柄裕子 
 A 農場は、母豚 60 頭規模で年間受胎率 9
0％、年間 1,200 頭以上の肉豚出荷が目標。
しかし、R1 年度の出荷頭数は 982 頭、年間
受胎率も 80％と低迷。当該農場ではこの目
標達成のため毎年暑熱対策を実施している
が効果認めず。今年度は分娩舎内の母豚に
対する暑熱対策ならびにワインセラーを用
いた人工授精用精液の低温保管を開始。そ
の結果、種付け可能頭数が増加し、4 月か
ら 11 月の受胎率が 87％と改善。また、R2
年 8 月から、正常産子数を増加させる対策
として、妊娠後期に L-アルギニン添加を開
始。8 月から 11 月までの成績では、一腹あ
たりの白子数は 0.41 頭減少し、正常産子数
は 0.1 頭増加。今後も上記の対策を継続し、
出荷頭数の増加ならびに年間受胎率向上を
支援したい。 
 
351．豚熱に関する防疫指針に基づく検査時
の課題と対応：岡山県井笠家保 佐野通、
金岡孝和 
 豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針
（指針）に基づき検査を行う中、様々な課
題が出てきたので対応方法を検討。①抗体
保有状況調査時に出てきた課題。指針改正
（各豚舎から 5 頭採血）に伴い、分娩豚舎
内の子豚からの採血が必要になったので、
仰臥位保定による採血技術を習得すること
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で対応。②防疫演習実施時に出てきた課題。
異常通報時に岡山県 CSF 等防疫対応マニュ
アルに基づき対応すると、ウイルスに汚染
された可能性のない職員が僅かになること
が判明したので、農場へ派遣する第１陣が、
異常豚を運搬及び解剖する等の人員配置で
対応。③病性鑑定時に出てきた課題。家畜
保健衛生所内を汚染させないように材料を
受け渡し、血液検査を実施する方法の検討
等が必要になったので、作業動線を作成す
るのと併せて、汚染に配慮した体制で検査
を実施することで対応。実際に指針に基づ
き検査を行う中で出てくる様々な課題を、
情報共有及び可能な限り事前に把握し、対
応方法を検討しておくことが必要。 
 
352．飼養衛生管理基準改正に伴う養豚農場
の指導と成果：岡山県津山家保 大津寄由
華、松馬定子 
 平成 30年 9月の岐阜県における豚熱発生
以降、豚及びいのししの飼養衛生管理基準
の指導を強化した。改善が必要な農場につ
いては、巡回毎に撮影した現場写真を提示
し、月１回の巡回指導を重ねることで飼養
者の意識向上が認められ、①衛生管理区域
入出場時の手指の洗浄・消毒②衛生管理区
域内の整理・整頓等が改善された。③野生
動物の侵入防止防護柵については、農場バ
イオセキュリティ向上対策事業等の活用支
援や現場における設置指導を行った結果、
未設置 2 戸、不完全 1 戸が、令和元年 11
月で 2 戸設置達成し、残る 1 戸も令和 3 年
1 月末迄に完了予定。④防鳥ネットの設置
は、カーテン式を提案するなどの指導を実
施。③④に関しては、愛玩豚飼養者も遵守
達成。⑤飼養衛生管理マニュアルは、4 月
に家保独自のひな形を作成し、5 月からマ
ニュアル指導を開始。各農場との検討を重
ね、令和 3 年 3 月末に全 6 戸で設置完了予
定。 
 
Ⅱ－８ その他 
 
353．と畜場における交差汚染防止対策の整
備に向けた取組：青森県十和田家保 和田
康伸、渡辺測子 

豚熱は R2 年東北に発生拡大、本県に影響
が波及。ワクチン接種地域外のと畜場へ出
荷するためには、そのと畜場で豚熱に関す
る特定家畜伝染病防疫指針（指針）に則っ
た交差汚染防止対策（対策）が必要。2 か
所のと畜場の要請を受け、指針の要件を満
たす対策の整備に向けて取組を開始。指針
を基に現行のマニュアルを精査した結果、
人や車両の動線、豚房使用前後の洗浄消毒、
記録管理の体制などいくつかの点で修正が
必要。と畜場に指針の概要とマニュアルの
修正点を説明。と畜場はマニュアルを修正。
修正後に現場立入し、マニュアルに従った
作業の適正実施を確認。要請のあったと畜
場 2 か所は、指針に則った交差汚染防止対

策の整備が完了。他 1 か所のと畜場からも
対策に関して要請があり、現在整備中。対
策が適正に行われているか定期的に確認が
必要。今後も継続的な指導・助言により、
と畜場の防疫対策を徹底する所存。 
 
354．管内養豚場の豚熱ワクチン接種の実態
と効率化への取組：栃木県県南家保 矢野
目智幸 
 円滑な豚熱ワクチン接種のため、管内養
豚場 21戸とミニブタ飼養者 3戸へ実態調査
を実施。調査の結果、養豚場では接種賛成
が 20 戸。接種豚管理は 15 戸がノート、豚
房等に記載。ダウンタイムは 0～3 日希望。
抗体検査は 5 戸が民間検査機関を利用。接
種開始後、3 戸が日和見感染増加。農場ご
との担当者固定等を要望。ミニブタ飼養者
2 戸は豚熱の知識不足。実態を把握後、業
務改善を所内検討し、次の取組を実施。農
場ごとの担当者制、接種豚管理の識別タグ
の設置及び確認、民間検査機関と連携し採
血を実施、専用 FAX 用紙を配布し接種頭数
確認の省力化により作業の効率化。2 日以
上のダウンタイムの遵守、持ち帰り資材管
理を徹底し疾病防除。関係機関を通じミニ
ブタ飼養者へ情報周知による理解醸成。今
回の取組を開始し、業務改善。今後も農場
の衛生意識向上を図り、飼養衛生管理基準
の遵守指導を徹底し、本県養豚場への豚熱
侵入防止。 
 
355．豚熱ワクチン接種における母豚の抗体
応答と子豚への接種適期の検討：栃木県県
南家保 牧誉大 

母豚及び子豚の抗体保有状況を調査し、
子豚への豚熱ワクチン接種適期を検討。移
行抗体の消長調査：同一豚房のワクチン未
接種豚 5 頭を無作為に抽出し、30、40、50
及び 60 日齢で採血実施。ワクチンブレイク
（VB）調査：4 腹の移行抗体保有状況の異
なる離乳豚群で接種し、接種時、接種 4 及
び 8 週後で採血実施。母豚の抗体応答調査
：5 農場 32 頭の母豚を対象とし、初回及び
2 回目接種後採血実施。その結果、移行抗
体の半減期は約 13 日と算出。VB するのは
接種時の中和抗体価の GM 値が 32 倍以上で
あり、8 倍以下の 2 群では抗体価上昇。母
豚の抗体応答調査では 2 回目接種後の抗体
価は、27検体(84.3%)が 8倍〜256倍に分布。
以上から一次関数のグラフにより接種適期
を算出。移行抗体価が VB しない 8 倍まで半
減する 65 日齢での接種が適切と推定。な
お、今回データが得られなかった移行抗体
を 16 倍保有する子豚にワクチンを接種し
て抗体上昇までに要する期間を調べ、より
正確な接種適期を算出。 
 
356．愛玩豚飼養者への家畜衛生指導の試み
：埼玉県中央家保 金子純高、木下明子 
 管内の令和 2年 11月末時点の愛玩豚飼養
戸数は 19 戸、飼養頭数は 22 頭。うち令和
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2 年度の新規戸数は 13 戸で頭数は 14 頭と
大幅に増加。愛玩豚飼養者は伝染病や衛生
管理方法等の情報や知識が不十分のため、
管内愛玩豚飼養者に飼養衛生管理状況や伝
染病のアンケート調査を実施。結果、飼養
歴は１年以下が 58％で全員が 1頭又は 2頭
飼養。品種はマイクロブタが最も多く 64%
で飼養形態は室内飼養が 76％と高い傾向。
伝染病では豚熱や日本脳炎、豚丹毒を知る
飼養者が半数以上。飼養衛生管理の作業者
の消毒は 76％が実施。一方、飼養施設への
飼養用品の持ち込み等での消毒実施者は 5
3％。調査から飼養歴が浅く小型の豚を室内
で少数飼養する飼養者が多く、伝染病や衛
生管理の情報や知識が不十分な飼養者を確
認。このため、飼養者に豚の伝染病や衛生
管理の広報を送付し豚熱ワクチン接種時に
衛生管理を指導。今後も情報提供等及び適
切な衛生管理の普及や伝染病の発生予防に
取り組む。 
 
357．豚熱発生から 1 年～経営再開指導及び
ワクチン接種の現状～：埼玉県熊谷家保 
野本ちひろ、吉川結夏子 
 令和元年 9 月、埼玉県で豚熱発生。5 戸 6
農場で 7,612 頭の豚を殺処分、埋却処理。
防疫措置完了後、再開意欲のある 3 戸で農
場消毒、防護柵・防鳥ネット設置等施設改
修、動力噴霧器や死体保管庫の整備、新た
な埋却地の確保等を指導。令和 2 年 3～6
月、環境検査で清浄性を確認し 4～6 月に豚
を再導入。再開までの平均日数は 215 日。
一方、令和元年 11 月から豚熱の予防的ワク
チン接種を開始、12 月上旬全養豚場の初回
接種完了。ワクチン接種プログラムに基づ
き 30～60 日齢の子豚に接種を継続。各農場
の接種間隔は 2 週間から 1 か月。令和元年
12月～令和 2 年 3月の免疫付与状況等確認
検査(確認検査)で十分な免疫付与を確認。5
月以降の確認検査で免疫不十分例が 37 件
中 18 件。移行抗体の影響によるものと考え
られ、接種日齢を見直すとともに接種間隔
を短縮。今後も飼養衛生管理基準の遵守を
徹底するとともに、きめ細かい検査を実施
し適期にワクチン接種を行い、豚熱発生を
防止する。 
 
358．愛玩豚に対する豚熱ワクチン接種：東
京都家保 近藤機、磯田加奈子 

東京都では、令和元年 12 月から島しょ地
域を除き豚熱ワクチン接種（以下接種）を
開始。感染リスク等を考慮し畜産豚を最優
先で実施後、展示豚、教育豚、研究豚の接
種を開始。愛玩豚はペットとして繊細な対
応が必要と考え準備に時間をかけた。予想
問題点を洗い出し、飼養者向けに接種同意
書及びワクチン説明資料を作成。インフォ
ームドコンセントを重視したマニュアルを
作成し、所内説明会を開催。都 HP に接種開
始を登載。準備が整った令和 2年 10月から、
愛玩豚への接種開始。都内豚飼養者数は畜

産豚 9 戸、愛玩豚 56 戸、展示豚 14 戸、教
育豚 6 戸、研究豚 5 戸（令和 3 年 1 月現在）。
接種実績は、令和元年 12 月から令和 3 年 1
月において延 6,145 頭。うち愛玩豚は 26
戸 27 頭。問題点は、早期接種要望、コロナ
緊急事態宣言下での接種延期希望、接種後
体調不良（下痢）、内部寄生虫発現、接種
後は非接種地域に移動出来ない不満等。今
後、開業獣医師と連携を取り、飼養者に衛
生的飼養を指導。 
 
359．アフリカ豚熱の発生を想定した初動対
応：長野県伊那家保 中山恵 

令和 2 年 7 月、豚飼養農場より豚の死亡
及び神経症状の通報。農場立ち入り、臨床
検査、血液検査から豚熱及びアフリカ豚熱
を否定。農場の状況、血液生化学検査、病
性鑑定により給水失宜による食塩中毒と診
断。これら一連の農場対応を、アフリカ豚
熱が発生したと想定し、県が策定した「長
野県アフリカ豚熱防疫タイムライン（以下、
タイムライン）」を参照し検証。休日対応
では、異常家畜の通報から立入検査、血液
検査、死亡豚の解剖まで 11 時間 30 分要し
たことから、開庁時では、アフリカ豚熱を
疑い、確定検査のための検体送付決定まで
に 7 時間要すると試算。また、「アフリカ
豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針」に
基づき、発生時の農場対応について検討し、
初動防疫対応フローチャートを作成。作業
内容や手順について確認。タイムラインに
ついては、休日対応も含めたスケジュール
の見直し、発生時の農場対応に関しては、
採材方法や写真撮影、報告について更なる
検討が必要。 
 
360．養豚農家における飼養衛生管理基準遵
守指導：和歌山県紀南家保 小松希、藤原
美華 
 改正された飼養衛生管理基準に対する農
家の意識向上と遵守徹底のため、遵守状況
の再確認、改善指導を実施。管内 18 農家に
ついて①飼養衛生管理者を選任。メーリン
グリスト作成。②防護柵・防鳥ネットの設
置を指導。③食品循環資源飼料の適正処理
・利用法を指導。④「基準遵守状況及び遵
守するための措置の実施状況に係るチェッ
クシート」に準じ指導。⑤飼養衛生管理マ
ニュアルの作成、従業員の教育徹底を指導。
結果、①11 農家でメーリングリスト登録。
②全農家で防護柵・防鳥ネットの設置。③
活用無し及び取りやめ農家 15 戸。肉等を取
り扱わない業者へ変更した農家 2 戸。加熱
処理設備を整備した農家 1 戸。④不遵守項
目について指導書を作成、改善指導。⑤農
家独自のマニュアルを作成。従業員への教
育により基準遵守に対する意識が向上。本
年 1 月、県内農場での豚熱発生を受け、基
準遵守徹底が感染防止対策の重要ポイント
と再確認。今後も豚熱発生防止のため農家
指導を継続する。 
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361．繁殖用成豚の鎮静法としてメデトミジ
ン－ミダゾラム併用投与の基礎的検討：鳥
取県倉吉家保 朱夏希 

繁殖用成豚は物理的な保定が困難で不動
化には薬物が必要。しかし、国内で常用さ
れる豚用鎮静薬マホプラジン（マフロパン）
の効果は不十分。防疫殺処分あるいは淘汰
時において、術者の安全確保および動物愛
護の観点からより確実な鎮静法が求められ
る。今回メデトミジン－ミダゾラム併用（M
M）の有効性を検討。病性鑑定のため淘汰予
定の繁殖用母豚 4 例に対して、メデトミジ
ン（20、40 あるいは 60 μg/kg）とミダゾ
ラム 0.2mg/kg を混合して頸部筋肉内投与。
投与後 5 分ごとに、既報の鎮静スケールを
用いて鎮静状態を記録。投与後 30 分をエン
ドポイントとして殺処分を実施。メデトミ
ジンが 40 μg/kg 以上では投与後 5 分で横
臥し、10 から 15 分で意識消失および刺激
への反応消失。MM は繁殖用成豚に対してよ
り確実な鎮静法である可能性を示唆。今後、
対照薬剤を用いた鎮静効果の統計学的な比
較や、詳細な用量反応関係の検討必要。 
 
362．エコフィード関連の法改正に伴う農家
指導：広島県東部家保 石隈菜月、岩﨑宗
弘 

「家畜伝染病予防法」及び「飼料の安全
性の確保及び品質の改善に関する法律」の
改正が公布。両法の施行日令和 3 年 4 月 1
日までに、対象農家が改正後の法律（新基
準）を遵守できるよう、両法の各担当課で
事前に指導方法を検討し、数回にわたり連
携して指導。A 農場（一貫経営・2521 頭）
は新基準を満たしており、今後もエコフィ
ードの製造利用を継続。B 農場（肥育経営
・246 頭）はエコフィード製造利用の継続
意向があったが、既存の方法では新基準を
満たしていなかった。新基準同等の加熱方
法の模索や、新基準に対応するための国庫
機械整備事業の導入を検討したが、断念。
現在はエコフィード製造利用をやめて飼養
を継続。農家と協議を重ねたことで、農家
自身が法改正の意義と法遵守の重要性を理
解。現状で最も良い形で経営を継続。エコ
フィードは SDGs の一環であることから、持
続可能な経営実現に意欲のある農家の意向
を尊重しつつ、法の遵守がされるよう、利
用を促す。 

 
363．大規模養豚場における赤外線カメラを
活用した飼養衛生管理指導：山口県東部家
保 弘中健人、大石大樹 

平成 30 年 9 月に国内で 26 年ぶりに豚熱
が発生し、アジア地域では、アフリカ豚熱
が急速に拡大していることから、家畜伝染
病予防法が改正され、特に野生動物の侵入
防止対策が家畜飼養者の大きな責務。今回、
野生動物侵入防止のための防護柵を新たに
設置した大規模養豚場において赤外線カメ

ラによる野生動物侵入調査を 2 回実施。ク
マ、イノシシ等の大型野生動物の衛生管理
区域内侵入は未確認であり、防護柵の一定
の効果を確認。しかし、アナグマの侵入を
確認。1 回目の調査後にアナグマ侵入経路
に石を設置し閉鎖。しかし、2 回目の調査
では新たな侵入経路が確認されアナグマの
衛生管理区域内侵入を再確認。農場へ撮影
された写真を活用し、さらに強固な対策を
指導。その結果、防護柵出入口扉下部の拡
張や下部にピンを打つ等の自発的な取組が
見られ、農場の衛生管理意識がさらに向上。 

 
364．管内養豚農家での臭気発生源の調査：
西部家保 織田聡美、吉村敦 

畜産経営の継続や規模拡大を図る上で、
環境対策は喫緊の課題。そこで、臭気に関
する苦情のあった管内養豚農家を対象に臭
気発生源の可視化を実施。方法は、ニオイ
センサーと GPS ロガーを用いて臭気測定を
し、データを PC 上に取り込み臭気マップを
作成。結果、主な発生源は、発酵不足な堆
肥、清掃不十分な豚舎、水分管理が不行き
届きな発酵床と特定。それを踏まえて、優
良農家の管理を参考に改善策を提案。改善
策として、①基本的な飼養管理の徹底、②
堆肥の適切な管理、③消臭シートや防臭壁
の設置を提案。これらの臭気対策を実施し、
効果の実証・検討を行い臭気低減を図る予
定。農家の意識啓発を行うには臭気の可視
化が有効。臭気発生源を特定することで対
策への取りかかりが容易。また、優良農家
の事例を加えることで住民説明会での根拠
資料としても活用可能。今後、農家自ら臭
気発生源の特定を行えるような簡易マニュ
アルを作成し、さらなる意識向上につなげ
る。 
 
365．豚熱の国内発生に伴う地域養豚防疫体
制強化：福岡県北部家保 袈裟丸昇太、長
野正弘 

平成 30 年 9 月の豚熱の国内発生以降、当
所で実施した特定家畜伝染病に対する地域
養豚防疫体制強化の取り組み概要を報告。
(1)広報等による養豚農家への関連情報提
供、毎日の飼養豚の健康確認により、信頼
関係構築及び飼養豚観察強化に繋がった。
(2)管内外養豚農家 8 戸に対し、北部養豚協
議会の設立を推進。研修会での関連情報共
有や補助事業を活用した野生動物侵入防護
柵設置により地域防疫体制を強化。食品循
環資源利用農家の実態調査を実施。(3)管内
農家 11 戸中 4 戸が食品循環資源利用。加熱
窯使用 2戸の加熱方法を調査。撹拌と 90℃、
60 分以上の加熱を実施しており、新飼養衛
生管理基準（以下、新基準）対応を確認。
加熱窯不使用 2 戸の供給元施設について、
アンケートによる実態調査を実施。加熱方
法は新基準に不十分であったため、農家に
加熱窯設置を指導。今後も新基準対応のた
めの指導を継続し、地域的な発生予防に努
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めていきたい。 
 
366．管内養豚農場の畜舎への野生動物侵入
状況調査：佐賀県北部家保 江副大輔、大
曲秀明 

平成 30年 9月以降に我が国で発生した豚
熱は、感染した野生イノシシにより発生拡
大。こうした事態に対処するため家畜伝染
病予防法が改正され、野生動物対策が強化。
そこで、防鳥ネット未設置である管内養豚
農場（A 農場及び B 農場）の畜舎への野生
動物侵入状況を調査。調査は衛生管理区域
内に定点監視カメラを設置して実施。調査
結果は、A 農場では農場が無人になる昼 12
時頃に肥育豚舎へのカラスの侵入及び飼料
である食パンの盗食の多発を確認。B 農場
では昼夜問わず野良ネコの分娩舎への侵入
を確認。調査結果を畜主に説明したところ、
畜舎への野生動物侵入防止対策の重要性を
認識。野生動物の畜舎への侵入経路は両農
場とも畜舎側面の開口部であったため、防
鳥ネット設置により、畜舎への侵入は防止
できると推測。畜主に防鳥ネットの必要箇
所及び張り方等を指導し、現在、畜舎及び
堆肥舎に防鳥ネットを設置中。設置完了後、
野生動物対策の効果を検証予定。 
 
367．県外豚熱発生農場への派遣を踏まえた
初動防疫計画の一考察：大分県玖珠家保  
児玉彬 
 豚熱は 2018 年 9 月の発生以来、9 県で計
59 事例発生、約 17.1 万頭の豚が殺処分。
県内での特定家畜伝染病の発生に備え、防
疫作業の派遣実績を踏まえた、初動防疫計
画を検討。派遣のあった 2 県では、検温や
問診の有無、殺処分方法等について違いが
あり、共通して冷暖房設備の配備があった。
各県の対応を比較し、より効率的であった
県を参考に初動防疫計画を作成し、管内養
豚場の従事者数等を算出したところ、管内
最大規模農場で必要な従事者は 710 名。派
遣の経験から従事者の健康管理を目的とし
た検温等の実施や冷暖房の配備が必要と思
われ、殺処分では、追込方法等が異なると、
殺処分にかかる時間が変動することが判
明。対応事例を基に、管内養豚場における
初動防疫計画を検討したところ、殺処分に
かかる時間は豚熱に関する特定家畜伝染病
防疫対策指針の目安内に収まり、今回の検
討内容は防疫対応に有効であると考えられ
る。今後は、備蓄資材の効率的な使用も考
慮しつつ本検討内容を当県の初動防疫計画
に盛り込みたい。 
 
368．養豚農場における防護柵設置後のいの
しし侵入状況調査と侵入対策指導：大分県
豊後大野家保 河上友 

豚熱・アフリカ豚熱発生予防のため、令
和元年度事業により県内養豚農場に防護柵
を設置。柵設置後、令和 2 年 4 月 27 日～6
月 29 日に１養豚農場に赤外線監視カメラ

を設置。農場内にいのしし、アナグマ等の
侵入を確認。7 月 16 日に鳥獣対策担当者と
伴に現地調査を行い、以下の侵入防止対策
が必要と判明し、対策を実施。①可動柵の
下や土が軟らかい場所等の、いのししの突
き上げ柵の変形やアナグマによる穴の形成
が見られた箇所に、廃材による柵の補強。
②柵周囲の草や竹が生い茂った箇所等、野
生動物が身を隠せる場所への対策に、除草
剤の散布と竹の伐採。また、③いのししに
危機感を持たせる必要があり、箱わなの設
置を行った。これらの対策により、10 月 1
6 日までいのししの農場内への侵入は確認
されず。飼養豚の豚熱・アフリカ豚熱感染
を防ぐため、柵設置後も農場の土地条件や
周囲に生息する野生動物も考慮した、定期
的な柵の点検・補修が重要。また、猟友会
の協力による農場周囲のいのしし捕獲圧の
上昇も重要。 
 
369．管内キャンプ場等での肉製品廃棄によ
る豚熱・アフリカ豚熱感染リスク啓発の取
組：宮崎県都城家保 坂本拓己、宮川陽一 
 野生動物への豚熱及びアフリカ豚熱感染
を防止することは、地域防疫において重要。
管内キャンプ場及び公園（対象施設）の利
用者に対する、肉製品の不適切廃棄による
リスク啓発の取組を、平成 31 年からみやざ
き養豚担当者連絡会議（ブタサポ）で協議。
西・北諸地域豚病対策連絡協議会（豚対協）
で、「西・北諸管内観光施設訪問者に対す
る肉製品等による豚熱等感染リスク啓発事
業」（事業）として、令和 2 年度に対象施
設にポスター及びチラシ（掲示物）を作成、
配布することを決定。掲示物の原案につい
ては、ブタサポで継続して協議。平行して、
市町の対象施設所管部署及び指定管理者に
事業意義を説明。管内キャンプ場 18 施設、
公園 13 施設で実施を決定。事業の円滑な実
施は、豚対協が 20 年以上前に設立され、信
頼関係が構築されてきたためと考察。畜産
関係者以外にも肉製品のリスクが啓発でき
る体制が構築され、地域防疫意識の向上が
期待される。 
 
370．豚熱発生における沖縄県独自の取り組
み：沖縄県中央家保 齋藤雄太、翁長友理
子 

令和 2 年 1 月、沖縄県にて 33 年ぶりに豚
熱が発生。3 月までに計 10 農場（発生 7 農
場、関連 3 農場）にて防疫措置。殺処分頭
数 12,381 頭。初発農場の通報遅れや養豚場
密集地域での連続した発生などの問題点に
対し、県独自に以下の取り組みをおこなっ
た。1 点目は発生状況確認検査の拡充。発
生農場より 10km 以内で１頭以上を飼養す
る豚、イノシシ農場を検査。結果、3km 内
の農場で陽性豚を摘発。その他は陰性を確
認。2 点目は沖縄県豚熱監視農場衛生監視
プログラムの策定。発生農場近隣の農場で
頻回の PCR 検査を実施。結果、清浄性確認



 

 

 - 79 - 

検査を待たずして感染を確認。3 点目は哺
乳豚への豚熱ワクチン接種。管内全ての豚、
イノシシに対して免疫を付与（初回接種頭
123 戸 84,970 頭）。以上の取り組みにより、
感染拡大を防止し、4 月に 97 日ぶりに移動
制限解除。以降、現在まで発生無し。 
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Ⅲ 鶏の衛生 
 
Ⅲ－１ ウイルス性疾病 
 
371．県内に浸潤している鶏伝染性気管支炎
ウイルスのシークエンス結果と特徴：青森
県青森家保 佐藤宏樹、林敏展 
 今年度、鶏伝染性気管支炎ウイルスの関
与を疑う病性鑑定が増加。これまで遺伝子
の系統樹を確認したことがなく、現状を調
査。材料は、令和 2 年度の病性鑑定材料、
腎臓、気管各 11 検体、腸管 5 検体。令和元
年から 2 年度に採材した採卵鶏 16 戸、肉用
鶏 24 戸の気管、クロアカスワブ 590 検体。
遺伝子抽出後、N 蛋白と S1 領域を RT-PCR
法で増幅。N 蛋白は検出率を算出、S1 領域
は系統樹解析。結果、検出率は採卵鶏 2.4
％、肉用鶏 48％。気管、クロアカスワブは、
採卵鶏でそれぞれ 1.84％、2.95％、肉用鶏
で 45.8％、41.7％。病性鑑定材料は腎臓と
腸管で明瞭に増幅産物を確認。S1 領域は採
卵鶏 4 検体、肉用鶏 8 検体で増幅。S95 株
近縁 5 株、GN 株一致 1 株、近縁 3 株、C78
株近縁 2 株と計 11 株が JP-Ⅰ型。TM 株一致
の JP-Ⅱ型が 1 株。農場の接種ワクチンと 7
株が相違。県内の肉用鶏に広くウイルスが
浸潤している可能性。腎臓や腸管に親和性
が高い株の存在を示唆。ワクチン接種に係
る指導が必要。 
 
372．管内の比内地鶏衛生対策：秋田県中央
家保 中村南斗 山口恭代 
 管内比内地鶏農場において、令和元年 11
月以降、マレック病（MD）が発生し出荷率
が低下。今年度は鶏舎内への消毒薬噴霧等
の衛生指導に加え鶏群の MD 浸潤状況調査
を実施。MD 発生が確認された 1 農場を対象
として、導入後 2 週、4 週、8 週、15 週の
計 4 回、羽包および鶏舎内の塵埃を採取、M
D 癌遺伝子（Meq）を標的とした PCR 法を実
施、Meq の保有状況を調査。Meq 検出率は、
塵埃では週齢が進むに伴い低下、噴霧消毒
により環境中の Meq が低減したと推察。羽
包は、全ての週齢で検出され MD 発症が危
惧。出荷率向上のために地域全戸の出荷成
績について分析、生産者を集めた検討会で
個別指導を実施。飼養管理の改善点を明確
化したことにより出荷率が向上。また、地
域部会の農場をモデルとした机上防疫演習
に生産者を参集して開催、疾病発生時にお
ける危機意識が向上。今後も管内の比内地
鶏生産者に対し、立入検査や衛生指導を通
じて生産性向上に努めていきたい。 
 
373．管内種鶏場における飼養衛生管理改善
の取組：秋田県南部家保 髙橋千恵 小川
秀治 
 家畜保健衛生所では農場の飼養衛生管理
基準の遵守状況を確認する目的で立入検査
と飼養状況の改善指導を日頃から実施。令

和元年１月から管内種鶏場を導入元とする
地鶏農家でマレック病（以下 MD）の死廃数
が増加。種鶏場の MD 対策と飼養衛生管理の
改善を指導。MD 対策はワクチンの変更と育
雛舎の MD 浸潤状況調査を実施。入雛前から
出荷までの環境材料 6箇所 53検体と育雛鶏
16 羽について MD 特異遺伝子検査を実施。
環境材料 31 検体から野外 MD 由来の meq 遺
子を検出。入雛前の材料からも meq 遺伝子
が検出され、出荷鶏の MD 発生が懸念。発生
予防のため問題点を検討し、消毒の強化、
作業導線の交差防止、着衣等の交換を徹底
等、衛生対策を実施。その後、地鶏農家で
の MD による死廃は減少し、種鶏場の衛生意
識が向上。今後は農場内の種鶏舎及び放飼
場についても衛生管理強化を行い、県内の
地鶏生産に寄与したい。 
 
374．都内展示施設において発生したマレッ
ク病：東京都家保 高野真帆、小山朗子 

2019 年 11 月下旬、採卵鶏を約 40 羽飼養
する展示施設で 8 月上旬に自家孵卵した採
卵鶏 11羽中 2羽で脚を伸張した歩行や起立
不能を確認、病性鑑定実施（119 日齢、1
例目）。翌年 4 月下旬、同一群 1 羽が元気
消失、脚を伸張した歩行後に死亡、病性鑑
定実施（263 日齢、2 例目）。マレック病（M
D)ワクチン未接種。肉眼所見は、1 例目で
翼神経及び坐骨神経の軽度腫脹、肝臓の褪
色、2 例目は著変なし。病理組織所見は、1
例目の末梢神経でリンパ球や形質細胞の軽
度浸潤を伴う水腫主体の炎症、肝臓でリン
パ球様細胞の小集簇、2 例目の大脳で囲管
性細胞浸潤を確認。抗 CD3 抗体及び抗 BAFF
-R抗体を用いた免疫染色により 1例目の肝
臓のリンパ球様細胞、2 例目の脳の浸潤細
胞の主体は T 細胞と判定。ウイルス学的検
査で 1例目の全身臓器より MDウイルス遺伝
子検出。以上より、本症例をマレック病と
診断。ワクチン接種済み鶏の導入を指導し
たが自家孵卵継続を希望、今後 MD ワクチン
接種するとの回答。 

 
375．鶏伝染性気管支炎を繰り返す管内養鶏
場の衛生対策:石川県北部家保 福田藤子 

平成 30年 1月～令和 2年 5月に鶏伝染性
気管支炎（IB）が管内の同一幼雛舎で 3 回
発生。いずれも腎炎型。分離した IB ウイル
ス（IBV）は全て S95 ワクチン株に近縁。
平成 30 年 1 月の発生後に S95 ワクチンを 0
日齢に接種、一時終息したが、令和 2 年 3
月に再発、5 月に続発。そこで、同一幼雛
舎で 6 月導入群と 8 月導入群の 3 日毎の糞
便等及び成鶏舎に移動した 3 月と 5 月の発
生群の糞便を用いた IBV 動態と衛生管理状
況を調査。6 月導入群は 14 日齢、8 月導入
群は 20 日齢で IBV 遺伝子を確認。検出 IBV
遺伝子は分離株と高い相同性(98.0～99.5
％)。導入群の腎腫大は各々20、25 日齢で
確認。成鶏舎移動後の発生群から IBV 遺伝
子を検出。以上より、当該農場の IBV は S9
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5 ワクチン株に近縁で、持続感染鶏が存在、
幼雛のワクチン抗体保有前に幼雛舎へ IBV
が侵入したと推察。続発以降、流行株の対
応ワクチン接種と衛生動物対策、幼雛舎へ
の消毒徹底等を実施。今後も継続した衛生
対策が必要。 

 
376．ブロイラー幼雛でのアデノウイルスに
よる鶏封入体肝炎発生事例：福井県家保 
武田佳絵、清水誠也 

鶏舎 6棟でブロイラー最大 34,000羽飼養
の農場で、1鶏舎の 10日齢雛で死亡数急増。
当該ロットのみで元気消失や脚弱あり。鳥
インフルエンザ簡易検査は陰性。13 羽の剖
検では、肝臓の退色や脆弱化が全羽で、筋
胃および腺胃びらんが各 1 羽で確認され、P
CR 検査で肝臓から鶏アデノウイルス(FAV)
特異遺伝子を検出。病理組織検査で、肝細
胞が壊死および変性し、核内に封入体が形
成されており、鶏封入体肝炎(IBH）と診断。
膵臓の壊死と外分泌腺細胞核内封入体形
成、筋胃等の消化管の核内封入体形成およ
びファブリキウス嚢(F 嚢)のリンパ球減数
も確認。兎抗トリアデノウイルス抗体を用
いた免疫組織化学染色で、各臓器の核内封
入体に一致し陽性反応あり。鶏貧血ウイル
ス、伝染性 F 嚢病ウイルスおよび大腸菌の
関与を疑う検査結果はなく、FAV 単独の IB
H 発症と考察。発症鶏は、肝臓と膵臓の障
害によると推察される低血糖状態。農場主
に対し、アデノウイルスに有効な消毒薬で
の鶏舎消毒を指導。 

 
377．岐阜県の鶏伝染性気管支炎浸潤調査：
岐阜県中央家保 齋藤晴伸、溝口博史 

 鶏伝染性気管支炎ウイルス（IBV）には
多数の血清型があり、発生予防には野外株
と血清型が一致したワクチンを接種するこ
とが重要。また、IBV の血清型と遺伝子型
には相関あり。そこで、県内で流行してい
る IBV の遺伝子型を調べるため、平成 28
年度から令和 2 年度までに 155 農場で採材
したクロアカスワブ 283 検体を用いて遺伝
子検査を実施。感度が高い N 領域を検出す
る RT-PCR の結果、63 検体（22%）が陽性。
この 63 検体について、遺伝子型別に必要な
S1 領域を検出する RT-PCR を実施、24 検体
が陽性、これらのシークエンス解析を実施。
その結果、JP-Ⅰ型が 17 検体、JP-Ⅱ型が 3
検体、JP-Ⅲ型が 1 検体、4/91 型が 2 検体、
Conn 型が 1 検体。JP-Ⅰ型以外の陽性率は
低かったものの、多数の遺伝子型が浸潤し
ていることが判明。今後は、これらの結果
を各農場での適切なワクチン選択につなげ
る予定。 

 
378．採卵育成鶏農場の鶏伝染性気管支炎（I
B）連続発生事例：愛知県西部家保 酒井優 

IB ウイルスには様々な遺伝子型が存在
し、予防には野外株と同じ遺伝子型のワク
チン接種が重要。令和 2 年 1 月から 6 月に、

隣接する 2 棟のウインドウレス鶏舎で各 1
ロット飼養する農場で、鶏舎ごと交互に 3
事例 IB が発生。当該農場の初生雛への IB
ワクチンは C78 株。遺伝子解析の結果から、
3 事例の分離株は S95 ワクチン株に近縁な
同一株と判断。各事例への対応として第 1
事例後は経過観察、第 2 事例後は初生雛へ
の IB ワクチンを S95 株へ変更、第 3 事例後
は全鶏舎を約 1 か月空舎とし消毒を徹底。
その後の導入鶏群では現在まで IB の発生
は認められない。当該農場では 2 棟の隣接
鶏舎の吸排気施設の構造上、互いにウイル
スを曝露させていることが疑われた。従っ
て、第 2、3 事例の発生要因として、ワクチ
ンによる抗体価上昇前に、隣接鶏舎から吸
排気施設を通して伝播したウイルスに感染
したことが考えられた。今後は新規導入鶏
群の追跡調査、導入間隔の変更等の対策の
提言をしていく。 

 
379．管内採卵鶏農場におけるアデノウイル
ス性筋胃びらんの一例：三重県北勢家保 
中田紘子、林有紀 

発生農場は大規模採卵鶏農場で、発生鶏
群は赤色鶏約 24,000 羽。2020 年 3 月、155
日齢頃から筋胃びらんを主徴とし死亡する
個体が群全体で散見され 165 日齢の死亡鶏
3 羽で病性鑑定を実施し、アデノウイルス
性筋胃びらん（AGE）と診断。同年 10 月、
死亡鶏、糞便、クロアカスワブを用いて鶏
アデノウイルス（FAV）保有状況を調査。F
AV 特異的遺伝子の検出なし。AGE の発生を
受け、飼養衛生管理の徹底を指導した結果、
畜主は清掃を外部委託により徹底。AGE に
はストレス、免疫抑制性の感染症などの発
症要因があり、本事例では産卵開始時期の
ストレスが関与したと考察。FAV 保有状況
調査では FAV 特異的遺伝子の検出がなく、1
0 月時点では鶏群が FAV に感染していない
と確認。採卵鶏は肉用鶏と比較して、飼育
期間が長い、ニップル周囲の消毒が難しい
等の特徴から消毒による対策が取り辛い
が、清掃・オールアウト時の消毒徹底等、
飼養衛生管理の指導により対策を継続して
いきたい。 

 
380．高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発
生時の発生地防疫対応について：奈良県奈
良県家保 青森大輝、倉田佳洋 

2020 年 12 月 5 日、管内養鶏場にて死亡
羽数増加の通報あり。インフルエンザ簡易
検査で死亡鶏の気管及びクロアカスワブ陽
性。遺伝子検査の結果、H5 亜型であり HPA
I 疑似患畜と確認。鶏は焼却、飼料等は封
じ込めを実施。6 日、自衛隊に出動要請し、
同日 10 時より殺処分開始。翌 7 日 18 時、
殺処分完了。殺処分完了後、密閉容器への
鶏の詰め込み、汚染物品処理、農場消毒を
実施。11 日 23 時 30 分、防疫措置完了。当
県では 2011 年にも発生があり、当時の反省
より、動員者を管理する人員の配置、色付
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ベスト着用やトランシーバー使用による連
絡体制の明確化、動員者向けの防疫演習等
を実施。自衛隊の活動もあり、前回に比べ
て作業は速やかに進行。しかし密閉容器や
ビニール袋の不足により、作業の一時中断
や鶏を密閉容器に詰め直す余分な作業が発
生。密閉容器への詰め込み羽数及び搬出数
の記録ができておらず県本部に情報が上が
らない等の課題も明らかとなった。 
 
381．高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発
生における焼却処分：奈良県奈良県家保 
北川稔子 
 令和 2年 12月 6日に約 83000羽を飼養す
る採卵養鶏場（ウインドレス鶏舎）で、HP
AI が発生。発生農場で処分した鶏および汚
染物品が密閉された医療用廃棄箱（以下、
医廃箱）を一時保管施設（以下 A）に集積。
順次 5 カ所の焼却施設に搬入。焼却施設に
より手順に差はあるが、A から搬入した医
廃箱を、24 時間体制で焼却炉に投入して焼
却。医廃箱 1 箱につき鶏 10 羽もしくは汚染
物品が密閉され、1 箱の重量は 5kg～20kg。
処分した医廃箱は 9720 箱。発生農場が所在
する市町村の他、合計 6 市 1 町の協力で 10
日間で処分完了。焼却にあたり、燃焼ガス
を常時分析し基準値を超えないよう投入量
の調整、焼却灰の分析を行うことで焼却灰
受け入れ拒否といった問題を解決。広域作
業となったため防疫員不足となり、防疫体
制の再検討が必要。医廃箱の破損対応、負
傷者対応、重機の活用による作業の効率化
等、マニュアルへの反映も必要。 
 
382．県内一養鶏農家における HPAI 発生時
の病性鑑定検査：奈良県奈良県家保 新田
温子、藤原朋子 

令和 2 年 12 月 5 日、約 83000 羽飼養規模
の採卵鶏農家において死亡羽数の増加が認
められインフルエンザウイルスの簡易検査
をしたところ、死亡鶏 11 羽中 11 羽で陽性、
生存鶏 2 羽は陰性となり初動検査を実施。
検体到着までに検査室のセッティングや試
薬調整等の準備を行い、検体到着後は遺伝
子検査(コンベンショナル PCR 及びリアル
タイム PCR)とウイルス分離に分かれ検査
を開始。遺伝子検査では 13 羽全てで H5 亜
型と判定。リアルタイム PCR においてマニ
ュアルに従い、検査不成立や再検査対象と
判断しやり直した検体があったが、国との
協議によりやり直す必要はなかったと判
明。ウイルス分離では 24～48 時間以内に全
て鶏胚が死亡し HA 及び HI を実施。精度管
理等を利用し、日頃から検査精度の維持や
シーズン前には検査室のセッティングを確
認し、発生に備えた準備が必要。 

 
383．高病原性鳥インフルエンザ防疫対応と
今後の課題：和歌山県紀北家保 楠川翔悟、
樽本英幸 

【発生の概要と経過】発生農場は 6.7 万

羽飼養の採卵鶏農場、使用中鶏舎 9 棟、ひ
な段ケージ(2 段)。通報当日(2020 年 12 月
9 日)、発生鶏舎で 1 羽死亡(174 日齢、ボリ
スブラウン)、隣 2 羽衰弱。簡易検査・PCR
検査陽性、疑似患畜と判定。10 日午前 9 時
より防疫措置開始、殺処分は 11 日午前 8
時に、防疫措置は 13 日午後 7 時に完了。【防
疫対応と今後の改善点】必要資材の搬入が
一部遅延、現場での柔軟な対応で作業停滞
回避。動員者集合場所に資材置場が設置で
きず、在庫管理が不十分で農場内に資材過
不足や運搬車両渋滞発生。搬入時間設定、
資材管理要員確保等が不可欠。家畜防疫員
に作業が集中。家畜防疫員の作業量軽減の
ため、動員者との分業や交代を考慮した人
員運用も必要。防疫措置後には、資材の洗
浄・消毒と一般ゴミの廃棄に時間を要した。
防疫措置中から整理整頓に配慮した作業態
勢構築も重要。今後、関係機関との連携強
化、対応マニュアルや防疫計画見直しを行
う予定。 

 
384．肉用鶏農場における鶏貧血ウイルス感
染症事例：鳥取県西部家保 生田泰子、山
本路子 

令和 2 年 3 月下旬管内肉用鶏農場におい
て、10 日齢以降の死亡鶏および衰弱鶏が一
日 2％を超える鶏舎が認められるほど増
加。死亡鶏および衰弱鶏は発育不良に加え、
胸腺萎縮や骨髄退色が顕著で、肝臓から大
腸菌や緑膿菌が分離。症状は特定の母鶏ロ
ットのみで発症。病性鑑定の結果、鶏貧血
ウイルス（以下、CAV）感染症と診断。原因
として CAV ワクチンの管理失宜による、種
鶏への不十分な抗体付与が影響したと推
察。最終的な死亡率が 25％以上になる鶏舎
も認められ、当該種卵の一時的な孵卵停止
および種鶏へのワクチン接種方法の改善を
実施。対策後他種鶏ロットでの発生はなく、
当該母鶏においても孵卵再開後の影響は認
められず。 

 
385．ブロイラーで発生した鶏アデノウイル
ス感染症：岡山県津山家保 串田規子、髙
見剛 

令和 2 年 5 月、管内ブロイラーで、6 日
齢から死亡羽数が増加する旨の連絡があ
り、死亡鶏 1 羽、衰弱鶏 4 羽について病性
鑑定を実施した。病理組織学検査により肝
臓、膵臓及び筋胃上皮細胞に核内封入体の
形成が 4 羽で認められ、遺伝子検査により、
肝臓からアデノウイルス遺伝子を検出した
ことから鶏アデノウイルス感染症（鶏封入
体肝炎）と診断した。アデノウイルスはエ
ンベロープを持たず、消毒薬に比較的抵抗
性があるが、出荷後の鶏舎消毒、飼養衛生
管理の徹底を指導した。消毒は洗浄後、逆
性石けん、グルタアルデヒド系消毒薬・オ
ルソ剤消毒薬混合、石灰乳等を用いた。各
消毒後は 1 日程度の乾燥期間を設けた。効
果判定のため消毒後、入雛前の鶏舎内環境
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拭き取りを材料に PCR 検査を実施したとこ
ろ、全 11 検体で陰性を確認した。また、発
生した鶏舎入雛群等を 7 日齢から 1 週毎に
出荷まで採血・検査したところ全 49 羽で中
和抗体価が上昇せず、消毒効果を認めた。 

 
386．育雛場における鶏伝染性気管支炎（I
B）の発生事例：愛媛県東予家保 鈴木まり
花、藤田明子 

2020 年 11 月、46 日齢採卵鶏育雛で IB
発生。発症鶏種はマリア及びボリスブラウ
ンで同一鶏舎に初生導入し、35 日齢でボリ
スブラウンを隣接鶏舎へ移動、その後 2 鶏
舎で発症。死亡羽数増加、嗜眠等が認めら
れ、発生場所に偏りはなかった。発症推定
前後一週間の平均死亡羽数（死亡率）は、
マリア 1.71 羽/日（0.19％）から 7.71 羽/
日（0.49％）、ボリスブラウン 0.29 羽/日
（0.05％）から 4 羽/日（0.69％）に増加。
両鶏種とも腎臓の腫大及び退色を認め、腎
臓乳剤で IBV 特異遺伝子陽性、IBV 分離、
マリアのみ尿細管間質性腎炎及び IBV-IHC
陽性となり IB と診断。分離株の遺伝子型は
S1 領域が JP-Ⅰ、S2 領域が Y-4 もしくは Y
-4 類似。対策は発症鶏群の採卵鶏農家への
出荷停止、交差汚染防止、発生鶏舎の洗浄
と反復消毒、40 日の空舎を実施。IB ワクチ
ンは 14日齢で分離株に近縁な S95を接種し
ていたが、初生接種に変更。 

 
387．若齢肉用鶏で発生した鶏封入体肝炎 5
症例：愛媛県南予家保 山口絵美佳、友國
由香里 

2019年～2020 年に管内肉用鶏 3農場で 8
～10 日齢の雛の死亡羽数増加が 5 例発生。
死亡雛及び生存雛 56 羽の病理解剖、細菌検
査、病理検査、肝臓を用いた鶏アデノウイ
ルス（FAdV）遺伝子検査及び 2 農場の FAdV
塩基配列解析を実施したところ、肝臓の退
色（73.2％）、肝細胞の核内封入体形成を
伴う壊死（69.2％）、その他臓器の核内封
入体形成や壊死を確認。肝臓からは FAdV
特異遺伝子を検出（71.7％）し、うち 2 例
の FAdV 塩基配列は過去に国内で分離され
た FAdV 2 型と一致。一部の雛からは大腸菌
も分離（19.0％）。以上から、鶏封入体肝
炎を主因とする死亡羽数増加と診断。感染
経路として、若齢での発症、同一品種・同
一孵卵場等の情報から、垂直感染と推察。
対策として、孵卵場等との情報交換、オー
ルアウト後鶏舎の徹底的な洗浄消毒と有効
な消毒薬の選択、鶏舎毎の衣服や長靴の交
換や手指消毒等、飼養衛生管理基準の順守
徹底を図るとともに、これらの対策による
他病原体への感染機会の低減等を指導。 

 
388．複数の肉用鶏農場で発生した鶏封入体
肝炎事例：佐賀県西部家保 三好洋嗣 大
坪利豪 

4 戸の肉用鶏農場（農場①～④）にて同
一種鶏（種鶏群 A）由来の鶏群で 1 週齢頃

から死亡淘汰羽数増加。農場①、②の鶏で、
ともに肝臓で好塩基性 Full 型核内封入体
を確認し、鶏アデノウイルス（FAdV）（血
清型 2 型）分離陽性。以上より鶏封入体肝
炎（IBH）と診断。農場③、④についても、
稟告より IBH と推察。更に、農場①、②の
発症鶏から分離された FAdV 株（分離株）の
遺伝子解析結果が一致。また発生前の種鶏
群（A、B、C）の分離株に対する中和抗体価
の検査で種鶏群 A、B が低値であったことよ
り、種鶏群 Aに侵入した FAdVが雛に伝播し、
複数の農場での IBH 発生につながったと推
察。一方、種鶏群 A とともに抗体価が低か
った種鶏群 B 由来の鶏群では、IBH を疑う
異常なし。また、農場①では発症鶏群と同
時期に入雛された別の鶏群で、出荷まで異
常なし。以上より、種鶏場内やコマーシャ
ル農場内での鶏群間の FAdV 伝播の影響は
低く抑えられたと推察し、日々の飼養衛生
管理の重要性を再認識。 

 
389．一採卵養鶏場の腎炎型伝染性気管支炎
の発生要因分析：長崎県県南家保 前田将
誌、井上大輔 

令和 3 年 2 月、管内の一採卵養鶏場育雛
舎（21 日齢、35,000 羽群）で 78 羽死亡。
病性鑑定で腎臓腫大と退色、重度の尿細管
間質性腎炎を認め、気管と腎臓から伝染性
気管支炎ウイルス（IBV）が分離されたこと
から、腎炎型伝染性気管支炎（IB）と診断。
当該鶏群は発生までに 3 種類の血清型が異
なる IB ワクチンを接種。発生要因究明の追
跡調査として、分離 IBV の遺伝子解析、発
生状況の詳細な確認と発生鶏群の IBV 中和
試験を実施。その結果、分離 IBV は遺伝子
型 JP-Ⅲ型に分類、近年の管内分離株と近
縁と判明。鶏舎の収容羽数に対し飼育羽数
が多く、過密飼育及び発症鶏の脱水と発育
不良を確認。JP-Ⅲ型以外の血清型に対する
IBV 抗体価は非常に低かった。以上から、
密飼による一部個体の飲水及び飼料摂取不
足から虚弱、体力及び免疫力低下を呈し、I
BV ワクチンの免疫誘導が不十分であった
と推察。ケージ内の収容羽数適正化と JP-
Ⅲ型ワクチンを加えたワクチンプログラム
へ変更後発生なし。 

 
390．県内における鶏貧血ウイルスの浸潤状
況調査：長崎県中央家保 秦祐介、寺山好
美 

平成 31年 3月から令和 3年 3月の間に病
性鑑定等を実施した延べ 64農場 444羽の生
臓器乳剤 148 検体の鶏貧血ウイルス（CAV）
遺伝子検査を実施。また、県内で検出され
た 2 株（県内株）の系統樹解析を実施。加
えて、CAV 陽性事例と陰性事例の組織所見
等の比較、CAV 陽性農場の死亡率等を調査。
遺伝子検査では、55/148 検体、24/64 農場
が陽性で、全て 30 日齢以降で検出。県内株
の系統樹解析では、2 株とも GenotypeⅢに
分類。組織所見等の比較では、遺伝子結果
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と組織所見等の不一致事例や未採材事例も
散見。陽性農場の病性鑑定立入日を含む 1
週間の死亡率（累計死亡率）は 0.4～23.3%
と幅があり、壊疽性皮膚炎等との重感染も
確認。調査結果から、CAV は県内に広く浸
潤し、移行抗体消失後に感染すると推察。
重感染の状況や飼養環境に累積死亡率が左
右されると推察。CAV は清浄化が困難で、
オールイン・オールアウト、洗浄・消毒の
徹底によって飼養環境を改善し、高い死亡
率を防止する対策が重要。 

 
391．採卵鶏農場で発生した鶏伝染性喉頭気
管炎（ILT）：大分県大分家保 平川素子、
大分県宇佐家保 吉田史子 

2019 年 12 月、管内採卵鶏農場（ウイン
ドウレス鶏舎）で死亡羽数の増加により病
性鑑定を実施。気管より ILTV 遺伝子を検
出、ウイルス分離陽性。検出された ILTV
遺伝子における簡易型別法の切断パターン
は 2008 年に宮崎県で分離された株および
市販のワクチン株と一致。ペア血清を用い
ILTV 中和抗体価を測定すると、pre 血清で
は全て 2 倍未満、post 血清では 7/10 羽で 2
倍以上の中和抗体価を確認。病理組織学的
検査では気管の粘膜上皮細胞の合胞体及び
核内封入体の形成を伴う化膿性リンパ球性
気管炎が認められた。また、同部位での免
疫染色では ILTV 陽性反応。よって、ILT と
診断。今後の対策として、空舎時の消毒徹
底、作業時の動線に注意するなど、一般的
衛生管理の徹底を指導。しかし、2020 年 2
月に別鶏舎にて同様に ILT が発生。検出さ
れた ILTV 遺伝子における簡易型別法の切
断パターンは、2019 年 12 月に分離された I
LTV 株と一致。その後は収束し、現在まで
症状を示すものは確認されていない。 

 
392．剖検時に特徴病変の認められなかった
伝染性ファブリキウス嚢病の一例：大分県
大分家保 大木万由子 

伝染性ファブリキウス嚢病（IBD）ワクチ
ンを飲水投与（14、21 日齢）している県内
1肉用鶏農場で 40日齢前後に死亡羽数が増
加、衰弱鶏 6 羽の病性鑑定を実施。剖検で
腎臓腫大（6/6 羽）、盲腸の暗赤色化と血
便（6/6 羽）を確認。全羽のファブリキウ
ス嚢（F 嚢）に著変は認められず。寄生虫
学的検査で小腸と盲腸内容物に多数のコク
シジウム（コクシ）を検出。病理組織学的
検査で F 嚢に間質の炎症性水腫やリンパ濾
胞壊死（6/6 羽）、盲腸扁桃のリンパ球減
少（5/6 羽）、十二指腸～盲腸にコクシの
重度寄生（6/6 羽）が認められ、F 嚢の免疫
組織化学染色で病変部に一致し IBDV 陽性
反応。ウイルス学的検査で F 嚢からの IBDV
分離陽性（6/6 羽）。IBDV 抗体検査ではプ
レ血清で 4/6 羽、ポスト血清（55 日齢）で
6/6 羽陽性。以上の結果、IBD・鶏コクシジ
ウム病と診断。IBD に特徴的な F 嚢の水腫
性腫大や出血等が認められない IBD 事例は

稀で、類症鑑別や混合感染事例の診断上重
要。 

 
Ⅲ－２ 細菌性・真菌性疾病 

 
393．肉用鶏農場の鶏アスペルギルス症発生
事例：岩手県県北家保 嶽間澤直弥、古川
岳大 

令和 2 年 7 月、肉用鶏 66,810 羽を飼養す
る管内養鶏場 1 戸の 5 鶏舎中 2 鶏舎におい
て、4 日齢以降に死亡羽数が漸増。17 日齢
時に両鶏舎由来の死亡鶏及び衰弱鶏計 11
羽の病性鑑定を実施。剖検により、肺に黄
白色粟粒結節の散在及び腹水の貯留を確
認。組織学的検査により、隔壁を有し Y 字
状に分岐する菌糸を伴う肉芽腫性肺炎を確
認。真菌検査により、肺から Aspergillus 
fumigatus を分離。以上から、鶏アスペル
ギルス症と診断。疫学調査により、敷料は
搬入時、降雨の為、多湿状態となっていた
ことを確認。発生鶏群は、敷料内で増殖し
た高濃度の真菌に曝露された可能性。発生
鶏舎の敷料交換及び衰弱鶏の積極的淘汰に
より減耗羽数は漸減したが、出荷まで高い
水準で推移。再発防止対策として、空舎期
間の鶏舎洗浄及び消毒並びに適切な敷料管
理を徹底。上記対策により、次ロット以降
の発生はなし。利用資材の適切な管理の重
要性を再認識。 
 
394．肉用鶏農におけるサルモネラ清浄化へ
の取組：新潟県下越家保 田中健介 

新潟県では安全・安心な県産畜産物生産
のため、肉用鶏農場において食中毒の原因
となるサルモネラの浸潤状況を調査、対策
指導するも依然浸潤。令和元年 8 月、管内
インテグレーター直営の 6農場(A～F農場)
で導入前の消毒に鶏舎床の石灰乳塗布を追
加。変更後、鶏舎床、壁からのサルモネラ
分離陰性。一方、令和元年に B 農場の鶏舎
用長靴から Salmonella Schwarzengrund(S
ch)が検出され、翌年には A、B、E 及び F
農場から Sch を検出。Sch のバイオフィル
ム産生量は S. Anatum の 2.0 倍、S. Infan
tis の 1.4 倍。PFGE 解析で 4 農場の Sch は
同一由来株と判定。聞き取り調査により農
場間で出荷作業に使う塩ビ管(出荷レール)
の共有が判明し、拭き取り検査で Sch 検出。
使用後の水洗消毒の徹底を指導。消毒後の
出荷レールはサルモネラ分離陰性。環境抵
抗性の高い Sch に対し、鶏舎内の浸潤低減
と鶏舎外からの侵入防止が重要との認識を
農場と共有。清浄化対策推進には関係者と
の連携が不可欠。 

 
395．石灰剤モニタリングを活用した採卵鶏
農場のサルモネラ清浄化への取組み：富山
県西部家保 小林歩、池上良 

衛生対策を行っていた管内一採卵鶏農場
において、前年よりサルモネラ属菌が複数
回検出。汚染は鶏舎奥側に集中。鶏舎奥側
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ほど石灰剤の希薄を確認し pH 値の低下を
確認。石灰剤の効果が不十分と考え対策。
石灰剤の持続性検証により、屋外環境や鶏
糞存在下で pH 値の早期の低下、風や熱によ
る石灰剤の剥離を確認。換気扇や糞ベルト
終末がある鶏舎奥側では早期に石灰剤が失
活すると考え鶏舎奥側には頻繁に、除糞作
業後には必ず散布するよう指導。9 か月間、
毎月サルモネラ検査とスティック pH 試験
紙による石灰剤の消毒効果モニタリングを
行い、pH が 10 以下の場合、石灰剤の散布
を指導。結果、2 か月連続してサルモネラ
属菌は検出されず、石灰剤の有効性を継続
して確認。汚染率と石灰剤の失活状況は同
調し、石灰剤の pH 値の状況は鶏舎内の汚染
度の指標となり得る可能性が示唆。従業員
の自主的な石灰剤散布や衛生意識向上によ
り清浄化に向かったと考察。 

 
396．採卵鶏農場で発生した鶏の豚丹毒菌感
染症：富山県西部家保 木全綾、西村加奈 

令和 2 年 10 月、管内の成鶏約 76,400 羽
を飼養する採卵鶏農場の平飼鶏舎１棟で 3
56 日齢の鶏の死亡数が増加。50 日間で発生
鶏舎飼養鶏約 20％が死亡。12 羽を病性鑑定
し、剖検では肝臓および脾臓の腫大が認め
られた。また、肝臓の類洞にマクロファー
ジの浸潤と硝子様血栓、脾臓では硝子様血
栓を伴う組織球性脾炎が見られ、肝臓およ
び脾臓にグラム陽性桿菌が認められた。さ
らに 12 羽中 10 羽の５臓器、脳および卵巣
から Erysipelothrix rhusiopathiae（E.r）
が分離され、血清型は 1b だった。以上の結
果より、E.r による敗血症と診断。症例の
侵入経路は不明だったが、農場内での野生
イノシシの侵入痕および本県では過去に野
生イノシシから血清型 1bの E.rを分離した
ことから野生イノシシの関与が疑われた。
また、本症例に複合感染はなく、ストレス
等が発症要因と推察。このため、ストレス
を軽減する環境整備および鶏舎外からの
E.r の侵入防止により発生予防に努めるこ
とが重要。 

 
397．卵内接種機が原因と思われる死亡雛増
加事例：岐阜県中濃家保 永田由紀、浅井
礼子 

令和 2 年 5 月、約 20 万羽／月を孵化して
いる管内孵化場において、孵化後 0 日で死
亡数が増加する事例が発生。当該孵化場は、
ワクチン接種に卵内接種機を使用してお
り、初生雛用注射機による手打ち方式で接
種すると死亡数は通常に戻ることから卵内
接種ワクチンの汚染の可能性を疑い、病性
鑑定を実施。卵内接種前後のワクチン液、
死亡初生雛、胎便及び受精卵を検査したと
ころ、ワクチン液から Staphylococcus xyl
osus を、ワクチン液、死亡初生雛から Ent
erococcus faecalis(以下 E. faecalis)を
検出。細菌の侵入経路特定のため、入卵 10
日目の中止卵を検査したが、これらの菌は

検出されず、当該群の孵化後の死亡数も通
常であった。E.faecalis は、初生雛の減耗
の最も一般的な原因の一つである。当該検
査から死亡雛増加時には E.faecalis が検
出され、死亡雛が通常時は検出されなかっ
たことから、E.faecalis が死亡数増加に関
係していると考えられた。当該事例では、
細菌の侵入経路の特定には至らなかった
が、引き続き原因究明の調査を行うととも
に卵内接種機の使用を含め、孵化場の衛生
対策について継続指導する。 

 
398．Mycoplasma gallisepticum（MG）抗
体陽性率：滋賀県滋賀県家保 宮坂光徳 

本県では、近年野外での Mycoplasma ga
llisepticum（MG）検査を未実施。平成 29
年に、鳥インフルエンザ定点モニタリング
農家 1 戸で残余血清を用いて、MG ワクチン
（MGV）接種前後の６か月間 MG 検査を実施。
検査は、血清平板凝集反応（SPA）にて実施。
MGV 接種による MG 陽性率の時系列変化は M
GV を接種鶏群の接種約 1 週間前から毎月 1
回 10 羽で確認。接種１週間前の SPA は 10
羽全て陰性、MGV 接種約 4 週間後は 9 羽陽
性。以後、陽性数は変化し、MGV 接種約 16
週間後からは陽性を検出せず、約 21 週間後
においても 10 羽全て陰性。令和 2 年度に北
西部支所管内の養鶏農家 11 戸で MG 抗体検
査を実施。MG 抗体保有状況は MGV 未接種 6
戸中 1 戸で陽性（2 羽／5 羽）を確認。MGV
接種 5 戸は全て接種後 5 ヶ月以上経過して
おり、5 戸全てに陽性（4～10 羽／10 羽）
を確認し、MG 野外株の感染を示唆。MGV 接
種経過日数により MGの SPAは野外で活用が
可能。 

 
399．鶏大腸菌症発生養鶏農場から分離され
た大腸菌の性状比較：和歌山県紀北家保 
松岡希枝、山本敦司 

鶏大腸菌症（本症）発生の管内 A 農場（肉
用鶏）、本症発症歴のある B 農場（肉用鶏）
及び C 農場（採卵鶏）分離菌株について（1）
薬剤耐性率及び（2）病原関連遺伝子（VAG
s）（astA、iss、irp2、papC、iucD、tsh、
vat、cvi/cva）保有率を（1） 11 種類の薬
剤を用いた薬剤感受性試験及び（2）マルチ
プレックス PCR で調査。（1） 11 種類の中
で A 農場は 3 種類、B 農場は 5 種類の薬剤
で 50%以上、C 農場は全薬剤で 40%以下の耐
性率。（2）A 農場は iss、iucD、papC、cv
i/cva、tsh、astA、B 農場は iucD、iss、t
sh、irp、papC、cvi/cva、C 農場は iss で 6
0%以上の保有率。A 農場は薬剤に頼らない
飼養衛生管理改善対策を実施、耐性率の上
昇は無し。過去に本県で示唆された 3 種類
の本症病原性確認用マーカーに加えここ数
年の新たな VAGs 保有株の侵入を確認。本症
マーカーとしての重要性が改めて示唆され
た。 

 
400．Mycoplasma synoviae が呼吸器病変形
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成に関与した一症例：香川県東部家保 土
佐進、向阪優雅 

採卵鶏の呼吸器への Mycoplasma synovi
ae（MS）単独感染は通常無症状に経過する
が、混合感染や飼育環境悪化により病変形
成する場合がある。今回、MS が呼吸器病変
に関与した稀な症例に遭遇したので報告。
県内採卵鶏農家にて産卵率の軽度低下を認
めたことから生存鶏 4 羽、死亡鶏 2 羽を用
いて病性鑑定を実施。剖検で生存鶏 2 羽、
死亡鶏 1 羽に胸腔内及び肺割面にチーズ様
物と卵胞発育不良を認める。病理検査で気
管及び気管支粘膜固有層に中等度から重度
のアミロイド沈着、化膿性気管支肺炎、線
維素性化膿性気嚢炎を認めた。肺、気管を
材料とする PCR 検査で MS 陽性、Mycoplasm
a gallisepticum 陰性、鶏伝染性気管支炎
ウイルス陰性。ウサギ抗 MS 抗体を用いた免
疫組織化学的染色で病変部に一致して陽性
反応を認める。以上より、本症例を MS によ
る鳥マイコプラズマ症と診断。環境要因が
MS による病変形成を引き起こした可能性
あり。MS がアミロイド変性を伴い気管炎、
気管支炎を発症した報告は本症例が初とな
る。 

 
401．Salmonella Schwarzengrund(SS)を指
標とした肉用鶏農場での清浄化の取組：佐
賀県北部家保 平野美和、鬼塚哲之 

令和 2 年 6 月 8 日、肉用鶏約 32,000 羽飼
養農場の 5 鶏舎中 1 鶏舎（35 日齢）で死亡
羽数が増加。病性鑑定の結果、2 羽の盲腸
内容から SS を分離、それぞれ別の 1 羽から
大腸菌及び黄色ブドウ球菌を分離、3 羽の
肺及び気管から伝染性気管支炎ウイルス（J
P-Ⅲ型）を分離。この結果を受け、堆積発
酵の敷料を全て排出、水洗及び 3 回消毒後
に倉庫の鋸屑を敷き、各鶏舎に新しい専用
長靴と消石灰の踏込槽を設置。対策後、入
雛前の鶏舎で壁、給水器、給餌器及び換気
扇の拭取材料、敷料、入雛時のコンテナ台
紙及び倉庫鋸屑について、サルモネラ検査
を定法に従い実施。4 鶏舎の敷料及び倉庫
鋸屑から SS を分離。新ロットの倉庫鋸屑か
らも SS を分離したため、ネズミ等野生動物
の関与を疑い、監視カメラで倉庫内を撮影
したが確認できず。対策後の発生はなく、
プロダクションスコアは 309.04から 424.3
6 へ向上し、今後更なる衛生対策の向上の
ため指導を継続。 

 
402．Ornithobacterium rhinotracheale の
関与が疑われた鶏ブドウ球菌症：大分県玖
珠家保 山崎窓                         

令和 2 年 6 月、管内肉用鶏農場において
脚弱、起立不能が発生。症状がみられた衰
弱鶏について病性鑑定を実施。大腿骨頭頸
部が容易に折損し足蹠や足指に痂皮形成。S
taphylococcus aureus(SA)が分離され病理
組織学的に化膿性骨髄炎、大腿骨髄にグラ
ム陽性球菌を確認。鶏ブドウ球菌症の単独

感染を疑うが Ornithobacterium rhinotra
cheale(ORT)の関与の可能性を想定。鶏ブド
ウ球菌症発生農場、関連農場、未発生農場
で ORT 浸潤状況調査を実施し、発生農場で
疑陽性 6/10 羽、関連農場で陽性 2/10 羽、
疑陽性 2/10 羽確認。ORT の抗体応答は高く
ないといわれていることと未発生農場では
すべて陰性であったことから ORT の関与を
疑う鶏ブドウ球菌症と診断。SA も ORT も日
和見感染によって症状を示す病原菌である
ため免疫抑制が関与。免疫抑制の主な原因
は環境ストレスのため、鶏舎環境の改善や
飼養管理の向上が重要。今後は、脚弱等の
原因の 1 つとして、ＯＲＴも検査対象にい
れつつ鶏の疾病予防につとめていきたい。 

 
403．Mycoplasma synoviae(MS)株を用いた
赤血球凝集阻止法(H 法)：大分県豊後大野
家保 加藤洋平 

MS 検査法は急速平板凝集法（RSA）が簡
便で迅速だが、非特異反応が存在。当家保
も本年 4 月に A 種鶏場で微弱凝集を確認。
確定検査のため MS 株の HI 法を検討。B～D
の 3 農場より気管スワブを各 20、30、10
検体採材。スワブの PBS 洗出し液を 4,000r
pm で 10 分遠心分離し、上清を Frey 培地で
培養。色調変化株を 0.45µm フィルターで濾
過後継代し、再度変化した株を分離陽性と
判定。分離株は PCR 法で 31 株が MS と同定。
さらに C 由来株は NAD－培地でも発育。C
由来 MS8 株を各々NAD+ 、－条件下で培養、
8 時間毎の HA 価を比較。HA 価上昇が顕著な
株は NAD－の 44～68 時間培養で 64 倍を確
認。同条件で 4 農場の血清各 14、10、5、1
0 検体について HI 法を実施。抗体価（GMT
価）は A、D が<20、B が 183.8、C が 100.8。
GMT 価から A の凝集は疑陽性と判断。通常 M
S 培養には NAD 必須だが、今回の分離株は N
AD非添加発育と安定した高 HA価で HI試験
の HA 素として好適と考察。今後も非特異反
応の識別等に活用を検討。 

 
404．鶏ボツリヌス症の誘発因子の検討：鹿
児島県曽於家保 岩﨑駿 

鶏ボツリヌス症の発症には、ストレスに
よるボツリヌス C 型菌の盲腸内定着及び食
糞サイクルによる毒素の高濃度摂取が不可
欠。本菌芽胞は飼料や敷料等の畜産資材に
広く存在し、飼養環境中への侵入阻止が困
難であり、現実的な鶏ボツリヌス症対策と
して、発症要因であるストレスと食糞の抑
制が重要。今回、我々はウインドウレス肉
用鶏肥育農場で発生した鶏ボツリヌス症の
発症要因の各誘発因子について調査・検討。
全 16 室のオールイン前消毒は敷料含め適
切、ネズミ駆除も実施。8 室で入雛直後か
ら粒度の大きい飼料が継続給餌され、うち
2 室で発生。大粒度飼料給餌が採食時間短
縮と、飼料以外の物をつつく「遊びの採食」
増加を誘発し、食糞サイクルが成立したと
考察。ストレスの誘発因子は全室共通の過
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密飼育と判断。本症における食糞の確認と、
食糞の誘発因子の発見は鶏ボツリヌス症例
で国内初。今後、本症を疑う場合、誘発因
子を究明し再発防止に努めたい。 

 
405．県内で発生した鶏大腸菌症の病理組織
学的検査から得られた知見：鹿児島県鹿児
島中央家保 猜都勇介、池田省吾 

2009 年 4 月から 2020 年 10 月の間で病理
及び細菌学的検査により鶏大腸菌症と診断
された 75 件(ブロイラー65 件、採卵鶏 5 件
及び種鶏 5 件)及び鶏大腸菌症疑い事例数
件について回顧的検討を実施。大部分の症
例で線維素性化膿性漿膜炎が認められた。
一方、疑い事例では大腸菌は分離されたも
のの、漿膜炎を呈していなかった。脾臓の
莢組織周囲の線維素の析出、肝臓の線維素
血栓は多数認められた。その他、肉芽腫性
肺炎(4 羽/4 件)、肉芽腫性肝炎(2 羽/2 件)、
髄膜炎(2 羽/2 件)、頭部腫脹症候群(2 羽/1
件)及び卵管・卵巣炎(3 羽/2 件)が認められ
た。肉芽腫性炎や髄膜炎の報告は少なく、
本検討でもわずかしか見られなかったこと
から、稀な症例であると考えられた。鶏大
腸菌症は剖検所見のみで大腸菌症と診断さ
れ、病理検査が実施されないことも多い。
今回の検討症例以外にも鶏大腸菌症は多様
な病型を示すことから、今後も病理学的に
多様な病型を観察していきたい。 

 
406．鹿児島県で分離された鶏病原性大腸菌
の薬剤耐性状況とフルオロキノロン系薬剤
耐性株の遺伝子解析：鹿児島県鹿児島中央
家保 三角和華子、馬籠麻美 

2005～2017 年に県内で分離された鶏病
原性大腸菌 232株(57農場)の薬剤感受性試
験、ESBL 産生株の確認、シプロフロキサシ
ン(CIP)耐性の 25 株について CIP の MIC の
測定と遺伝子解析を実施。農場での使用頻
度の高いアンピシリンの耐性率は 82.3%。E
SBL 産生菌の 61 株(26.3%）は、CTX-M-1、 
CTX-M-2、CTX-M-14、CTX-M-15、CTX-M-25、
CTX-M-55 及び CTX-M-65 のいずれかの ESBL
産生遺伝子を保有。CIP 耐性株の MLST 解析
では、11 の ST 型 (ST10、ST23、ST93、ST1
55、ST156、ST350、ST359、ST602、ST648、
ST3991 及び ST9479)に分類され、全ての株
で GyrA、ParC 及び ParE のいずれかまたは
複数の遺伝子に変異を確認。ST602 株は MI
C128µg/ml であり高度耐性。A 農場では鶏舎
消毒時の水洗の徹底により、2 年間続発し
ていた ST23 株による鶏大腸菌症の発生は
終息。鶏舎の水洗と消毒により、同一株に
よる鶏大腸菌症の続発を防げることが強く
示唆された。 

 
Ⅲ－３ 原虫性・寄生虫性疾病 

 
407．管内一養鶏場におけるワクモ対策：群
馬県中部家保 中島翔一 

ワクモの大量発生に悩む採卵鶏 300 羽飼

養農場で初夏に死亡羽数が増加したので対
策指導を実施。対策は主に段ボール法によ
る捕獲と検証、殺虫剤の効果確認、鶏舎の
洗浄消毒方法の見直し。段ボール法では、
鶏舎北側列、穴の向きを地面に垂直に設置
した場合に捕獲数が多い傾向。殺虫剤の薬
剤感受性試験では、ピレスロイド系殺虫剤
の死亡率が 20％以下で耐性を示したこと
から、死亡率 90％以上の有機リン系に変
更。オールアウト後の洗浄消毒はパイプ内
などの隠れ場所を重点的に実施。対策後、
段ボール法によりワクモの捕獲量を調査
し、11 月まで捕獲なし。また、ヘマトクリ
ット（Ht）値とワクモ捕獲量に相関はなか
ったが、オールアウト直前の鶏の Ht 値は約
22%と低く、貧血により死亡羽数が増加した
と示唆された。ワクモの対策防除は、ワク
モの捕獲と併せオールアウト後の鶏舎の徹
底した洗浄消毒及び効果のある殺虫剤の選
択が重要。管内多くの農場でワクモが浸潤
し被害があるため、これらのワクモ防除の
情報提供や適切な指導を実施し、ワクモ及
び媒介する疾病等の被害低減につなげた
い。 

 
408．養鶏場におけるワクモトラップの活用
方法の検証：三重県紀州家保 森内誠子、
若原繁樹 

ワクモ被害のある管内採卵鶏農場(30,00
0 羽)においてワクモトラップの活用方法
を検討。材質は杉板、段ボール、プラスチ
ック段ボール(以下プラ段ボール)を使用。
大きさは 8×4cm と 15×15cm の 2 種を用意
（杉板は 8×4cm の 1 種のみ)。ケージ上段、
糞ベルトの隙間、床に設置した。材質・大
きさによる収穫数の比較、設置場所の検討、
鶏舎内換気扇の風のワクモへの影響を調
査。結果、材質は杉板、段ボール、プラ段
ボールの順に収穫数が多く、大きさは段ボ
ールとプラ段ボール共に、8×4cm の方が 1
cm2 あたりの収穫数が多かった。設置場所は
床の方が収穫数は多く、最も設置・回収が
容易で、農場従業員の作業に負担が少なか
った。床では鶏舎内換気扇の風上より風下
が収穫数は多かった。今回はトラップのみ
でワクモを駆除する方法も検討したが、非
効率的であり、現状では薬剤と併用すべき
ことが判明。今後はトラップをワクモ汚染
状況の把握に利用し、発生の初期段階で対
策を行う方法を検討予定。 

 
409．実用的ワクモ計測器の開発：三重県南
勢家保 中山季大、徳永到 

ワクモ（Dermanyssus Gallinae）の効果
的防除には鶏舎内ワクモの詳細な情報が重
要だが、精密な定量化には作業の煩雑さや
飛散による汚染など困難を伴う。これを解
決すべく、ワクモ集塊の体積と個体数の相
関性に着目して開発した計測手法「カラー
サンド法」を今回改良し、計測器「ワクモ
メーター」を開発。これは密封状態のワク
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モの個体数を計測可能で、トラップしたワ
クモの集塊を一定の厚みの二等辺三角形に
整形、一辺の長さから対応する個体数を判
定。個体数に応じた 3 サイズ（S,M,L）があ
り、100 匹から 10 万匹まで対応。一辺の長
さと個体数の対応はワクモメーターの計測
値と個体数の非線形回帰（予測式）より算
出。残差分析から予測式は特に M 型の分散
均一性が高水準、計測誤差は適用範囲内に
おいて実用水準（2σ≦8.89％）。作業時間
短縮とワクモ飛散量低減も確認。計測工程
の効率化により、現状把握や対策効果検証
の促進に資する。 

 
410．農家のニーズに合わせたワクモ対策：
岡山県高梁家保 梶谷真一郎、黒岩恵 

管内採卵鶏農場（高床鶏舎、飼養羽数約
2 万羽）から、薬剤を用いないワクモ対策
を実施したいとの相談があり、珪藻土散布
を提案。動力噴霧器（動噴）で週 1 回、1
カ月間珪藻土散布を実施し、ワクモ数の有
意な減少を確認。また、農場主の発案で、
薬剤と珪藻土の混合散布を試験的に実施し
たところ、ワクモ数は短期間で減少し、効
果も持続。しかし、集塊状に集まるワクモ
の特性上、珪藻土とワクモの接触機会が少
ない場所や、ゲージ裏等、動噴での散布が
しづらい場所が存在する等の課題が浮上。
これらの課題を解決するため、ダニ取りシ
ートや、水スプレーを用いた局所的なワク
モ対策法を試行。薬剤併用珪藻土散布とこ
れらの局所的なワクモ対策を組み合わせる
ことによって、包括的にワクモを低減し、
労力やコストの削減等も期待できる可能性
が示唆された。今後も農家のニーズに合わ
せたワクモ対策を、農家と一緒に考えてい
くことが重要であると考える。 

 
Ⅲ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養代
謝障害 
 
411．令和 2 年度鶏の暑熱死亡事例への対応
：福島県県北家保 鈴木桃香、小林準 

当所管内は県内養鶏農場戸数の約 4 割が
存在する養鶏が盛んな地方であり、鶏の衛
生対策や生産性向上は重要な課題。令和 2
年度 6 月から 12 月まで 11 件の大量死事例
が発生。全事例に現地立入して HPAI 及び L
PAI を疑う特定症状のないことを確認。5
件については通報の数日前から例年以上の
酷暑であったこと等から暑熱が原因である
と判断。6 件は設備の故障等が原因。当該
地域の気温と湿度から暑熱指数を算出し暑
熱ストレスを評価したところ全例において
暑熱指数が 80 を超え、鶏が非常に強い暑熱
ストレス下にあった可能性。鶏舎における
気温と湿度のコントロールが重要であるこ
とを認識。今後、暑熱ストレスを客観視可
能な指数表や実施しやすい環境コントロー
ル法を記載した資料を作成し、周知及び指
導に努め暑熱ストレス被害の軽減を目指

す。 
 

412．肉用種鶏の Ca 比と有効リンの比率及
び尿酸塩沈着症との関係：徳島県徳島家保
尾川誠次郎  

管内肉用種鶏場において、入雛から 15
週齢で 97.4%の育成率が 24 週齢で 92.5%に
低下（通常は 97.9%から 97.4%）、1 日 2～3
羽の死亡散在、継続。他の種鶏場でも同様
の死亡があり解剖実施。有意菌の分離はな
く、20～40 週齢で死亡した個体の主要臓器
に顕著な内臓型の尿酸塩沈着。原因究明の
為、入雛後、経時的に採材、環境、飼料、
病因となりうる細菌、ウイルスの検査を実
施。結果、飼料成分が未発症ロットと違う
ことが判明。未発症群と同様のものに変更
した飼料を給与、同様の症状は減少、育成
率、損耗率が改善。そこで、飼料成分の比
較検討を実施。発症群と未発症群の飼料中
Ca 比に有意差あり。Ca 比と有効リンの比率
(以下、Ca/AvP 比)に有意差あり、有効リン
比は有意差なし。育成期の飼料の Ca 比と C
a/AvP 比が原因で、有効リンの吸収が阻害、
腎障害が発生、さらに成鶏用飼料、産卵ス
トレスにより 24～40 週齢で内蔵型の尿酸
塩沈着症を発症したと推察。 

 
413．肉用鶏農家のニーズに対応した飼養衛
生管理向上への取り組み：沖縄県北部家保
知念邦彦、新田芳樹 

（方法）肉用鶏農家からの死鶏数増加の
報告に対し、立入当日の飼養衛生管理の改
善指導を実施。（結果）取組 1、20 日齢、
鶏大腸菌症疑いの事例。降雨による高湿度
により死鶏数が増加したと推察。換気、敷
料の取り扱い等を指導。取組 2、11 日齢、
鶏ブドウ球菌症疑いの事例。降雨による混
濁した消毒不十分な飲用水（ダム水）によ
り死鶏数が増加したと推察。適切な飲用水
給与のため、添加塩素濃度の定期的な確認
と調整を指導。立入時の飲用水の一般細菌
数 5.0×105CFU／ml は、再立入時に 100CFU
／ml 未満となった。取組 3、31 日齢、暑熱
死の事例。降雨と高気温に対する管理失宜
により死鶏数が増加したと推察。換気量の
増量と、暑熱時期の飼養密度の削減を指導。
取組 1～3 の取組で、後日、通常の死鶏数に
まで減少したことを確認。（考察）農家の
反応はよかった。必要に応じ、細菌または
病理検査等の実施、症例蓄積および他農家
への啓発を継続し、農家の生産性向上に寄
与したい。 

 
Ⅲ－5 生理・生化学・薬理 
 
414．管内ブロイラー由来大腸菌の薬剤耐性
状況（第一報）：徳島県西部家保 西村卓
磨 森本実奈子 

令和 2 年 4 月～10 月に、当所の病性鑑定
で分離した 7 農場のブロイラー由来大腸菌
23 株における薬剤耐性状況について、農林
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水産省動物医薬品検査所（動医検）の平成
30 年度病性鑑定由来細菌の抗菌性物質感
受性実態調査結果と比較検討。供試菌株は、
死亡鶏の主要臓器由来とし、常法に従い分
離培養。また薬剤感受性は、ディスク法に
より判定。結果、当所全分離株は動医検調
査結果と比較し、アンピシリン（100%）、
カナマイシン（92.8%）、ST 合剤（83.3%）、
エンロフロキサシン（60.8%）で有意（カイ
二乗検定）に耐性率が増加。エンロフロキ
サシンに比べ、オフロキサシン耐性率（30.
4%）が低い傾向。動医検モニタリングと比
較し、7 農場のブロイラー由来大腸菌薬剤
耐性率が高い傾向が示唆。ワンヘルス・ア
プローチに基づき、抗菌薬適性使用の啓発
・モニタリングが引き続き必要と考察。 

 
Ⅲ－６ 保健衛生行政 

 
415．管内採卵鶏農家への農場 HACCP 取得に
向けた指導：山梨県西部家保 額賀亮、増
澤明久 

平成 22 年度から管内採卵鶏農家１戸に
対し農場 HACCP 取得に向けた指導を開始。
今後の農場 HACCP 取得支援の参考とすべ
く、取り組みの経緯と指導のポイントを報
告。家保職員は一般衛生管理と書類作成及
びシステム構築を支援。令和 2 年 10 月にお
およその書類が完成。令和 2 年 11 月に第 1
回内部検証を実施、当所職員が検証を行い、
指摘事項をフィードバック。令和 2 年 12
月に HACCP チームが指摘事項の改善に必要
な措置を行い、衛生管理システムを更新。
農場 HACCP認証申請は令和 3年 1月を予定。
指導のポイントは、（１）農場が主体とな
る HACCP 運用（２）農場マネジメントシス
テムの適切な運営（３）農場の実情把握と
信頼関係の構築が重要。引き続き当該農場
へ支援を行うとともに、取り組みで得た指
導のポイントを活用し、他農場への導入を
図る。 

 
416.HPAI 発生を想定した危機管理対応：京
都府南丹家保 久保侑加、田中究 

令和 2 年度は全国各地で HPAI が続発し、
過去最大規模の発生となる中、当所では農
家指導と監視強化に加え、農場別の HPAI
の発生を想定した準備、関係機関との連携
を強化。【取組内容】農家指導と監視強化
（100 羽以上家きん飼養農場（23 戸）を対
象に 11 月から翌 3 月まで毎月全戸巡回（延
べ 145 戸））。農場別の HPAI 発生を想定し
た準備（①前線基地候補地、動員者の駐車
スペース等の設定②防疫資材の算出・準備
・保管③汚染物品の焼埋却の想定④防疫対
応マニュアル・農家台帳の更新）。関係機
関との連携強化（①農場規模別の具体的な
防疫措置に関する説明会実施②消毒ポイン
ト・通行制限候補地等の設定と運営を協議
③動員予定者に対する各種研修会開催④農
場跡地を利用したスターターチーム実地訓

練実施）。【まとめ】関係機関と協調して、
発生を想定したきめ細かな準備を進めると
ともに、説明会や実地訓練を通して連携を
強化。今後も引き続き防疫体制の強化に努
める。 

 
417.HPAI 発生リスク低減を目的としたた
め池の水鳥飛来防止対策：京都府南丹家保
大隅恒佑、山本哲也 1) 

昨シーズンは過去最大規模で HPAI が発
生。疫学調査結果から、農場近隣にはため
池等（以下、池）が多く、飛来する野鳥に
より環境中のウイルス量が高まっていたこ
とが想定。HPAI 発生リスク低減のため養鶏
場周辺の池の水鳥飛来防止対策を実施。【材
料及び方法】養鶏場周辺にある池で水鳥の
飛来の有無を調査、飛来が確認された 13
か所の対策を実施。対策として、①市町を
通じて池の管理者へ水抜きを依頼（4 か所）
②防鳥糸に 2m 間隔で反射テープを取り付
け、ドローン等を活用し池全体に糸を設置
（9 か所）。防鳥糸を設置した池は、週 1
回程度飛来数を確認（8 か所）。防鳥糸は 5
月上旬に回収。【結果と考察】設置から日
数が経過すると設置前の飛来数に戻る池も
あったが（2 か所）、その他の池では対策
終了まで飛来数が減少。【まとめ】防鳥糸
の設置は材料の入手や方法が簡便で、水鳥
の忌避効果が大きいことが確認。今後、よ
り効果的な方法を検討し対策を継続。１）
現：京都府中丹家保 
 
418. 京都府中丹地域における高病原性鳥
インフルエンザ（HPAI）発生防止対策：京
都府中丹家保 川﨑晴華、折原詳 1) 

過去最大規模の HPAI 発生年となった昨
年度、家きん飼養羽数約 130 万羽と府内の
約 6 割を占める管内で実施した発生予防対
策を報告。【概要】①正確な情報提供：衛
生情報を農場や関係機関に計 77 回発信し
注意喚起。②巡回・監視指導の強化： HPA
I 発生リスクの高い 11～3 月に家きん 100
羽以上飼養農を月 1 回以上巡回。毎月の死
亡羽数徴求で監視を強化。③緊急消毒：消
毒強化指導に加え、家伝法第 30 条に基づき
全家きん飼養者に消石灰を配布、緊急消毒
を実施。④ため池対策：水鳥飛来防止のた
め、農場周辺ため池の落水等を実施。⑤発
生地域からの導入対応：搬出制限区域内孵
卵場からの雛導入事例に対し、導入時の車
両消毒強化や疫学調査、導入後の臨床検査
と死亡鶏簡易検査等を実施。本対策へのア
ンケートでは 9 割以上が予防対策効果を実
感。【まとめ】いつどこで発生してもおか
しくない状況下で農場及び関係機関と連
携、予防対策を強化し、本病発生を予防で
きた。今後も本対策の継続と更なる強化に
努める。１）現：京都府畜産課 
 
419．高病原性鳥インフルエンザ発生採卵鶏
農家の経営再開への取組：兵庫県淡路家保
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齊藤将希 
令和 2 年 11 月 25 日に管内採卵鶏農家で

高病原性鳥インフルエンザが発生。関係機
関と協力し発生防止対策を実施しつつ早期
の経営再開へ取組。1）市、農林水産振興事
務所、普及センター、家保で経営支援チー
ムを結成し、経営者を交えた会議や農場周
辺の野鳥飛来防止対策を実施。2）堆肥を定
期的に攪拌し、発酵温度の上昇を計画。60
℃付近で約 4 週間温度を維持できたため、4
8 日間で発酵消毒を完了。3）鶏舎・堆肥舎
786 ヵ所の環境検査を実施し、清浄性を確
認。4）農場出入口の自動車両消毒装置の増
設、農場の野生動物対策、従業員の作業動
線改善等を指導。5）飼養衛生が改善された
3 鶏舎に各 30 羽モニター鶏を配置。抗体検
査、ウイルス分離検査で陰性を確認。以上
の取組で再発生に向けた鶏舎作りを達成す
ると共に、防疫措置完了から 124 日後に大
雛導入、142 日後に鶏卵出荷が再開。今後
も経営支援チームで農場 HACCPや JGAPの取
得をサポートするなど、更なる支援を継続。 

 
420．令和 2 年度五條市 HPAI 発生移動規制
班まとめ：奈良県奈良県家保 坂元一夏  

令和 2 年度五條市 A 養鶏場で高病原性鳥
インフルエンザ（以下 HPAI）発生。移動制
限区域内農場は 100 羽未満飼育の 2 戸。特
定家畜伝染病防疫指針上（以下指針）、発
生状況確認検査及び清浄性確認検査の対象
は、移動制限区域内の 100 羽以上飼養の農
場。しかし当該地域のウイルス濃度の高ま
りにより少数羽であってもウイルスの侵入
リスクがあるため 100 羽未満の 2 戸も検査
するよう国から指示。例外出荷協議は搬出
制限区域内 10 戸中 5 戸で実施。うち家きん
卵の出荷を希望する 3 戸で出荷条件となる
洗浄・消毒・保管方法を現地確認。平成 22
年度の五條市 HPAI 発生時も同様の例外出
荷協議の対応があり、その際指導し改善さ
れた項目が継続して遵守されていたため、
早期に制限解除。消毒ポイントでは①使用
条件（消石灰散布の可否、水源の有無等）
の確認②燃料等の補充作業の委託③発生に
備えた平時の関係業者等との打ち合わせの
3 点が今後の課題。 

 
421．管内の家きん展示施設における飼養衛
生管理対策：島根県出雲家保 山本裕美、
東智子 

家きん展示施設においては不特定多数の
人が衛生管理区域内に出入りするため人に
より持ち込まれる病原体のリスクをいかに
低減させるかが課題。出雲家保管内の３展
示施設について飼養衛生管理に関する指導
を実施。家畜伝染病予防法改正に伴い厳格
化された飼養衛生管理基準の項目について
点検した結果、交差汚染のない動線の確保、
多数の来場者に確実に実施できる消毒対
策、従業員における飼養衛生管理の周知、
病原体の持込持出の防止規定を含めた施設

毎の衛生管理マニュアルの作成が課題。飼
養衛生管理者に向けて衛生管理マニュアル
の整備を支援。また、飼養衛生管理者およ
び施設スタッフとの協議をかさね、取組み
やすい動線と飼養衛生管理方法の構築、低
年齢層の来場者へむけた消毒方法や掲示の
工夫、動線やマニュアルの施設入口の掲示
による飼養衛生管理意識の共有を図った。 

 
422．県南地域における高病原性鳥インフル
エンザ発生に備えた防疫対応の再構築：徳
島県徳島家保 阪口幸、福見善之  

管内養鶏業は県産ブランド「阿波尾鶏」
の飼養羽数の約 4 割を担う基幹産業であ
り、高病原性鳥インフルエンザ発生時の感
染拡大防止は重要課題。そこで初動防疫計
画書（H28 年度作成）をより実態に即した
内容へ見直すべく県民局・自治体・インテ
と協議、検討。まず県民局・インテと供に
管内全農場の現状調査を実施、殺処分後の
処理方法を検討。埋却予定地の約８割が掘
削時の出水や大型重機搬入不可のため使用
不能と判断、再検討の必要性を確認。また
迅速な初動防疫対応に影響する資材の搬送
について、備蓄倉庫から現地まで長時間を
要する問題点を抽出。県民局と調整の上、
県南地域に一部を移転・整備するとともに
初動時に携わる動員者の各担当係毎のアク
ションカードを作成し各自の役割を明確
化、より迅速な初動防疫対応が実施できる
体制を再構築。今後は、より実効的な農場
毎の防疫対応を検証、防疫意識の向上に努
め、関係機関との連携を図りながら管内養
鶏業の振興に努めていく。 

 
423．管内養鶏場の食鳥検査成績を活用した
衛生管理指導の検討：鹿児島県南薩家保 
藤長悠太、牧野田勝志 

家畜疾病清浄化推進・危機管理システム
の農場個別のと畜・食鳥検査成績を抽出す
る機能、地域のと畜・食鳥検査成績を抽出
する機能を活用し、令和元年度の県全体及
び管内養鶏場の食鳥検査成績を分析。大腸
菌症摘発率が県平均を上回った肉用鶏同一
系列の 15 農場について、家畜保健衛生所
（以下、家保）、系列会社の管理獣医師及
び指導員で、飼養衛生管理の問題点につい
て検討会を開催。15 農場について、衛生管
理指導の優先度が高い順に A ランク、B ラ
ンク、C ランクとランク付けし、A ランク農
場は家保と指導員が連携して対策を実施、
その他農場は指導員主体で対策を実施し、
家保も情報提供を受けながら必要に応じて
農場へ直接指導することとした。慢性疾病
対策は、農家の意識改革を促し、時間をか
け密着指導することが重要であるが、家保
人員のみでは対応できる農場数に限りがあ
るため、農場外部関係者と連携し、役割分
担しながら地域単位での対策を行うことが
重要と考える。 
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Ⅲ－７ 畜産技術 
 
424．高病原性鳥インフルエンザの初動対応
迅速化の試みと課題：岡山県津山家保 高
見剛、串田規子 

令和 2 年 5 月、管内の A 農場で複数の鶏
が死亡し高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)
を疑う異常鶏通報。通報から 30 分後に家保
を出発。農場到着～簡易検査終了までに 2
時間 24 分。移動時間を含め異常鶏通報から
簡易検査終了までに 3 時間 55 分を要した。
岡山県 HPAI タイムラインでは 2 時間 30 分
が目安。今回の事例を踏まえ、異常鶏通報
～簡易検査終了までの初動対応を迅速化す
るため、検査方法ついて検討。検討項目は
①出発時の資材確認方法、②現場で使用す
る簡易検査キットの整理方法、③鶏の気管
切開２方法の比較、④簡易検査キットの保
定枠の作成並びに保温温度の測定の 4 課
題。検討の結果、①②④により若干の時間
短縮。③は差が認められなかった。また、
簡易検査で最初の陽性検体が確認された場
合、早期に畜産課を通じ関係機関へ連絡す
ることで迅速な防疫対応が可能となること
から、13 羽の検査方法について考察。今後、
全職員に対する研修を重ねスムーズな検査
手順を習得することが重要である。 

 
Ⅲ－８ その他 
 
425．鶏舎汚染モデルによるサルモネラの消
毒法の検証:山形県中央家保 大橋郁代 

サルモネラ(Sal)の多くは固体表面など
にバイオフィルム(BF)という菌の集合体を
形成して消毒抵抗性を示す。自然界では環
境微生物との BF 共同体を形成するため野
外での消毒検証が重要だが、農場内の菌量
は均一でないため再現は困難。また畜産現
場の BF 制御の報告は少ない。そこで鶏舎汚
染モデル(MD)を作出し洗浄消毒法 10 種の
効果を評価。セメント片とステンレス片に
鶏舎内で 1 か月間埃を堆積させ Sal 菌液を
接種後 3 日間室温に静置することで界面活
性剤の洗浄(洗浄 A)と一般的な消毒薬の作
用に対し強い抵抗性をもつ MD を作出。MD
の走査電子顕微鏡による観察では Sal と環
境汚れの融合体を確認。二酸化塩素製剤で
の洗浄は消毒感受性を高めたが、成分が不
安定で使用法の検討が必要と推察。65℃洗
浄 A後の 80℃熱湯消毒では殺菌効果が認め
られたが、水分と加温による Sal 増加へ注
意が必要と推察。洗浄 A 後の 30%石灰乳塗
布では生菌数が著減。 
 
426．JGAP 家畜・畜産物団体認証取得事例
～川俣シャモ振興会の取組み～：福島県県
北家保 穗積愛美、武田枝理 

令和 2 年 2 月、管内の川俣シャモ生産 14
農家等で構成される「川俣シャモ振興会」
が JGAP 家畜・畜産物（以下 JGAP）団体認
証を取得。肉用鶏では全国初。家保は飼養

衛生管理、動物用医薬品等の管理を中心と
した支援に加え、団体認証には必須である、
飼養衛生管理等に関する獣医師による指導
体制及び内部監査体制を担当。高齢農家が
多く農家間で JGAP への理解等に差がある、
肉用鶏かつ団体での取組みは前例がなく支
援体制が整っていない等の課題が表面化
し、対応に苦慮。管轄を越えた指導員同士
の情報交換や団体認証支援実績のある農林
事務所の青果物指導員等と協力し、団体事
務局の文書作成支援やこまめな農家巡回等
により取組み開始から 7 ヶ月の短期間で認
証取得。各農場では飼養衛生管理や食品安
全に対する意識が向上し、団体としては品
質の向上と斉一化が期待される。小規模農
家の団体では家保の支援が不可欠であり、
関係機関と連携し今後も支援を継続する。
  
427．高病原性鳥インフルエンザ多発に伴う
当所の対応：東京都家保 大山知美、藤森
英雄 

例年にない HPAI 続発に伴う対応を通じ
て、管内農場飼養衛生管理基準遵守率が全
国平均と比較し全般的に低いことが判明。
遵守率向上のための対応を以下実施。農水
省より報告要請のあった 7 基準の自己点検
結果について、100 羽以上飼養農家（以下、
中規模等農家）に対し第 1 回目調査を実施。
その結果、7 基準全体の遵守率（以下、遵
守率）は 69.8％。農水省より 100 羽未満飼
養農家も含む報告要請を受け、都畜産統計
上、生産農家とみなす 38 羽以上 100 羽未満
の飼養農家（以下、小規模農家）及び中規
模等農家に対し第 2 回目調査を実施。その
結果、小規模農家の遵守状況が低く、遵守
率は 63.7%と前回より低下。本結果は全国
平均と比較して低い状況。そこで衛生管理
区域・家きん舎立ち入り時の手指消毒の２
基準について、手指消毒薬配布と実施を指
導。その結果、第 3 回目調査では、遵守率
は 76.1%と改善。今後も飼養衛生管理普及
啓発継続実施や現地指導により遵守率の向
上を目指す。 

 
428．採卵鶏農家の鶏舎環境におけるサルモ
ネラ検出状況：福井県家保 池田知嘉子 

当所では鶏卵の安全性確保のため、鶏舎
内塵埃からサルモネラ検出状況を調査。平
成 9 年 4 月から令和 2 年 11 月まで約 24 年
間のサルモネラ検査結果をまとめた。平均
陽性率（陽性戸数/検査戸数）は 5.7%。平
成 17 年度以降で陽性率が 0%を示す年度が
増加、検出年度も 10%未満を推移。飼養規
模、飼養形態ごとの比較では、1 万羽以上
飼養農家と、ウィンドレスまたはセミウィ
ンドレス（WL/SW）舎で平均陽性率が高くな
る傾向。1 万羽以上飼養かつ WL/SW 舎の農
家 2 戸でサルモネラが繰り返し検出された
ことが要因と推察。当該 2 戸の農家で、同
一種類のサルモネラ連続検出はほぼみられ
ず。サルモネラ検出時の洗浄消毒は適切に
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実施されているが、他要因により農場へ侵
入していると推定。平成 17 年度以降の陽性
率低下は、国内で 79 年ぶりの鳥インフルエ
ンザ発生により農家の防疫意識が向上した
点および、飼養衛生管理基準施行に伴う指
導の強化によるものと考察。今後も県のサ
ルモネラ汚染レベルを低レベルに保つよう
努める。 

 
429．新規採用職員を対象とした鳥インフル
エンザ発生を想定した初動訓練：静岡県東
部家保 宮﨑貴生、久保山雪子 

防疫対応経験に乏しい新規採用職員が迅
速かつ的確な初動対応ができるようになる
ことを目的に、当所で初めて農家での初動
訓練を実施。事前に、先輩職員による初動
対応に関する説明、訓練までの間に自主学
習。管内２戸の養鶏農家の協力のもと、朝
と夕の 2 回訓練を実施。訓練終了後は、家
保職員と農家とで意見交換。訓練により、
基本的な初動対応を習得。実際に農場内で
作業したことで、現場での作業や流れをよ
り具体的に把握。一方、焦りによる必要資
材や作業順序の失念、悪条件下での作業効
率低下、検査中農家とのコミュニケーショ
ン不足といった課題が判明。意見交換では、
平時より家保と農家が関わる機会を増や
し、相談しやすい関係を作って欲しいとの
要望。農家協力のもと農場で実施する訓練
は新規採用職員にとり非常に有益であり、
有事の際も農家の協力が不可欠であること
から、農家と家保で信頼関係を築いておく
ことが大切。 

 
430．管内採卵鶏農場からの殻付き卵輸出に
係る 10 年間の取り組み：愛知県東部家保 
杉浦総子、鈴木茂典 

平成 21 年、A 鶏卵取扱会社（以下 A 社）
が、管内の一採卵鶏農場（1 万 8 千羽飼養）
からシンガポールへ殻付き卵の輸出を計
画。シンガポール農食品獣医庁（以下 AVA）
による農場認定申請のため、家保に協力の
要請。特に、①バイオセキュリティの改善、
②陽性時の対応を含めたサルモネラ検査プ
ログラムの構築に関与。A 社、農場、管理
獣医師と連携して内容を改善。平成 24 年 4
月に農場認定、同 7 月輸出を開始。平成 30
年 10 月、AVA が認可後初めて来訪し、家保
からも現地調査に同行。現地調査に先立っ
て、サルモネラ検査陽性時の対応を見直し。
輸出開始以降、農場のサルモネラ検査を、
家保を含む関係機関で実施する他、管理獣
医師と連携して「家畜伝染病の発生確認に
関する証明書｣の発行を継続。現在、第 2
農場の認定について申請準備中。飼養衛生
管理基準の遵守による農場のバイオセキュ
リティの維持等、安定した輸出の継続に向
けて、今後も協力していく。 

 
431．経験が浅い養鶏農家に対する飼養衛生
管理指導：和歌山県紀南家保 松山真也、

藤原美華 
管内養鶏農家（平飼い鶏舎で採卵鶏、地

鶏、七面鳥飼養）の採卵鶏において、尻つ
つきによる死亡事故が続発。部屋ごとの死
亡羽数の推移を分析し、飼養管理および衛
生管理上の問題について調査。気温の低下
とともに鶏舎両端の部屋で尻つつきが増加
し始めたため、鶏舎側面を板で囲うなどし、
冷風を避けるよう指導。その２か月後から
当該部屋での尻つつきは減少。飼養管理面
では、ストレス緩和のために飼養羽数を２
５㎡あたり１５０羽から１００羽にするよ
う指導。さらに、デビークが不十分な個体
が多かったため、導入元で確実にデビーク
が実施された鶏を導入するよう指導。これ
らの指導後に導入した群では、現在まで尻
つつきは発生していない。なお衛生管理面
の調査として糞便検査、サルモネラ検査、
大腸菌数検査、アンモニア濃度の測定を実
施したが、問題と考えられる要因はなかっ
た。今後も経過を見守ると同時に状況に応
じた適切な指導・助言を継続し、生産性の
安定化を目指す。 

 
432．多様化する家きん飼養者への飼養衛生
管理指導と防疫体制強化：山口県西部家保
鳴重寿人、中谷英嗣 

管内は県内屈指の養鶏地帯で、大小様々
な規模の家きん飼養者が混在。全国的に HP
AI が多発する中、飼養衛生管理指導と防疫
体制を強化。飼養衛生管理指導では自己点
検 7 項目（基準）のポイントを視覚化した
資料説明と個別指導により 12 月には全養
鶏農場の基準 100%遵守を達成。防疫体制強
化では、新設鶏舎の現地調査や仮設テント
設置場所の精査を行い、初動防疫作業内容
を確認。新型コロナウイルス感染防止対策
に配慮した研修会や防疫演習を実施。農場
関係者の防疫意識が大幅に向上。HPAI 発生
予防には、農場の緊急消毒や殺鼠剤の設置
を実施。小規模家きん飼養者にも緊急消毒
を実施。養鶏農協に対し、冬季に毎月１回
の全農場巡回指導、周辺ため池・河川の調
査、疫学関連農場の確認を行い注意喚起。
リモート方式による農場へのリアルタイム
な情報発信や小規模家きん飼養者への電子
メールによる情報発信を初実施。休日など
業務時間外でも自宅から迅速な発信が可
能。以上から、防疫体制の強化が図られ、H
PAI 発生防止につながった。 

 
433．媛っこ地鶏生産農家における初生雛飼
育への取組み：愛媛県南予家保宇和島支所
小村萌、大北栄人 

媛っこ地鶏生産農家である I 町 Y 氏は、
愛媛県養鶏研究所（養鶏研）から 21 日齢雛
を導入・飼育。更なる規模・販路拡大のた
め、今年度から初生雛飼育を開始。初生雛
飼育が未経験である Y 氏が安定した初生雛
の育成ができるように、当支所が中心とな
り、安価な飼育施設の作製、初生雛の飼育
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管理及び衛生対策等について指導。試験的
に初生雛を飼育し、同時期に養鶏研で飼育
した 21 日齢雛の体重と比較することで、発
育状況を評価。その発育状況は、飼育方法、
飼育密度に違いはあるものの、21 日齢時体
重が 326～393g/羽と、養鶏研（350～396g/
羽）と同等もしくは良好な成績。育成率も
同様。本事例では、関係機関と連携した綿
密な指導により、良好な発育成績が得られ
たが、更なる Y 氏の初生雛の飼養管理技術
の向上が必要。引き続き、関係機関が連携
し、周年を通じた防暑、防寒対策や衛生対
策など飼育管理技術の習得について指導す
るとともに、媛っこ地鶏振興につながるこ
とに期待。 

 
434．大規模食鳥処理場の高病原性鳥インフ
ルエンザ発生に備えた取り組み：愛媛県中
予家保 山下龍、曽我部芳恵 

県内全域から搬入がある M 市所管の大規
模食鳥処理場（A 処理場）での防疫対応を M
市及び A 処理場と協議し、①農場での発生
時の連絡体制②遺伝子検査結果確定までの
A 処理場での生鳥の取扱い③疑似患畜・汚
染物品の範囲④A 処理場での役割分担⑤早
期再開に向けた対応（特定家畜伝染病防疫
指針の再開の要件）を確認。疑い鶏の搬入
防止、発生時の早期再開が最優先との A 処
理場の意向を確認し、以下を実施。①ケー
スごとに連絡フロー図を作成し、出荷農場
予定表とともに各家保で共有②プラットホ
ームに防鳥ネットがあることから生鳥はそ
のまま保留③動線や農場からの搬入の流
れ、残さの排出経路を確認し、範囲を確定
④作業内容・エリアの確認⑤出荷カゴの取
扱い（野鳥等と接触するおそれのない場所
で保管）に不適合があり、シートや屋根の
設置で対応。今後は、机上訓練の実施や生
鳥の効率的な処分方法、処理施設を考慮し
た消毒の実証試験を行い、作業手順書の整
備を進めたい。 

 
435．高知県での高病原性鳥インフルエンザ
発生に伴う愛媛県初の消毒ポイントの設置
・運営：愛媛県南予家保宇和島支所 宮内
苑子、森岡聖子 

国内 27 例目の高病原性鳥インフルエン
ザ（HPAI）の発生を受け、2020 年 12 月 16
日から 29 日までの 14 日間、愛媛県で初め
て消毒ポイント（消毒 P）を設置・運営し
たので概要を報告。隣県での発生のため、
本県の現地対策本部は一部のみの設置とな
り、当所が各班の所掌事務を補完。12 月 1
5 日夜に搬出制限区域を設定し、16 日 8 時
30 分から当所の資材と人員で緊急消毒を
開始。18 日にレンタル資材が到着し設営が
完了したため、現地移動規制班、A 町、農
協の職員に作業を引き継ぎ、25 日からは運
営時間も短縮。14 日間の実績は、動員人数
延べ 126 名、畜産関係車両延べ 81 台、当支
所職員が設営・運営用務及び機材故障等の

トラブル対応に従事した人数延べ 30 名。今
回の一連の活動を通し、地元関係機関と円
滑な協力体制が構築され、かつ、家畜防疫
員が、正しい消毒方法を直接動員者へ指導
できたことから、HPAI 発生時には、本事例
を経験した動員者が主体となり適切な運営
が執り行われることを期待。 

 
436．持続可能な農場経営に向けた採卵鶏農
場に対する HACCP 指導：福岡県北部家保 
大津尚子、安増邦理 

当該農場は約 7 万羽を飼養する採卵鶏農
場で、GP センター併設。平成 27 年 5 月か
ら制度導入に取り組み、同年 12 月に農場 H
ACCP 推進農場に指定。HACCP メンバーらで
毎月１回、計 48 回にも上る HACCP 会議を開
催し、農場の納得と共感を得ながら丁寧な
説明と協議を実施。令和 2 年 1 月に農場 HA
CCP 認証。鶏舎の洗浄、消毒の効果をふき
取り検査で検証等、客観的なデータに基づ
く衛生指導を実施。教育訓練等により農場
従業員の衛生意識が高揚、飼養衛生管理も
向上。作業手順等を口承伝達から工程管理
にすることで、従業員の作業手順が平準化。
衛生管理目標であるヒビ卵率の前年度上半
期平均 5.0％に対し、今年度は 4.5％と低
下。制度導入後、総売上高が毎年漸増（令
和元年度分、平成 26 年度比 11.7％増）。
認証取得後は、取引先店舗が十数店舗増加。
制度導入で、安全・安心で高品質な製品生
産を実現。本農場の制度完成度を向上すべ
く、引き続き丁寧な支援を行いたい。  

 
437．令和 2 年度の高病原性鳥インフルエン
ザ発生予防対策強化：長崎県中央家保 久
保翔太郎、松田廣志 

過去最大の高病原性鳥インフルエンザ発
生となった令和 2 年度、国内初発以降、シ
ーズン中毎週末、全農家へ電話で早期発見
・通報の注意喚起するとともに、発生予防
対策等のリーフレットの送付や農場内設置
を実施し、危機意識の啓発に努めた。シー
ズン 2 回目の立入検査では、「飼養衛生管
理基準遵守指導の手引き」に基づき厳格に
判定し、約半数の農場で不遵守を確認。防
疫対策会議等で関係者と情報共有のうえ、
改善指導を実施し、全戸改善を確認。各農
場を「水辺との距離」「敷地内の樹木の有
無」「農場への野鳥の飛来状況」によりリ
スク評価。家畜伝染病予防法に基づく 2 回
の一斉消毒に加え、ハイリスクと評価した
農場に限定して緊急消毒を実施。特に、水
辺の現地確認でカモ類等が多数確認された
農場に対し、丁寧な現地指導を実施。農家
の危機意識啓発とリスク評価に基づく強化
指導が有効であったと考える。今後、発生
予防対策をさらに強化するため、関係者と
の協働体制の構築に取り組む。 

 
438．若手獣医師対象の実践的な高病原性鳥
インフルエンザ防疫研修会：宮崎県都城家
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保 北山歩 
HPAI 発生時、発生農場での防疫措置や発

生状況確認検査等を迅速かつ的確に対応で
きる獣医師を育成するため、平成 28 年から
毎年、県畜産試験場本場でリスク分散のた
め飼養する地頭鶏の更新時に実践的な防疫
研修会を実施。研修では国指定様式の確認
と聞き取り、効率的な捕鳥方法や飼養形態
による違い、様々な事態を想定した採材技
術の確認と心臓採血、生鳥を用いた殺処分
の演習、病性診断時に死因推定のための解
剖術式の確認や諸臓器の観察の仕方の解説
などを行う。家きん飼養農場の HPAI の発生
リスクは非常に高い状況である中、実際に
生鳥を使用した本研修会は机上演習ではカ
バーできない実践的な技術習得が可能であ
り、若手獣医師の育成に非常に有用。平成
28 年からの実績は延べ農政水産部 59 名、
福祉保健部 12 名。病性鑑定や防疫措置の未
経験職員は近年増加していることから本研
修会を継続し、若手獣医師職員の育成に寄
与していく。 
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Ⅳ 馬の衛生 
 

Ⅳ－１ ウイルス性疾病 
 

439．馬ヘルペスウイルス 5 型が検出された
当歳馬の馬多結節性肺線維症：北海道日高
家保 武智茉里、藤井誠一 

馬多結節性肺線維症（EMPF）は、馬ヘル
ペスウイルス 5 型（EHV-5）感染の関連が示
唆される結節性線維化病変を特徴とする間
質性肺炎。令和 2 年 6 月に 12 日齢の死亡馬
を病性鑑定し EMPF と診断。剖検では肺の全
葉で退縮不全、多発性から融合性の結節性
病変、病理組織検査では肺に多巣性から融
合性にⅡ型肺胞上皮細胞の過形成、肺胞腔
内への好中球及びマクロファージの浸潤、
間質の炎症性細胞浸潤及び水腫を伴う肥
厚、硝子膜形成、肺水腫、稀に肺胞腔内に
浸潤するマクロファージに核内封入体を認
め、アザン染色で肺間質に軽度の線維化を
確認。PCR で肺から EHV-5 遺伝子を検出、i
n situ hybridization（ISH）で肺胞腔内に
浸潤するマクロファージに EHV-5特異的 RN
A を検出。回顧的調査として、過去 6 年間
に間質性肺炎と診断した当歳馬 23症例で P
CR 及び ISH を実施したが、全症例で EHV-5
は検出されず。本症例では当歳馬での発生
が極めて稀な EMPF を認め、世界的に報告が
ない 2 週齢未満の馬での EMPF 発生を確認。 
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Ⅴ 山羊・めん羊の衛生 
 
Ⅴ－1 ウイルス性疾患 
 
440．管内におけるめん羊のブルータングの
発生とその後の対応：栃木県県央家保 安
田奈絵、市川優 
 令和元年 10 月、2 農場でめん羊計 3 頭が
嚥下障害等を呈し死亡。病性鑑定の結果、
全頭で肺の退縮不全とうっ血、舌及び食道
等の横紋筋線維の硝子様変性と断裂を確
認。全頭からブルータングウイルス(BTV)
遺伝子を検出、1 頭から BTV を分離。同居
畜の PCR 陽性率は 63.6%、ゲル沈陽性率は 5
0.0%で農場内のまん延を確認。牛流行熱等
調査保存血を用いた調査では、同年 9～11
月に PCR 及びゲル沈の陽性率が上昇、県内
広域の浸潤を確認。当該 2 農場の翌年の清
浄化確認検査で PCR 陽性個体を確認。分子
系統樹解析で、BTV 令和元年株のゲノム分
節 3 は過去の国内流行株と異なるグループ
に分類、ゲノム分節 2 は血清型 21 のクラス
ターに分類。一方、令和 2 年株のゲノム分
節 3 は令和元年株や過去の県内流行株とも
相違。発生農場に対しては反芻家畜の移動
自粛、ヌカカ対策や移動前の PCR 陰性確認
を指導。今回、2 年連続で県内への BTV 侵
入を確認。今後も継続的な調査が必要。 
 
Ⅴ－２ 細菌性・真菌性疾患 
 
441．山羊のリステリア症：広島県西部家保
 藤田ちあき、矢島裕子 
 令和 2 年 2 月、管内の山羊飼育農場 1 戸
において、トカラ山羊 2 頭（症例①②）が
起立不能を呈したため病性鑑定を実施。症
例①の脳、症例②の脳、脊髄及び脳脊髄液
から分離された菌は、同定キット（アピリ
ステリア）、血液寒天培地でのβ溶血及び
CAMP テスト陰性であったことから Listeri
a welshimeri（Lw）と判別し、原因菌と推
察。通常、Lw は非病原性のリステリアと知
られているが、今回は起立不能を呈した症
例であったことから、国立研究開発法人農
業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研
究部門に遺伝子検査(PCR 法及び 16S-rRNA
遺伝子領域のシークエンス解析)を依頼し
たところ Listeria monocytogenes（Lm）と
同定。このことから、本症例を県内では稀
な山羊のリステリア症と診断。本菌は当初、
非病原性の Lw と判別されたものの、遺伝子
検査により Lm と同定されたことから、これ
らの鑑別には遺伝子検査が必要な場合もあ
ると考察。 
 
442．めん羊で発生した Pseudomonas aerug
inosa による肺膿瘍：福岡県中央家保 因
泥優樹、濱田恭平 

2019 年 11 月にめん羊において Pseudomo
nas aeruginosa（以下 Pa）による肺膿瘍が

発生した事例 
に遭遇したので、その概要を報告。５歳の
めん羊 1 頭が食欲不振、発熱を呈し治療が
行われたが、斃死し、病性鑑定。血液生化
学検査では、A/G、RBC、HGB、Ht、TP、Alb、
T-Cho の減少、GGT、LDH、Glu、BUN の増加。
細菌検査では、腫瘤を材料として各種分離
培養を実施し、Pa および Streptococcus 属
菌を分離。分離した Pa について薬剤感受性
試験を実施し、耐性がないことを確認。解
剖所見では、左右肺後葉背側に腫瘤（10cm
×7cm）を形成。腫瘤表面は固く、内部は乾
酪様に壊死。組織所見では、肺の腫瘤は、
壊死退廃物を厚い肉芽組織が取り囲み、壊
死部境界に好中球浸潤。抗 Pa・マウスモノ
クローナル抗体を用いた免疫染色で壊死部
辺縁や腫瘤近くに存在した肺リンパ節内の
単核細胞内に多数の陽性反応。以上より、
当該めん羊を Pa による肺膿瘍と診断。野外
症例では稀と考えられた。 
 
Ⅴ－３ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
443．管内福祉施設で発生しためん羊の斃死
事例とその対応：岡山県真庭家保 橋田明
彦 

11 頭のめん羊を愛玩目的に飼養する管
内福祉施設において、2019 年 8 月から 10
月にかけて計 6 頭が相次いで斃死。病性鑑
定では、削瘦、浮腫、条虫等の多数寄生を
認め、うち 1 頭で胃内に少量のアセビ様葉
身を確認。また同居生存畜も活力が低下し、
貧血や低アルブミン血症を認めたことか
ら、斃死の主因を重度の寄生虫感染と診断。
飼養管理調査では、給与飼料不足、夏場の
避暑設備の未設置、子羊の脱柵等の管理失
宜が認められたことから、定期的な検査及
び診療獣医師との協議に基づく投薬指示に
加え、給与飼料の改善、牧柵の修繕、収容
小屋の暑熱対策指導を実施。結果、その後
の斃死は認めず。近年、愛玩や除草目的で
めん山羊を飼養するケースが県内で増加。
飼養管理技術や疾病予防対策の知識を持た
ないこれらの飼養初心者に対し、家畜伝染
病予防の観点から、今後的確な指導に努め
たい。 
 
Ⅴ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
代謝障害 
 
444．馬飼養農場で発生しためん羊の慢性銅
中毒事例：北海道胆振家保 井上恭彰、安
倍秀美 

軽種馬育成農場の愛玩めん羊において、
平成 30 年に銅中毒が発生し、適正な飼料給
餌等の対策を実施するも、令和 2 年 6 月、
対策実施後に出生しためん羊１頭が死亡。
病性鑑定の結果、銅中毒と診断、再発生要
因を調査。当該めん羊の胃内容検査では、
銅、亜鉛、鉄濃度が高値。同居めん羊 3 頭
の血液検査では全頭とも肝酵素が上昇、か
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つ飼養期間に比例し高値を認めたが、めん
羊への給餌飼料の調査・分析からは銅中毒
を誘発する結果を認めず。一方、めん羊の
飼養状況調査から、夏季は昼夜放牧し同牧
区に育成馬を放牧、冬季は舎飼いし月 2 回
の寝藁交換時に空き馬房の利用が判明。以
上から、高濃度の銅を含有する馬用配合飼
料の残渣を少量ずつ摂食することにより、
摂取した銅を代謝できず、長期的に生体内
に蓄積したと推察。対策として、飼料残渣
を摂食しないよう飼養管理を改善、同居め
ん羊の治療及びモニタリングを実施。今後、
本症例の経験を生かし、めん羊の銅中毒予
防の啓発に努める。 
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Ⅵ みつばちの衛生 
 
Ⅵ－１ ウイルス性疾病 
 
445．サックブルードウイルスの関与が疑わ
れたニホンミツバチの子捨て現象事例：山
梨県東部家保 水谷直子、大町雅則 

サックブルードウイルス(SBV)はプラス
一本鎖 RNA ウイルスで、蜂児の頭部側に水
がたまった透明な袋（サック）を形成する
ことに由来。国内では、ニホンミツバチか
ら SBV が検出され、子捨て現象（蜂児出し）
の原因として関与が疑われているが、サッ
クの形成は認められていない。令和 2 年 10
月、ニホンミツバチ 6 群の飼養者から蜂児
出しが見られる旨通報があり、病性鑑定を
実施。蜂児出しが見られた 3 群で SBV の特
異遺伝子を検出。サックは非形成であった
が、幼虫で複製中間体であるマイナス鎖 RN
A を確認し、幼虫での感染を確認。その他
疾病の特異的遺伝子は不検出。蜂児出しは
資源不足等の環境要因により健常群でも起
こる現象だが、本事例の蜂児出しは SBV 感
染による疑いが極めて高いと診断。過去の
国内 SBV 検出事例と同様に本事例でもサッ
ク非形成であることから、ニホンミツバチ
ではサック非形成の可能性が疑われた。 

 
Ⅵ－２ 細菌性・真菌性疾患 

 
446．12 年ぶりに県内で発生したアメリカ
腐蛆病の防疫対応と今後の課題：青森県八
戸家保 岡本さくら、小田桐千鶴恵 

令和 2 年 7 月 30 日、セイヨウミツバチ 1
1 群飼養の趣味養蜂家から通報を受け、立
入検査を実施。検査の結果アメリカ腐蛆病
と診断。発生蜂場から半径 3km 圏内の 2 蜂
場に移動制限を指示。汚染物品は現地にて
評価後、当所へ運搬し焼却炉にて焼却。制
限解除時の検査でさらに 1 蜂場で発生を確
認。1 例目と同様に防疫対応を実施し、発
生は終息。県内で 12 年ぶりの腐蛆病発生と
なった本事例において、職員の経験不足、
現地家保での検査で明確な判定ができな
い、評価基準が不明、想定以上に大量の物
品の処分といった課題が発生。今後の発生
に備えるためマニュアルを作成。また、趣
味養蜂家の知識不足が判明。腐蛆病検査を
せずに他県へ移動する恐れも存在。衛生情
報を発行するとともに、県養蜂協会と協力
し、発生地から 10km 圏内の養蜂家 9 戸に衛
生指導を実施。今後も趣味養蜂家への働き
かけにより地域養蜂業における衛生向上を
目指し、指導を継続する所存。 
 
447．鳥取県で初めて発生したヨーロッパ腐
蛆病：鳥取県 西部家保 山本路子  
 令和 2 年 5 月、西洋蜜蜂の飼養者から成
蜂が大量に死亡しているとの通報を受け立
入検査を実施。巣箱内の成蜂の著しい減少
と、蜂児の死亡・融解を確認。ヨーロッパ

腐蛆病を疑い、死亡蜂児を用いた病性鑑定
を実施。ミルクテスト・芽胞染色は陰性、
グラム染色ではグラム陽性連鎖球菌を確
認。KSBHI 培地を用いた細菌分離培養で白
色小集落を確認。PCR 検査で Melissococcu
s piutonius を検出。以上からヨーロッパ
腐蛆病と診断。異常蜂群は直ちに当所で焼
却処分。発生地から半径 2 ㎞圏内の養蜂場
に対して 14 日間の移動を禁止し、立ち入り
検査で異常がないことを確認。続発も認め
ず。県内初発事例として管内全養蜂家及び
県養蜂組合役員にアメリカ腐蛆病との違
い、国内での発生状況等の情報提供と注意
喚起を実施。蜜蜂の法定伝染病は県内では
平成 11 年のアメリカ腐蛆病の発生報告が
最後であるが、近年、新規の飼養者が増加
していることもあり、改めて伝染病予防の
ための情報提供や衛生指導を行っていくこ
とが重要。 
 
Ⅵ－３ 畜産技術 
 
448．奥能登地域での蜜蜂の人工授精の取
り組みと家畜保健衛生所の役割：石川県
北部家保 田谷直人 

管内の養蜂事業所が、民間では先進的
な試みである蜜蜂の人工授精に取組。令
和元年、同事業所主催の研修会に家保職
員として参加、人工授精業務を体験。性
成熟した雄蜂約 10 匹から集めた精液を
羽化後約 1 週間の未交尾女王蜂の腹部に
麻酔下で注入。人工授精した４匹のうち
1 匹で産卵を確認。精子を注入するため
に鉗子で女王蜂の腹部を開く際、体内組
織を傷つけやすく、産卵率の低下や女王
蜂の死亡を招くおそれがあり、注意が必
要。人工授精に供する女王蜂の選別に際
し、産卵数や貯蜜量に加えて耐病害虫性
が重要。耐病害虫性を評価するにあたり、
チョーク病等による蜂児の生存率の低下
を定期的に記録し、ミツバチヘギイタダ
ニ寄生のモニタリング手法であるシュガ
ーロール法などを実施することで、巣箱
毎の特徴を養蜂家と共有し、疾病抵抗性
が強い系統の品種改良に家保が貢献でき
ると考えられる。 
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Ⅶ その他の家畜の衛生 
 
Ⅶ－１ ウイルス性疾病 
 
449．兎繁殖農家における兎出血病発生事例
：福島県中央家保 清野頼十、土山喜之 
 兎出血病は兎出血病ウイルス（以下、RH
DV）による急性かつ致死率の高い疾病。近
年、国内における発生は増加傾向。令和 2
年 5 月、管内兎繁殖農家において元気消失
や食欲廃絶などの症状を呈し、死亡兎が増
加。病性鑑定の結果、県内初の兎出血病と
診断。遺伝子解析の結果、茨城県や海外の
RHDV と近縁。疫学的には人の出入りや野生
動物の関与を推察。飼養衛生管理の徹底及
び野生動物侵入防止対策を重点指導。環境
中の糞便やケージ等の環境ぬぐい液 14 検
体を用いて検査を実施し、糞便 1 検体から
RHDV 遺伝子を検出。そのため、逆性石鹸、
オルソ剤、グルタルアルデヒド及びドロマ
イト石灰を用いて農場消毒を 4 回実施。そ
の後の糞便 10 検体を用いた清浄性検査で
は RHDV 遺伝子未検出を確認。現在、石灰散
布、車両消毒や防護柵の設置等、徹底した
飼養衛生管理を継続し、経営は順調。  
 
450．管内幼稚園における兎出血病発生事例
と感染症に対する実態調査結果：茨城県鹿
行家保 加藤佳子、渡辺晃行 

管内の幼稚園で飼育する兎 18羽のうち 1
0日間で 10羽が突然死。病性鑑定において、
兎出血病ウイルスの PCR 検査で陽性を確認
し兎出血病と診断。対策は、生存兎の隔離、
畜舎の消毒、空舎、飼育担当者以外の兎と
の接触禁止等を実施。飼育者の意向で生存
兎は淘汰せず、半年間以上経過観察し、続
発なし。侵入経路や地域の感染状況を把握
するためアンケート調査を実施。対象は、
当該施設利用者 180 名、小学校等兎飼育施
設 67 施設、兎販売店 2 店舗。調査の結果、
当該施設への侵入経路の特定に至らず。小
学校等では兎の突然死があった 2 校で環境
検査を実施し陰性を確認。販売店において
も感染なし。感染症に対する意識調査では、
人獣共通感染症に関する知識や対策は実施
している一方、兎出血病の認知度はわずか
3%で、人が動物の病気を拡大させる意識が
低いことが判明し、本病に関するリーフレ
ットを作成し周知。人の出入りが多くウイ
ルス侵入リスクが高いと考えられる小学校
等や販売店へ、関係各所と連携し地域の発
生状況を情報提供する必要あり。 
 
451．県内で初発生した兎出血病の病理組織
学的検索と分子疫学的解析：茨城県県北家
保 石塚駿、赤上正貴 
 ウサギ 50 羽を展示目的で飼養するふれ
あい公園で、令和元年 6 月中旬に 8 日間で
合計 37 羽が死亡。死亡個体は、急性経過で
死亡。初発生から 8 日目に死亡原因究明の
ため、斃死例 2 羽の病性鑑定を実施。剖検

所見は、著変なし。組織所見は、肝臓の小
葉辺縁に肝細胞壊死を認め、壊死部の肝細
胞の核は濃縮・崩壊・融解を確認。腎臓は，
HE 染色で腎皮質の糸球体毛細血管腔内に
多数の血栓が認められ、PTAH 染色にて線維
素血栓であることを確認。肺は、肺胞壁の
肥厚、肺胞腔の出血、毛細～小型血管内の
血栓を確認。小脳は、血栓が散見され、ま
た、顆粒層細胞がやや粗鬆に変化した小脳
梗塞が疑われる部位を確認。病原検索では、
肝臓乳剤からウイルス RNA を抽出後、RT-P
CR で兎出血病ウイルス（RHDV）の遺伝子を
検出。ダイレクトシークエンス法で塩基配
列を決定し、オランダ、ドイツで報告され
ている RHDV2 型と高い相同性（98％）を示
し、海外由来株の可能性が示唆。今後は、R
NA in situ ハイブリダイゼーションによ
る病理組織上の抗原検索と、全ゲノム解析
を用いた詳細な分子疫学的解析を実施予
定。 
 
452．野生イノシシの豚熱及びアフリカ豚熱
検査体制の整備：東京都家保 八町慶史、
竹内美穂 
 野生イノシシの豚熱及びアフリカ豚熱検
査において、野生イノシシは、豚熱ウイル
スをはじめ多数の病原体を保有している可
能性があるため、交差汚染防止対策を徹底
した検査体制を整備。第一に、家畜豚等の
病性鑑定を行う庁舎とは別に、家保旧庁舎
を野生イノシシ検査専用区域に設定。第二
に、イノシシ検査専用の検査機器・器具を
配備。第三に、検査室内での交差汚染を防
ぐため、防止対策を盛り込んだ検査工程及
び検査スペースを設定。第四に、作業マニ
ュアルの作成及び精度管理の実施を通し
て、検査技術の高位平準化に取り組んだ。
上記取り組みを徹底し、令和 3 年度は計 36
頭検査を実施し、豚熱 PCR 陽性 8 頭、豚熱
抗体検査陽性 4 頭認めた。また、偽陽性事
例 1 検体について、担当内で協議し対策を
講じた上で再検査をした結果、陰性を確認
し、検査マニュアルを変更。次年度以降も、
今回構築した体制を維持、強化していく。 
 
453．石川県の野生イノシシの豚熱ウイルス
浸潤状況：石川県南部家保 髙間咲良、林
みち子 
 国内養豚場での豚熱発生を受け、本県で
は平成 30 年 9 月より死亡イノシシ、令和元
年 7 月より捕獲イノシシの豚熱浸潤状況確
認検査を開始。また、令和元年 8 月からは
能登地域へのウイルス感染拡大防止のため
経口ワクチン散布も開始。PCR 陽性個体は、
令和元年 8 月に加賀南部で初めて確認さ
れ、その後陽性地域は北上し、令和 2 年 4
月に中能登に到達。県全体の抗体保有状況
は令和元年度に比較し、令和 2 年度は高い
傾向にあり、経口ワクチン散布地域内にお
いても同様の傾向。また、地域別では検査
開始当初より PCR 陽性が確認されている加
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賀中部・南部で令和 2 年 4 月以降 PCR 陽性
個体は認められず、令和 2 年度の抗体保有
率は 51％であった。一方、中能登・加賀北
部では令和 2年 11月にも PCR陽性個体を確
認。抗体保有率は 36.2％と加賀中部・南部
に比べ有意に低いことから、当該地域では
今後感染が拡大する恐れがあり、監視の継
続が必要。 
 
454．野生イノシシにおける豚疾病の疫学調
査：長野県松本家保 金子文大、加藤雅樹 
 2020 年 4 月 7 日～10 月 9 日の期間に、県
内で捕獲または死体で発見された野生イノ
シシについて、豚熱検査用に採材された扁
桃や血清を用いて豚伝染性疾病の疫学調査
を実施。遺伝子検査の結果、豚サーコウイ
ルス関連疾病は 254 検体中 21 検体（8.3%）
が PCV2 陽性、255 検体中 33 検体（12.9%）
が PCV3 陽性。抗体検査の結果、PRRS は 14
1 検体中陽性無し（0%）、トキソプラズマ
病は 90 検体中 8 検体（8.9%）が陽性、豚丹
毒は 95 検体全て（100%）が陽性。県内飼養
豚から検出された PCV3 の ORF2 遺伝子型が
上伊那地域で捕獲された野生イノシシの遺
伝子型と一致。更に、系統解析の結果、野
生イノシシで検出された PCV3 の ORF2 遺伝
子型は a1 型と b1 型に分類。PCV2 及び PCV
3、トキソプラズマ病、豚丹毒については、
野生イノシシから遺伝子や抗体が検出さ
れ、特に PCV3 については、野生イノシシと
飼養豚から同一の遺伝子型が検出されたこ
とから、野生イノシシを含め、野生動物対
策が飼養豚の防疫上重要と考察。 
 
455．京都山城管内における野生いのししの
豚熱発生状況と対応について：京都府山城
家保 福田奈穂、一星暁美 

【はじめに】豚熱は 2018 年 9 月に岐阜県
で発生し、その後感染が拡大。野生いのし
しの関与が疑われ捕獲及び死亡いのししの
豚熱検査を開始。2020 年 4 月に管内東中部
で府内初の豚熱陽性野生いのししを確認。
管内の豚熱感染状況及び対応を報告【感染
確認状況】野生いのししでの感染は初発事
例地点から山沿いを南北に、さらに西へと
拡大。2021 年 4 月末までに捕獲いのしし 1
34 頭中 17 頭、死亡いのしし 22 頭中 17 頭、
管内 16 市町村中 10 市町村で陽性個体を確
認。管内総検査数は 156 頭で府内の 50％、
採材出動回数は 37 回。【対応】2019 年 9
月に野生いのしし豚熱検査実施に向け市町
村会議を開催。検体の提供や陽性個体確認
場所の消毒等の協力依頼。2020 年 6 月及び
12 月に京都市北部及び管内南部に経口ワ
クチンを散布。【まとめ】管内 16 市町村の
協力のもと豚熱検査体制を円滑に構築。今
後も関係機関と連携し、野生いのししの豚
熱感染状況を把握に努める。 
 
456．高病原性鳥インフルエンザ疫学関連農
場となった管内あひる農場への対応：奈良

県奈良県家保 河野仁 
1 月 21 日、千葉県の発生農場から肉用あ

ひる 2000 羽を飼育する管内農場へ出荷さ
れた初生雛 200 羽が疑似患畜、他家きん舎
のあひるが疫学関連家きん。同日午前中に
防疫措置完了。疫学関連家きんは 2 週間毎
日死亡羽数等の報告徴求。24 日出荷遅延に
よる死亡羽数増加、農場併設食鳥処理場へ
の出荷再開要望。食鳥処理場の再開要件確
認後、25 日農場立入、発生状況確認検査陰
性。29 日、例外協議後食鳥処理再開。2 月
5 日、移動制限解除のため疫学調査。あひ
るは臨床検査・簡易検査に加え血清抗体検
査追加の上 13 羽検査。全て陰性。同日移動
制限解除。殺処分対象あひる範囲確定に時
間を要し県職員動員を直前撤回したり、食
鳥処理場再開で急遽検査となる等人員配置
に苦慮した。また大きいあひるは検体採材
時の保定に鶏より人数が必要、黒色スプレ
ーで数字を書いて個体識別する等、鶏と異
なる工夫。農場主があひるの捕獲等作業に
協力的で概ね円滑に対応。 
 
457．和歌山県の野生いのしし豚熱検査状況
：和歌山県紀北家保 山本敦司 
 2018 年 10 月、全国で野生いのしし豚熱
サーベイランスを開始。2021 年 5 月までの
検査状況を報告。検査材料は死亡個体の扁
桃・腎臓・脾臓、捕獲個体の血清で、遺伝
子検査(コンベンショナル RT-PCR)、抗体検
査(ELISA)を実施。2021 年 5 月までの検査
頭数は 456 頭(死亡 21 頭、捕獲 435 頭)。2
020 年 10 月 30 日、県内初陽性個体を確認。
県は野生いのししの豚熱感染拡大防止のた
め 2020 年 12 月から経口生ワクチン野外散
布開始。県北部で陽性初確認以降、徐々に
南進し 4 月に一気に県下にまん延。2021 年
5 月までの豚熱遺伝子陽性率は 14.7%(死亡
52.4%、捕獲 12.9%)。一方、初確認地を中
心に野外感染耐過個体またはワクチンの免
疫獲得個体と考えられる PCR 陰性 ELISA 陽
性個体の漸増を確認。また、県はジビエ利
用のため農林水産省の手引きに基づき、20
21 年 5 月、感染確認区域内の検査をサーベ
イランスとして開始。多検体・迅速診断の
ためリアルタイム PCR を早期導入し検査体
制強化を図る。 
 
458．野間馬、豚および野生イノシシにおけ
るゲタウイルス抗体調査：愛媛県東予家畜
保今治支所 小池正充 

野間馬の感染症実態調査を目的として、
ゲタウイルス抗体を調査。併せて I 市で飼
育の豚や県内で捕獲された野生イノシシの
調査結果を合わせて考察。抗体陽性率は、
野間馬は 2012 年に 51.7%、2017 年に 83.7%
と大きく上昇。豚では 2012 年に 10%、2017
年に 50%と野間馬と同様の増加を示す。野
生イノシシの陽性率は 2015年が最も高く 7
0.0%で、2016 年は 50％、2017 年は 15.4％
と年とともに低下する傾向。今回の調査に



 

 

 - 101 - 

より、野間馬、豚では 2012 年の時点でゲタ
ウイルスの侵入があり、2017 年にかけて感
染がさらに拡大した、また、県内野生イノ
シシでも 2015 年には感染していたことを
示唆。豚や野間馬へのウイルス侵入経路は、
それぞれ接点がないことや地理的条件から
野生動物（イノシシ）から媒介昆虫（蚊）
等を介して侵入した可能性が高い。今後は
他の感染症についても調査を広げ、必要で
あれば野間馬でもワクチン接種等の対策を
指導予定。 
 
Ⅶ－２ 保健衛生行政 
 
459．飼養イノシシへの豚熱ワクチン接種方
法の検討：千葉県南部家保 後藤 花菜、
小谷 嘉宏 
 当所管内では 3 戸でイノシシを飼養。今
回、警戒心や攻撃性が強く、表皮の厚いイ
ノシシに対し、安全かつ確実に豚熱ワクチ
ン接種を行う目的で、遠隔接種のための吹
矢を作成し接種を試みた。吹矢の飛距離を
確保するためアルミパイプを筒として使
用。比較的接種の容易な 2 戸で試行し、シ
リンジに取付ける羽の形状や素材の改善、
接種後のシリンジ回収方法の検討に加え、
的中率を高める練習等を実施。広い柵内で
飼養している 1 戸は、柵の側面からイノシ
シの後背に向けて吹矢を用いて接種。イノ
シシは人が近寄るだけで興奮し、柵越しに
人へ向かい突進や飛び上がる等の行動を見
せ、家畜防疫員が身の危険を感じる作業で
あったが全頭に接種。シリンジの回収率は
6 割であった。 
 今後もワクチン接種を継続していく上
で、家畜防疫員の安全性確保と確実な接種
を両立することは重要であり、野生イノシ
シ向けの経口ワクチンの活用も含め、更な
る接種方法の検討が必要。 
 
Ⅶ－３ 畜産技術 
 
460．放牧飼育イノシシ施設の豚熱ワクチン
接種事例：神奈川県湘南家保 飯島智大、
荒木尚登 

イノシシ飼育施設の豚熱ワクチン接種
は、当所では檻の外から接種棒を用いて実
施。しかし、管内一施設は放牧飼育のため、
接種棒の使用が困難であり、吹き矢を用い
て接種を実施。令和 2 年 1 月、初回接種。
接種のための追い込み場所を作成するも、
警戒して近付かず追い込みに失敗。その後、
放牧地内のコンテナと、金網扉やコンパネ
を利用して、追い込み場所を作り直し、接
種に成功。準備から接種終了までに数日を
要し、また接種時には職員の身に危険が及
ぶ場面が多数あり。令和 2 年 7 月、追加接
種。初回接種の経験を踏まえ、接種経験者
を中心に、事前に打合せを実施。接種当日
は、打合せのとおり追い込み場所を設置。
また、金網扉の一部を目隠しで覆い、職員

を見えないようにする等工夫し、追い込み
はイノシシの扱いに慣れた飼育者主導で実
施。その結果、半日で接種終了。しかし、
対策を講じても職員の身に危険が及ぶ場面
もあり、接種方法については、さらなる改
善が必要。 
 
Ⅶ－４ その他 
 
461．フンボルトペンギン（Spheniscus hu
mboldti）で認められた腎細胞癌の一症例：
青森県青森家保 米田有希、太田智恵子 

令和 2 年 5 月 1 日、栄養状態が悪く削痩
していたフンボルトペンギン（27 歳、雌）
が死亡。病性鑑定を実施。剖検では、腎臓
の腫大、硬化、巣状に黄白色結節を認め、
割面は境界明瞭で一部漿膜から突出。その
他臓器は著変なし。病理組織学的検査は、H
E 染色、アザン染色、PAS 染色、さらに抗ヒ
トサイトケラチン抗体、抗ヒトビメンチン
抗体による免疫組織化学的染色（免染）を
実施。結果、腎臓結節の壁の一部が被膜で
被包化、内腔は尿細管様腫瘍細胞が充満。
細胞は変性・壊死、管腔に多核巨細胞や滴
状物が浸潤。アザン染色では、腫瘍を分画
する線維性結合組織及び線維性被膜は青染
し正常組織との境界明瞭。一部腫瘍細胞は
正常組織に浸潤。PAS 染色、免染は全て陰
性。肝臓の類洞内にリンパ球浸潤、充うっ
血観察。肺は、結合組織内充うっ血。その
他臓器は著変なし。以上から、本症例をフ
ンボルトペンギンの腎細胞癌と診断。フン
ボルトペンギンで腎細胞癌の報告はなく、
本事例は貴重な症例。 
 
462．野生イノシシにおける豚熱検査体制の
構築：石川県南部家保 山内由佳、林みち
子 

平成 30 年 9 月、国内養豚場で豚熱が発生
し、野生イノシシ群へのウイルス侵入が確
認された。豚熱検査を担当する当家保は交
差汚染リスクを回避した検査体制の構築が
課題となり、1）採材時 2）検査室及び搬入
ルート 3）検査員の負担について対策を講
じた。1）死亡および捕獲イノシシは、それ
ぞれ家保、農林事務所が採材を実施。家保
は採材等の講習会を開催するなど農林事務
所との連携を強化。2）県農業試験場の実験
室を借り受け、検査機器を設置して野生イ
ノシシ専用検査室を整備。材料搬入ルート
を限定して担当者に周知し、死亡イノシシ
専用車も同施設に配備。3）検査の効率化の
ため検査日を設定し、農業試験場職員に検
査の一部を依頼。今年度からは病性鑑定課
を 2 名増員し体制を強化。以上の対策を講
じ、令和 2 年 11 月末時点で死亡、捕獲合わ
せて 585頭を検査、41頭の豚熱陽性を確認。
野生イノシシの豚熱サーベイランスは継続
が必要で、今後も信頼性の高い検査精度の
確保に努めたい。 
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Ⅷ 共通一般 
 
Ⅷ－１ ウイルス性疾病 
 
463．重大な動物感染症に係るウイルス学的
検査の精度管理の取組：広島県西部家保 
渡部伸也、秋山昌紀 

近年、国内及び近隣諸国において重大な
動物感染症が続発しており、検査結果の客
観的な信頼性確保及び迅速な検査実施を目
的として精度管理体制を整備。鳥インフル
エンザ（AI）及び豚熱（CSF）検査に対し『標
準作業書（SOP）』を作成。ウイルス検査担
当以外の病性鑑定課員に対し技術研修会を
実施し、内部及び外部精度管理試験により
検査技術の維持・向上を企図。AI 遺伝子検
査はリアルタイム PCR 法 3 名、コンベンシ
ョナル PCR 法 4 名、AI 及び CSF 抗体検査は
各 6 名の検査員を育成し、迅速な診断及び
検査結果の一定水準の信頼性が担保され
た。令和 2 年 12 月の本県初の AI 発生時に
は、7名の検査員が AI検査を効率よく実施。
検査材料の受付及び検査結果報告等の事務
作業の煩雑さが課題であり、効率的な運用
を考慮した SOP の継続的な改訂が必要。 
 
Ⅷ－２ 細菌性・真菌性疾患 
 
464．県内で分離された Staphylococcus au
reus 菌株の特徴：青森県青森家保 髙𣘺
優、太田智恵子 

平成 10年から令和 2年に分離された黄色
ブドウ球菌保存菌株（98 株：乳牛 50、肉牛
6、豚 16、鶏 5、イルカ 21）の特徴を確認。
PCR-based ORF Typing(POT)法、PFGE(Sma
Ⅰ)で分類。コアグラーゼ(Co)とエンテロト
キシン（SE）を PCR で型別。PCR 陰性で Co
の株は家兎血漿で確認。薬剤感受性(薬感)
はディスク法と微量液体希釈法で実施。全
株 femA,B 陽性、mecA 陰性。POT は全 37 型
で、牛 33 株は 2 つの型に分類。PFGE は PO
T が同一の場合、同グループに分類。Co は
8 種に分類。乳牛 11 株がⅥ型、豚 6 株がⅣ
a 型、鶏 4 株とイルカ 14 株がⅤ型。43 株が
型別不能。血漿で 3 株陰性。SE は、乳牛で
sea20 株、seb1 株、sec9 株、その他 seg28
株、sei20 株、sen15 株の順に保有。他動物
で特徴なし。複数遺伝子保有で組合せは 28
種。tst は乳牛で 8 株確認。薬感は、乳牛 4、
豚 6、鶏 4、イルカ 13 株が PCG 耐性。多剤
耐性株も確認。乳牛で菌株類似性が示唆。P
OT は疫学利用が可能と推察。今後も継続調
査する所存。 

 
465．過去 25 年間に分離された Clostridiu
m perfringens の毒素型別調査：仙台家保
後藤 庸 
 Clostridium perfringens(C.p)は産生す
る毒素により A～G の 7 つの型に分類され､
牛は A 型が､豚は C 型に起因する症例が多
い。鶏は A 型の他に G 型により高率に壊死

性腸炎を起こす。その他の毒素型の症例は
少なく､E 型は不明な点が多い。本調査で
は､本県における過去 25 年間の病性鑑定由
来 119 株（牛:33 頭 64 株､豚:19 頭 24 株､
鶏 13 頭 25 株､馬:2 頭 2 株､羊:1 頭 1 株､そ
の他:3 株）の毒素型別による分離状況を把
握。牛は 95%(61 株)が A 型､3%(2 株)が C 型､
2%(1 株)が E 型。豚は全て A 型。鶏は 48%(1
2 株)が A 型､その他 G 型。A 型は家畜の C.p
感染症の主要毒素型と再認識。また､今回､
E 型が壊死性骨格筋炎を呈した子牛の骨格
筋から分離されていたことが判明。MLST 解
析で「新規 ST」に分類され､登録されてい
る E 型とは遺伝的に異なることを確認。E
型が関与した壊死性骨格筋炎の誌上の報告
はなく､本症例は E型 C.pの特性や進化を調
べる上で貴重な症例。 
 
466．Pasteurella multocida の病原性関連
遺伝子の検索：大阪府家保 大塚宏美 

Pasteurella multocida（Pm）は、家畜で
は主に呼吸器疾病に関与するが、その病原
性関連遺伝子について、わが国ではほとん
ど報告がないため、本府において分離され
た Pm について調査。H28.4～R2.9 までに、
病性鑑定依頼検体より分離された Pm（牛農
家 3 戸 10 株、豚農家 3 戸 16 株）を用いた。
PCR 法で莢膜型（A、B、D、E、F 型）を検査
したところ、牛では 10 株全て A 型、豚では
16 株中 15 株が A 型、1 株が D 型。病原性関
連遺伝子（toxA、tbpA、hgbB、pfhA、ompH、
oma87、nanB）の保有状況を検査したところ、
牛ではそれぞれ、0％、100%、0%、80％、1
00％、100％、30％。豚ではそれぞれ、37.
5％、0％、62.5％、31.3％、100％、100％、
56.3％。病変別の病原性関連遺伝子保有状
況については、明確な差は認められず。Pm
の病原性関連遺伝子は、未解明な部分が多
く、今後さらにデータを集積していくこと
が本菌感染症の診断や予防に重要。 
 
467．小型野生動物が保有する病原体への細
菌学的アプローチ：島根県家畜病鑑室 原
由香、安部哲朗 
 野生動物から家畜へ病原体が伝播するリ
スクの把握のため、2018 年 4 月～2020 年 1
0 月に県内で捕獲された小型野生動物のサ
ルモネラと豚丹毒菌の保有状況を調査。サ
ルモネラは、アライグマ 34/164 頭(20.7
％)、タヌキ 3/15 頭(20.0％)で保有し、分
離血清型は Newport、Thompson 等。全株、
薬剤耐性傾向認めず。豚丹毒菌は、アライ
グマ 13/208 頭(6.3％)、タヌキ 3/15 頭(20.
0％)、ハクビシン 1/2 頭(50.0%)で保有し、
分離血清型は 2 型、5 型等。両菌種とも家
畜感染症の原因となる血清型が分離され、
これらの病原体保有個体に特異的病変は認
めなかったことから、小型野生動物は無症
状キャリアと推察。本調査より、県内の小
型野生動物から家畜への病原体の伝播リス
クが示唆され、農場への侵入防止対策等が
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重要。特に夏季は小型野生動物のヒトの生
活区域への出現頻度および病原体保有率が
高くなることから、農場への病原体侵入リ
スクが高く、注意が必要。 
 
468．急速凝集反応検査における多検体処理
方法の検討：高知県中央家保 森木啓   

家畜伝染病予防事業に基づくひな白痢、
鶏マイコプラズマ病等のサーベイランスに
ついては、専用の診断用菌液を用いた急速
凝集反応検査法で実施。検査はガラス平板
（平板）を用いて行っているが、多検体処
理時は滴下、検査用菌液と被検血清の混和
に時間を要し検体間で時間差が出る。当所
は年間 200 羽の事業量があるため、一度に
多検体を処理できる方法が必要。そこで、
多検体処理が可能な血球凝集反応板（凝集
板）で検査が可能か検討。凝集板では菌液
及び検体を半球状の穴内に滴下し混和、反
応させるので、8 連マルチチャンネルピペ
ットや電動マルチチャンネルピペットを用
いることで 80 検体を一度に実施可能。ま
た、検体同士が混ざる恐れがない利点あり。
マルチチャンネルピペットや凝集板の準備
が必要だが、検査時間を大幅に短縮し省力
化が可能。 
 
469．宮崎県内で分離された Streptococcus
 suis の遺伝子学的解析：宮崎県宮崎家保
吉田恵理苗  

県内の病性鑑定由来 Streptococcus sui
s （S.suis）30 事例 40 株（豚由来 29 株、
牛由来 11 株）を用いて、遺伝子学的解析を
実施。豚由来全株において recN 遺伝子を検
出し、S.suis と同定。対して牛由来全株は
病態にかかわらず、全株 S.ruminantium と
再同定。豚由来株の推定血清型は、2 型 48
％、3 型 14％、1/2 型 14％、7 型 10％、14
型 3％、不明 11％と、病畜由来血清型分離
状況とほぼ一致したが、半数以上が血清型
2 型以外で、ワクチン適応外株が懸念され
た。ST 推定 PCR では、8 割の株が疾病リス
クの高い ST1 又は ST27 に分類。強毒株とさ
れる ST1 に分類された髄膜炎由来 3 株は、
疫学情報及び発生時期に関連性はなく、続
発もみられなかった。薬剤感受性試験では、
テトラサイクリン系、リンコマイシン系で
高い耐性保有率を示した。S.suis は家畜衛
生・公衆衛生上ともに重要な菌であるため、
今後も引き続きデータの蓄積に努めていき
たい。 
 
Ⅷ－３ 保健衛生行政 
 
470．耕種農業地域における家畜伝染病防
疫体制の強化推進：北海道空知家保 川島
悠登、小山毅 
 管内は耕種農業主体で畜産への関心は低
い。平成 27 年の越境性動物疾病発生時の市
町対策本部（本部）の機構図保有は 24 市町
中 7 市町のみ。機構図と防疫マニュアルの

整備（体制整備）促進を開始。①発生時の
市町の役割と体制整備の必要性の説明会を
11 回開催。参加し易いよう地域毎に開催。
最大 22 市町出席。経年的に防疫への理解醸
成。市町内部の連携を要する調査も実施し
市町内の連携を強化。②防疫作業の講習会
を 11 回開催、最大 18 市町出席。防疫への
積極性や主体性が増強。体制整備体験談後
の市町間の意見交換で体制整備への意欲向
上。家保の取組と別に 5 市町が説明会 5 回、
6 市町が講習会 16 回を主催し、家保は助言
役で参加。防疫への理解が更に醸成され体
制整備が進展。5 年間で 12 市町が機構図、
4 市町は防疫マニュアルも整備。畜産に関
心が低い地域でも市町の役割や体制整備の
必要性の理解醸成により、主体性の増強、
維持を促進し、体制整備の推進が可能と推
察。 
 
471．家畜伝染病の初動対応への活用を目的
とした病畜映像伝送システムの検討：岩手
県中央家保 山岸竜馬、八重樫岳司 

口蹄疫（FMD）、豚熱、高病原性鳥インフ
ルエンザ等の防疫指針では、初動対応時に
病畜等の写真による迅速な情報共有が求め
られているが、特に FMD が疑われた際には、
病畜の鎮静、病変写真撮り直し等に要する
時間短縮が課題。今回、FMD の初動対応時
に、高速通信回線（4G）及びモバイル通信
機器 4 種を無鎮静下の家畜に応用し、遠隔
地の病性鑑定施設へ映像伝送するシステム
を検討。これらの成績をクラウド利用法（従
来法）と比較。結果、撮影時間は従来法（3
0 分）と比べ最大約 1/10 に短縮。リアルタ
イムに音声・動画を共有でき、確認したい
病変の欠落及び手振れ等による撮り直し、
現地での画像選別並びに複雑な送信操作等
が不要。また、画像のみでは困難な牛舎の
構造及び立地環境の理解が直感的かつ効率
的に共有可能。今後、全国的な普及が予定
される第 5 世代移動通信システムの利用に
より、通信遅延及び通信容量上限がなくな
り、初動対応の更なる迅速化が期待。 
 
472．後継者兄弟就農のため、規模拡大と一
貫経営に転換した 2 肉用牛農家への支援：
埼玉県熊谷家保 鈴木結乃、梅野杏奴 
 管内で後継者兄弟が就農を希望した肥育
牛経営 2 戸(A、B 農家)に対し、規模拡大及
び一貫経営への転換を支援、地方病性牛伝
染性リンパ腫(EBL)対策を指導。A 農家は F
1 と黒毛和種約 280 頭飼育の肥育・一貫経
営。H27 年、三男の就農に向け、法人化と
規模拡大、完全一貫経営へ転換。規模拡大
には補助事業を活用し施設整備を実施。家
保は新設牛舎等の施設整備支援や EBL 対策
を実施。H30 年に繁殖牛舎が完成し、現在、
繁殖牛約 170 頭、肥育牛約 200 頭を飼育。B
農家は黒毛和種 500 頭飼育の肥育経営で、
既に法人化済み。H28 年、次男の就農に向
け、新たに繁殖牛舎を整備、一貫化に向け、



 

 

 - 104 - 

繁殖技術習得のため、次男は外部農場で研
修を実施。繁殖牛舎等を自己資金で新たに
整備。R2 年には全牛舎完成。繁殖牛約 120
頭、肥育牛約 230 頭を目標に増頭中。両農
家とも EBL 対策で分離飼育、母乳給与の制
限等を指導。今後も後継者が確保された農
家へ規模拡大や経営安定等の方策を提案し
畜産振興を図る。 
 
473．庁舎移転を契機とした家畜保健衛生所
業務体制の改善：東京都家保 竹内美穂、
藤森英雄 

国際化の進展により海外からの家畜伝染
病侵入リスクが上昇。老朽化著しい旧庁舎
のリスク対応には限界があり、高精度な検
査とまん延防止措置強化のため新庁舎移転
による業務改善を実施。旧庁舎では清浄エ
リアと汚染エリアの混在による交差汚染が
危惧。さらに、検査施設分散による作業効
率低下等、ハード面での課題が多数散見。
新庁舎では仕切り設置により清浄エリアと
汚染エリアを完全に分離、併せて畜産関係
車両と一般車両の入場口も分離。さらに、
検査の流れに沿った部屋の配置と遺伝子検
査室新設により、検査効率化と交差汚染を
低減。農場からの帰庁後及び解剖後は、更
衣室でシャワー又は衣類交換、パスボック
スを通した検体回収ルールの整備等、ハー
ド面だけでなくソフト面でも体制を強化。
ソフト面では、庁舎移転に伴って増えた機
器・設備類の点検スケジュールを整備、高
い検査精度を継続維持。庁舎移転での業務
改善により、高いバイオセーフティーレベ
ル及び精度管理を確立。 

 
474．神奈川県の特定家畜伝染病防疫訓練の
取り組みの変遷：神奈川県湘南家保 髙山
環、荒木尚登 

平成 16 年の HPAI 発生以後、本県では発
生時に全庁的に対応する体制整備や防疫訓
練等を通じ関係者と連携。平成 27 年度から
家保を中心としたプロジェクトチーム（PJ）
を結成し訓練内容の検討や準備等を進める
他、家保は県危機管理対処方針における現
地対策本部を設置する地域県政総合センタ
ーと消毒ポイントやベースキャンプ運営訓
練を行い、実践的な対応能力の向上に努め
ている。その中、平成 30 年の豚熱発生を受
け、全ての特定家畜伝染病等の発生につい
ても全庁的に対応することとなり、PJ は豚
熱発生時に備えた講演会を開催、令和 2 年
度には特定家畜伝染病の訓練として人員輸
送と焼却訓練を計画。しかし、国内で COVI
D-19 の感染拡大が続き、多機関が参加する
訓練は書面開催へ変更。別に、家保等若手
職員へ現場リーダー育成訓練（殺処分）を
実施、HPAI 発生県の派遣業務に貢献。今後
も関係機関との関係性は密に、実践的訓練
は継続し家保職員の対応能力の向上と維持
に努める。 
 

475．豚熱発生を受け改善した防疫対策：福
井県家保 宮谷正巳、朝倉利江 

昨年度管内で発生した豚熱に対する防疫
体制や防疫措置作業等について見直しを実
施。防疫措置作業に従事した家畜防疫員と
畜産職の班長に実施したアンケートを参
考。仮設テントのレイアウトでは作業従事
者の動線や衛生資材の配置、ウイルス汚染
の有無の検討を行い修正。修正結果を各農
林総合事務所等の防疫会議で例示。指示系
統については農場と仮設テントにそれぞれ
総括者を配置する体制を本課へ提案。防疫
計画の修正を養鶏農家中心に実施、作業場
所や殺処分されたと体置場、資材置場、併
せて畜舎内作業動線等を追加記載。評価作
業班の作業マニュアルの新規作成と携行品
の整備。鳥インフルエンザ発生を想定した
防疫演習を実施、正しく防護服を着脱する
演習とともに、鶏舎内の限られた作業範囲
の中で防疫措置作業の演習。家畜防疫員と
班長向けに防疫措置作業の作業ポイント等
の資料を Teams にて共有。実施したアンケ
ートで指摘された点を改善し防疫体制が充
実。 
 
476．特定家畜伝染病防疫演習を活用した新
型コロナウイルス感染症対策の検証：静岡
県西部家保 上村耕一郎、小柳寿文 
 特定家畜伝染病防疫作業で防疫作業者間
の新型コロナウイルス感染症(COVID-19)対
策が必要。集合施設、発生現地、消毒ポイ
ントで COVID-19 対策が必要な項目として、
集合施設の常時換気、受付の検温及び健康
調査での問診で風邪様症状のある職員を作
業から除外、防護服更衣時に３密の回避、
集合施設から発生現地までの移動車内の３
密の回避を検討。上記対策を静岡県西部地
域防疫演習で検証。集合施設運営演習では、
受付及び健康調査で風邪様症状のある職員
を作業から除外できることを確認。机の配
置や立ち位置に印を付ける対策で人との距
離を確保。私物のマスクのまま防護服を着
用する職員がいることが判明し、使い捨て
マスクを全員に配布する必要を確認。消毒
ポイントについては密にならないことを確
認。今回の演習で検証できなかった移動車
内、現地での対策は今後の演習、実際の防
疫作業から検証。 
 
477．高島市家畜自衛防疫推進協議会：滋賀
県滋賀県家保 富澤泰 
 当協議会は昭和 48 年に設立。現在、県内
の自衛防疫組織は本会のみ。畜産農家のみ
ならず市や農協が参画し、独自の事業運営
を行う。一般会員は畜産農家 14 名(酪農 4
名、肉用牛 6 名、採卵鶏 2 名、肉用鶏 2 名)、
特別会員は 1 市 2 農協、賛助会員 2 農協。
一般会員数は設立時の十分の一に減少。主
な事業活動は、防疫体制整備の強化、啓発
を目的とした研修会の開催、消毒薬や防疫
資材の配布、ワクチン予防接種手数料の助
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成など。近年は相次いで発生している特定
家畜伝染病の防疫対策に力を入れ、県内で
発生した豚熱疑似患畜の防疫対応や飼養衛
生管理基準の遵守啓発などの研修会を開
催。また、伝染病の農場への侵入防止対策
として、消毒用動力噴霧器の配布、衛生管
理区域への侵入禁止看板や車両・靴底消毒
を促す看板の作成および設置を実施。令和
3年 4月の農業協同組合の広域合併により、
高島地域一円となっていた当協議会の枠組
みなど運営の見直しが必要。 
 
478．京都災害等による畜産被害への取組事
例：京都府丹後家保 堀口美咲、種子田功 

【はじめに】日本国内で災害が発生して
いる中、丹後地域でも台風、大雨、高温多
湿による暑熱、大雪による被害が発生。過
去５年間で暑熱被害は毎年発生し、台風や
大雨による土砂や浸水被害、大雪による畜
舎損壊等で飼養環境及び飼養衛生管理が破
綻した場合、伝染性疾病等の発生リスクが
上昇。家畜の生命、畜産経営を守るための
取組について報告。【取組内容】①災害に
備えた取組として、ハザードマップを活用
した農場の被害リスク評価、被害を想定し
た情報収集と分析手法の確立、災害発生が
具体的に想定される場合の注意喚起。②災
害発生時の情勢把握、現地立入による対家
畜、対施設での２次被害防止、地域災害対
策組織と連携した対応。③災害発生後の飼
養環境及び飼養衛生管理の回復、早期復旧
に向けた伴走支援。【まとめ】家畜保健衛
生所は伝染性疾病等の発生予防と併行しな
がら様々な災害等による畜産被害への対応
が求められる。また、畜産従事者が新型コ
ロナウイルスに感染した場合に家畜の飼養
管理等に関して関係者間で検討する必要が
ある。 
 
479．重大家畜伝染病の発生に備えた防疫資
材供給体制の構築：兵庫県姫路家保 金城
沙也香 

重大家畜伝染病発生時の速やかな初動防
疫のため、資材供給体制の構築に取り組ん
だ。①5 万羽規模の HPAI、2 千頭規模の豚
熱発生を想定した資材リスト作成、備蓄購
入、保管場所の選定、県民局主体の配送体
制を提言。②淡路市 HPAI 発生時の資材供給
対応から、搬出に係る稼働人員数と車両数
の多さ、拘束時間の長さ等非効率的対応に
係る課題が明確化。③課題解決のため、家
保が初動時に必要な資材品目と数量の見直
し、配送に必要な車両利用計画の作成、製
品規格と調達ルート整理、保管場所におけ
る夜間休日対応の調整、配送の外部委託、
カゴ台車での資材管理、それら全ての継続
的な見直しまでを体制化し、より効率的な
資材供給体制を構築。引き続き、情勢に合
わせた体制の精査および関係機関との共有
を行い、重大家畜伝染病の発生に備える。 
 

480．家畜保健衛生所の情報提供の変遷と効
率化：兵庫県姫路家保 山崎歩、石崎五久
美 

家保の情報提供手段の活用経緯と今後に
ついて報告。【広報誌】昭和 44 年に家保再
編整備後、家畜衛生の普及目的に創刊、月
1 回発行。情報提供手段多様化に伴い、現
在年２回発行。【FAX】重大家畜伝染病発生
に伴い迅速な情報提供の必要性増大、発生
情報を直接配布。平成 26 年、インターネッ
ト FAX 導入。以降、多数の農家へ同時送信。
【ホームページ】平成 11 年兵庫県家保単独
の HP 開設。HP 管理システムの普及で更新
作業簡便化かつ迅速化。大容量レンタルサ
ーバー普及で提供可能なデータ量大幅増
加。伝染病発生情報や動物薬事様式等を掲
載し利便性向上。本年度から QR コード活用
し HP へのアクセスを簡便化。【電子メール】
昨年度、農家のメールアドレス把握。端末
により受信可能な情報に制限有。今後、メ
ールで HP へ誘導し詳細な情報提供を行う
等、活用方法の検討中。【展望】各々の特
徴を生かし今後情報提供体制を構築。 
 
481．飼養衛生管理基準遵守に向けた取組：
島根県松江家保 原陽子、長谷川清寿 
 令和 2 年度、家畜伝染病予防法の改正に
伴い、新たな飼養衛生管理基準（新基準）
が施行され、定期報告様式が改正。家畜飼
養者が行う飼養衛生管理基準の自己点検
は、点検項目が昨年度までと比較して増加
し、内容が複雑化。家畜飼養者に向け、新
基準についての情報提供と定期報告様式の
記入例を配布。飼養衛生管理基準の遵守状
況確認のための立入検査を開始。家保への
定期報告様式の記入方法等の問い合わせが
例年より増加し、報告が減少したため、自
己点検の実施方法を要改善と認識。そこで、
立入検査時の立会点検とすることや飼養者
研修会の機会に取組むこと等を対応方策と
した。実際の立会点検では、新基準で追加
の車両及び手指消毒の不遵守等を確認。農
場の飼養衛生管理者への指導を行うと共
に、出入の関係業者へも研修等を通して新
基準遵守への協力を要請の方向。今後も飼
養衛生管理者と協議しながら農場の衛生管
理体制の維持・改善に努め、効果的な遵守
指導を実施したい。 
 
482．徳島家畜保健衛生所病性鑑定担当の家
畜疾病診断信頼性確保へ向けた取組（第 2
報）：徳島県徳島家保 瀧田裕子、阿部敏
晃  
 平成 31 年の「家畜保健衛生所（家保）に
おける試験等の業務管理要領」制定や家保
法施行令･同法施行規則の一部改正に併せ、
徳島家保病性鑑定担当においても家畜疾病
診断信頼性確保への取組を本格始動。令和
元年度徳島県畜産関係業績発表会では、そ
の一端である業務管理実施要領概略や職務
分掌に係る徳島家保病性鑑定担当業務管理
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体制上の課題を報告済。この度は、当該業
務管理実施要領に定める「教育･研修」ほか
を中心に、取組上の課題を含め、改めて報
告。「教育･研修」は検査部門と信頼性確保
部門に大別され、何れも業務の専門知識と
技術の向上を図ることが目的。検査当事者
である検査員自らが目的に合致した研修に
ついて情報収集･受講した実績と比較し、部
門責任者ほかの点検管理者がそのような研
修を受講あるいは企画した実績は明らかに
少ない。組織的に、末端職員に限らず、教
育･研修に取り組むことは、試験及び検査の
信頼性確保に関する知識のみならず意識の
浸透に資するところ大であり、取組の推進
に有効と考察。  
 
483．県内初！特定家畜伝染病発生に備えた
２つの取り組み：福岡県筑後家保 江﨑健
二郎 

本県の特定家畜伝染病防疫措置マニュア
ルでは、初動防疫対応の際、発生農場の所
在市町村に対し 1 クール 8 時間当たり 30
名程度の動員要請を規定。発生市町村単独
では、要請対応が困難な場合もあるため、
管内の全 8 市町に対し発生場所に関係なく
全ての市町から動員者を出す協力体制を提
案。結果、首長名で申し合わせ書の締結を
実現。また、防疫作業者を受け入れる集合
場所と消毒ポイントを迅速に設置するた
め、候補地を整理し、農林事務所、市町と
ともに全箇所の実地調査を実施。これを基
に、写真や図面、外部電源や給水設備の有
無など詳細を記した個別台帳を新たに整備
し、毎年 3 者で内容更新を実施する体制を
構築。今後は、これら２つの取り組みが県
内の他地域にも広がるよう普及に努め、県
全体として特定家畜伝染病発生に備えた準
備の充実を目指す。 
 
Ⅷ－４ 畜産技術 
 
484．Web 会議システムを活用した防疫業務
の効率化：岡山県岡山家保 蛇島武久、萱
原佳美 

特定家畜伝染病を疑う異常家畜発見時に
は農場で臨床検査や採材を行い、病変部位
や疫学情報等は、デジタルカメラで撮影し
た画像を家保へ送信。しかし、検査や採材
内容の確認、再撮影の指示等は電話による
ことから、リアルタイムでのやりとりは困
難。また、特定家畜伝染病発生に備え、関
係機関による防疫関連会議や研修会による
事前準備が重要であるが、新型コロナウイ
ルス感染拡大の状況下、遠方の機関が参集
し対面で行う会議の開催は、慎重な判断が
必要。このため、家保と発生農場、家保と
関係機関の効率的な連絡手段として Web 会
議システムの活用を検討し、試験的に情報
の送受信を実施した。その結果、家保と農
場、家保と関係機関を回線で繋ぎ、リアル
タイムに動画の送受信を行うことができ、W

eb 会議システムが防疫業務の効率化に有
用であることが示された。セキュリティに
配慮しながら、このシステムを活用した連
絡体制を構築し、情報連絡の迅速化と効率
化を図っていく。 
 
Ⅷ－５ その他 
 
485．管内の家畜伝染病発生に対する危機管
理体制整備：北海道日高家保 藤本彩子、
宮澤国男 
 管内の課題は、馬インフルエンザ（EI）
及び馬伝染性子宮炎（CEM）の防疫対応未経
験の獣医師増加、口蹄疫（FMD）、豚熱（C
SF）、高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
等の防疫対応未経験者の増加。取組として、
EI 及び CEM は防疫対応の教育用資料を作
成。FMD は発生通報受理、画像送信及び採
材を実地訓練。CSF は大規模養豚場での発
生を想定した初動防疫を訓練。HPAI は防疫
衣着脱、消毒ポイント運営、廃業した養鶏
場での補鳥、殺処分及び鶏舎消毒を訓練し、
教育用動画を作成。成果・新課題として、E
I 及び CEM の教育用資料は今後管内獣医師
に周知。CSF は関係者の理解が深まった一
方、越境性動物疾病に対する関係者の危機
意識の差が判明。防疫訓練を継続し、意識
の高位平準化を図る。HPAI の教育用動画
は、その後の防疫訓練で参加者の理解醸成
に活用。引き続き、防疫訓練参加を促すと
ともに、理解しやすい工夫等により、実効
性の高い危機管理体制の整備・維持に努め
る。 
 
486．獣医学生等における家畜衛生業務の理
解醸成に向けた取り組み：北海道石狩家保
枝松弘樹、羽田浩昭 

獣医学生を対象としたインターンシップ
（IS）や北海道石狩管内の獣医系大学及び
大学附属高校への講義・実習等を通じて、
家畜衛生業務理解醸成に向けた取り組みを
実施。IS は 2007 年 4 月～2020 年 9 月末に
延べ 88 名を受入。専用カリキュラムを作成
し、予防事業や病性鑑定業務を中心に農場
検査立会や室内検査実習を多く取り入れ
た。大学への講義・実習は 2012 年度以降毎
年実施。講義は家畜伝染病防疫業務、病性
鑑定業務等の業務全般について実施。実習
はグループワーク形式での口蹄疫発生時の
農場防疫シミュレーションや防疫衣着脱体
験等を実施。高校は大学と同様の講義と石
狩家保見学の受入れを 2014 年度以降概ね
毎年実施。IS 及び講義・実習時に獣医学生
へのアンケートを実施。家畜衛生業務の印
象は IS により 87.0%、講義により 35.1%の
獣医学生で変化。大学入学時の家保の知名
度は 38.2%、進路希望調査では入学時の 家
畜衛生業務の進路希望者は 9.0%であった
が、実習後は 20.8%に増加。 
 
487．コロナ禍における基幹家畜保健衛生所
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の危機管理体制：青森県青森家保 清水典
子、菅原健 

当所は、病性鑑定を行う基幹家保。また、
特定家畜伝染病(伝染病)防疫資材の備蓄・
発送拠点。コロナ禍でも最低限の機能維持
が必要。特に、職員の感染防止、病性鑑定
の継続、伝染病発生時の対応が重要。考え
られる課題を整理。①感染防止は 3 密等の
基本対策の他、会議は説明文を添付し書面
開催。県外出張者は 1 週間別室勤務。県外
来庁者は健康申告書を確認。②病性鑑定の
継続は、課員を 2 チームに分け執務室や動
線を完全分離。バックアップ体制を構築。P
CR 検査室汚染対策とし新たに検査室を設
置。③コロナによる人員不足を想定。防疫
資材をパッケージ化し効率化。所員の分担
を見直し、欠員時でも対応可能なシフトに
再編成。各自の責任で防疫を行う体制を推
進。防疫拠点で使用する非接触式温度計等
の機器を整備。コロナ対応マニュアルを作
成。課題はコロナ感染状況等の情勢に応じ
速やかに対応。悲観的に準備し、課題に向
き合い、楽観的に対処できる基幹家保の危
機管理体制が構築。 
 
488．新型コロナウイルス感染症拡大防止に
配慮した Web 会議システム等による研修手
法の確立：仙台家保 千葉直幸、後藤庸 
 令和２年４月、新型コロナウイルス感染
症の拡大防止対策として、家保初の web 会
議システムによる研修を検討。本システム
をハード・ソフトの両面から調査。現状を
考慮し、モバイル通信端末による開催を決
定。モバイル環境では通信速度・安定性・
通信データ制限が課題。様々な web 会議ツ
ールの特性を調べ、動画教材を作成して研
修プログラムに組み込み各課題に対処。併
せて、全職員が動画教材で自由に学習でき
る体制も構築。実習では、初のリモート実
習に加え、試験精度管理の手法を用いた手
技確認方法を試みた内容に進化。動画教材
の予習後、リモート環境で各自の検査室で
行う実地スタイルは実践的で責任感向上と
確実な業務遂行に寄与。本研修は参加者か
らも好評価で、従来の参集型の研修では体
験できない有意義な研修と実感。考案した
本手法は、若手職員の技術の平準化、職員
の資質向上に有用。今後は講義項目の拡充
と内容充実を図り，参集型とリモート型を
併用した研修の開催を構想。 
 
489．家畜改良増殖法改正に伴う対応：秋田
県北部家保 稲葉有紀 佐藤伸行 
 家畜改良増殖法の一部を改正する法律
（以下、新増殖法）の施行により、家畜人
工授精所（以下、授精所）での家畜人工授
精用精液の保存、また授精所における記録
や報告が義務化。新増殖法の概要の周知及
び授精所開設の指導を令和元年度から令和
２年度にわたり実施。状況把握のための液
体窒素ボンベ保有者の調査、新増殖法の概

要説明のための説明会を実施。新増殖法の
改正内容についてまとめたパンフレットを
独自に作成し、家畜人工授精師や生産者に
配布。授精所開設に向けた個別指導を延べ
７回、開設した授精所に対する指導を延べ
13 回実施。管内の授精所開設数は、令和元
年度当初の２件から、令和２年 12 月 31 日
時点では 17 件に増加しており、取り組みの
成果がみられている。家畜人工授精の適正
実施のために、今後、開設した授精所に対
する継続的な指導に加えて、家畜人工授精
師や生産者に対する指導を関係機関との連
携の下で実施していくことが必要。 
 
490．特定家畜伝染病発生時に備えた防疫支
援リーダー養成の取組：福島県中央家保 
齋藤由美子、大倉直子 
 特定家畜伝染病発生時における円滑な防
疫措置には、現場を指揮する家保職員と地
方対策本部の運営を担う農林事務所（農林）
の連携が必須。安全対策・監視課は、家保
職員を養成する取組として、平成 30 年度か
ら家畜防疫リーダー研修会を毎年開催。豚
熱ワクチン接種時には、リーダーとして現
場を指揮し、研修成果を確認。一方、農林
は担当者の知識不足や各地方の体制整備の
格差が課題。担当者が不安を抱えているた
め、今年度初めて現状や課題を意見交換す
る情報共有会を開催するとともに、農林の
防疫支援力の向上を目的としたリーダー研
修会を企画。畜舎構造や防疫作業等の基礎
知識に加え、消毒ポイント、集合センター
設置訓練等、実践的な内容を研修。その結
果、不安の解消、自信や自覚の向上、更に
担当者同士の協力体制も強化される相乗効
果を確認。今後も家保、農林双方の研修会
を継続するとともに両者の連携強化を図る
ことで県内全域の万全な防疫体制を目指
す。 
 
491．病性鑑定の精度管理体制の構築：埼玉
県中央家保 石原径佳、吉田輝美 
 検査の信頼性確保のため平成 29 年に病
性鑑定の業務管理実施要領(要領)を制定
し、ヨーネ病遺伝子検査、鳥インフルエン
ザの ELISA 及び遺伝子検査の標準作業書(S
OP)の運用を開始。その後、牛海綿状脳症(B
SE)の ELISA、豚熱及びアフリカ豚熱の遺伝
子検査等の SOP を追加。要領は 5 つの SOP
から構成。Ⅰは検査部門に中央家保病性鑑
定担当、信頼性確保部門に県庁畜産主務課、
採材部門に各家保家畜防疫担当及び BSE 採
材者を位置づけ、Ⅱは検査試薬の適正管理、
Ⅲは採材や運搬方法等の材料の取り扱い、
Ⅳは各検査の具体的な検査方法及び検査記
録表、Ⅴは機器の保守点検方法や使用記録
表を定めた。要領制定により、検査部門と
採材部門の役割が明確化し、適切な検体管
理が可能になった。検査毎に検査区分責任
者及び検査部門責任者によるダブルチェッ
クで検査の精度を担保。今後、家保で実施
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する他の疾病の検査も順次 SOP を作成し、
家保における検査の信頼性確保に努めてい
く。 
 
492．管内市町との連携による消毒ポイント
候補地現地調査の取り組み：埼玉県川越家
保 宇賀神ひかる、関根貴司 
 本県では、特定家畜伝染病発生時に設置
する消毒ポイントは、平時に市町村へ照会
してリストアップした候補地から選定。令
和元年度の豚熱発生に伴う消毒ポイント運
営から得られた課題を基に、候補地の現地
調査を実施。19 市町、計 37 施設で調査。
調査項目は利用可能面積、大型車進入の可
否、車両動線、出入口の数、付近の幹線道
路、水道、電源、消毒資材保管場所、施設
管理者等。調査の結果、全ての施設で水道
及び電源、十分な面積を確認。資材保管場
所は 8 施設で整備。7 施設で大型車が進入
困難。これらの結果、消毒ポイントに適し
た候補地は 27 施設と判断。市町と連携して
調査したことで、消毒ポイントに関する市
町の危機管理意識が高まった。今後の課題
は、食肉処理場や県境等、車両消毒の需要
が高い場所や道路網等の検討。必要に応じ
て市町へ追加の候補地選定を依頼。特定家
畜伝染病発生時に迅速に対応できるよう、
今後も防疫体制の強化に努めていきたい。 
 
493．コロナ禍における家保の業務対応：東
京都家保 林朋弘、寺崎敏明 

新型コロナウイルス感染症の世界的流行
による令和 2年 4月 7日付緊急事態宣言（宣
言）発令を受け当所でも 4 月 8 日から 5 月
20 日までの間、出勤抑制・テレワークを実
施。宣言下においても継続すべきものと一
時延期・休止するものとに業務内容を振り
分け、定型的な作業や検査の判定について
過去に作成したマニュアルを再編整備し担
当間で共有することで対応。振分けにより
後ろ倒しとなった業務に対しては宣言明け
以降に所員全員の協力により遂行。既存業
務の大幅な改善のほか、テレワークの習熟
による円滑なリモート会議、支所および他
部署との情報共有推進等の効果あり。 
令和 3 年 1 月からの二度目の宣言において
も、これまでの成果により業務に支障のな
い出勤抑制を継続。全国で多発した高病原
性鳥インフルエンザへの応援要請に対する
職員の派遣を行いつつ、所全体で危機管理
に対応。 
  
494．新庁舎における見学者受入体制の整備
：東京都家保 高野真帆、小山朗子 

家畜衛生や畜産に関わる情報発信は当所
役割の一つ。令和 2 年 4 月の庁舎移転に伴
い、見学の要望が増加した一方、新庁舎見
学時にはバイオセキュリティへの配慮が必
要であるため、見学者受入体制を整備。第
一に、「東京都家畜保健衛生所見学者受入
要領」を改訂。所内を 3 エリアに区分、エ

リア毎の見学対象者及び実施方法を規定。
見学者の安全確保と危害防止のため、「見
学者の遵守事項」を明記。第二に、理解促
進のための見学方法を検討。講義で概要説
明後、少人数グループで所内見学を行う流
れを設定。機器や検査内容の案内パネルを
作成、検査室外からの説明を可能とした。
交差汚染防止対策が著しく改善した解剖
室、焼却炉、準備室等の見学は各部屋の扉
を開け、屋外から動線を説明。新型コロナ
ウイルス感染症の影響で中止した集合研修
の代替で、業務紹介動画を作成し対象者に
配布。動画は今後、業務紹介ツールとして
活用。次年度は、専門的な学生研修の体制
整備を行う。 
  
495．防疫マップマニュアルの整備：東京都
家保 内匠夏奈子 

特定家畜伝染病の発生時には防疫マップ
を用いた作業が必要となるが、現状では使
用方法を習熟した職員は一部に限られてい
る。そこで、緊急時に誰でも作業を行える
よう、マニュアルを整備。防疫マップに関
する主な作業内容として、特定家畜伝染病
発生時における制限区域の設定、制限区域
内の農家の抽出、制限区域内の字界の抽出、
消毒ポイント候補地の設定等が挙げられ
る。マニュアルでは、作業項目ごとに必要
な手順を明確化。初めて操作する人にも分
かりやすいよう、実際の操作画面を例示し
て解説を記載。また、施設データについて、
全農家のデータを更新。畜産関連施設につ
いては、住所や電話番号などの基本的事項
について再度確認。更新の手順についても
マニュアルとして整備し、定期的なデータ
の更新を徹底。今後、今回作成したマニュ
アルを活用し、防疫マップの使用方法につ
いて所内へ周知を図る。 
 
496．みんなの「知りたい」を「見やすく」
発信！～ホームページリニューアルに向け
て～：神奈川県県央家保 岡京子、小嶋信
雄 

2020 年新型コロナウイルス感染症の流
行により情報提供の機会である勉強会等の
中止が相次ぎ、情報提供の充実が必要とな
った。また全国的な豚熱発生拡大に呼応す
るように当所のホームページ(HP)閲覧数が
増加。今回この HP に着目し、非接触型情報
提供ツールの充実を目指すリニューアルを
実施。まず閲覧者の知りたい情報等を県の
電子アンケートシステムにて把握。156 人
から回答があり、家畜伝染病や家保の業務、
採用情報等の充実化が求められた。デザイ
ン面では文章が多い、スマートフォンで見
にくい等の意見があった。そこで生産者・
獣医師・消費者・就職希望者向けのページ
を作成し閲覧者が知りたい情報を探しやす
いよう工夫。家畜伝染病情報は整理し、他
県の発生状況も含めた情報発信を可能にし
た。消費者向けには写真等で親しみやすさ
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を出し、就職希望者向けには家保の業務内
容や県採用情報等を掲載。またスマートフ
ォンでの閲覧を意識し、レイアウトを変更。
今後は動画や画像を用いた情報発信や指導
コンテンツの充実を図る。 
 
497．獣医系大学と連携した取り組み：岐阜
県中央家保 青柳佑典、溝口博史 

近年、豚熱や高病原性鳥インフルエンザ
など家畜伝染病が頻発し、病原体の伝播に
ついて野生鳥獣の関与が報告されるなど、
課題が多様化。このため、現場で働く公務
員獣医師には従来よりも幅広い見識、実践
的な対応能力などが必要。岐阜県は家畜衛
生に関する連携協定を岐阜大学と平成２６
年に締結。さらに令和元年度からは岐阜大
学を中心に獣医系大学と学術・教育に係る
活動を実施。学術分野では、野生いのしし
における監視伝染病等の浸潤状況や野生い
のししに寄生するダニにおける病原体保有
状況を調査。また、大学側の家畜疾病に関
する研究に協力し、公務員獣医師としての
知見を拡充。学生への教育では、学生に家
畜衛生への関心を持たせる目的で大学での
講義やインターンシップの受け入れを開
催。業務紹介に加え、豚熱対応の実例を盛
り込むなど工夫をした演習を実施。全国的
にも特色ある大学との連携事業を通じ、公
務員獣医師のスキルアップや人材確保によ
り、疾病発生の予防に努め、畜産の安全経
営につなげる予定。 

 
498．公務員獣医師及び畜産担い手確保に向
けた家畜保健衛生所のアプローチ（第 2 報）
:静岡県東部家保  田﨑常義 

当所では、高校生を対象に出前講座を継
続実施し、公務員獣医師や畜産業の魅力を
発信。今回、３つの視点からアプローチ。
①聞くだけでは伝わらない魅力の発信、②
開催校、受講生数の増加、③獣医学生に魅
力を伝達。①若手職員による検査業務の体
験、②高校教諭を対象に講座、実習を実施、
③Vpcamp を取り入れた実践型実習を導入。
631 人が聴講し、99.4%が家保の業務を理
解、99.7%が役に立ったと回答。講座開催校
は 2 校から 13 校に増加。Vpcamp 参加学生
が本県獣医師職に内定。出前講座及び業務
体験講座の継続実施により、聴講生は畜産
振興及び食の安全に寄与していることを理
解し、若手職員の説明能力向上と業務への
誇りを持たせることができたと考察。 

 
499．新しい情報発信方法の実践と検討：静
岡県東部家保 和田みなみ、鈴木拓人 

家畜保健衛生所（家保）では、家畜衛生
情報発信にインターネットファックスを利
用。発信数増加に伴う通信費、家保職員へ
の負担増加、情報不達が課題。課題解決の
ため、低コストかつ容易で、確実に受信可
能なソーシャルネットワーキングサービス
（LINE）の利用を検討。家保公式アカウン

トを作成、養豚農家 39 名を対象に試験運用
及び運用前後のアンケートを実施。運用前
アンケートは、インターネット環境保有状
況、LINE、FAX、メールの利用状況、各受信
方法の確認頻度について調査。運用後に、L
INE 確認のタイミング、今後希望する受信
方法、運用への意見及び感想を収集。結果、
82％の農家がインターネット環境を保有。L
INE、FAX、メールの利用率は各々57％、79
％、71％利用。確認頻度は LINE が最も高く
12 名が試験運用に参加。参加農家の 75％が
今後も LINE 利用を希望。農家からは、確実
に多くの情報取得が可能で分かりやすいと
高評価。個人アカウント取扱いについて農
家へ十分な説明を行い、今後も LINE 利用継
続を検討。 

 
500．管内における畜産環境対策について：
高知県西部家保高南支所 中西慶太 

管内畜産農家において、畜舎や堆肥舎周
辺の臭気による経営の維持や発展への影響
が課題。そのため、畜管検式ニオイセンサ
ーを用い、臭気を測定。臭気対策資材は、
四万十町畜産クラスター振興協議会が中心
となり、（一財）畜産環境整備機構、栃木
県畜産酪農研究センターと検討し、効果を
検証。養豚農場では、原尿槽へ蓋をするこ
とで臭気指数（以下、指数）23 から 3 に低
減。堆肥撹拌時の臭気に対しては、堆肥舎
周辺の遮蔽により、指数 23 から 12 に低減。
乳用牛肥育農場では、堆肥舎にアンモニア
臭分解シートやミスト散布装置を設置。シ
ートの分解効果とミストの臭気エリア拡大
防止により、指数 15 から 9 に低減。堆肥化
促進剤のメーカーからは、2 農場に共通し
て投入した発酵促進剤により、臭気低減効
果ありとの報告。臭気の感受性には個人差
があり、気候条件による変動が今後の課題。
家保は、この取組を進め、地域住民の畜産
への理解醸成を図り、畜産振興につながる
環境を整備。 

 
501．「誰でも迷わず行ける。道案内！」ポ
ータブルナビゲーションの活用：福岡県中
央家保 北山渉、横山敦史 

管内畜産農場等の所在地は道路地図や住
宅地図を用い把握。しかし近年増加する他
県出身新規職員は土地勘がなく年度当初の
巡回に苦慮。特定家畜伝染病発生時は計画
的かつ夜間でも巡回できる対策が必要。こ
のためポータブルナビゲーションデバイス
（PND）の活用を検討。機種選定を行い条件
に合うものを選定。フォルダ作成８個以上
かつ登録数２００以上が条件。全家畜のう
ち豚及び鶏で検討。７０件のうち１０件で
農場到着不可。原因として、登録地点が農
場中心で裏側に案内、周辺道路がデータと
して認識されず案内を中止。改善策として、
登録地点を農場入口に変更、道筋に複数ポ
イントを登録。インターネット上の地図は
中山間地域の農場所在地の把握には不適。
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事前登録を工夫した PND の活用で円滑な道
案内が可能。情報は SD カードに保存しデー
タ移行可能。県下で同一シリーズを用いる
ことで県内データ共有可能。特定家畜伝染
病発生時に迅速な対応が可能。 

 
502．スマートフォンを活用した初動防疫対
応の検討：長崎県県南家保 宮崎朋美、高
山裕介 

初動防疫対応を迅速に行うためスマート
フォン（スマホ）の活用方法を検討。①担
当職員以外の更新作業不徹底により記録漏
れや更新までのタイムラグが生じていた防
疫資材の管理をエクセルと棚卸しによる管
理から QR コードを利用した資材管理アプ
リに変更。②緊急時、周辺地理に詳しい案
内人が必要な農場や消毒ポイントの位置情
報を地図アプリの位置情報で共有するよう
変更。③デジタルカメラとタブレットを用
いてデータ送信に時間を要していた緊急立
入り時の異常部位撮影送信の全ての作業を
スマホに変更、聞取り様式は電子データに
入力し送信。その結果、①資材数量確認時
に更新し、記録漏れやタイムラグが解消。
②情報共有に必要な時間が短縮、現地に不
案内な動員者での対応が可能。③画像送信
が従来法 68 分から 39 分と短縮、資料作成
に様式を活用でき所内での作業時間が短
縮。スマホを用いることで業務の簡素化・
迅速化を達成。今後は初動防疫対応のさら
なる検討に努めたい。 

 
503．家畜伝染病発生時における防疫資材輸
送手段の見直し：長崎県中央家保 早稲田
万大 

防疫資材並びに防疫作業者用の食糧を防
疫拠点や消毒ポイントへ輸送する手段につ
いて再検討。農場周辺の狭い通路でも乗り
入れが容易な幌付小型トラックを複数台所
有する赤帽長崎県軽自動車運送協同組合
（赤帽）と運搬作業の委託について協議。
有事の際に発生地域で必要とする車両台数
の確保、業務時間外での対応も含めた要請
方法、委託業務内容を整理した手順書を作
成のうえ双方で共有。赤帽は県本土全域に
会員を有するため、県央地域のみならず、
島原地域及び県北地域においても追加協議
し、同様の輸送手段を整備。赤帽による県
内本土地区共通の体制構築により、防疫に
関する資材の輸送方法が改善。運送業の繁
忙期等、必要台数の車両確保が困難な場合
を想定し、従前の輸送手段も継続して確保
し、万全の体制を整備。 

 
504．薬剤感受性試験の平準化へ向けた取組
み：長崎県中央家保 浦川了 

6 家保、15 名の職員を対象に E.coli ATC
C25922(Ec)、Staphylococcus aureus ATCC
25923(Sa)を用いて薬剤感受性試験及び菌
液の濁度等について調査を実施。試験 1 は
各家保のディスク、培地を用いて各自が日

頃実施している方法で実施。Ec、Sa ともに
複数薬剤が外れ値であった職員は 6/15 名。
薬剤毎の阻止円直径（直径）のばらつきは
Ec、Sa ともに大きかった。菌液濁度は 12/
15 名が McF0.5～１、調整方法は 12/15 名が
目視法で実施。試験 2 は同一ロットのディ
スク及び培地を用い、菌液濁度は McF0.5
で実施。さらに、各自で作成した McF0.5Ec
菌液の菌数を測定。試験 1 と比較し外れ値
項目はやや減少。直径のばらつきは改善さ
れず。Ec の菌数は多くの職員が 1～2×108

CFU/ml 未満。試験 3 は菌液調整方法をチッ
プ法（船守、2018）に指定し、試験 2 と同
様に実施。外れ値が確認された職員は 2 名、
外れ値を示した薬剤はそれぞれ 1 薬剤。直
径のばらつきは大幅改善。Ec の菌数測定は
ほとんどの職員が良好。 

 
505．家畜伝染病発生に備えた危機管理体制
構築上の役割：熊本県中央家保 山下美咲 

県内での HPAI 発生経験を踏まえ、家畜伝
染病発生時の迅速かつ的確な防疫体制の高
位平準化を図るため危機管理体制の構築が
急務。当所は、大型の焼却炉と防疫資材備
蓄倉庫を整備したことに加え、県内で唯一
検査課を有し BSL3 検査室を備えた新庁舎
を他の家保に先駆けて竣工したことから、
本県の家畜防疫対策上の中枢機関としての
位置付け。防疫資材搬出に係る検証を実施
し、発生規模毎に搬出可能なカゴ台車を用
いた整理や簡易消毒ゲートの作製を行い、
迅速で的確な初動防疫体制を構築。また、
大会議室や検査課を有していることから、
家畜防疫員を対象とした実習を伴う病性鑑
定研修会や防疫作業実務研修会を実施。加
えて、防疫実務職員を対象とした防疫資材
管理や野鳥サーベイランスに係る研修会を
毎年実施。家畜伝染病発生時の迅速かつ的
確な対応を図るため、今後も人材育成・防
疫資材整備検証を積み重ねていくことで高
い危機管理体制の維持に努める。 

 
506．特定家畜伝染病発生時の品質管理体制
：熊本県中央家保 本田佐知子 

2015 年以降、本県では新庁舎竣工や HPA
I 中心に標準作業手順書等を作成し品質管
理体制基礎が完成。2018 年以降国内豚熱発
生、検査の信頼性確保に係る品質管理の重
要性高まる。本県体制の機能再検討のため、
農場密集地域 2 農場で豚熱同時発生時の移
動制限解除までの検査対応検証。検体数の
試算結果、1 例目の発生状況確認検査で 26
戸 1,075 頭、2 例目では 13 戸 430 頭。加え
て野生いのししを含む疫学調査等、制限解
除までに 7,000 頭以上の検査が見込まれ、
試薬等の早期不足及び本県家保職員以外か
ら 6 名以上の検査動員を想定。また、検体
数増加により交差汚染発生リスクあり。以
上から、現体制では豚熱発生に伴う検体数
増加時の対応不十分と推察。対策として、
試薬調達の体制整備、検査課動員計画及び
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動員者向けプロトコル、作業動線マニュア
ル等を作成し検査体制維持と検査精度の高
位平準化が可能。今後も国内伝染病発生状
況に応じて見直し、品質管理体制強化を図
る。 

 
507．令和 2 年 7 月豪雨による管内畜産被害
への対応：熊本県城南家保 髙木郁哉 

令和 2 年 7 月豪雨では、振興局と連携し、
災害発生直後から情報収集し、管内畜産関
係者に協力のもと、畜産被害に対し、次の
取組を実施。農場への土砂等の流入による
伝染病発生防止のため、管内全畜産農家 67
2 戸へ 1,313 袋の消石灰を配布。希望した
農家に対し、動力噴霧機での畜舎消毒を計
画し、日程調整後、資材及びトラックの調
達、動員の要請等を行い、総勢 24 名、4 日
間で 15 戸の消毒を実施。今回の災害で球磨
村の種豚場の一部が孤立したことから、自
衛隊の協力のもと総勢 28 名、9 時間で 27
頭の豚を救出。実施は、豚の誘導、鎮静剤
の投与後、フレコンバッグへ投入し、自衛
隊ヘリコプターによる搬出を行った。一方
で、一部通信機器の不通、交通網の寸断、
職員の被災等の問題が発生。業務遂行の危
機に直面したことから、最大規模の災害を
想定し、通信機器の整備や応援要請の方法
等の危機管理体制整備の必要性を再認識。
今回の検証及び総括は、貴重な事例と考え
られる。 

 
 
 

 


